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AAccttiivvee  LLeeaarrnniinngg のの理理論論とと実実践践にに関関すするる一一考考察察  

LLAA をを活活用用ししたた授授業業実実践践報報告告（（1122））  
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三浦真琴（関西大学教育推進部） 

Makoto Miura（Kansai University, Division for Promotion of Educational 
Development） 

  
要要旨旨  

春学期のオンライン授業では、LMS のみを利用した科目、LMS と Zoom を併用した科目それ

ぞれに創意工夫を積み重ねた。いずれも学習パラダイムに則って学生の学習を創発することを目

指したものだが、これが奏功したのは LA が繊細で丁寧な支援をしてくれたからである。面接授

業を原則としたために、春学期の蓄積を存分に使うことができなくなった秋学期においても、受

講生の選択肢を可能な限り増やすなどの工夫を施したが、複雑で多様なチャンネルに LA が十分

に対応してくれたおかげでつつがなく授業を展開することができた。今後は、オンライン授業に

おける受講生の学習支援を LA 研修のテーマに加える必要があるだろう。 
  
キキーーワワーードド  オオンンラライインン授授業業、、学学習習パパララダダイイムム、、ララーーニニンンググアアシシススタタンントト、、ググルルーーププワワーークク／／

OOnnlliinnee  lleeaarrnniinngg，，LLeeaarrnniinngg  PPaarraaddiiggmm，，LLeeaarrnniinngg  AAssssiissttaanntt，，GGrroouupp  WWoorrkk  
 
11..  春春学学期期ににおおけけるるオオンンラライインン授授業業のの概概要要  
11..11.. 学学生生へへのの連連絡絡・・通通知知 
関西大学では2020年3月27日に2020年度の

授業実施の基本方針が掲示され、新年度の授業は

4 月 6 日から 4 月 18 日の間は原則として休講と

することが決められた。この決定の背後に春学期

はオンラインによる授業が実施されることを読み

取り、4 月 1 日から三日間にわたって、教員と学

生を対象としたオンライン授業に関する個別相談

会やセミナーを教育推進部教員・CTL 事務局職

員・CTL研究員が企画・開催した。筆者にはオン

ライン授業の経験はなかったし、LMS を利用し

たこともなかったため、セミナーや個別相談会に

おいて、十分な対応ができるとは考えられなかっ

た。 
とはいえ、筆者は新年度の授業がオンラインに

よって実施されることをかなり早い段階で予測し

ていたため、LMSのコンテンツは全科目15回分

を既に作成済みであった。これを利用した授業の

展開こそ経験していなかったものの、コンテンツ

を作成しながら気づいたことが幾つかあり、それ

を教員や学生に伝えることにした。 
個別相談会の準備を進めるとともに、受講生に

は早い時期の連絡を心がけるようにした。春学期

の履修登録の終了後ただちに全受講生に向けて、

インフォメーションシステムの講義連絡機能を介

して、春学期の授業は LMS を用いて実施するこ

とを伝えた。その際、LMSの使い方を簡便に説明

した自作のパワーポイントのスライドをpdf ファ

イルに変換したものとpdfファイルを読み込むた

めの無料ソフト（Adobe Acrobat Reader  DC 
Installer）を添付した。新入生の中には pdf ファ

イルに馴染みのない者がいるかもしれないと考え

てのことである。 
実は学生が最も望んでいたのは、LMSの使い方

を伝えるサイトへのアクセスの仕方であることが、

その後の相談会における学生の反応からうかがい

知ることができた。筆者自身も、そのサイトの存

在に気づくのにかなりの時間を要したが、コンテ

ンツを作成しながら、自分なりに使い方を把握で
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きるようになっていたので、学生向けの説明ファ

イルを作成することができた。LMS を使うオン

ライン授業に精通していなかったからこそ、これ

を初めて利用する人の不安や不便を慮ることがで

きたのである。このような配慮は多くの学生の心

に届いた。以下は LMS のメッセージ機能によっ

て受講生から届けられた声の一つである。 
「私は、入学してすぐで、講義の仕組みも理解で

きていなくて、機械に疎いため、オンライン授業

がとても不安でした、他の講義では当日にお知ら

せが届くことが多くありました（明日の講義のお

知らせもまだ来ていません）。しかし、この講義で

は履修登録後すぐに授業内容やオンライン授業方

法を LMS で見ることができ、プロジェクト学習

１についての不安はないまま、今日の第 1回目を

迎えることができました。チャットを使う、Zoom
を使うといったこともタイムラインに載せてくだ

さっていたので、どこを開けばいいのかという疑

問もなく、スムーズに入っていけました」 
 
11..22.. 多多様様なな春春学学期期のの授授業業形形態態 
 筆者は表 1に示す 6科目を担当した。このうち

3 科目でグループワークを、2 科目では一部でペ

アワークを展開した。残る 1 科目は LMS による

オンデマンド型の授業を実施したが、希望者とは

Zoom を使ったコミュニケーションを取ることに

した。 
LMSを利用する場合、オンデマンド型の授業が

前提とされていたが、筆者は原則としてリアルタ

イムで授業に参加するように学生に呼びかけた。

学生の生活習慣を守り、昼夜が逆転してしまうこ

とがないようにするための配慮である。面接授業

とオンライン授業が混在している場合には、オン

デマンド型の授業に時間割通りの参加を呼び掛け

るのには慎重を期さねばならないが、全員がオン

ライン授業を受けている春学期は、それが可能と

なった。 
Zoom が導入されるまでは、タイムラインを使

って学生に新たな指示を伝えるとともに、学生の

書き込みを許可することで、常に学生の質問に応

じられるようにした。どうしてもリアルタイムで

の参加が困難な場合にはメッセージ機能を活用す

るようにと学生には伝えた。 
音声によるコミュニケーションができない環境

下、少しでも授業を楽しめるように、授業コンテ

ンツとは別に、タイムラインにゲーミフィケーシ

ョンの要素を盛り込んだ課題を出すこともあった。

リアルタイムで授業に参加している学生は、授業

コンテンツよりも、こちらの ad hocな課題に一所

懸命に取り組んでいたようである。 
表 1 2020年度春学期の授業形態の概要 

科目名 
受講 

者数 
課題解決の様態 利用したツール等 

教職概説 130 課題：パーソナルワーク 
LMS リアルタイムでの利用を前提 

希望者のみ Zoom ・「広場」の作成 

作文プロジェクト   24 
前半の課題：パーソナルワーク 

後半の課題：ペアワーク 
LMS＋Zoom＋Googleドキュメント・LAの活用 

「通信」の作成 

文章の達人を目指す   22 
前半の課題：パーソナルワーク 

後半の課題：ペアワーク 
LMS＋Zoom＋Googleドキュメント・LAの活用 

「通信」の作成 

ねがいをかなえるプロジェクト   24 課題：グループワーク 
LMS＋Zoom＋Googleスライド・LAの活用 

他の科目の履修学生の参観 
クリティカルシンキング   23 課題：グループワーク LMS＋Zoom＋Googleスライド・LAの活用 
ピアサポートのための 

クリティカルシンキング 
  41 課題：グループワーク 

LMS＋Zoom＋Googleスライド・客員研究員の参観 

LAの活用 
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タイムラインの活用のほかに留意したのは、パ

ーソナルワークを主軸とする科目において、必ず

提出された課題へのフィードバックをおこなうこ

とである。表中に示した「広場」「通信」とは、受

講生が提出した課題を掲載して LMS に資料とし

て提示するものである。100 名を超えるクラスで

は、受講生全員のレポートを掲載することは困難

なので、他の受講生に読んでもらいたいものをピ

ックアップし、それに科目担当者が必ずコメント

を付すことにした。また、作文系の 2科目では受

講生の執筆した作品に科目担当者あるいは／なら

びに LA が感想などのコメントを付した。このフ

ィードバックは受講生に好評であった。その感想

の一部を紹介する。 
「オンラインではないときの授業がどういうもの

かわかりませんが、オンライン授業で良かったな

と思ったのが、先生がまとめてくださる「教職概

説の広場」で様々な人の様々な考えや意見を知る

ことができる点です。対面授業で意見交換をする

ことも良い刺激になったかもしれませんが、文字

で書かれているものを見ることでより客観的に、

そしてシンプルに他の人の意見を吸収できたよう

な気がします。私は物事に対して視野が狭くなる

ことがありましたが、教職概説の広場を読んで他

の人の考えを知ることで、同じ課題や題材に対し

て今までとは異なる見方をすることができ、また

授業の回数を重ねるごとに視野を広げて課題に向

き合えるようになってきたように感じます。教職

や教育についてだけでなく、考えることや多くの

視点から物事を見ることについても学ぶことがで

きました。」 
 面接授業でも同様の「広場」は作成しているが、

毎回提出される小レポートは手書きのため、その

入力作業にはかなりの時間を割かなければならな

い。しかしオンライン授業で LMS に提出される

レポートはわざわざ入力する手間が省けたため、

コメントをより充実させることができた。 
 
11..33.. LLMMSSににおおけけるるググルルーーププワワーークク 
このセクション以降は、主としてグループワー

クを展開するために施した工夫について言及する。 
表 1に示した 3科目では、社会人基礎力の前提

となる非認知能力の育成を目標としている。この

能力の育成にはグループワークが適していると考

えているため、毎期、グループワークを展開して

いる。ところが春学期は面接状況のないところで

グループワークを進めなければならなかった。ど

のようにグループワークをデザインするのか、そ

れが初めてのオンライン授業における最初の課題

であった。 
いつもはグループワークトレーニング（GWT）

として、他のグループのメンバー編成を手伝うグ

ルーピングを実施するのだが（三浦、2018）、誰と

も対面していない状況では、それは困難であると

考え、グループ編成は筆者が直接学生に伝えた。

同じグループのメンバーだけが入室することので

きるチャットルーム（掲示板）をグループの数だ

け作成し、その中で情報を交換しながら、グルー

プワークの課題に取り組んでもらうことにした。

また、LA 全員に“Author”の権限を授与し、学

生からの問い合わせなどに瞬時に対応できるよう

にした。さらに LA はいずれのチャットルームに

も自由に入室できるため、その権限を最大限に活

用し、1 時限内に必要に応じて複数のチャットル

ームを訪れ、必ずグループメンバーにメッセージ

を伝えたり、課題の解決につながるようなヒント

を出したりしてくれた。そのおかげで、わずかに

数回ではあったが、相手の顔が見えない状態の中

でも、グループワークは順調に進んでいった。 
 
22..  ZZoooomm導導入入後後ののオオンンラライインン授授業業  
22..11.. LLMMSSととZZoooommをを併併用用ししたた授授業業のの開開始始  
 Zoom の包括的契約が結ばれた後は LMS と

Zoomを併用する授業方法が可能になった。LMS
において提示した課題についてZoomのブレイク

アウトルームを使えば面接授業に準ずるグループ

ワークが展開できると考えていた。ところが当該

学期の受講生はGWT を経験していないため、他

者の学びを支援するというメンタリティの必要に

気づいていない者もおり、順調にワークを進める

きるようになっていたので、学生向けの説明ファ

イルを作成することができた。LMS を使うオン

ライン授業に精通していなかったからこそ、これ

を初めて利用する人の不安や不便を慮ることがで

きたのである。このような配慮は多くの学生の心

に届いた。以下は LMS のメッセージ機能によっ

て受講生から届けられた声の一つである。 
「私は、入学してすぐで、講義の仕組みも理解で

きていなくて、機械に疎いため、オンライン授業

がとても不安でした、他の講義では当日にお知ら

せが届くことが多くありました（明日の講義のお

知らせもまだ来ていません）。しかし、この講義で

は履修登録後すぐに授業内容やオンライン授業方

法を LMS で見ることができ、プロジェクト学習

１についての不安はないまま、今日の第 1回目を

迎えることができました。チャットを使う、Zoom
を使うといったこともタイムラインに載せてくだ

さっていたので、どこを開けばいいのかという疑

問もなく、スムーズに入っていけました」 
 
11..22.. 多多様様なな春春学学期期のの授授業業形形態態 
 筆者は表 1に示す 6科目を担当した。このうち

3 科目でグループワークを、2 科目では一部でペ

アワークを展開した。残る 1 科目は LMS による

オンデマンド型の授業を実施したが、希望者とは

Zoom を使ったコミュニケーションを取ることに

した。 
LMSを利用する場合、オンデマンド型の授業が

前提とされていたが、筆者は原則としてリアルタ

イムで授業に参加するように学生に呼びかけた。

学生の生活習慣を守り、昼夜が逆転してしまうこ

とがないようにするための配慮である。面接授業

とオンライン授業が混在している場合には、オン

デマンド型の授業に時間割通りの参加を呼び掛け

るのには慎重を期さねばならないが、全員がオン

ライン授業を受けている春学期は、それが可能と

なった。 
Zoom が導入されるまでは、タイムラインを使

って学生に新たな指示を伝えるとともに、学生の

書き込みを許可することで、常に学生の質問に応

じられるようにした。どうしてもリアルタイムで

の参加が困難な場合にはメッセージ機能を活用す

るようにと学生には伝えた。 
音声によるコミュニケーションができない環境

下、少しでも授業を楽しめるように、授業コンテ

ンツとは別に、タイムラインにゲーミフィケーシ

ョンの要素を盛り込んだ課題を出すこともあった。

リアルタイムで授業に参加している学生は、授業

コンテンツよりも、こちらの ad hocな課題に一所

懸命に取り組んでいたようである。 
表 1 2020年度春学期の授業形態の概要 

科目名 
受講 

者数 
課題解決の様態 利用したツール等 

教職概説 130 課題：パーソナルワーク 
LMS リアルタイムでの利用を前提 

希望者のみ Zoom ・「広場」の作成 

作文プロジェクト   24 
前半の課題：パーソナルワーク 

後半の課題：ペアワーク 
LMS＋Zoom＋Googleドキュメント・LAの活用 

「通信」の作成 

文章の達人を目指す   22 
前半の課題：パーソナルワーク 

後半の課題：ペアワーク 
LMS＋Zoom＋Googleドキュメント・LAの活用 

「通信」の作成 

ねがいをかなえるプロジェクト   24 課題：グループワーク 
LMS＋Zoom＋Googleスライド・LAの活用 

他の科目の履修学生の参観 
クリティカルシンキング   23 課題：グループワーク LMS＋Zoom＋Googleスライド・LAの活用 
ピアサポートのための 

クリティカルシンキング 
  41 課題：グループワーク 

LMS＋Zoom＋Googleスライド・客員研究員の参観 

LAの活用 
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ことができないグループもあった。あるグループ

では、ほとんどのメンバーがビデオをオフにした

まま、言葉を交わすことも少なく、一部の受講生

だけがワークを進めようとしていた。反対に、同

様にビデオをオフにしたままなのに会話が弾んで

いるグループもあった。後者のグループでは執筆

権限を全てのメンバーに付与した Google ドキュ

メントをいわば共同作業場として活用していた。

このグループのアイデアにヒントを得て、受講生

がグループワークを実感できるように共同作業場

を設置することにした。これは“Digital Learning 
Playground（DLP）”（Chen et.al.，2012）と呼ば

れるものに相当する。 
 
22..22..  共共同同作作業業場場のの設設置置１１  
受講生をそれぞれのブレイクアウトルームに配

置しても、それだけでグループワークが始動する

わけではない。それは対面が出来る状況の中でグ

ループ別に着席することと同じでしかないからで

ある。Zoom によって疑似的な対面状況を作るこ

とができるようになったので、以後のグループワ

ークをよりよく進めるため、遅ればせながらでは

あったが複数回の GWT を試みることにした。

GWT を実施するにあたっては、体験を通して大

切なことに気づく楽しさを感じてもらうために、

ゲーム的な要素を加味し、メンバー全員で情報を

交換・共有・確認しながら協力してゴールにたど

り着くワークを考案した。その際、共同作業をす

るための「場」として、メンバー全員が執筆権限

を共有する Google スライドを活用することにし

た。 
 最初に作成したのは、メンバーが 1から 100ま

での数字が書かれたカードを引き、その数の大き

さを何かに例えて他のメンバーに伝え、その中で

一番小さい数字を持っていると考えた人から順番

に自分のカードを開いていくというゲームである。

数字そのものを口にすることは許されず、その大

きさを例えば動物に準えて「自分の数字はノミ相

当」あるいは「自分はシロナガスクジラです」と

いうように伝える。互いの数字の大きさを比較す

るために、何度も情報を交換しては確認しながら、

全員が無事全てのカードを出すことを目指すこの

ゲームは、グループワークに必要なことの発見に

つながり、かなり効果的なGWT となった。 
 このGWT で克服すべき点は、オンラインの状

態で、どこから、どのように数字の書かれたカー

ドを他のメンバーに見られずに引くか、そして自

分が持っている数字が一番小さいと気づいたとき

に、それをどうやって他のメンバーにコールする

かというところにある。それを可能にしたのが

Googleスライドである。 
 
22..33..  GGooooggllee  ススラライイドドのの新新ししいい使使いい方方  
まず、画面上部にあるリボンの中の「挿入」ボ

タンをクリックして「図形」の中から長方形を選

んで数字カードを作成する。文字の大きさやその

配置については編集する図形を左クリックしたと

きにリボンに現れるコマンドで操作する（必要な

コマンドが現れない時には、右端の三点リーダ（…）

をクリックする）。続いて数字カードをマスクする

ための図形を作成し、それを先に作成した数字カ

ードに重ね、数字カードとマスキングの双方をク

リックした状態（もしくは ctrl＋Aで選んだ状態）

で、図の上にマウスを置いたまま右クリックをし

て「グループ化」を選ぶ（図 1）。このようにして

作成した 100 枚のカードを 2～3 枚のスライドに

分けてランダムに並べればゲーム場（Playground）
が完成する（図 2）。このゲーム場をグループの班

数だけ用意し、それぞれの URL アドレスを各グ

ループに伝えた。 
 

 
図 1 数字カードのマスキング 

（※上段は、作成した数字カード（72）とマス

キング図形（楕円）を示してある、下段はこの二
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種類の図形をグループ化しようとしていることを

示している。） 
 

 
図 2 GWT用ゲーム場作成のイメージ図 

（※1から 100までの数字カードをランダムにな

らべ、それぞれにマスキングを施していく。） 
 

GWT の第 1 ラウンドでは、メンバーが 1 枚ず

つカードを引いていく（2 ラウンド目には 2 枚、

3 ラウンド目には 3 枚をそれぞれ引く。引く枚数

が増えるほど難度が高くなる）。その引き方は画面

上で引きたいカードにマウスを合わせて右クリッ

クをして「切り取り」を選び（もしくは「ctrl＋x」
を操作し）、そのカードを切り取る。切り取ったカ

ードを自分の PC の Word もしくは PowerPoint
に右クリック（もしくは「ctrl＋v」の操作）で貼

り付けると、数字だけを見ることができる。情報

環境によっては、この作業ができない受講生がい

たが、Zoom のメインルームに LA と共に戻り、

LA がその作業を代替することで問題を解決した。

各々が数字を見ながらメンバーと数に関する情報

を交換しては、その大小を推測していき、自分の

出番だと思ったら、さきほど貼り付けた数字を再

度、切り取って、Googleスライド上に用意したス

ペースに貼り付ける。その数字はメンバー全員が

見ることができる。 
 
22..44..  共共同同作作業業場場にに対対すするる受受講講生生のの感感想想 
オンライン授業でGWT を実施するために施し

た工夫については、受講生より数多くの感想が寄

せられた。その中の一篇を紹介する。 
「ピアサポートのためのクリティカルシンキング」

をオンラインで受講し、この授業ではオンライン

上でできることを最大限に活かした内容を提供し

てくださったと感じます。先生はZoomやGoogle 
スライドなど、オンタイムの会話や同時に一つの

材料を皆で扱えるものを使うことによって、離れ

ていながらも他の学生と共同作業ができ、できる

限り対面授業で得られる時間と近いものを提供し

てくださいました。カードを一枚ずつ他人に見ら

れないように引くという場合でも、それをオンラ

インでできるように工夫し製作してくださったこ

とには「オンラインでもここまでできるのか」と

驚きました。最初は、この授業は対面で受けるべ

きだと思っていましたが、進んでいくにつれて、

毎週画面越しにグループのメンバーと共同で何か

を解決したりすることが楽しくなっていき、今で

はオンラインでの授業に満足しています。そして、 
このような結果となった要因としては、先生の工

夫が一番にあげられると思います。受講生の意見

を聞きながら、対面授業と近いものを提供できる

ように工夫してくださった先生に感謝していま

す。」 
 
22..55..  ググルルーーププワワーーククをを支支ええるるLLAA 
 共同作業場を設置し、GWT を幾度か重ねた結

果、オンライン授業においても面接授業時と同じ

ようにグループワークを展開することができるよ

うになったが、そこには科目担当者による創意工

夫にまさるLAの貢献があった。 
4 名の LA が 6 班のグループワークを週ごとに

担当を交代して支援してくれたのである（残りの

2 班はサバティカルを利用した他大学からの客員

研究員と筆者がワークを支援した）。また日によっ

ては、ワークの進捗状況に鑑み、授業の途中で担

当するグループを移動することもあった。Zoom
では、LA全員に共同ホストの権限を付与し、ブレ

イクアウトルーム間の移動ができるようにした。

授業が終わると、必ず自分が担当したグループの

様子を他の LA ならびに教員に伝えてくれた。こ

うして次回の対応について必要な情報を交換・共

有しながら、グループワークをつつがなく展開す

ることができたのである。 

ことができないグループもあった。あるグループ

では、ほとんどのメンバーがビデオをオフにした

まま、言葉を交わすことも少なく、一部の受講生

だけがワークを進めようとしていた。反対に、同

様にビデオをオフにしたままなのに会話が弾んで

いるグループもあった。後者のグループでは執筆

権限を全てのメンバーに付与した Google ドキュ

メントをいわば共同作業場として活用していた。

このグループのアイデアにヒントを得て、受講生

がグループワークを実感できるように共同作業場

を設置することにした。これは“Digital Learning 
Playground（DLP）”（Chen et.al.，2012）と呼ば

れるものに相当する。 
 
22..22..  共共同同作作業業場場のの設設置置１１  
受講生をそれぞれのブレイクアウトルームに配

置しても、それだけでグループワークが始動する

わけではない。それは対面が出来る状況の中でグ

ループ別に着席することと同じでしかないからで

ある。Zoom によって疑似的な対面状況を作るこ

とができるようになったので、以後のグループワ

ークをよりよく進めるため、遅ればせながらでは

あったが複数回の GWT を試みることにした。

GWT を実施するにあたっては、体験を通して大

切なことに気づく楽しさを感じてもらうために、

ゲーム的な要素を加味し、メンバー全員で情報を

交換・共有・確認しながら協力してゴールにたど

り着くワークを考案した。その際、共同作業をす

るための「場」として、メンバー全員が執筆権限

を共有する Google スライドを活用することにし

た。 
 最初に作成したのは、メンバーが 1から 100ま

での数字が書かれたカードを引き、その数の大き

さを何かに例えて他のメンバーに伝え、その中で

一番小さい数字を持っていると考えた人から順番

に自分のカードを開いていくというゲームである。

数字そのものを口にすることは許されず、その大

きさを例えば動物に準えて「自分の数字はノミ相

当」あるいは「自分はシロナガスクジラです」と

いうように伝える。互いの数字の大きさを比較す

るために、何度も情報を交換しては確認しながら、

全員が無事全てのカードを出すことを目指すこの

ゲームは、グループワークに必要なことの発見に

つながり、かなり効果的なGWT となった。 
 このGWT で克服すべき点は、オンラインの状

態で、どこから、どのように数字の書かれたカー

ドを他のメンバーに見られずに引くか、そして自

分が持っている数字が一番小さいと気づいたとき

に、それをどうやって他のメンバーにコールする

かというところにある。それを可能にしたのが

Googleスライドである。 
 
22..33..  GGooooggllee  ススラライイドドのの新新ししいい使使いい方方  
まず、画面上部にあるリボンの中の「挿入」ボ

タンをクリックして「図形」の中から長方形を選

んで数字カードを作成する。文字の大きさやその

配置については編集する図形を左クリックしたと

きにリボンに現れるコマンドで操作する（必要な

コマンドが現れない時には、右端の三点リーダ（…）

をクリックする）。続いて数字カードをマスクする

ための図形を作成し、それを先に作成した数字カ

ードに重ね、数字カードとマスキングの双方をク

リックした状態（もしくは ctrl＋Aで選んだ状態）

で、図の上にマウスを置いたまま右クリックをし

て「グループ化」を選ぶ（図 1）。このようにして

作成した 100 枚のカードを 2～3 枚のスライドに

分けてランダムに並べればゲーム場（Playground）
が完成する（図 2）。このゲーム場をグループの班

数だけ用意し、それぞれの URL アドレスを各グ

ループに伝えた。 
 

 
図 1 数字カードのマスキング 

（※上段は、作成した数字カード（72）とマス

キング図形（楕円）を示してある、下段はこの二
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22..66..  共共同同作作業業場場ががももたたららすす新新ししいい可可能能性性 
 LMS だけを利用する場合にも、LMS と Zoom
を併用する場合にもグループワークを実施するこ

とができたが、当然のことながらワークのクオリ

ティは後者の方が高い。ここに共同作業場を加え

ると、ワークのクオリティは格段に高くなる。図

3 は共同作業場を設置することによって、パーソ

ナルワークや授業時間外の利用の可能性が広がる

ことを示したものである。 
 

 
図 3 共同作業場によって広がる可能性 

 
 図中、①は既述した LMS と Zoom ならびに

Google スライドを併用したグループワークを示

している。先に、セメスターの序盤には LMS だ

けを利用している際にもグループワークを実施し

たと述べたが、言葉を交わさない状態でのグルー

プワークは極めて不自然であるし、その後に展開

したグループワークとはクオリティが比ぶべくも

ないので、LMS だけを用いるのはパーソナルワ

ーク（PW）に限ることにした（図中④）。「非結合

型パーソナルワーク」とは、受講生が各自の PW
を共有することが（でき）ないという意味である。 
しかしGoogleスライドやGoogleドキュメント

を例えば課題のテーマ別に作成して援用すれば、

PWの共有が可能になる。このようなPWを結合

型パーソナルワークと呼ぶことにする（図中③）。

受講生は個人作業に取り組む場合であっても、他

の受講生の学習の進捗状況を見て知ることができ

るので、自らの学びは必ず刺激を受ける。 
また授業時間外でもメンバーが集う時刻をあら

かじめ決めておけば、ほぼ同時にスライドやドキ

ュメントに書き込むことができるようになるので、

グループワークに近いものを体験することもでき

る（図中②）。 
なお図中⑦は授業時間外に授業内容を離れて相

互にコミュニケーションを楽しむ機会を示してい

る。 
 
22..77..  春春学学期期をを振振りり返返っってて 
 LMS を利用したオンデマンド型の授業でもリ

アルタイムの授業展開を呼びかけ、タイムライン

を活用し、Authorの権限を付与したLAに支援し

てもらうことで、授業が無味乾燥になることを回

避することができた。 
 グループワークを展開する際には、LMS で課

題を示し、Zoom でバーバルコミュニケーション

をとれるようにするほか、Googleスライドなどを

利用して共同作業場を開設すると、ワークを滞り

なく進めることができた。共同ホストの権限を付

与した LA が面接授業の時と同じように複数のグ

ループを見回り、ワークを支援してくれたことで、

面接授業と比べても遜色のないグループワークを

実現することができた。 
 さらに、オンラインでのGWT のためのコンテ

ンツを複数作成したので、秋学期以降の授業準備

は万端整った。 
 
33..  秋秋学学期期のの苦苦悩悩ととそそのの克克服服 
 ところが 2020 年度の秋学期には面接授業を原

則とするという方針が掲げられ、春学期に蓄積し

たオンライン授業のノウハウを活用する機会が奪

われてしまった。筆者は基礎疾患を有しているた

め、遠隔授業申請が認められたが、大学より示さ

れたのは、一方向的な講義形式を前提とするオン

デマンド型の授業形態であり、グループワークを

主軸とする筆者の授業は、その実施が困難なもの

となった。 
 単なる知の転移はおこなわず、学習者が自ら知

の構築を体験できるようにする学習パラダイムを

志向している筆者は、受講生に複数の選択肢を示

すことで、この難局を乗り越えようと試みた。 
 春学期と同様に、作文系の 2科目は学期の前半



― 7 ―

関西大学高等教育研究　第12号　2021年３月

に LMS に基づいたパーソナルワークを、後半に

Google ドキュメントを利用したパーソナルワー

クを実施することにした（表 2）。いずれもLAが

タイムラインに適切な指示を出したり、受講生の

質問に応えたりしてくれた。 
 秋学期は、面接授業とオンライン授業とが混在

しているので、同じ日にその双方の授業を受ける

学生は、出校する必要があるため、時間割通りの

時間帯に自宅など学外でオンライン授業を受ける

ことができない。まずはこのことに配慮し、参加

する時間帯を問わないオンデマンド授業という選

択肢を用意する必要があった。オンデマンド型授

業の場合、グループワークは不可能なので、この

形態を希望する受講生はパーソナルワークをする

ことになる。そこで残りの3科目については、受

講生にリアルタイムでのグループワークか、時間

の制約を受けないパーソナルワークのいずれかを

選んでもらうことにした。 
 

表 2 2020年度秋学期の授業形態の概要 

科目名（略称） 
受講 

者数 
課題解決の様態 

大学教育論 
14 

15 

パーソナルワーク：LMS 

グループワーク：Zoom＋Coggle 

作文プロジェクト   23 
パーソナルワーク：LMS 

ペアワーク：Googleドキュメント 

文章の達人を目指す   18 
パーソナルワーク：LMS] 

ペアワーク：Googleドキュメント 

水平思考プロジェクト 
  13 

10 

パーソナルワーク：LMS 

グループワーク：教室＋Zoom 

クリティカルシンキング 
   8 

10 

パーソナルワーク：LMS 

グループワーク：教室＋Zoom 

 
 次に配慮しなければならなかったのは、グルー

プワークをどこで展開するかということである。 
オンラインでグループワークをする場合に、受

講生が学内でそのワークに参加することに配慮す

る必要がある。大学でオンライン授業の視聴が許

される教室では静謐を守らなければならないため、

そこではグループワークに参加することができな

い。大学にてオンライン授業におけるグループワ

ークにリアルタイムで参加するためには、発声し

てもよい場所が必要である。そのために当該科目

の受講生だけが使える教室の利用をお願いして場

所を確保した。 
 「水平思考プロジェクト」と「クリティカルシ

ンキング」の 2科目において、教室でのグループ

ワークを希望する受講生がいたため、同様に教室

を確保し、教室と筆者とをZoomでつなぐことに

した。なお、教室には LA が出向いて、グループ

ワークの支援をおこなった。 
 よりきめ細かな配慮をしなければならなかった

のが「大学教育論」である。このクラスでは選択

肢を 7 つ用意し、受講生の希望を尋ねた（表 3）。 
 
表 3 大学教育論における授業スタイルの選択肢 

PW 

LMSで毎回提示される課題に取り組む 13 

独自にテーマを設定し、取り組む - 

統一テーマに取り組む - 

GW 

グループ別にテーマ

を設定 

LMS+ZOOM+Coggle 8 

LMS+Coggle - 

統一テーマに取り組

む 

LMS+ZOOM+Coggle 7 

LMS+Coggle 1 

 
 パーソナルワークには3つの選択肢を、グルー

プワークには 4つの選択肢を用意した。表中、「独

自にテーマを設定する」とあるのは、具体的には

「関西大学をよりよい大学にするための企画」の

ことである。統一テーマとは「オンラインと面接

のよりよいハイブリッド授業を目指す企画」のこ

とである。普段は設定しない統一テーマを設けた

のは、春学期に LA を務めた学生が、学期の途中

に次の感想を寄せてくれたからである。 
「オンライン授業が始まってから約2か月、学生・

先生・LA それぞれが試行錯誤しながら、初めて

の状況に適応しています。正直 4月時点では、オ

ンライン上で授業やグループワークができるのか

不安しかありませんでした。しかし、Zoom・関大 

22..66..  共共同同作作業業場場ががももたたららすす新新ししいい可可能能性性 
 LMS だけを利用する場合にも、LMS と Zoom
を併用する場合にもグループワークを実施するこ

とができたが、当然のことながらワークのクオリ

ティは後者の方が高い。ここに共同作業場を加え

ると、ワークのクオリティは格段に高くなる。図

3 は共同作業場を設置することによって、パーソ

ナルワークや授業時間外の利用の可能性が広がる

ことを示したものである。 
 

 
図 3 共同作業場によって広がる可能性 

 
 図中、①は既述した LMS と Zoom ならびに

Google スライドを併用したグループワークを示

している。先に、セメスターの序盤には LMS だ

けを利用している際にもグループワークを実施し

たと述べたが、言葉を交わさない状態でのグルー

プワークは極めて不自然であるし、その後に展開

したグループワークとはクオリティが比ぶべくも

ないので、LMS だけを用いるのはパーソナルワ

ーク（PW）に限ることにした（図中④）。「非結合

型パーソナルワーク」とは、受講生が各自の PW
を共有することが（でき）ないという意味である。 
しかしGoogleスライドやGoogleドキュメント

を例えば課題のテーマ別に作成して援用すれば、

PWの共有が可能になる。このようなPWを結合

型パーソナルワークと呼ぶことにする（図中③）。

受講生は個人作業に取り組む場合であっても、他

の受講生の学習の進捗状況を見て知ることができ

るので、自らの学びは必ず刺激を受ける。 
また授業時間外でもメンバーが集う時刻をあら

かじめ決めておけば、ほぼ同時にスライドやドキ

ュメントに書き込むことができるようになるので、

グループワークに近いものを体験することもでき

る（図中②）。 
なお図中⑦は授業時間外に授業内容を離れて相

互にコミュニケーションを楽しむ機会を示してい

る。 
 
22..77..  春春学学期期をを振振りり返返っってて 
 LMS を利用したオンデマンド型の授業でもリ

アルタイムの授業展開を呼びかけ、タイムライン

を活用し、Authorの権限を付与したLAに支援し

てもらうことで、授業が無味乾燥になることを回

避することができた。 
 グループワークを展開する際には、LMS で課

題を示し、Zoom でバーバルコミュニケーション

をとれるようにするほか、Googleスライドなどを

利用して共同作業場を開設すると、ワークを滞り

なく進めることができた。共同ホストの権限を付

与した LA が面接授業の時と同じように複数のグ

ループを見回り、ワークを支援してくれたことで、

面接授業と比べても遜色のないグループワークを

実現することができた。 
 さらに、オンラインでのGWT のためのコンテ

ンツを複数作成したので、秋学期以降の授業準備

は万端整った。 
 
33..  秋秋学学期期のの苦苦悩悩ととそそのの克克服服 
 ところが 2020 年度の秋学期には面接授業を原

則とするという方針が掲げられ、春学期に蓄積し

たオンライン授業のノウハウを活用する機会が奪

われてしまった。筆者は基礎疾患を有しているた

め、遠隔授業申請が認められたが、大学より示さ

れたのは、一方向的な講義形式を前提とするオン

デマンド型の授業形態であり、グループワークを

主軸とする筆者の授業は、その実施が困難なもの

となった。 
 単なる知の転移はおこなわず、学習者が自ら知

の構築を体験できるようにする学習パラダイムを

志向している筆者は、受講生に複数の選択肢を示

すことで、この難局を乗り越えようと試みた。 
 春学期と同様に、作文系の 2科目は学期の前半
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LMS・グーグルドキュメ ント等の様々なツール

や関係者全員がこの状況におけるベストを尽くし

たおかげで、対面授業と近い形で授業運営ができ

たと考えています。秋学期以降、対面授業に移行

できるかはまだ不透明ですが、コロナ禍での経験

が対面授業に新しい風（関大 LMS の継続的な活

用や授業運営方法の変更など）を吹き込むのでは

ないでしょうか。」（経済学部 4年生） 
 パーソナルワークでは、この独自テーマ、統一

テーマのいずれにも希望者がいなかったため、新

たに個人で取り組む課題を作成しなければならな

かった（正確には、そのような事態が発生するの

を見込んで、あらかじめ新たなコンテンツを用意

してあった）。 
 グループワークも同様に、独自テーマか統一テ

ーマのいずれかを選んでもらったが、その際、情

報環境に大きく左右されるZoomの使用の可否を

尋ねることにした。その結果、グループ別テーマ

を選択した受講生はCoggle（マインドマップを作

成するためのツール）を共同作業場としながら

Zoom で参加する形態を選んだ（共同作業場は最

終報告に向けて、途中から Google スライドに移

行した）。統一テーマを選んだ受講生のうち、1名

だけが Zoom を使えない環境にあったが、1 名で

はグループワークが成立しないので、本人の意向

にしたがってパーソナルワークに取り組んでもら

うことにした。メンバー全員が他の時間帯の面接

授業のために登校しているグループがあったが、

教員や LA とコミュニケーションをとるために、

受講生は同じ教室にいながら Zoom と Coggle や

Googleスライドを利用して、グループワークを展

開した。 
 この科目で編成したグループの数は 4班、配置

した LA は 4 名だったので、LA は十分にグルー

プワークの支援をすることができた。 
 
44..  LLAA のの意意見見・・感感想想・・提提案案  
春学期、秋学期ともに LA の活動、活躍があっ

たために、不自由な環境の下でも、グループワー

クを展開することができた。受講生と同様に、初

めてのオンライン授業だったにもかかわらず、見

事なまでに受講生の学びを支援してくれた。受講

生の中には、その LA の支援活動の様子を見て、

自分も LA をやってみたいと考えてくれる者もい

て、通常の面接授業時と変わらぬ連鎖も生まれた。

その LA にオンライン授業で学習支援をしてみて、

感じたこと、考えたことなどを書いてもらった。

全員のレポートを掲載するのは紙幅の関係上、断

念せざるを得ない。かといって、抜粋するだけで

は、LAの細やかな息遣いが失われてしまう。その

ように考えて、3 名の LA が寄せてくれた意見・

感想・提案を以下に示したい。 
 
私が二学期間のオンライン授業を通して、感じ

たことは主に 2つあります。 
1つ目は、LAの存在の必要性です。LAをして

いる自分が言ってしまって良いものなのか少し疑

問がありますが、オンライン上でグループワーク

をする上で LA の存在はとても大きな意味を果た

していると思います。私が担当させていただいて

いる授業はグループワークが授業時間の主体にな

っているので、受講生同士で会話をしてもらわな

ければいけません。しかし、授業の様子を見てい

ると、オンラインと言うこともあり、なかなか話

し合いが始まらないことも多くの班で見受けられ

ました。受講生であれば、「これから 15回の授業

を共に話し合っていくメンバーに厚かましく思わ

れたくない」、実際に会った事がないひとなので、

「相手がどのような人なのかわからない」、そんな

思いから他のメンバーになかなか声をかけられな

かった人もいるのではないでしょうか。そこで

LA という立場の私たちが初めはブレイクアウト

兼班員同士の橋渡しを行ったり、授業が進んでい

ったら立ち止まった時にアドバイスをしてあげた

りすることで全員が初めての経験をしていながら

も“授業”の形作りを受講生とともに行うことが

出来ているのではないかと自負しています。 
2 つ目はオンラインだからこそ起こり得るコミ

ュニケーション上のすれ違いです。まずは授業内

容について。私たち LA は毎年同じ授業を行って
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いることもあり、昨年度までの授業形態を前提と

して進めてしまっている部分があったと思います。

しかし、前・後期の授業を通して、オンライン上

では、私たちの意図がなかなか細部まで伝わりに

くいと感じました。例えば、最後の授業で発表す

ることを第5回授業あたりまで受講生が理解して

いなかったということがありました。また、LAの

立場からすると、私たちは毎週違う班についてい

るので、その日自分たちが担当しなかった班の進

捗状況には正直不透明な部分があります。しかし、

受講生は毎週同じメンバーで話し合っていますの

で、発表内容についての理解度が大きく異なりま

す。サポートする立場である私たちが、受講生が

行なっている事に対する理解度が低い状態では上

手くアドバイスができないと思います。私はこれ

がZoom上でグループワークを行う難しさの１つ

だと思います。（商学部3年） 
 
【春学期】 
水曜 3限「クリティカルシンキング」 
対面でも初対面の人と打ち解けるのに時間がか

かる学生さんがいるのに、そこをどう埋める？と

考えた結果、LA が MC になることだ！と思いま

した。グループ内でもお互いを理解しきれていな

い（どんな人だろう…とか）と感じることが多か

ったので、LA が積極的に学生さん 1 人 1 人の話

を引き出してあげること・話を振る必要があると

思いました。Zoom では声、顔、背景しか分から

ないし、圧倒的に視覚情報が少ないことが相手へ

の関心度を下げる一因になっているのではないか

と思っています。 
今まではグループワークのファシリテーション

が中心でしたが、オンラインでは特にグループで

何が起きているのか以上に、個人のサポートが必

要だと感じました。 
また、授業の内容としては、アイスブレイクに

時間をかけるのがいいのかとは思いつも、授業の

本題には早くうつらなければいけないし、そこの

線引きが難しかったです。ただ会話が止まると、

何に悩んでいてどういう風にアドバイスしてあげ

ればいいのか分からないこともありました。グル

ープのメンバーもお互いに何を考えているのか、

意見の共有ができないことがネックだったと言っ

ていました。そこに関しても傾聴の姿勢が大切だ

と思いました。これに気付いてもらえるように、

LA が率先して話を聞く姿を見せることで学生さ

ん自身に授業を通して伝えていきたいと思いまし

た。 
【秋学期】 
水曜 1限「大学教育論」 
春学期の「クリティカルシンキング」とは違い、

全 15 回の授業で 1 つのテーマ・課題に対して取

り組むので、LA としても前回は何を話しあって

いて、今日は何に取り組むのか、授業後には次回

の予定を聞くなどして、質問が投げかけやすくグ

ループの雰囲気に馴染みやすかったです。春学期

の反省（話を振ることに注力しすぎていつもより

私が喋りすぎてしまったこと）を踏まえて、見守

ることも大事にしました。LA4人でうまく 4つの

班をローテーションでき、今学期からは学校にも

通えたので LA の皆のリフレクションシートで各

グループの進捗状況を確認出来てよかったです。 

また、グループをみることも大事ですが、オン

ラインだからこそ個人個人にコミュニケーション

を取ることやグループの皆が共通の会話が生まれ

る話題など（1 回生が多かったので新生活、大学

生活のことなど）を楽しく話せるようにグループ

の雰囲気作りを心がけました。学生さんがオンラ

インに慣れてきたお陰もあって、意思疎通が少し

ずつですができるようになってきました。 
授業内容に関しては、まず学生が授業形態・課

題を選択できる配慮が本当に良かったです。まさ

に、「選択肢を最後まで残す」という先生の指針通

りだなと思いました。そもそもコロナで思うよう

な授業を受けられなかったり、描いていた大学生

活を送れず不満がつのったりする中で、少しでも

学生が好きなように学べる配慮はありがたかった

と思います。 
また、オンライン授業と対面授業のハイブリッ

ド型を考えるテーマは非常に面白いと思いました。

LMS・グーグルドキュメ ント等の様々なツール

や関係者全員がこの状況におけるベストを尽くし

たおかげで、対面授業と近い形で授業運営ができ

たと考えています。秋学期以降、対面授業に移行

できるかはまだ不透明ですが、コロナ禍での経験

が対面授業に新しい風（関大 LMS の継続的な活

用や授業運営方法の変更など）を吹き込むのでは

ないでしょうか。」（経済学部 4年生） 
 パーソナルワークでは、この独自テーマ、統一

テーマのいずれにも希望者がいなかったため、新

たに個人で取り組む課題を作成しなければならな

かった（正確には、そのような事態が発生するの

を見込んで、あらかじめ新たなコンテンツを用意

してあった）。 
 グループワークも同様に、独自テーマか統一テ

ーマのいずれかを選んでもらったが、その際、情

報環境に大きく左右されるZoomの使用の可否を

尋ねることにした。その結果、グループ別テーマ

を選択した受講生はCoggle（マインドマップを作

成するためのツール）を共同作業場としながら

Zoom で参加する形態を選んだ（共同作業場は最

終報告に向けて、途中から Google スライドに移

行した）。統一テーマを選んだ受講生のうち、1名

だけが Zoom を使えない環境にあったが、1 名で

はグループワークが成立しないので、本人の意向

にしたがってパーソナルワークに取り組んでもら

うことにした。メンバー全員が他の時間帯の面接

授業のために登校しているグループがあったが、

教員や LA とコミュニケーションをとるために、

受講生は同じ教室にいながら Zoom と Coggle や

Googleスライドを利用して、グループワークを展

開した。 
 この科目で編成したグループの数は 4班、配置

した LA は 4 名だったので、LA は十分にグルー

プワークの支援をすることができた。 
 
44..  LLAA のの意意見見・・感感想想・・提提案案  
春学期、秋学期ともに LA の活動、活躍があっ

たために、不自由な環境の下でも、グループワー

クを展開することができた。受講生と同様に、初

めてのオンライン授業だったにもかかわらず、見

事なまでに受講生の学びを支援してくれた。受講

生の中には、その LA の支援活動の様子を見て、

自分も LA をやってみたいと考えてくれる者もい

て、通常の面接授業時と変わらぬ連鎖も生まれた。

その LA にオンライン授業で学習支援をしてみて、

感じたこと、考えたことなどを書いてもらった。

全員のレポートを掲載するのは紙幅の関係上、断

念せざるを得ない。かといって、抜粋するだけで

は、LAの細やかな息遣いが失われてしまう。その

ように考えて、3 名の LA が寄せてくれた意見・

感想・提案を以下に示したい。 
 
私が二学期間のオンライン授業を通して、感じ

たことは主に 2つあります。 
1つ目は、LAの存在の必要性です。LAをして

いる自分が言ってしまって良いものなのか少し疑

問がありますが、オンライン上でグループワーク

をする上で LA の存在はとても大きな意味を果た

していると思います。私が担当させていただいて

いる授業はグループワークが授業時間の主体にな

っているので、受講生同士で会話をしてもらわな

ければいけません。しかし、授業の様子を見てい

ると、オンラインと言うこともあり、なかなか話

し合いが始まらないことも多くの班で見受けられ

ました。受講生であれば、「これから 15回の授業

を共に話し合っていくメンバーに厚かましく思わ

れたくない」、実際に会った事がないひとなので、

「相手がどのような人なのかわからない」、そんな

思いから他のメンバーになかなか声をかけられな

かった人もいるのではないでしょうか。そこで

LA という立場の私たちが初めはブレイクアウト

兼班員同士の橋渡しを行ったり、授業が進んでい

ったら立ち止まった時にアドバイスをしてあげた

りすることで全員が初めての経験をしていながら

も“授業”の形作りを受講生とともに行うことが

出来ているのではないかと自負しています。 
2 つ目はオンラインだからこそ起こり得るコミ

ュニケーション上のすれ違いです。まずは授業内

容について。私たち LA は毎年同じ授業を行って
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まさに大学の主人公である学生が議論すべき問題

です。大学で学ぶという受動的な姿勢より、大学

をよりよい方向に変革してやるというアクティブ

な考えを養えることが何よりも有意義だと思いま

す。（社会学部 4年） 
 
秋学期の授業では、リアルタイムで LMS にア

クセスする学生が春学期に比べて少なかったよう

に思います。オンデマンド型の授業（学生が対面

かオンデマンドかを選ぶことができるタイプの授

業を含む）では、自分の好きな時間に LMS にア

クセスして学習することはもちろん認められてい

ます。ですが、アクセスの時間が異なると、授業

中のコミュニケーションにラグが起こってしまい

ます。受講生の質問等への回答に時間がかかると

いうことも問題なのですが、従来よりも受講生と

LA の接点が薄くなってしまうことに危機感を覚

えました。LAのサポート活動は、受講生との対話

（質問や雑談）や様子を見ることを通して行われ

ます。受講生がいてこその、LA活動です。LAは

決まった時間帯にアクセスしていますが、受講生

は必ずしもそうではありません。このような場合

に関しては、LA の運用方法も変化させる必要が

あると思います（どのようにすべきかについては

模索中ですが…）。（経済学部 4年） 
 
面接授業時には、他のLAの活動の様子を観察

することができるため、いわゆる on the job 
trainingが可能であるが、オンライン授業時に

はそれぞれが困難であるため、今後のLA研修で

は、この 1年間の経験を持ち寄って、オンライ

ン授業時におけるサポートの仕方をテーマにする

必要がある。他の教員の指示下で勤務したLAに

も感想や意見を求めていきたい。 
 
註註  
1本セクションと次のセクションの内容は、『リ

スク社会を乗り越える大学教育のデザイン』（関

西大学出版、近刊予定）の内容と重複するが、紙

幅の関係で著せなかった内容を付記してある。 

参参考考文文献献  
Chen, G. D., Chuang, C. K. Nurkhamid, Liu, T. 

C.（2012）When A Classroom is not just a 
Classroom: Building Digital Playgrounds in 
the Classroom．The Turkish Online Journal 
of Educational Technology．11(1), 202-211 

三浦真琴 (2018)『グループワーク その達人へ

の道』医学書院. 
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に生きることになる未来社会について未来志

向の PBL を実践することである。クリティカ

ルシンキングを実践するにあたり、高校まで

に学習する数学（文理融合の基礎数学）及び、

社会人基礎力を活用して、社会の様々な問題

解決に使うことを目標とした。クリティカル

シンキングで学びを深め、ものごとの本質を

見極め、未来社会に向けてどう対処すべきか

を考えた。未来の自分が過去の意思決定や判

断で後悔しないような未来社会を生きること

が重要なポイントである。こういった学びの

姿勢は、生涯学習の態度やマインドセットの

修得に繫がると確信している。この試案の実

践として、2020 年度の秋学期に 5 回シリーズ

でおこなった検証の報告をおこなう。 

 
22..  ククリリテティィカカルルシシンンキキンンググののププロロセセスス  
 チームベースで学ぶクリティカルシンキン

グでは、概ね、4 つのフェーズからなる学習を

おこなってきた。 
ステップ I テーマ領域の合意 
 先ず、同じテーマ領域に興味を示す学生た

ちが集まり、チームを構成する。共感からのエ

ンパシービルディングのワークを通して信頼

関係で結ばれ、プロジェクトを最後までやり

抜くためのチームビルディングをおこなう。

各自のテーマ領域についての思いや意見を、

忌憚なく交わし、徹底的に話し合い、漠然とし

ているテーマ領域について、チームとして取

り扱うクリティカルシンキングのテーマ領域

を絞り込んでいく。つまり、チームで最後まで

いっしょに取り組んでいけるテーマを合意形

成する。こうすることで、最後までやり抜く

「GRIT」と学習動機を高め、維持することが

できる。 
ステップ II 論理的思考 
 クリティカルシンキングのテーマの学習が、

ただのディスカッションによる既知情報の共

有で終わらないように、テーマについての情

報、アイディア、課題、チームでのプロジェク

ト成果、クリティカルシンキングの学びのプ

ロセス等について分析する能力を涵養しなく

てはならない。つまり、クリティカルシンキン

グをおこなうための事前準備のステップであ

る。付箋紙を使ってのブレインストーミング

やマインドマップを使っての情報の整理、分

類、関連性の可視化、関連項目間の比較対象、

当該のテーマに直接関連する情報・関連しな

い情報の差別化、テーマ領域内のコンテキス

ト（歴史・社会・経済・環境面からの価値観、

文化的背景、政治的根拠）についての評価・考

察、チームメンバーの個人的なバイアス、価値

観、経験値の確認、上記項目の相互間の関連性

等を可視化し共有し、チームメンバー全員が

同じページでクリティカルシンキングをおこ

なうことができる足場づくりの段階である。 
ステップ III 調査・研究 
 ステップ II の成果を基にして、サイエンス

をおこなっていく。先ずは、クリティカルシ

ンキングの出発点となるリサーチクエスチョ

ンの策定である。最後まで、目標を失った

り、目標から逸脱したりしないようにきちん

とクリティカルシンキングの目標を掲げるの

である。ステップ II の成果を基にして、PMI
分析により現状把握を可視化し、さらに、

SWOT 分析をおこない、演繹・帰納思考を繰

り返しながら、未来予測・推論・仮説設定・

リサーチクエスチョンを反映した最適な解決

策に導いていく。 
ステップ IV フレームワーク（調査の様式） 
 ステップ III の段階では、まだ机上の空論に

なりかねないため、ステップ III の成果を様々

な視点から比較・吟味・評価し、必須項目間の

相関関係を検証し、未来に向けての問題解決、

具体的に実行可能なデザインプラン実装プラ

ンを考えていかねばならない。つまり、具体的

な行動目標を立てて、最適解の実装と検証予

測をおこなっていかなければならない。未来



― 13 ―

関西大学高等教育研究　第12号　2021年３月

社会にむけての実装検証がステップ IVとなる。 
 例えば、「交渉学のためのクリティカルシン

キング」の授業では、ステップ IV として、ロ

ールプレイ・シミュレーションを取り入れ、受

講生がチームでおこなったクリティカルシン

キングのステップ III までの検証と改善をお

こなっている。つまり、1 回目のロールプレイ・

シミュレーションでの不具合を修正して、2 回

目のローブプレイ・シミュレーションをおこ

ない、最終成果物の精度をあげている。 
 現代社会の様々な領域をクリティカルシン

キングするには、デザインシンキングの開発

モデル用のツールである、課題解決のための

シンキングツール「Opportunity Canvas
（図 1）」を利用してきた。これにより、誰が

誰に対してどのような利害関係をもたらすの

かを明確にすることができる。学びの可視化

による明確化と共有が可能になった。

 
図 1 「Opportunity Canvas」を活用した

フレームワーク 

 

図 2 学びの可視化と共有 
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測をおこなっていかなければならない。未来
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 今回の試行では、LA の有志 10 名が、CTL
研究員の濱本を講師として、11 月より毎週金

曜日に 5 回連続してセミナーを開催した。今

日現在の社会で一番の課題となるコロナ禍を

クリティカルシンキングの実践をすることを

テーマと決めた。 
 

 

  

図 3 研修の様子 
 

刻々と変化する日本におけるコロナ感染者の

情報は、厚生労働省が発信する感染者の情報

（新型コロナウイルス感染症について＞国内

の発生状況について https://www.mhlw.go.jp/ 
stf/covid19/kokunainohasseijoukyou.html）
を信憑性のある情報源として利用することに

した。そのうえで、高校までに学んだ数学を

基に感染モデル（SIR モデル）をシミュレー

ションモデルとして、クリティカルシンキン

グの学習プロセスに援用した。感染モデルで

は、数値計算が膨大になるため、計算時間の

簡略化及び計算結果の可視化のためにシミュ

レーションの実行環境は gnuplot と Google 
Colaboratory で構築した。 
 以下に、「感染症の数理モデル（SIR モデ

ル）を理解するために」というテーマで行っ

た勉強会の内容について詳述する。  
 2020 年から現在まで世界各国で新型コロ

ナウイルスの感染爆発が起きている。この現

象を、よく知られている感染症の数理モデル

（SIR モデル）を用いてクリティカルシンキ

ングの実践をおこなった。特に、日本におけ

る新型コロナウイルス流行の第一波の状況を

数学的に理解するということを主な目的とし

た。以下、各回の学習内容を報告する。 
 
第 1 回 新型コロナウイルスの日本における

累積感染者数と指数関数的変化 
 新型コロナウイルスの日本における累積感

染者数と入院・治療を要する感染者数のデー

タとグラフから、第一波の 5 月ごろまでの感

染状況に注意してみると、大きく二つの特徴

があることがわかる。（例えば、以下の東洋

経済オンラインが便利である。https:// 
toyokeizai.net/sp/visual/tko/covid19/） 
 (1) 3 月から 4 月にかけては、1 週間で

累積感染者数が約 2 倍に増えるなど、「指数

関数的な増加」が見られた。 

 (2) 5 月の連休明けから新規感染者数が減

少傾向となり、それに伴い累積感染者数もほ

ぼ横ばいとなり落ち着いた。 
 この二つの状況を数学的に考えてみる。ま

ず、「指数関数的変化」（今の場合は「指数

関数的増加」）とは何かという問題を取り上

げた。一般に、A > 0 , 𝑎𝑎𝑎𝑎 > 0 , (𝑎𝑎𝑎𝑎 𝑎 1) を定

数とするときy = A𝑎𝑎𝑎𝑎𝑥𝑥𝑥𝑥 を A を初期値、aを底

とする指数関数という。現実のモデルでは、

独立変数として時間 x を t とおき、 

 y(t) = A ∙ 𝑎𝑎𝑎𝑎𝑡𝑡𝑡𝑡   �𝐴𝐴𝐴𝐴 = 𝑦𝑦𝑦𝑦(0)� と表す。 

 指数関数 y(t)=A∙ 𝑎𝑎𝑎𝑎𝑡𝑡𝑡𝑡 において、変数 t を離

散的な変数 n (n は自然数)におきかえると、

y(n) = A ∙  an となるが、これは初項（第 0
項）が y(0)=A、公比が 𝑎𝑎𝑎𝑎 の等比数列の一般

項を表している。高校で扱う数列と異なるの

は初項が第 0 項となることである。 
日本における新型コロナウイルスの累計感

染者数は、3 月下旬から 4 月末までは、だい

たい指数関数的に変化しているので、等比数
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列で近似できる。実際の累積感染者数のデー

タをもとにして、等比数列で近似してみる。

以下では、2 月 28 日を起点に 10 日を単位と

して(10 日ごとに n が 1 ずつ増える）。実際

の累積感染者数 x(n)、等比数列による予測

人数 y(n)=230・2n-1を表１にまとめてみた。 

 
表 1 累積感染者数 

 
 等比数列は次の漸化式により定義される。 

 𝑎𝑎𝑎𝑎𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛 = 𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑛𝑛𝑛𝑛 (𝑟𝑟𝑟𝑟 𝑟 1) 
この式より、等比数列においては、添え字 n
が 1 増えると数の値は r 倍になる。同様に、

指数関数 y(t) = A ∙ 𝑎𝑎𝑎𝑎𝑡𝑡𝑡𝑡   �𝐴𝐴𝐴𝐴 = 𝑦𝑦𝑦𝑦(0)� において

も、 

𝑦𝑦𝑦𝑦(𝑡𝑡𝑡𝑡 + 1)
𝑦𝑦𝑦𝑦(𝑡𝑡𝑡𝑡)

=
𝐴𝐴𝐴𝐴 𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡

𝐴𝐴𝐴𝐴 𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴 𝑡𝑡𝑡𝑡
= 𝑎𝑎𝑎𝑎 

となるから、t が 1 増えると 𝑎𝑎𝑎𝑎 倍になること

がわかる。指数関数的変化の特徴は、もっと

強く「指数関数 y(t) においては、一定時間 
s が経過すると y(t) は一定倍（𝑎𝑎𝑎𝑎𝑠𝑠𝑠𝑠倍）に増

える」といえる。実際、時刻が t から s だ
け増えると、y(t + s) = A ∙ 𝑎𝑎𝑎𝑎𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡 であり、 

𝑦𝑦𝑦𝑦(𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝑠𝑠𝑠𝑠)
𝑦𝑦𝑦𝑦(𝑡𝑡𝑡𝑡)

=
𝐴𝐴𝐴𝐴 𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡

𝐴𝐴𝐴𝐴 𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴 𝑡𝑡𝑡𝑡
= 𝑎𝑎𝑎𝑎𝑠𝑠𝑠𝑠 

より、y の値は 𝑎𝑎𝑎𝑎𝑠𝑠𝑠𝑠 倍に増えることがわか

る。数学的には、この逆にあたる命題、すな

わち「時刻 t における量が f(t) (> 0) であ

り、一定時間 s が経過すると一定倍（x(s) 
倍）に増えるという特徴をもつ関数 f(t) は
指数関数である」を示すことができる。(森、 
1970) 
 

第第 22 回回  累累積積感感染染者者数数ののググララフフとと成成長長曲曲線線  

 ここでは、成長曲線の微分方程式を扱うた

めの準備として、まず不定積分 

L(x) = �
1
𝑡𝑡𝑡𝑡

𝑥𝑥𝑥𝑥

1
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡  (𝑥𝑥𝑥𝑥 > 0) 

を考え、これが対数関数の持つ性質 
(1)  L(1) = 0 , L(x) > 0 (x > 1), L(x) < 0 

(0<x<1) 
(2)  L(x) は、狭義単調増加関数である。 
(3)  L(𝑥𝑥𝑥𝑥𝑦𝑦𝑦𝑦) = L(𝑥𝑥𝑥𝑥) + L(𝑦𝑦𝑦𝑦)  (𝑥𝑥𝑥𝑥 > 0 ,𝑦𝑦𝑦𝑦 > 0) 

L �
𝑥𝑥𝑥𝑥
𝑦𝑦𝑦𝑦
� = L(x)− L(y)  (𝑦𝑦𝑦𝑦 𝑦 0) ,𝐿𝐿𝐿𝐿(𝑥𝑥𝑥𝑥𝛼𝛼𝛼𝛼)

= 𝛼𝛼𝛼𝛼𝐿𝐿𝐿𝐿(𝑥𝑥𝑥𝑥)  
 （ただし、α は実数） 
を満たすことを確認した。その後、y = L(x) 
の逆関数として、x = exp(𝑦𝑦𝑦𝑦) が定義されるこ

とおよび逆関数の微分法により 
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑥𝑥𝑥𝑥
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑦𝑦𝑦𝑦

=
1

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑦𝑦𝑦𝑦
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑥𝑥𝑥𝑥�

=
1

1 𝑥𝑥𝑥𝑥�
= 𝑥𝑥𝑥𝑥 = exp (𝑦𝑦𝑦𝑦) 

が成り立つことを説明した。普通の記号で書

けば、(𝑒𝑒𝑒𝑒𝑥𝑥𝑥𝑥)′ = 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑥𝑥𝑥𝑥 となる。さらに、正比例関

数 z = g(y) = by , y = f(x) = ax  (ab ≠ 0) 
の合成が z = g�f(y)� = g(ax) = b(ax) = bax  
となることを説明し、またその具体例とし

て、自動車のガソリン代は走行距離の関数と

なるが、その関数をガソリン代はガソリン消

費量の正比例関数、ガソリン消費量は走行距

離の正比例関数と考えたとき、それらの合成

関数となっていることをあげ、最も簡単な場

合の合成関数の微分法の公式 
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑥𝑥𝑥𝑥

=
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑦𝑦𝑦𝑦

∙  
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑦𝑦𝑦𝑦
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑥𝑥𝑥𝑥

 

を説明した。これらの準備の最後に指数関

数・対数関数の微分法の重要な公式 

𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑥𝑥𝑥𝑥

𝑒𝑒𝑒𝑒𝑓𝑓𝑓𝑓(𝑥𝑥𝑥𝑥) = 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑓𝑓𝑓𝑓(𝑥𝑥𝑥𝑥)  ∙ 𝑓𝑓𝑓𝑓′(𝑥𝑥𝑥𝑥) ,
𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑥𝑥𝑥𝑥

log�𝑓𝑓𝑓𝑓(𝑥𝑥𝑥𝑥)� =
𝑓𝑓𝑓𝑓′(𝑥𝑥𝑥𝑥)
𝑓𝑓𝑓𝑓(𝑥𝑥𝑥𝑥)

 

が成り立つことを証明した。 

次に、2020 年の 4 月から 5 月にかけて、

朝日新聞には毎日「日本における累積感染者

数」のグラフが掲載されており、緊急事態宣

ｎ  1  2      3  4  5  6  7 

date 2/28 3/10 3/20 3/30 4/9 4/19 4/29 

x(n) 230 568 1007 1866 5347 10751 14080 

y(n) 230 460  920 1840 3680 7360 14720 
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研究員の濱本を講師として、11 月より毎週金

曜日に 5 回連続してセミナーを開催した。今

日現在の社会で一番の課題となるコロナ禍を

クリティカルシンキングの実践をすることを

テーマと決めた。 
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の発生状況について https://www.mhlw.go.jp/ 
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を信憑性のある情報源として利用することに

した。そのうえで、高校までに学んだ数学を

基に感染モデル（SIR モデル）をシミュレー

ションモデルとして、クリティカルシンキン

グの学習プロセスに援用した。感染モデルで

は、数値計算が膨大になるため、計算時間の

簡略化及び計算結果の可視化のためにシミュ

レーションの実行環境は gnuplot と Google 
Colaboratory で構築した。 
 以下に、「感染症の数理モデル（SIR モデ

ル）を理解するために」というテーマで行っ

た勉強会の内容について詳述する。  
 2020 年から現在まで世界各国で新型コロ

ナウイルスの感染爆発が起きている。この現

象を、よく知られている感染症の数理モデル

（SIR モデル）を用いてクリティカルシンキ

ングの実践をおこなった。特に、日本におけ

る新型コロナウイルス流行の第一波の状況を

数学的に理解するということを主な目的とし

た。以下、各回の学習内容を報告する。 
 
第 1 回 新型コロナウイルスの日本における

累積感染者数と指数関数的変化 
 新型コロナウイルスの日本における累積感

染者数と入院・治療を要する感染者数のデー

タとグラフから、第一波の 5 月ごろまでの感

染状況に注意してみると、大きく二つの特徴

があることがわかる。（例えば、以下の東洋

経済オンラインが便利である。https:// 
toyokeizai.net/sp/visual/tko/covid19/） 
 (1) 3 月から 4 月にかけては、1 週間で

累積感染者数が約 2 倍に増えるなど、「指数

関数的な増加」が見られた。 

 (2) 5 月の連休明けから新規感染者数が減

少傾向となり、それに伴い累積感染者数もほ

ぼ横ばいとなり落ち着いた。 
 この二つの状況を数学的に考えてみる。ま

ず、「指数関数的変化」（今の場合は「指数

関数的増加」）とは何かという問題を取り上

げた。一般に、A > 0 , 𝑎𝑎𝑎𝑎 > 0 , (𝑎𝑎𝑎𝑎 𝑎 1) を定

数とするときy = A𝑎𝑎𝑎𝑎𝑥𝑥𝑥𝑥 を A を初期値、aを底

とする指数関数という。現実のモデルでは、

独立変数として時間 x を t とおき、 
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項）が y(0)=A、公比が 𝑎𝑎𝑎𝑎 の等比数列の一般

項を表している。高校で扱う数列と異なるの

は初項が第 0 項となることである。 
日本における新型コロナウイルスの累計感

染者数は、3 月下旬から 4 月末までは、だい

たい指数関数的に変化しているので、等比数
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言や西浦教授の「8 割接触減」の提言も効果

が出たのか、そのグラフはきれいな成長曲線

になっていた事実をあげ、それがなぜそうな

るのかと問題提起した。 
ここに現れた曲線は、バクテリアの増殖や

人口増加、耐久消費財（電気冷蔵庫やエアコ

ンなど）の普及など自然現象や社会現象など

によくみられる「成長と飽和」現象をあらわ

す「成長曲線（ロジスティックカーブ）」と

して知られている。3 月から 6 月ころまでの

日本における新型コロナウィルスの累積感染

者数のグラフは、ほぼこの曲線で近似するこ

とができる。 

 成長曲線を表す微分方程式と差分方程式

（漸化式）については、結論を先に述べると

以下のようになる（山口、1972）。 

𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡
𝑁𝑁𝑁𝑁(𝑡𝑡𝑡𝑡) = 𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼(𝑡𝑡𝑡𝑡)(1− 𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆(𝑡𝑡𝑡𝑡)) 

初期値はN(0)で、α、λは、それぞれ成長の

速さと混雑度を表すパラメータである。ま

た、これに対応する差分方程式（漸化式）

は、 

N𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛 =
(1 + 𝛿𝛿𝛿𝛿𝛼𝛼𝛼𝛼)𝑁𝑁𝑁𝑁𝑛𝑛𝑛𝑛
1 + 𝛿𝛿𝛿𝛿𝛼𝛼𝛼𝛼𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝑛𝑛𝑛𝑛

 

である。今回は、この差分方程式については

扱わないが、この差分方程式の定式化には、

日本の生物学者と数学者が深くかかわってい

ることが知られている。 

 成長曲線の微分方程式を解いてみる。 

𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡
𝑁𝑁𝑁𝑁(𝑡𝑡𝑡𝑡) = 𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼(𝑡𝑡𝑡𝑡)(1− 𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆(𝑡𝑡𝑡𝑡)) 

1
𝑁𝑁𝑁𝑁(1 − 𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆)

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑁𝑁𝑁𝑁
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

= 𝛼𝛼𝛼𝛼 ,  𝑁𝑁𝑁𝑁0 = 𝑁𝑁𝑁𝑁(0) 

両辺を 0 からt まで積分すると、 

�
1

𝑁𝑁𝑁𝑁(1 − 𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆)
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑁𝑁𝑁𝑁
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡 = � 𝛼𝛼𝛼𝛼𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑡𝑡𝑡𝑡

0

𝑡𝑡𝑡𝑡

0
 

�
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑁𝑁𝑁𝑁(1− 𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆) = � 𝛼𝛼𝛼𝛼𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑡𝑡𝑡𝑡

0

𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑁𝑁𝑁𝑁0
 

� (
1
𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑁𝑁𝑁𝑁

𝑁𝑁𝑁𝑁0
+

𝜆𝜆𝜆𝜆
1 − 𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆

)𝑑𝑑𝑑𝑑𝑁𝑁𝑁𝑁 = [𝛼𝛼𝛼𝛼𝑡𝑡𝑡𝑡]0𝑡𝑡𝑡𝑡 

�𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑁𝑁𝑁𝑁 − 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙(1 − 𝜆𝜆𝜆𝜆𝑁𝑁𝑁𝑁)]𝑁𝑁𝑁𝑁0
𝑁𝑁𝑁𝑁 = 𝛼𝛼𝛼𝛼𝑡𝑡𝑡𝑡 

log
𝑁𝑁𝑁𝑁
𝑁𝑁𝑁𝑁0

1 − 𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆0
1 − 𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆

= 𝛼𝛼𝛼𝛼𝑡𝑡𝑡𝑡 

𝑁𝑁𝑁𝑁
𝑁𝑁𝑁𝑁0

1 − 𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆0
1 − 𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆

= 𝑒𝑒𝑒𝑒𝛼𝛼𝛼𝛼𝑡𝑡𝑡𝑡 

N(t)( 1 − 𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆0) = 𝑁𝑁𝑁𝑁0𝑒𝑒𝑒𝑒𝛼𝛼𝛼𝛼𝑡𝑡𝑡𝑡(1− 𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆(𝑡𝑡𝑡𝑡)) 

よって、 

N(t) =
𝑁𝑁𝑁𝑁0𝑒𝑒𝑒𝑒𝛼𝛼𝛼𝛼𝑡𝑡𝑡𝑡

1 + 𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆0(𝑒𝑒𝑒𝑒𝛼𝛼𝛼𝛼𝑡𝑡𝑡𝑡 − 1)
 

が得られる。例えば、 

λ = 0.5 ,  𝑁𝑁𝑁𝑁0 = 𝛼𝛼𝛼𝛼 = 1, 0 ≤ t ≤ 10 
として、gnuplot でグラフを描くと次のよう

になる。 

 

図 4 gnuplot による成長曲線の可視化 

 

第第 33 回回  カカーーママッックク・・ママッッケケンンドドリリッッククのの

SSIIRR モモデデルルとと成成長長曲曲線線  

 まず、ある地域に住む n 人の集団を考え、

その地域の住民は他の地域の住民と全く交流

せず、その地域の中だけでお互いが均等に交

流しているものとする。また、住民の出生、

自然死、他地域への移動などは一切考えない

こととする。 

 いま、ある時点t での感受性者数をS(t)、

感染者数を I(t)、除去者数をR(t) とし、これ

らの関数はいずれも t について微分可能とす

る。このとき、最初の仮定よりS(t) + I(t) +

R(t) = n である。感受性者数の変化率は S(t) 

とI(t) の積に比例し、除去者数の変化率は 
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I(t) に比例するものとする。さらに、その病

気に感染すると、感受性者は直ちに感染者に

代わるものとする。 

 このとき、次の一組の微分方程式系を得

る。 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

= −𝛽𝛽𝛽𝛽𝑑𝑑𝑑𝑑𝛽𝛽𝛽𝛽 ,
𝑑𝑑𝑑𝑑𝛽𝛽𝛽𝛽
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

= 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑑𝑑𝑑𝑑𝛽𝛽𝛽𝛽 − 𝛾𝛾𝛾𝛾𝛽𝛽𝛽𝛽 ,
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

= 𝛾𝛾𝛾𝛾𝛽𝛽𝛽𝛽 

β は感染率（または接触率）γ  は除去率と

よばれ、いずれも正の定数である。この微分

方程式系を「カーマック・マッケンドリック

の SIR モデル」という。 

 まず、このモデルと先に述べた成長曲線の

微分方程式の関係について考えてみる（佐

藤、1987）。ここでは、前のページの仮定に

加えて、さらに次のことを仮定する。その地

域では、死亡とか隔離によって、感染者がそ

の地域から外へ排除されることはないものと

する。すなわち、その病気は非常に強い感染

力を持つが、感染しても死亡はせず、また隔

離させるほどのこともないとする。比較的軽

い呼吸器系の疾患がそのような場合に当た

る。ここでは、S(t)、I(t)、R(t) をそれぞれ 

x(t)、y(t)、z(t) で表すことにする。上の仮

定から、z(t) = 0 である。全住民数は(n + 1) 

人すなわち x(t) + y(t) = n + 1 とし、

x(0) = n , y(0) = 1 とする。このとき、  

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑥𝑥𝑥𝑥
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

= −𝛽𝛽𝛽𝛽𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥 

となるが、感染率βを推定するのはかなり難

しいので、変数変換 u = βt を行うと、合成

関数の微分法により、 

   
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑥𝑥𝑥𝑥
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑

=
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑥𝑥𝑥𝑥
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

∙
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑

=
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑥𝑥𝑥𝑥
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

∙
1
𝛽𝛽𝛽𝛽

= −𝛽𝛽𝛽𝛽𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥 ∙  
1
𝛽𝛽𝛽𝛽

= −𝑥𝑥𝑥𝑥𝑦𝑦𝑦𝑦 

すなわち、   
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑥𝑥𝑥𝑥
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑

= −𝑥𝑥𝑥𝑥𝑦𝑦𝑦𝑦 

を得る。ここで、x(t) + y(t) = n + 1 を代入

すると 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑥𝑥𝑥𝑥
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑

= −𝑥𝑥𝑥𝑥{(𝑛𝑛𝑛𝑛 + 1)− 𝑥𝑥𝑥𝑥} ,
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑦𝑦𝑦𝑦
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑

= 𝑦𝑦𝑦𝑦{(𝑛𝑛𝑛𝑛 + 1) − 𝑦𝑦𝑦𝑦} 

このうち、 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑦𝑦𝑦𝑦
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑

= 𝑦𝑦𝑦𝑦{(𝑛𝑛𝑛𝑛 + 1)− 𝑦𝑦𝑦𝑦} 

は、第 2 回の成長曲線の微分方程式におい

て、N = y 、 t = u とし、 

α＝(n + 1), λ =
1

𝑛𝑛𝑛𝑛 + 1
 

としたものに他ならない。よって、y(0) = 1 

より 

y(u) =
𝑛𝑛𝑛𝑛 + 1

1 + 𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛−(𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛)𝑢𝑢𝑢𝑢 

となる。n = 40、0 ≤ u ≤ 0.2 として gnuplot
でグラフを描くと図５のようになる。ただ

し、横軸は変数変換u = βt を行っている関係

で、値が小さくなっている（βは通常かなり

小さい値をとる）ことに注意する。 

 

図 5 SIR モデルの成長曲線（y(u)のグラ

フ） 

 この図は、gnuplot による 4 行のプログラ

ムで作成することができる。 

 

第第 44 回回  SSIIRR モモデデルルのの差差分分方方程程式式（（漸漸化化式式））  

ここでは、SIR モデルを差分方程式で表し

て考察する(新居、2020)。時刻 t を感染が

広がり始めてからの日数 n (nは自然数)とし

て、感受性者数、感染者数、回復者数をそれ

ぞれ 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛, 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛,𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛 で表すことにする。全人口を

定数 N で表し、また感染率 𝛽𝛽𝛽𝛽� を、一人の感

染者が「周りにいるのは非感染者のみ」のと

きに、一日に感染させる人数の平均と定義す

 0

 5

 10

 15

 20

 25

 30

 35

 40

 0  0.05  0.1  0.15  0.2

g(x)

言や西浦教授の「8 割接触減」の提言も効果

が出たのか、そのグラフはきれいな成長曲線

になっていた事実をあげ、それがなぜそうな

るのかと問題提起した。 
ここに現れた曲線は、バクテリアの増殖や

人口増加、耐久消費財（電気冷蔵庫やエアコ

ンなど）の普及など自然現象や社会現象など

によくみられる「成長と飽和」現象をあらわ

す「成長曲線（ロジスティックカーブ）」と

して知られている。3 月から 6 月ころまでの

日本における新型コロナウィルスの累積感染

者数のグラフは、ほぼこの曲線で近似するこ

とができる。 

 成長曲線を表す微分方程式と差分方程式

（漸化式）については、結論を先に述べると

以下のようになる（山口、1972）。 

𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡
𝑁𝑁𝑁𝑁(𝑡𝑡𝑡𝑡) = 𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼(𝑡𝑡𝑡𝑡)(1− 𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆(𝑡𝑡𝑡𝑡)) 

初期値はN(0)で、α、λは、それぞれ成長の

速さと混雑度を表すパラメータである。ま

た、これに対応する差分方程式（漸化式）

は、 

N𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛 =
(1 + 𝛿𝛿𝛿𝛿𝛼𝛼𝛼𝛼)𝑁𝑁𝑁𝑁𝑛𝑛𝑛𝑛
1 + 𝛿𝛿𝛿𝛿𝛼𝛼𝛼𝛼𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝑛𝑛𝑛𝑛

 

である。今回は、この差分方程式については

扱わないが、この差分方程式の定式化には、

日本の生物学者と数学者が深くかかわってい

ることが知られている。 

 成長曲線の微分方程式を解いてみる。 

𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡
𝑁𝑁𝑁𝑁(𝑡𝑡𝑡𝑡) = 𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼(𝑡𝑡𝑡𝑡)(1− 𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆(𝑡𝑡𝑡𝑡)) 

1
𝑁𝑁𝑁𝑁(1 − 𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆)

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑁𝑁𝑁𝑁
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

= 𝛼𝛼𝛼𝛼 ,  𝑁𝑁𝑁𝑁0 = 𝑁𝑁𝑁𝑁(0) 

両辺を 0 からt まで積分すると、 
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𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡
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0
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1 − 𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆

)𝑑𝑑𝑑𝑑𝑁𝑁𝑁𝑁 = [𝛼𝛼𝛼𝛼𝑡𝑡𝑡𝑡]0𝑡𝑡𝑡𝑡 

�𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑁𝑁𝑁𝑁 − 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙(1 − 𝜆𝜆𝜆𝜆𝑁𝑁𝑁𝑁)]𝑁𝑁𝑁𝑁0
𝑁𝑁𝑁𝑁 = 𝛼𝛼𝛼𝛼𝑡𝑡𝑡𝑡 

log
𝑁𝑁𝑁𝑁
𝑁𝑁𝑁𝑁0

1 − 𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆0
1 − 𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆

= 𝛼𝛼𝛼𝛼𝑡𝑡𝑡𝑡 

𝑁𝑁𝑁𝑁
𝑁𝑁𝑁𝑁0

1 − 𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆0
1 − 𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆

= 𝑒𝑒𝑒𝑒𝛼𝛼𝛼𝛼𝑡𝑡𝑡𝑡 

N(t)( 1 − 𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆0) = 𝑁𝑁𝑁𝑁0𝑒𝑒𝑒𝑒𝛼𝛼𝛼𝛼𝑡𝑡𝑡𝑡(1− 𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆(𝑡𝑡𝑡𝑡)) 

よって、 

N(t) =
𝑁𝑁𝑁𝑁0𝑒𝑒𝑒𝑒𝛼𝛼𝛼𝛼𝑡𝑡𝑡𝑡

1 + 𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆𝜆0(𝑒𝑒𝑒𝑒𝛼𝛼𝛼𝛼𝑡𝑡𝑡𝑡 − 1)
 

が得られる。例えば、 

λ = 0.5 ,  𝑁𝑁𝑁𝑁0 = 𝛼𝛼𝛼𝛼 = 1, 0 ≤ t ≤ 10 
として、gnuplot でグラフを描くと次のよう

になる。 

 

図 4 gnuplot による成長曲線の可視化 

 

第第 33 回回  カカーーママッックク・・ママッッケケンンドドリリッッククのの

SSIIRR モモデデルルとと成成長長曲曲線線  

 まず、ある地域に住む n 人の集団を考え、

その地域の住民は他の地域の住民と全く交流

せず、その地域の中だけでお互いが均等に交

流しているものとする。また、住民の出生、

自然死、他地域への移動などは一切考えない

こととする。 

 いま、ある時点t での感受性者数をS(t)、

感染者数を I(t)、除去者数をR(t) とし、これ

らの関数はいずれも t について微分可能とす

る。このとき、最初の仮定よりS(t) + I(t) +

R(t) = n である。感受性者数の変化率は S(t) 

とI(t) の積に比例し、除去者数の変化率は 

 0

 2

 4

 6

 8

 10

 0  2  4  6  8  10

f(x)
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る。感染者 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 人全体では、一日に 𝛽𝛽𝛽𝛽� 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 人

に感染させることになる。周りの人間が非感

染者ばかりではなく、感染者もいるとする

と、一日に平均して 𝛽𝛽𝛽𝛽� 𝑠𝑠𝑠𝑠𝑛𝑛𝑛𝑛
 𝑁𝑁𝑁𝑁
 人に感染させるこ

とになる。ここで、注意が必要なのはここで

の感染率𝛽𝛽𝛽𝛽� と、今までに使用してきた感染率 

β の関係である。具体的に考えればわかるよ

うに 𝛽𝛽𝛽𝛽� = βN となっている。 

 このとき、SIR モデルの微分方程式は、次

の差分方程式となる。 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛 − 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛 = −𝛽𝛽𝛽𝛽� ∙
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑁𝑁𝑁𝑁
∙ 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 

𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛 − 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 =  𝛽𝛽𝛽𝛽� ∙
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑁𝑁𝑁𝑁
∙ 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 − 𝛾𝛾𝛾𝛾𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛 − 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛 = 𝛾𝛾𝛾𝛾𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 

感染初期には、ほとんど全人口が感受性者で

あるので、 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑁𝑁𝑁𝑁
≅ 1 

と考えてよい。このとき、 

𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛 − 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 = 𝛽𝛽𝛽𝛽�𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 − 𝛾𝛾𝛾𝛾𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 = �𝛽𝛽𝛽𝛽� − 𝛾𝛾𝛾𝛾𝛾𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 

となる。 

すなわち、 

𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛 = �1 + 𝛽𝛽𝛽𝛽� − 𝛾𝛾𝛾𝛾𝛾𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 

が得られる。この漸化式は、数列{𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛} が公比

�1 + 𝛽𝛽𝛽𝛽� − 𝛾𝛾𝛾𝛾𝛾の等比数列であることを意味する

から、 

𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 は指数関数的に増加することがわかる。 

次に、流行のピークについて考える。そこ

で、SIR モデルの第二式を変形する。 

𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛 − 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 = 𝛽𝛽𝛽𝛽� ∙
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑁𝑁𝑁𝑁
∙ 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 − 𝛾𝛾𝛾𝛾𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 = �

𝛽𝛽𝛽𝛽�
𝛾𝛾𝛾𝛾
∙
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑁𝑁𝑁𝑁
− 1�𝛾𝛾𝛾𝛾𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 

右辺は、 

𝛽𝛽𝛽𝛽�
𝛾𝛾𝛾𝛾
∙
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑁𝑁𝑁𝑁

< 1  𝑖𝑖𝑖𝑖. 𝑒𝑒𝑒𝑒.  𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛 <
𝛾𝛾𝛾𝛾
𝛽𝛽𝛽𝛽�
𝑁𝑁𝑁𝑁 

のとき、負になる。よって、累積感染者数

N − 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛 が 

N − 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛 > 𝑁𝑁𝑁𝑁 𝑁
𝛾𝛾𝛾𝛾
𝛽𝛽𝛽𝛽�
𝑁𝑁𝑁𝑁 > �1 −

𝛾𝛾𝛾𝛾
𝛽𝛽𝛽𝛽�
�𝑁𝑁𝑁𝑁 

を満たすところまで増えると、感染者数 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 

は減り始めることがわかる。したがって、感

染者数が減り始めるまでの累積感染者数を減

らすには、𝛽𝛽𝛽𝛽� を小さくしてγ を大きくするよ

うな施策を取ればよいが、γ を大きくするの

は難しいので、𝛽𝛽𝛽𝛽� をできる限り小さくすれば

よい。 

 一人の感染者が回復するのにかかる時間の

平均をD日とすると、平均的に一人が回復す

る確率γ は、 

γ =
1
𝐷𝐷𝐷𝐷
 

となる（現在の新型コロナウイルスに対して

は、D = 14, i. e. γ = 0.07 で近似できること

が知られている）。感染性期間の長さが D =
1 𝛾𝛾𝛾𝛾�  になるということは、感染者にとって、

感染からの経過時間 τ において回復・隔離

される確率密度が γ𝑒𝑒𝑒𝑒−𝛾𝛾𝛾𝛾𝛾𝛾𝛾𝛾 であることによ

る。すなわち、次が成り立つことに注意する

（稲葉、2008）。 
1
𝛾𝛾𝛾𝛾

= � 𝜏𝜏𝜏𝜏𝛾𝛾𝛾𝛾𝑒𝑒𝑒𝑒−𝛾𝛾𝛾𝛾𝛾𝛾𝛾𝛾
∞

0
𝑑𝑑𝑑𝑑𝜏𝜏𝜏𝜏 

一人の感染者が「周りにいるのは非感染者

だけ」で、感染率がβ ならば、一人の感染者

が感染してから回復するまでに感染させる人

数の平均を 

𝑑𝑑𝑑𝑑0 ≔ 𝛽𝛽𝛽𝛽�𝐷𝐷𝐷𝐷 =
𝛽𝛽𝛽𝛽�
𝛾𝛾𝛾𝛾
 

で表し、基本再生産数という。また、感受性

者数が𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛であるとき、一人の感染者が感染さ

せる人数の平均は、  

𝛽𝛽𝛽𝛽�
𝛾𝛾𝛾𝛾
∙
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑁𝑁𝑁𝑁

= 𝑑𝑑𝑑𝑑0 ∙
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑁𝑁𝑁𝑁
 

となる。この式の右辺を実効再生産数とい

い、 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑐𝑐𝑐𝑐 ∶= 𝑑𝑑𝑑𝑑0 ∙
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑁𝑁𝑁𝑁
 

で表す。先に述べた 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 の増分を表す等式 
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𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛 − 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 = 𝛽𝛽𝛽𝛽� ∙
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑁𝑁𝑁𝑁
∙ 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 − 𝛾𝛾𝛾𝛾𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 = �

𝛽𝛽𝛽𝛽�
𝛾𝛾𝛾𝛾
∙
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑁𝑁𝑁𝑁
− 1�𝛾𝛾𝛾𝛾𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 

より、実効再生産数が 1 より小さくなれば、

流行のピークを過ぎたことになる。 

 2020 年 4 月 7 日の日経新聞の記事による

と、3 月中は𝑑𝑑𝑑𝑑0 ≅ 1.7 程度だったが、4 月に

入り𝑑𝑑𝑑𝑑0 > 3 となったそうである。そこで、

𝑑𝑑𝑑𝑑0 = 3 、すなわち 𝛽𝛽𝛽𝛽� = 3γ とすると、 

𝛽𝛽𝛽𝛽�
𝛾𝛾𝛾𝛾
∙
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑁𝑁𝑁𝑁

< 1  ⇔  𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛 <
1
3
𝑁𝑁𝑁𝑁 ⇔  𝑁𝑁𝑁𝑁 𝑁 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛 >

2
3
𝑁𝑁𝑁𝑁 

となり、感染者が全人口の 3 分の 2 を超える

まで感染者が増え続けるが、外出制限をして

人と人の接触を 8 割以上減らす。すなわち、

𝛽𝛽𝛽𝛽� < 0.2 ∙ 3γ ならば、 

1 + 𝛽𝛽𝛽𝛽� − γ < 1 +
3
5
𝛾𝛾𝛾𝛾 𝛾 𝛾𝛾𝛾𝛾 = 1 −

2
5
𝛾𝛾𝛾𝛾 < 1 

となり、感染者数は指数関数的に減少するこ

とがわかる。これが、2020 年 4 月に政府の

専門家会議に関わっていた西浦博教授の主張

「接触を 8 割減らすことができれば、感染を

減少に転じさせることができる」ことの基本

的な根拠である。 
 
第第 55 回回．．SSIIRR モモデデルルのの解解析析  
 カーマック・マッケンドリックの SIR モデ

ル  

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑠𝑠𝑠𝑠
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

= −𝛽𝛽𝛽𝛽𝑑𝑑𝑑𝑑𝛽𝛽𝛽𝛽、 
𝑑𝑑𝑑𝑑𝛽𝛽𝛽𝛽
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

= 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑑𝑑𝑑𝑑𝛽𝛽𝛽𝛽 − 𝛾𝛾𝛾𝛾𝛽𝛽𝛽𝛽、 
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

= 𝛾𝛾𝛾𝛾𝛽𝛽𝛽𝛽 

におけるS(t), I(t), R(t) を、ここでは、

x(t), y(t), z(t) で表す。初期条件を x(0) = n ,

y(0) = 1 , z(0) = 0 として、この初期条件を

みたす SIR モデルの解の行動を調べる。 

SIR モデルの微分方程式の第一式、第二式は 

z(t) を含まない。したがって、x(t), y(t) につ

いて 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑥𝑥𝑥𝑥
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

= −𝛽𝛽𝛽𝛽𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥,   

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑦𝑦𝑦𝑦
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

=  𝛽𝛽𝛽𝛽𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥 − 𝛾𝛾𝛾𝛾𝑦𝑦𝑦𝑦 = 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑦𝑦𝑦𝑦(𝑥𝑥𝑥𝑥 𝑥 𝑥𝑥𝑥𝑥) �𝜌𝜌𝜌𝜌 𝜌=
𝛾𝛾𝛾𝛾
𝛽𝛽𝛽𝛽

 � 

を考えればよい。x(t), y(t) が求まると、 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

= 𝛾𝛾𝛾𝛾𝑦𝑦𝑦𝑦 

より、理論的には z(t) を求めることができ

る（実際には z(t) を求めるのは困難であ

り、最終的には数値解法に頼らざるを得な

い）。 

 この微分方程式系の解の大まかな動きを調

べてみる。 x(t) > 0 , y(t) > 0 であるから、

xy 平面の第一象限だけを考えればよい（佐

藤、1987）。そこで、ベクトル場 

�
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑥𝑥𝑥𝑥
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

 ,
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑦𝑦𝑦𝑦
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

 � 

を描けばよいのだが、実際には計算も図示も

数式処理ソフトやプログラミングの力が必要

になるので、ここでは、もっと単純な方法で

解曲線の性質を調べる。すなわち、

𝑥𝑥𝑥𝑥′(𝑡𝑡𝑡𝑡),𝑦𝑦𝑦𝑦′(𝑡𝑡𝑡𝑡)の符号を調べ、第一象限をいくつ

かの領域に分割するのである。 

 0 < x(t) < ρ ⇒ 𝑥𝑥𝑥𝑥′(𝑡𝑡𝑡𝑡) < 0,  𝑦𝑦𝑦𝑦′(𝑡𝑡𝑡𝑡) < 0 

 ρ < x(t) ⇒ 𝑥𝑥𝑥𝑥′(𝑡𝑡𝑡𝑡) < 0, 𝑦𝑦𝑦𝑦′(𝑡𝑡𝑡𝑡) > 0 

であるから、第一象限を二つの領域 

A = {(𝑥𝑥𝑥𝑥,𝑦𝑦𝑦𝑦)| 0 < 𝑥𝑥𝑥𝑥(𝑡𝑡𝑡𝑡) < 𝜌𝜌𝜌𝜌, 𝑦𝑦𝑦𝑦(𝑡𝑡𝑡𝑡) > 0  } 

B = {(𝑥𝑥𝑥𝑥, 𝑦𝑦𝑦𝑦)| 𝜌𝜌𝜌𝜌 < 𝑥𝑥𝑥𝑥(𝑡𝑡𝑡𝑡),𝑦𝑦𝑦𝑦(𝑡𝑡𝑡𝑡) > 0  } 

に分割すると、それぞれの領域でのベクトル

場 

�
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑥𝑥𝑥𝑥
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

 ,
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑦𝑦𝑦𝑦
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

 � 

の流れがだいたいわかる。例えば、（差分 

方程式系における）基本再生産数が 

𝑑𝑑𝑑𝑑0 = 2 すなわち 𝛽𝛽𝛽𝛽� = 2𝛾𝛾𝛾𝛾とし、除去率 γ に

ついては、第 4 回で述べたように平均的な回

復期間をD = 14(日)として、γ = 0.07 とす

る。これらを用いると、初期条件が 

x(0) = 10000, y(0) = 1 のとき、 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑥𝑥𝑥𝑥
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

(10000,1) = −
0.14

10001
∙ 10000 ∙ 1 ≅ −0.14 

る。感染者 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 人全体では、一日に 𝛽𝛽𝛽𝛽� 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 人

に感染させることになる。周りの人間が非感

染者ばかりではなく、感染者もいるとする

と、一日に平均して 𝛽𝛽𝛽𝛽� 𝑠𝑠𝑠𝑠𝑛𝑛𝑛𝑛
 𝑁𝑁𝑁𝑁
 人に感染させるこ

とになる。ここで、注意が必要なのはここで

の感染率𝛽𝛽𝛽𝛽� と、今までに使用してきた感染率 

β の関係である。具体的に考えればわかるよ

うに 𝛽𝛽𝛽𝛽� = βN となっている。 

 このとき、SIR モデルの微分方程式は、次

の差分方程式となる。 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛 − 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛 = −𝛽𝛽𝛽𝛽� ∙
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑁𝑁𝑁𝑁
∙ 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 

𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛 − 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 =  𝛽𝛽𝛽𝛽� ∙
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑁𝑁𝑁𝑁
∙ 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 − 𝛾𝛾𝛾𝛾𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛 − 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛 = 𝛾𝛾𝛾𝛾𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 

感染初期には、ほとんど全人口が感受性者で

あるので、 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑁𝑁𝑁𝑁
≅ 1 

と考えてよい。このとき、 

𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛 − 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 = 𝛽𝛽𝛽𝛽�𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 − 𝛾𝛾𝛾𝛾𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 = �𝛽𝛽𝛽𝛽� − 𝛾𝛾𝛾𝛾𝛾𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 

となる。 

すなわち、 

𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛 = �1 + 𝛽𝛽𝛽𝛽� − 𝛾𝛾𝛾𝛾𝛾𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 

が得られる。この漸化式は、数列{𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛} が公比

�1 + 𝛽𝛽𝛽𝛽� − 𝛾𝛾𝛾𝛾𝛾の等比数列であることを意味する

から、 

𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 は指数関数的に増加することがわかる。 

次に、流行のピークについて考える。そこ

で、SIR モデルの第二式を変形する。 

𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛𝑛 − 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 = 𝛽𝛽𝛽𝛽� ∙
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑁𝑁𝑁𝑁
∙ 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 − 𝛾𝛾𝛾𝛾𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 = �

𝛽𝛽𝛽𝛽�
𝛾𝛾𝛾𝛾
∙
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑁𝑁𝑁𝑁
− 1�𝛾𝛾𝛾𝛾𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 

右辺は、 

𝛽𝛽𝛽𝛽�
𝛾𝛾𝛾𝛾
∙
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑁𝑁𝑁𝑁

< 1  𝑖𝑖𝑖𝑖. 𝑒𝑒𝑒𝑒.  𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛 <
𝛾𝛾𝛾𝛾
𝛽𝛽𝛽𝛽�
𝑁𝑁𝑁𝑁 

のとき、負になる。よって、累積感染者数

N − 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛 が 

N − 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛 > 𝑁𝑁𝑁𝑁 𝑁
𝛾𝛾𝛾𝛾
𝛽𝛽𝛽𝛽�
𝑁𝑁𝑁𝑁 > �1 −

𝛾𝛾𝛾𝛾
𝛽𝛽𝛽𝛽�
�𝑁𝑁𝑁𝑁 

を満たすところまで増えると、感染者数 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 

は減り始めることがわかる。したがって、感

染者数が減り始めるまでの累積感染者数を減

らすには、𝛽𝛽𝛽𝛽� を小さくしてγ を大きくするよ

うな施策を取ればよいが、γ を大きくするの

は難しいので、𝛽𝛽𝛽𝛽� をできる限り小さくすれば

よい。 

 一人の感染者が回復するのにかかる時間の

平均をD日とすると、平均的に一人が回復す

る確率γ は、 

γ =
1
𝐷𝐷𝐷𝐷
 

となる（現在の新型コロナウイルスに対して

は、D = 14, i. e. γ = 0.07 で近似できること

が知られている）。感染性期間の長さが D =
1 𝛾𝛾𝛾𝛾�  になるということは、感染者にとって、

感染からの経過時間 τ において回復・隔離

される確率密度が γ𝑒𝑒𝑒𝑒−𝛾𝛾𝛾𝛾𝛾𝛾𝛾𝛾 であることによ

る。すなわち、次が成り立つことに注意する

（稲葉、2008）。 
1
𝛾𝛾𝛾𝛾

= � 𝜏𝜏𝜏𝜏𝛾𝛾𝛾𝛾𝑒𝑒𝑒𝑒−𝛾𝛾𝛾𝛾𝛾𝛾𝛾𝛾
∞

0
𝑑𝑑𝑑𝑑𝜏𝜏𝜏𝜏 

一人の感染者が「周りにいるのは非感染者

だけ」で、感染率がβ ならば、一人の感染者

が感染してから回復するまでに感染させる人

数の平均を 

𝑑𝑑𝑑𝑑0 ≔ 𝛽𝛽𝛽𝛽�𝐷𝐷𝐷𝐷 =
𝛽𝛽𝛽𝛽�
𝛾𝛾𝛾𝛾
 

で表し、基本再生産数という。また、感受性

者数が𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛であるとき、一人の感染者が感染さ

せる人数の平均は、  

𝛽𝛽𝛽𝛽�
𝛾𝛾𝛾𝛾
∙
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑁𝑁𝑁𝑁

= 𝑑𝑑𝑑𝑑0 ∙
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑁𝑁𝑁𝑁
 

となる。この式の右辺を実効再生産数とい

い、 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑐𝑐𝑐𝑐 ∶= 𝑑𝑑𝑑𝑑0 ∙
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑛𝑛𝑛𝑛
𝑁𝑁𝑁𝑁
 

で表す。先に述べた 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑛𝑛𝑛𝑛 の増分を表す等式 
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𝑑𝑑𝑑𝑑𝑦𝑦𝑦𝑦
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

(10000,1) =
0.14

10001
∙ 1(10000− 5000)

≅ 0.07 

となる。 上のようにして、次々に適切な t 

の値に対してベクトル 

�
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑥𝑥𝑥𝑥
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

 ,
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑦𝑦𝑦𝑦
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

 � |�𝑥𝑥𝑥𝑥(𝑡𝑡𝑡𝑡),𝑦𝑦𝑦𝑦(𝑡𝑡𝑡𝑡)� 

を次々に図示していく方法を等傾斜法という

(佐藤、1987:p.175 の図 3)。 

ここでは等傾斜法を実行せず、以下のよう

な計算で、SIR モデルの微分方程式の解曲線

をxy平面上へ正射影した曲線を表す式を求め

る。SIR モデルの微分方程式の第二式を第一

式で割れば 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑦𝑦𝑦𝑦
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑥𝑥𝑥𝑥

=
𝛽𝛽𝛽𝛽𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥 − 𝛾𝛾𝛾𝛾𝑦𝑦𝑦𝑦
−𝛽𝛽𝛽𝛽𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥

= −1 +
𝜌𝜌𝜌𝜌
𝑥𝑥𝑥𝑥
 

この両辺を𝑥𝑥𝑥𝑥0 からx まで積分すると 

� 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑦𝑦𝑦𝑦 =
𝑦𝑦𝑦𝑦

𝑦𝑦𝑦𝑦0
− � 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑥𝑥𝑥𝑥

𝑥𝑥𝑥𝑥

𝑥𝑥𝑥𝑥0
+ 𝜌𝜌𝜌𝜌𝜌

1
𝑥𝑥𝑥𝑥

𝑥𝑥𝑥𝑥

𝑥𝑥𝑥𝑥0
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑥𝑥𝑥𝑥 

y − 𝑦𝑦𝑦𝑦0 = −𝑥𝑥𝑥𝑥 + 𝑥𝑥𝑥𝑥0 + 𝜌𝜌𝜌𝜌(log𝑥𝑥𝑥𝑥 𝑥 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑥𝑥𝑥𝑥0) 

よって、 

y = 𝑦𝑦𝑦𝑦0 + 𝑥𝑥𝑥𝑥0 − 𝑥𝑥𝑥𝑥 + 𝜌𝜌𝜌𝜌(log𝑥𝑥𝑥𝑥 𝑥 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑥𝑥𝑥𝑥0) 

y = f(x) とおくと、 

𝑓𝑓𝑓𝑓′(𝑥𝑥𝑥𝑥) = −1 +
𝜌𝜌𝜌𝜌
𝑥𝑥𝑥𝑥

=
−(𝑥𝑥𝑥𝑥 𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥 )

𝑥𝑥𝑥𝑥
 

であったから、𝑓𝑓𝑓𝑓′(𝑥𝑥𝑥𝑥) = 0 となるのはx = ρ 

のときであり、増減表は表２のようになる。 

表 2 増減表 

X 0 0 < x < ρ ρ ρ < x 

𝑓𝑓𝑓𝑓′(𝑥𝑥𝑥𝑥)  + 0 − 

f(x)  ↗ 𝑓𝑓𝑓𝑓(𝜌𝜌𝜌𝜌) ↘ 

0 < x においては、 

𝑓𝑓𝑓𝑓"(𝑥𝑥𝑥𝑥) = −
𝜌𝜌𝜌𝜌
𝑥𝑥𝑥𝑥2

< 0 

より、この関数のグラフは上に凸である。ま

た、f(𝑥𝑥𝑥𝑥0) = 𝑦𝑦𝑦𝑦0 > 0 , lim
𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥𝑥

𝑓𝑓𝑓𝑓(𝑥𝑥𝑥𝑥) = −∞ となる

が、y(t) > 0 という仮定を取り除くとグラフ

は x 軸を一度しか横切らないことがわか

る。 

 

図 6  SIR モデルの微分方程式の解曲線をxy

平面上へ正射影した曲線 

x(0) = 100, y(0) = 1,ρ = 50 

とし、gnuplot でグラフを描くと図６を得

る。 

 今までに調べたことから、次のことがわか

る。感染症の流行は、ほとんど初期の感染者

数 y(0) = 𝑦𝑦𝑦𝑦0 の影響を受けず、むしろ感受性

者数 x(0) = 𝑥𝑥𝑥𝑥0 の影響を受ける。そして、

0 < 𝑥𝑥𝑥𝑥0 < 𝜌𝜌𝜌𝜌 ならば、𝑦𝑦𝑦𝑦0 がかなり大きな値で

も流行は起こらないが、ρ < 𝑥𝑥𝑥𝑥0 ならば、𝑦𝑦𝑦𝑦0 

がかなり小さな値でも流行は起こる。この境

目の値 ρ のことを閾値とよぶ。 

 ρの値が相対的に小さいということは、感

染率（または接触率）β が大きいか、または

除去率 γ が小さいことである。このモデル

では、閉ざされた地域内の住民を考えている

から、β が大きいということは大都会など人

口密度が高く、人と人との接触機会が多いと

解釈できる。また、γ が小さいということ

は、医療体制が脆弱なため入院・隔離・治療

などが不十分であるためなどと考えられる。

このような場合、流行が激しく起こる。一

方、ρ の値が大きいということは、感染率β

が小さく除去率  γ が大きいということであ

る。つまり、その地域の人口密度が低いか、

または十分な医療制度があり、検査の徹底と

陽性者の入院・隔離など疫学上の有効適切な

施策が行われることと考えてよい。この場

合、感染症の流行は決して激しくならない。 

 0

 5

 10

 15

 20

 0  20  40  60  80  100  120

f(x)
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 高校数学の範囲内で扱えるのは、ここまで

が限度である。最後に、高校数学の範囲を超

えるが、4 次のルンゲクッタ法を用いて、

SIR モデルの微分方程式を解いてみると、以

下のような図 7、図 8 を得る。一つの方法

は、早川・三石(2020)にある Python の 2 次

ルンゲクッタ法のプログラムを 4 次のルンゲ

クッタ法に書き換えて、シミュレーションす

るというものである。その結果が次の図 7 で

ある。図 7 は、横軸に時間軸（ t 軸：日

数）をとり、縦軸にS(t), 𝛽𝛽𝛽𝛽(𝑡𝑡𝑡𝑡),𝑑𝑑𝑑𝑑(𝑡𝑡𝑡𝑡) をそれぞ

れ図示している。 

 

図 7 SIR モデルの Python プログラムに

よるシミュレーション 
ただし、パラメータはN = 106 , 𝛽𝛽𝛽𝛽(0) = 10 

で、感染者が毎日一人当たり 10 人に接触

し、1 日 1 人の接触当たりの感染率は 0.02 で

感染者の快復日数が 14 日程度（γ = 1
14� ≈

0.14）としている。 
もう一つの方法は、 

x(t) = S(t),𝑦𝑦𝑦𝑦(𝑡𝑡𝑡𝑡) = 𝛽𝛽𝛽𝛽(𝑡𝑡𝑡𝑡), 𝑑𝑑𝑑𝑑(𝑡𝑡𝑡𝑡) = 𝑑𝑑𝑑𝑑(𝑡𝑡𝑡𝑡)  
として、gnuplot で 4 次のルンゲクッタ法を

用いて、SIR モデルの解曲線を描く方法であ

る。 

 
 図 8a SIR モデル    図 8b SIR モデル 
    解曲線（空間曲線）解曲線 (別アングル) 

 

図 8c SIR モデル解曲線の平面投影図 
 
図 8a、図 8b は少し視点を変えて比較してみ

た。図 8c は、解曲線のxy 平面への正射影が

見えるように視点をさらに上の方に移動し

た。 
ただし、この場合の初期条件とρ の値は 

x(0) = 1500 , y(0) = 10 ,ρ = 1000 
とし、β = 0.00007  γ = 0.07 とした。 
これにより、佐藤 (1987) の p179 の表 1 の 
1 行目にある数値を確かめることができた。

なお、4 次のルンゲクッタ法については、山

本(2013)にあるローレンツ・アトラクターを

描くためのプログラムを一部変更して使用し

た。 
 
4. 数理モデルシミュレーションの ICT 環境 
 gnuplot を活用したシミュレーション環

境、操作方法については、gnuplot 
homepage (http://www.gnuplot.info/)で分か

りやすく解説されている。また、Python を

使った Google Collaboratory については、

Google Collaboratory の使い方を参照してい

ただきたい。本稿では、これまで、手計算で

は不可能に近かった数理モデルをクリティカ

ルシンキングのステップ IV でも活用できる

ことを例示した。 

 

5. セミナーに参加した学生の感想 
 本試行研修に参加してくれた学生の感想を

共有したい。参加した学生のうち、4 名から

の感想を紹介する。 

・理系として今まで数々の法則や原理を使っ

て問題を解いてきましたが、ここまで実践的

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑦𝑦𝑦𝑦
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

(10000,1) =
0.14

10001
∙ 1(10000− 5000)

≅ 0.07 

となる。 上のようにして、次々に適切な t 

の値に対してベクトル 

�
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑥𝑥𝑥𝑥
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

 ,
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑦𝑦𝑦𝑦
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡

 � |�𝑥𝑥𝑥𝑥(𝑡𝑡𝑡𝑡),𝑦𝑦𝑦𝑦(𝑡𝑡𝑡𝑡)� 

を次々に図示していく方法を等傾斜法という

(佐藤、1987:p.175 の図 3)。 
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𝑥𝑥𝑥𝑥0
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図 6  SIR モデルの微分方程式の解曲線をxy

平面上へ正射影した曲線 

x(0) = 100, y(0) = 1,ρ = 50 

とし、gnuplot でグラフを描くと図６を得
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 今までに調べたことから、次のことがわか

る。感染症の流行は、ほとんど初期の感染者
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も流行は起こらないが、ρ < 𝑥𝑥𝑥𝑥0 ならば、𝑦𝑦𝑦𝑦0 

がかなり小さな値でも流行は起こる。この境

目の値 ρ のことを閾値とよぶ。 

 ρの値が相対的に小さいということは、感

染率（または接触率）β が大きいか、または

除去率 γ が小さいことである。このモデル

では、閉ざされた地域内の住民を考えている
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口密度が高く、人と人との接触機会が多いと

解釈できる。また、γ が小さいということ
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などが不十分であるためなどと考えられる。
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方、ρ の値が大きいということは、感染率β
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な解析をしたのは初めてでした。特に今問題

となっている新型コロナウイルスの感染に関

しての話は、数学がどう役に立っているかと

いうことを身に染みて感じました。これを用

いて、感情論だけでない科学的根拠として利

用することで更なる対策を講じることが出

来、さらにコンピュータを使った計算を行う

ことで大規模で正確な予測が出来るというこ

とがとても感動したし、関心を持ちました。

今後もコロナだけでなく数々の問題が出てく

るときにこれを思い出して応用してみるのも

面白いと思います。（システム理工学部 2
年生 加藤駿） 

・思ったより数学の話が多かったが、わかり

やすく教えていただいたので楽しかったで

す。今までは、微分積分を学んでいったい何

になるのだろうって思っていました。しか

し、SIR モデルの話や実効再生産数の話を聞

いて、微分積分が実際にどのように活用され

ているかを知ることができて面白かったで

す。（社会学部 2 年生 須貝航太） 

・身近なコロナの感染拡大における SIR モデ

ルを用いて、今まで学んできた成長曲線や微

分方程式等の実用例を知ることができ、改め

て数学の面白さを実感しました。また、今後

は他の身近な事例を扱い、更にプログラミン

グとの融合で学びを深めることができればと

思います。（経済学部 3 年生 下村茉由） 
・SIR モデルを通じて、成長曲線や微分積分

という高校で得た知識の実用例を知ることが

できて面白かったです。文系ですが、数学的

知識をつけることで見えるものの幅が広がっ

ていくように感じました。数学は苦手意識が

あり、あまり自分で能動的に学びなおすとい

うことはしなかったので、このような機会に

改めて知ることができ、良かったです。（法

学部 4 年生 奥村真麻） 

 

 以上のように、感想から数学の概念と社会

の様々な局面との間に何からの関連づけを見

いだすきっかけになったことが窺える。 

 

66..  最最後後にに 

 New Education Normal の時代には、近未

来も含め、未来社会は不確定なことばかりで

ある。その未来社会を生きていくことになる

学生たちにとって、クリティカルシンキング

スキルは大事なフューチャースキルとなる。

ICT の進化は教育の DX に活かされ、これま

でに叶わなかったツールによる深い学びが可

能となる。今回の試行でも、ICT で補完され

た数理モデルをクリティカルシンキングの学

びで応用することで、これまでのクリティカ

ルシンキングの授業では実現不可能であった

学びの可視化が実現できた。教育の DX 化の

中、受講生自身が不確定な未来社会の問題課

題に取り組み、よりよい未来社会を創造する

ためのフューチャースキルを ICT と協働しな

がら修得していくことはとても重要なことだ

と考える。 
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初初年年次次生生ののレレポポーートトにに表表出出ししたた課課題題分分析析ととラライイテティィンンググセセンンタターーのの寄寄与与  

  AAnnaallyyssiiss  ooff  IIssssuueess  EExxpprreesssseedd  iinn  FFiirrsstt--YYeeaarr  SSttuuddeennttss''  RReeppoorrttss    
aanndd  tthhee  CCoonnttrriibbuuttiioonn  ooff  tthhee  WWrriittiinngg  CCeenntteerr  

  
岩﨑千晶（関西大学教育推進部） 

Chiaki Iwasaki 
（Kansai University, Division for Promotion of Educational Development） 

  
要要旨旨  
  本研究の目的は初年次生が執筆したレポートに対するライティング相談に着目し、ライティング

センター（WRC）利用前後のレポートに表出した課題を分析することから、①一旦書き終えた段階

のレポートに表出した課題、②WRC を活用して、学習者が改善できた点、改善するに至らなかっ

た点を明らかにすることである。調査の結果、レポートに表出した課題は「表記/表現」の指摘が最

も多く、次いで「内容補足」「構成」が示された。しかし「WRC を活用して改善できた点」として

「表記/表現」「内容補足」に関して統計的には有意な結果が示され、学生が気づかなかったレポー

トに表出した課題を WRC の利用により改善できていることが指摘された。一方で「改善するに至

らなかった点」として「話し言葉から書き言葉への変更」「主語述語の対応における般化」「内容の

補足」、「レポート全体にわたった記述内容の分類/整理」等が示された。 
  
キキーーワワーードド  ラライイテティィンンググセセンンタターー、、チチュューータタリリンンググ、、学学習習支支援援、、初初年年次次教教育育／／  
                        WWrriittiinngg  CCeenntteerr,,  TTuuttoorriinngg,,  LLeeaarrnniinngg  SSuuppppoorrtt,,  FFiirrsstt  YYeeaarr--EEdduuccaattiioonn  
 
11..  ははじじめめにに  
多くの大学において初年次教育が提供されてい

る。平成 28 年度の文部科学省調査によると 715
校（97.1%）の大学が初年次教育を提供している

（文部科学省、2019）。初年次教育では専門基礎を

扱う授業もあるが、ライティング、プレゼンテー

ション、ディベートといった教育プログラムを広

く扱うアカデミックスキル育成型科目が最も多く

実施されている（杉谷、2006）。特に「レポート・

論文の書き方等の文章作法（661 大学、89.8％）」

を扱う初年次教育が多く、学生の主体的な活動と

して書くことが初年次から重視されていることが

わかる。 
しかし、アカデミックスキル育成型科目では、

ライティングに加えて、プレゼンテーションやデ

ィベート等の幅広い内容を扱うため、15 回の授業

だけでライティングの指導を完結することは容易

ではない。それは書く力が主張に対する理由や根

拠を提示し、文章として表現する力が含まれる高

次の認知力だからである（井下、2008）。加えて、

高校において論証型レポートを執筆した経験が十

分になく、ライティングを学び始めたばかりの初

年次生はレポートの課題に自ら気づき、改善をす

る力が十分には備わっていない状態である。 
そこで、多くの大学はライティングセンター

（WRC）を開設し、学生がレポート執筆に関して

相談を受けられるようにしている。文部科学省

（2019）が実施した調査によると、 WRC 等の設

置数については、平成 24 年度は 53 大学（6.9%）

であったところ、平成28年度は82大学（10.8%）

へと増加しており、大学がライティング支援に力

を入れていることが示されている。とりわけ初年

次生がWRC を訪問することは、その後の大学生

活において繰り返しWRC を訪問することにつな

がるとも指摘されており（Gordon，2008）、初年

次にWRC を利用することは重要な取り組みだと

いえる。 
しかし初年次生がレポート執筆のどこに課題を
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抱えているのかや、その解決にWRC がどう寄与

しているのかに関する研究は実施されつつあるが、

研究知見が十分に蓄積されているとは言い難い状

況である。そのため、初年次生がライティングに

おいて抱えている課題や、WRC でどういう相談

をし、学生がどの課題を解決しているのかを明ら

かにし、今後の初年次生のライティング教育に活

かしていく必要がある。 
 
22..  研研究究のの目目的的  
本研究の目的は、レポートの執筆プロセスに着

目し、初年次生がレポート執筆において抱える課

題とそれに対するWRC の寄与を明示することで

ある。具体的には、初年次生が一旦執筆したレポ

ートに対するWRC におけるライティング相談に

着目し、WRC の利用前後のレポートに表出した

課題を分析することから、①一旦書き終えた段階

のレポートに表出した課題、②WRC を活用して、

学習者が改善できた点、ならびに改善するに至ら

なかった点を明らかにする。 
①に着目する理由は、これまでレポートを書い

た経験が十分とは言えない初年次生がまずは自分

で執筆したレポートのどこに躓いているのかを明

らかにできるからである。②に着目する理由は、

初年次生がWRC を利用し、レポートをどの点を

改善することができたのかを提示することで

WRC の寄与を明示できること、ならびに WRC
で相談した後も、改善が困難であった点を明らか

にすることで、今後のWRC で解決すべき課題や

チュータリングにおける改善点を提示できるから

である。これらを明らかにすることはライティン

グ教育にも活かすことができ、初年次生の書く力

の向上のために有益であると考える。 
 
33..  先先行行研研究究  
大学においてライティングの授業が開講された

り、授業外にレポートライティングの執筆を支援

したりするWRC が設立されている背景には、初

年次生がレポート執筆において課題を抱えている

という現状がある。例えば渡辺（2010）は国立の

総合大学 3 校の初年次生 1018 名を対象に「書く

こと」に関する調査を実施し、「書くこと」に苦手

意識を持つ初年次生がどの大学においても 50-
60％程度存在することを指摘している。同様に、

東京大学大学院教育研究科大学経営・政策研究セ

ンターが大学生約 3.3 万人に実施した第 2 回全国

大学生調査（2018）においても、「論理的に文章を

書く力が育成されているのか」を尋ねたところ「不

十分」「あまり十分でない」と回答した学生の合計

は専門分野を問わず 70％前後で、大学生が書く力

に対する自己評価が低いことが示されている。  
渡辺（2010）は、こうした書くことに苦手意識

を抱える学生は文章を一旦書き終え、提出するま

でのプロセスにおいて費やす時間と労力が少ない

ことを課題として指摘している。しかし書くこと

に苦手意識を抱える初年次生は、執筆した文章の

出来に自信を持てておらず、自己評価の意識が低

い（渡辺、2010）。そのため、一旦書き終えたレポ

ートを改善する活動を十分に取り入れられていな

い状況も否めない。実際、外山（2018）は、文章

執筆に関連する困難には、①学生自身が認識する

問題と②学生が執筆した文章に表出する問題があ

ることを指摘し、学生が自分で考えた問題と、

WRC のチューターが考えた問題が必ずしも一致

するものではないことを提示している。外山の主

張からは、学生が自分の文章に問題を認識してい

ない場合、自分で文章を改善する見込みは低いこ

とを示しているとともに、学生自身が気付いてい

ない改善点がレポートに表出していることを提示

している。また岩﨑ら（2013）はWRC の利用履

歴をもとに、ライティングに関する相談内容 629
件を分析している。その結果、相談内容を「確認

依頼、執筆準備、文章表現・表記・文章構成・文

献利用等」の8 カテゴリーに分類している。この

中で最も多いのが「一通り書いたが、これでよい

のかわからないので見てほしい」「レポートを一旦

書き終えたが、これで書けているのかを見てほし

い」という「確認依頼（259 件）」であることが示

されている。本結果から学習者は、レポートに表

出している課題を自ら把握し、課題を焦点化させ
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てWRC で相談することが困難である様子が窺え

る。そのため、一旦執筆したレポートの「確認依

頼」をすることで、WRC の相談を経て、レポート

に表出した課題を解決しようという状況が読み取

れる。 
以上のようなことからも、学習者がレポートを

一旦書き終えた後、それを提出するまでのプロセ

スにおいてレポートの改善点に気が付いていない

ケースがあるという課題を抱えていることが見受

けられる。一方で、これまでのライティング研究

において、学習者が一旦書き終えた文章を改善す

る取り組みは書く力を育成するために効果的であ

ることが述べられている（西口、2018；Graham 
& Perin、2007 等）。渡辺（2010）による調査に

おいても、「書くことに苦手意識を抱いていない学

生」は一旦書き終えたレポートを提出するまでに

改善する時間を「苦手意識を抱いている学生」よ

り多くとっていることを示し、文章を改善するた

めには、執筆プロセスにおいて客観的な目による

見直しが欠かせないと指摘している。このような

調査結果からも学習者が執筆したレポートを見直

し、改善する取り組みを行うことは学生にとって

重要であると言える。  
しかしこれまでの研究では、初年次生が一旦書き

終えたレポートのどこに課題を抱えていたのか、

WRC に相談をした後、具体的にどこを改善した

のかに着目した研究が十分蓄積されているとは言

えない。以上のようなことから、本研究では初年

次生が一旦書き終えた文章を改善するプロセスと

そこでのWRC の寄与に着目する。 
 
44..  研研究究対対象象とと研研究究方方法法  
44..11..  研研究究対対象象ととWWRRCC のの概概要要  
本研究では、大規模私立大学であるA 大学の共

通教養科目である初年次教育「スタディスキルゼ

ミ（プレゼンテーション）（受講生 24 名）」（2012
年度春学期）を対象とした。授業ではプレゼンテ

ーションの技法について学ぶことを中核に据え、

情報検索、図書館の活用方法、ライティングにつ

いても学び、アカデミックスキルを育成すること

を目的としている。第 1 回目のプレゼンテーショ

ンでは「大学生活を有益に過ごすために利用すべ

き施設や学習機会を提示し、それらの活用により

どのような力を育むことができるのか」について

論証型のプレゼンテーションを学生がグループで

行った。その後、学生は A4 1 枚程度のレポート

を執筆した。レポート課題は、グループでのプレ

ゼンテーションに求められる要件を提示し、その

理由や根拠として、グループ活動をふりかえり、

反省点、改善点を記述することであった。教員は

レポート課題の内容を伝えた後、レポートのフォ

ーマット、1 文 1 メッセージ、文末表現、アウト

ライン作成といった表記/表現、構成に関する基礎

的な講義を 1 度行った。学生は授業外の課題とし

てレポートを執筆した。執筆時期は授業中盤であ

った。学生はレポートを一旦執筆した後、 WRC
で相談をし、レポートを修正し提出した。教員は

WRC にレポート課題、提出日、学生数、訪問時期

に関する情報を提示していた。学生が一旦書き終

えたレポートをチューターと共に見直しをし、レ

ポートを改善する機会につなげるために、教員は、

WRC を活用した。  
2011 年に WRC を開設した A 大学は、博士後

期課程の大学院生やPD を中心にチューターとし

て雇用している。チューターは、1 回 40 分の相談

時間で文章執筆を支援している。 WRC では文章

添削ではなく、学生が自分で課題に気づき、文章

を書き直すための相談に応対している。そのため

WRC の理念は「①添削によって答えを与えるの

ではなく、対話による指導をとおして、自分で問

題を発見し、考え、解決する力を育成すること」

「②学術的な文章作成の訓練をとおして、社会に

出てからも使える「書く力」を総合的に養い、社

会で活躍できる人材の育成に貢献すること」「③学

部教育と密接に連携して、専門教育のさまざまな

場面でライティングサポートをおこない、教育の

効果を高めること」の 3 点が掲げられている。チ

ューターは学習者の執筆したレポートを一方的に

添削するのではなく、対話や問いの投げかけを通

して学習者が自ら課題を発見するような対面式の

抱えているのかや、その解決にWRC がどう寄与

しているのかに関する研究は実施されつつあるが、

研究知見が十分に蓄積されているとは言い難い状

況である。そのため、初年次生がライティングに

おいて抱えている課題や、WRC でどういう相談

をし、学生がどの課題を解決しているのかを明ら

かにし、今後の初年次生のライティング教育に活

かしていく必要がある。 
 
22..  研研究究のの目目的的  
本研究の目的は、レポートの執筆プロセスに着

目し、初年次生がレポート執筆において抱える課

題とそれに対するWRC の寄与を明示することで

ある。具体的には、初年次生が一旦執筆したレポ

ートに対するWRC におけるライティング相談に

着目し、WRC の利用前後のレポートに表出した

課題を分析することから、①一旦書き終えた段階

のレポートに表出した課題、②WRC を活用して、

学習者が改善できた点、ならびに改善するに至ら

なかった点を明らかにする。 
①に着目する理由は、これまでレポートを書い

た経験が十分とは言えない初年次生がまずは自分

で執筆したレポートのどこに躓いているのかを明

らかにできるからである。②に着目する理由は、

初年次生がWRC を利用し、レポートをどの点を

改善することができたのかを提示することで

WRC の寄与を明示できること、ならびに WRC
で相談した後も、改善が困難であった点を明らか

にすることで、今後のWRC で解決すべき課題や

チュータリングにおける改善点を提示できるから

である。これらを明らかにすることはライティン

グ教育にも活かすことができ、初年次生の書く力

の向上のために有益であると考える。 
 
33..  先先行行研研究究  
大学においてライティングの授業が開講された

り、授業外にレポートライティングの執筆を支援

したりするWRC が設立されている背景には、初

年次生がレポート執筆において課題を抱えている

という現状がある。例えば渡辺（2010）は国立の

総合大学 3 校の初年次生 1018 名を対象に「書く

こと」に関する調査を実施し、「書くこと」に苦手

意識を持つ初年次生がどの大学においても 50-
60％程度存在することを指摘している。同様に、

東京大学大学院教育研究科大学経営・政策研究セ

ンターが大学生約 3.3 万人に実施した第 2 回全国

大学生調査（2018）においても、「論理的に文章を

書く力が育成されているのか」を尋ねたところ「不

十分」「あまり十分でない」と回答した学生の合計

は専門分野を問わず 70％前後で、大学生が書く力

に対する自己評価が低いことが示されている。  
渡辺（2010）は、こうした書くことに苦手意識

を抱える学生は文章を一旦書き終え、提出するま

でのプロセスにおいて費やす時間と労力が少ない

ことを課題として指摘している。しかし書くこと

に苦手意識を抱える初年次生は、執筆した文章の

出来に自信を持てておらず、自己評価の意識が低

い（渡辺、2010）。そのため、一旦書き終えたレポ

ートを改善する活動を十分に取り入れられていな

い状況も否めない。実際、外山（2018）は、文章

執筆に関連する困難には、①学生自身が認識する

問題と②学生が執筆した文章に表出する問題があ

ることを指摘し、学生が自分で考えた問題と、

WRC のチューターが考えた問題が必ずしも一致

するものではないことを提示している。外山の主

張からは、学生が自分の文章に問題を認識してい

ない場合、自分で文章を改善する見込みは低いこ

とを示しているとともに、学生自身が気付いてい

ない改善点がレポートに表出していることを提示

している。また岩﨑ら（2013）はWRC の利用履

歴をもとに、ライティングに関する相談内容 629
件を分析している。その結果、相談内容を「確認

依頼、執筆準備、文章表現・表記・文章構成・文

献利用等」の8 カテゴリーに分類している。この

中で最も多いのが「一通り書いたが、これでよい

のかわからないので見てほしい」「レポートを一旦

書き終えたが、これで書けているのかを見てほし

い」という「確認依頼（259 件）」であることが示

されている。本結果から学習者は、レポートに表

出している課題を自ら把握し、課題を焦点化させ
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個別相談を通してライティングプロセスを支援し

ている。 
チューターの活動プロセスは、相談前に WRC

に寄せられた相談内容を確認し、相談に対応をす

る、相談後「相談記録」に科目名、締切日、出題、

相談内容、所感を記入することになっている。な

お、チューターはコミュニケーション研修、ライ

ティング相談のロールプレイ、WRC 担当教員や

すでに勤務しているチューターのOJT等を経て、

チュータリングにあたっている。 
 
44..22..  研研究究方方法法  
分析データは受講生 24 名分の WRC 利用前後

のレポート、チューターによる相談記録とした。

WRC 利用前後のレポートに関しては、レポート

のねらいに着目し、学習者が一旦書き終えたレポ

ートに表出している課題、WRC を利用後に改善

できた点、改善できなかった点を明らかにするこ

ととした。レポート課題のねらいは項目 1）「プレ

ゼンに求められる要件を提示している（プレゼン

要件）」、項目 2）「1）の理由や根拠として、プレ

ゼンを振り返っている（理由根拠）」、項目 3）「1）
2）を踏まえ反省点を提示している（反省点）」、項

目 4）「1）-3）を踏まえ改善点を提示している（改

善点）」項目 5）「1）-4）を文章として表現できて

いる（『文章』としての表現）」であった。そこで

分析の観点は、項目 1）-4）を満たす「レポート課

題の要件」と、項目 5）を満たす「『文章』として

の表現」とした。 
これらの観点に対して量的調査と質的調査の両

方を取り入れた混合法を用いて分析を加えた。量

的調査を用いた理由は「レポートが課題要件を満

たしているのか」に関して、レポート改善結果の

信頼性を統計的に判断するためである。しかし統

計的に有意差が見受けられたとしても、WRC 利

用後の改善できた点と改善できなかった点に関す

る内容を具体的に把握できなければ、今後のライ

ティング教育への提言に寄与できない。そこで

WRC 利用前後のレポートとチューターの相談記

録を用いて、統計結果に基づき、レポート課題の

各項目において改善できた点や改善できなかった

点を質的に分析した。質的分析に関しても信頼性

を確保するため、筆者がWRC 担当教員と協議を

し、分析結果について確認をとりながらすすめた。

レポートの改善の程度の判断や改善項目を抽出す

る際は、まず実際のレポートを事例として分類す

る方法を確認した。そのうえで各自分析し、結果

の一致度を確認し、判断が異なる場合は協議して

分析を加えた。 
まず量的な研究方法に関する具体的な手順を次

に示す。項目1）-4）の「1）レポート課題の要件」

に関する分析方法は、筆者とWRC 担当教員が各

項目を執筆できているのかを各々判断し、記述で

きている学生の数をカウントした。項目1）-4）の
分類に関する一致率は 94.6％であり、判断が異な

るものは協議し分類した。これらの値において

WRC 利用前後の違いを検定するために

Mcnemar 検定を行った。次に、統計結果に基づ

き項目 1）-4）に関してレポートが改善された、あ

るいはされなかった点を明らかにするため、相談

記録を質的に分析した。例えば改善できていない

場合は、相談記録をもとにチューターによる相談

内容を確認した。 
項目 5）に関しては、石黒（2009a、 2009b）

に基づき「表記/表現」「構成」の項目を設けた。加

えて相談記録から、用語や文章の説明不足に関す

る指摘が多数見受けられたため、「内容補足」の項

目を立てた。「表記/表現」は「文レベルで文体が統

一されており一文一義の文章となっている、語レ

ベルで誤字脱字がなく表記の形式のルールが守ら

れている」を指標とし、「内容補足」は「読者が必

要とする情報を述べているか、読者が文面を理解

するための情報を提示し、わかりやすく説明でき

ているか」、「構成」は「複数の情報を文と文の関

係性が論理的であり、記述内容の分類、整理がさ

れているのか」とし、これらの項目を改善できて

いるのかを評価した。 
WRC 利用前後のレポートと相談記録を基に、

筆者とWRC 教員が各項目に対して「改善」「一部

改善」「未改善」に分類した。例えば「表記/表現」
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において、レポートでは「思う」ではなく「考え

る」といった別の用語を使う方が望ましいという

チューターとの相談があった後に、レポート全体

において修正がなされていた場合は「改善」と判

断した。改善箇所もあるが改善されていない箇所

も残っていた場合は「一部改善」とし、変更がな

い場合は「未改善」とした。同様に「内容補足」

においても、「調査の結果からわかったことを示し

たほうがよい」といったチューターとの相談後、

内容が理解できるように補足できている場合は

「改善」と判断し、文章を追加しているが一文や

一語補足したのみで内容の理解が十分ではない場

合は「一部改善」とし、変更がない場合は「未改

善」とした。「構成」では、理由と根拠を論理的に

結び付けて文章が整理されている場合は「改善」

と判断し、変更が一部にとどまり、全体になされ

ていない場合は「一部改善」とし、変更がない場

合は「未改善」とした。 
各項目に対する分析結果の一致率は 93.8％で

あり、判断が異なるものは協議し分類した。この

結果を基に「表記/表現」「内容補足」「構成」の項

目ごとに1サンプル1水準によるカイ2乗検定を

し、各項目における比率の違いを検定し割合の推

定を行った。改善した割合を統計的に推定するこ

とで、改善割合の値の正しさを判定した。項目 5)
に関しても、統計結果を基にWRC 利用前後のレ

ポートと相談記録を用いて、「表記/表現」「内容補

足」「構成」における改善、一部改善、未改善の内

容、相談記録の内容に分析を加えた。具体的には、

「表記/表現」「内容補足」「構成」の下位項目を抽

出するようにし、学習者がどのような課題がレポ

ートに表出しているのかや、WRC を活用して改

善できた点、できなかった点を明らかにした。な

お、レポート内容を【】、チューターの相談記録の

内容を《》内に記述する。 
 
55..  結結果果とと分分析析考考察察  
55..11..  「「レレポポーートト課課題題のの要要件件」」のの結結果果とと分分析析考考察察  
①①レレポポーートトにに表表出出ししたた課課題題とと「「レレポポーートト課課題題のの要要

件件」」のの改改善善ででききたた点点  

「レポート課題の要件」であった項目 1）-4）に
関して、24 件のレポートに対するWRC 利用前後

の状況を表 1 に示す。「一旦書き終えた段階のレ

ポートに表出している課題」としては、項目 2）
の理由根拠が 24 名中約半分の学生が記述できな

かったという点で目立った。一方、項目1）3）4）
の項目は各々1～4 名の学生が執筆できていなか

った。 
 

表 1 レポート課題の要件に関する WRC 利用前

後の状況 

 
しかしWRCを活用した後は、全学生が項目1）

「プレゼンに求められる要件を提示している（プ

レゼン要件）」、 3）「1）2）を踏まえ反省点を提示

している（反省点）」、4）「1）-3）を踏まえ改善点

を提示している（改善点）」を満たしていることが

示された。相談記録には《反省点が書けていなか

ったので、一緒に話し合って出しました（チュー

ターA）》といった記載があり、チューターがレポ

ートの要件をもとに記述の足りない部分に対して

気が付き、学生に確認をとりながら反省点を執筆

するように促している様子が報告されていた。 
項目 2）「1）の理由や根拠として、プレゼンを

振り返っている（理由根拠）」では、WRC 利用後

に記述できた学生が7名増えていることがわかっ

た。項目 1）-4）の WRC 利用前後の違いを判断

するため、Mcnemar 検定をかけた結果、項目 2）
では有意差が確認され(p=.0016)、WRC 利用前後

においてWRC の効果が統計的に示された。 
 
②②「「レレポポーートト課課題題のの要要件件」」のの改改善善ででききななかかっったた点点  
前項において統計的に有意差は確認されたもの

の、項目 2） 「1）の理由や根拠として、プレゼ

ンを振り返っている（理由根拠）」ではWRC 利用

後も学生6名がレポートを改善できておらず、「学

 WRC利用前 WRC利用後 差 

1)プレゼン要件 23 24 1 
2)理由根拠 11 18 7 
3)反省点 20 24 4 
4)改善点 22 24 2 

個別相談を通してライティングプロセスを支援し

ている。 
チューターの活動プロセスは、相談前に WRC

に寄せられた相談内容を確認し、相談に対応をす

る、相談後「相談記録」に科目名、締切日、出題、

相談内容、所感を記入することになっている。な

お、チューターはコミュニケーション研修、ライ

ティング相談のロールプレイ、WRC 担当教員や

すでに勤務しているチューターのOJT等を経て、

チュータリングにあたっている。 
 
44..22..  研研究究方方法法  
分析データは受講生 24 名分の WRC 利用前後

のレポート、チューターによる相談記録とした。

WRC 利用前後のレポートに関しては、レポート

のねらいに着目し、学習者が一旦書き終えたレポ

ートに表出している課題、WRC を利用後に改善

できた点、改善できなかった点を明らかにするこ

ととした。レポート課題のねらいは項目 1）「プレ

ゼンに求められる要件を提示している（プレゼン

要件）」、項目 2）「1）の理由や根拠として、プレ

ゼンを振り返っている（理由根拠）」、項目 3）「1）
2）を踏まえ反省点を提示している（反省点）」、項

目 4）「1）-3）を踏まえ改善点を提示している（改

善点）」項目 5）「1）-4）を文章として表現できて

いる（『文章』としての表現）」であった。そこで

分析の観点は、項目 1）-4）を満たす「レポート課

題の要件」と、項目 5）を満たす「『文章』として

の表現」とした。 
これらの観点に対して量的調査と質的調査の両

方を取り入れた混合法を用いて分析を加えた。量

的調査を用いた理由は「レポートが課題要件を満

たしているのか」に関して、レポート改善結果の

信頼性を統計的に判断するためである。しかし統

計的に有意差が見受けられたとしても、WRC 利

用後の改善できた点と改善できなかった点に関す

る内容を具体的に把握できなければ、今後のライ

ティング教育への提言に寄与できない。そこで

WRC 利用前後のレポートとチューターの相談記

録を用いて、統計結果に基づき、レポート課題の

各項目において改善できた点や改善できなかった

点を質的に分析した。質的分析に関しても信頼性

を確保するため、筆者がWRC 担当教員と協議を

し、分析結果について確認をとりながらすすめた。

レポートの改善の程度の判断や改善項目を抽出す

る際は、まず実際のレポートを事例として分類す

る方法を確認した。そのうえで各自分析し、結果

の一致度を確認し、判断が異なる場合は協議して

分析を加えた。 
まず量的な研究方法に関する具体的な手順を次

に示す。項目1）-4）の「1）レポート課題の要件」

に関する分析方法は、筆者とWRC 担当教員が各

項目を執筆できているのかを各々判断し、記述で

きている学生の数をカウントした。項目1）-4）の
分類に関する一致率は 94.6％であり、判断が異な

るものは協議し分類した。これらの値において

WRC 利用前後の違いを検定するために

Mcnemar 検定を行った。次に、統計結果に基づ

き項目 1）-4）に関してレポートが改善された、あ

るいはされなかった点を明らかにするため、相談

記録を質的に分析した。例えば改善できていない

場合は、相談記録をもとにチューターによる相談

内容を確認した。 
項目 5）に関しては、石黒（2009a、 2009b）

に基づき「表記/表現」「構成」の項目を設けた。加

えて相談記録から、用語や文章の説明不足に関す

る指摘が多数見受けられたため、「内容補足」の項

目を立てた。「表記/表現」は「文レベルで文体が統

一されており一文一義の文章となっている、語レ

ベルで誤字脱字がなく表記の形式のルールが守ら

れている」を指標とし、「内容補足」は「読者が必

要とする情報を述べているか、読者が文面を理解

するための情報を提示し、わかりやすく説明でき

ているか」、「構成」は「複数の情報を文と文の関

係性が論理的であり、記述内容の分類、整理がさ

れているのか」とし、これらの項目を改善できて

いるのかを評価した。 
WRC 利用前後のレポートと相談記録を基に、

筆者とWRC 教員が各項目に対して「改善」「一部

改善」「未改善」に分類した。例えば「表記/表現」
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習者改善するに至らなかった点」が残った。そこ

で相談記録を分析した結果、チューターは「表記

/表現」に関する相談を中心とし「理由根拠」を扱

えていなかったことが示された。チューターは学

生の要望に応じて「表記/表現」について話し合っ

たこと（4 名）や、改善箇所が多く「理由根拠」に

ついて時間を十分確保できなかったこと（2 名）

がわかった。チューターは理由根拠の提示が必要

だとは考えていたが、ライティング支援では学習

者の個別相談に沿うため、その希望に沿って表記

表現に関して相談をすすめていたことや、40 分と

いう限られた時間で改善すべき点を扱いきれない

場合もあることが提示された。 
以上のことから、「レポート課題の要件」に関し

てまとめると、学生がWRC 利用前には自分では

気が付いていなかったレポート課題の要件があり、

見落としが発生するという「一旦書き終えた段階

のレポートに表出している課題」が見受けられた。

しかし、WRC 利用後は、達成できていない箇所

に気づき、「レポート課題の要件」を考慮し、項目

1）、3）、4）の全項目を記述できるようになってい

た。項目）2 に関しても統計的に改善の効果が確

認された。 
その一方で、項目 2）に関しては、相談後も執

筆できなかった学生が存在し、対話を通してレポ

ートを改善することを重視するWRC の相談では、

学生の希望に沿った相談を実施するため、授業で

はねらいとしている部分を相談時間内に扱えてい

ない場合も示された。チューターは学習者に対し

て、時間内に扱えなかった点を明示し、WRC 訪

問を再度促したり、本人の希望を踏まえつつ、授

業で求められている点について提案したりする等

も求められる。 
 
55..22..  「「『『文文章章』』ととししててのの表表現現」」のの結結果果とと分分析析考考察察  
①①レレポポーートトにに表表出出ししたた課課題題とと「「『『文文章章』』ととししててのの表表

現現」」のの改改善善ででききたた点点  
項目 5）「『文章』としての表現」に関して、チ

ューターとの相談で扱われた「表記/表現」「内容

補足」「構成」における件数とレポートの改善状況

に関する分類を表 2 に示す。「一旦書き終えた段

階のレポートに表出している課題」としては、「表

記/表現」は 45 件、「内容補足」は 19 件、「構成」

に関しては 11 件がチューターとの相談で取り上

げられていた。 
「WRC を活用して、学習者が改善できた点」

として「表記/表現」は 45 件中 22 件、「内容補足」

は 19 件中 12 件、「構成」は 11 件中 4 件の改善が

行われた。しかし一部改善・未改善のレポートも

見受けられたため、改善状況について比率の違い

があるのかを明らかにするために、カイ 2 乗検定

を実施した。その結果「表記/表現」「内容補足」で

は、3 つの修正分類のカテゴリー（改善・一部改

善・未改善）の出現率において有意差が認められ

(χ2(2)=8.93, p<.05 ; χ2(2)=8.31, p<.05)が見受けら

れ、統計的に「表記/表現」「内容補足」でのレポー

ト改善に効果が示された。 
 

表 2 チューターの指摘件数とレポート改善の状

況 

*p<.05 

 

次に具体的にどこが改善されたのかを明らかに

するため、チューターの相談記録を分析し、レポ

ートで改善された項目に対して質的に分析考察を

加える。「表記/表現（22 件）」ではチューターがよ

りわかりやすい文章表現にするための相談対応を

し、学生は「文末表記（6 件）」「一文を短くする

こと（5 件）」「ナンバリングをすること、表記の

揺らぎ統一、接続詞の変更（各 3 件）」「一字下げ

（2 件）」をし、レポートを改善していた。例えば

指摘が多かった「文末表記（6 件）」では、学生が

【自分の意見を伝える際も臆せずに意見を言える

だろうし、質疑応答の際もはっきりと答えられる

だろうから説得力が増すだろう（学生A事前レポ

ート）】と、「だろう」を繰り返し使っていた。し

 改善 一部改善
改善 

未改善 
χ2 

表記/表現(45件) 22 17 6 8.93 * 
内容補足(19件) 12 5 2 8.31* 
構成(11件) 4 6 1 3.45 
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かしWRC 利用後は【自分の意見を伝える際も臆

せずに意見を言えるし、質疑応答の際もはっきり

と答えられるために、プレゼンに説得力が増す（学

生A事後レポート）】と文末表記を改善していた。

また「一文を短くすること（4 件）」では、学生は

【ボランティア活動に関してもただ参加するだけ

ではなく、まず現状・現実を知ること、知った次

に行動すること、行動を続けること、月日が経過

してもそのことを忘れないこと、これらをするこ

とで初めて参加することに意味があるのだと学ん

だ（学生 B 事前レポート）】と一文が長い状態で

あった。しかしWRC 利用後は【ボランティア活

動に関してもただ参加するだけでは意味がないの

ではないか。現状・現実を知ること、知った次に

行動すること、行動を続けること、月日が経過し

てもそのことを忘れないこと。これらをして初め

て参加することに意味があるのだと学んだ（学生

B 事後レポート） 】と 1 文を複数の文章に分け、

よりわかりやすい表現へと改善していた。 
次に「内容補足（12 件）」では「具体的説明の

追加（7 件）」「内容の追加（4 件）」「前置きの追加

（1件）」が挙げられた。「具体的説明の追加（7件）」

では、学生がプレゼンの準備段階で【LMS をうま

く活用したい（学生 C 事前レポート）】と書いて

いた文章に対して、チューターは《うまく活用す

るとはどういうことなのかを尋ね、抽象的な表現

ではなく具体的な内容を補足し、読み手に意図を

伝えやすくする提案をした（チューターA）》こと

が相談記録に示されている。その結果、学生は【一

人では気づくことのできないミスは必ずあるので、

LMS を活用することで次回からは最後までグル

ープ活動の確認作業を怠らないようにする（学生

C 事後レポート）】といった具合にLMS 利用に関

する具体的な説明を追加して、文章の意図がより

伝わる文章へと改善をしていた。 
最後に「構成」では、そもそも「表記/表現」に

比べると件数が 4 件と少なかったため、統計的に

有意差が確認されなかったが(χ2(2)=3.45, n.s.)、
「段落構成の見直し（2 件）」「段落わけの見直

し（1 件）」「内容の分類/整理（1 件）」をして

レポートを改善した事例があげられた。例えば、

学生D はWRC 利用後、レポートの記述内容を分

類/整理し、段落わけを見直し、文章の順番を入れ

替え、レポート全体にわたる書き直しをしてより

論理的な構成のレポートを執筆した。相談記録か

らはチューターがレポートの要件で表現したいこ

とを学生に箇条書きするように促し、各段落と執

筆内容の関係性についてレポート全体にわたり尋

ねたことが示されていた（図 1 参照）。結果、学

生D はレポートの要件として「聞き手の気を惹く

ことの重要性を伝えたい」とチューターに伝え、

レポートの核となる部分を見出していった。次に

チューターがその意見と各段落がどのような関係

性になっているのかを尋ね、学生D はどのような

変更をすべきかを理解し自ら書き直しをしていく

様子が相談記録から読み取れた。学生はレポート

の核となる主張を抽出できたこと、各文章や段落

との関連性を見出すこと等、レポート全体にわた

って具体的に話し合えたことで、WRC 利用後、

レポートを再構成し、最終的に論理的なレポート

を執筆できていた。 
 

1．レポートの作成背景の確認:本日相談したいことについて尋

ねる→学生「全体的にこんなもんでいいかなと思って」 

2．レポートの音読後、感じたことを尋ねる→学生：漢字間違い

に気づく。それ以外はなし。 

3．各段落にナンバーをつけ、それぞれの段落で伝えようとし

ていることについて尋ねる→学生返答なし 

4．教員の課題要旨を提示し、どの段落がレポート課題の各項

目と対応するのかを考えるように促す→学生段落と課題を

紐づける 

5．各項目の内容を整理し、達成したことが幾つも書かれてい

るのでそれは何なのかを表してもらう。ほかの項目も同様 

6．5．で記載したものを目次のように並べて記述するように促

す。それを見て感じることがないかを尋ねる。→学生返答な

し 

7．各段落、書く内容の関係はどのようになっているかを問う

→学生：「なんとなく書いていることは、いくつかは聞き手

の気を惹くことにつながっている」と言う 

習者改善するに至らなかった点」が残った。そこ

で相談記録を分析した結果、チューターは「表記

/表現」に関する相談を中心とし「理由根拠」を扱

えていなかったことが示された。チューターは学

生の要望に応じて「表記/表現」について話し合っ

たこと（4 名）や、改善箇所が多く「理由根拠」に

ついて時間を十分確保できなかったこと（2 名）

がわかった。チューターは理由根拠の提示が必要

だとは考えていたが、ライティング支援では学習

者の個別相談に沿うため、その希望に沿って表記

表現に関して相談をすすめていたことや、40 分と

いう限られた時間で改善すべき点を扱いきれない

場合もあることが提示された。 
以上のことから、「レポート課題の要件」に関し

てまとめると、学生がWRC 利用前には自分では

気が付いていなかったレポート課題の要件があり、

見落としが発生するという「一旦書き終えた段階

のレポートに表出している課題」が見受けられた。

しかし、WRC 利用後は、達成できていない箇所

に気づき、「レポート課題の要件」を考慮し、項目

1）、3）、4）の全項目を記述できるようになってい

た。項目）2 に関しても統計的に改善の効果が確

認された。 
その一方で、項目 2）に関しては、相談後も執

筆できなかった学生が存在し、対話を通してレポ

ートを改善することを重視するWRC の相談では、

学生の希望に沿った相談を実施するため、授業で

はねらいとしている部分を相談時間内に扱えてい

ない場合も示された。チューターは学習者に対し

て、時間内に扱えなかった点を明示し、WRC 訪

問を再度促したり、本人の希望を踏まえつつ、授

業で求められている点について提案したりする等

も求められる。 
 
55..22..  「「『『文文章章』』ととししててのの表表現現」」のの結結果果とと分分析析考考察察  
①①レレポポーートトにに表表出出ししたた課課題題とと「「『『文文章章』』ととししててのの表表

現現」」のの改改善善ででききたた点点  
項目 5）「『文章』としての表現」に関して、チ

ューターとの相談で扱われた「表記/表現」「内容

補足」「構成」における件数とレポートの改善状況

に関する分類を表 2 に示す。「一旦書き終えた段

階のレポートに表出している課題」としては、「表

記/表現」は 45 件、「内容補足」は 19 件、「構成」

に関しては 11 件がチューターとの相談で取り上

げられていた。 
「WRC を活用して、学習者が改善できた点」

として「表記/表現」は 45 件中 22 件、「内容補足」

は 19 件中 12 件、「構成」は 11 件中 4 件の改善が

行われた。しかし一部改善・未改善のレポートも

見受けられたため、改善状況について比率の違い

があるのかを明らかにするために、カイ 2 乗検定

を実施した。その結果「表記/表現」「内容補足」で

は、3 つの修正分類のカテゴリー（改善・一部改

善・未改善）の出現率において有意差が認められ

(χ2(2)=8.93, p<.05 ; χ2(2)=8.31, p<.05)が見受けら

れ、統計的に「表記/表現」「内容補足」でのレポー

ト改善に効果が示された。 
 

表 2 チューターの指摘件数とレポート改善の状

況 

*p<.05 

 

次に具体的にどこが改善されたのかを明らかに

するため、チューターの相談記録を分析し、レポ

ートで改善された項目に対して質的に分析考察を

加える。「表記/表現（22 件）」ではチューターがよ

りわかりやすい文章表現にするための相談対応を

し、学生は「文末表記（6 件）」「一文を短くする

こと（5 件）」「ナンバリングをすること、表記の

揺らぎ統一、接続詞の変更（各 3 件）」「一字下げ

（2 件）」をし、レポートを改善していた。例えば

指摘が多かった「文末表記（6 件）」では、学生が

【自分の意見を伝える際も臆せずに意見を言える

だろうし、質疑応答の際もはっきりと答えられる

だろうから説得力が増すだろう（学生A事前レポ

ート）】と、「だろう」を繰り返し使っていた。し

 改善 一部改善
改善 

未改善 
χ2 

表記/表現(45件) 22 17 6 8.93 * 
内容補足(19件) 12 5 2 8.31* 
構成(11件) 4 6 1 3.45 
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8．では、“聴き手の気を惹く”という大テーマ（学んだこと）

と、各項目がどのような関係になっているかを聞く→学生：

それぞれと聞き手の気を惹くことの関係を考える。「あーな

るほど」といいつつ、再構成を始める。 

9．ほかに質問がないかを確かめて終了 

図1 学生D の相談記録（一部抜粋） 
 

以上のように、「『文章』としての表現」に関し

ては、「一旦書き終えた段階のレポートに表出して

いる課題」として、「表記/表現」では「文末表記」

「一文を短くすること」等において、また「内容

補足」では「具体的説明の追加」「内容の追加」等

において課題が指摘され、学生自身ではレポート

を改善できていなかったことが示された。WRC
利用後は、「表記/表現」「内容補足」において統計

的な有意さが示され、WRC 利用によるレポート

改善の効果が確認できた。具体的には、文末表記

を修正したり、一文を短くしたり、具体的説明を

追加する等して、学生はレポートを改善していた。

構成に関しては、件数が少なく統計的な効果は示

すことができなかったが、チューターとの対話を

通して、自分が主張したい内容を見出し、文章全

体にわたって改善する様子が窺えた。  
 

②②「「『『文文章章』』ととししててのの表表現現」」のの改改善善ででききななかかっったた点点  

改善できた点が明らかになった一方で、チュー

ターとの対話で取り上げられた項目であっても、

相談後のレポートにおいて十分に改善することが

できなかった「一部改善・未改善」項目も抽出さ

れた。「表記/表現」「内容補足」「構成」の順に、そ

れぞれ相談で取り上げられた数が多かった項目の

特徴を述べる。 
まず「表記/表現」の「一部改善」の項目で最も

指摘が多かったのが 17 件中 10 件を占めた「話し

言葉から書き言葉への変更」である。例えば学生

は【実態の体験談にウェイトを置いて話していく

のがいいのかなと思い（学生E 事前レポート） 】
と記述していたが、WRC 利用後は【実際の体験

談にウェイトを置いて話していく方がいいのでは

ないかと思い（学生 E 事後レポート）】と変更を

していた。「話していくのが」を「話していく方が」

と書き言葉に変更したが、その後に続く文章「い

いのかなと思い」を「よいのではないかと考え」

等に改善できていなかった。初年次生が話し言葉

と書き言葉の区別をレポート全体にわたり行うこ

とは困難な傾向が見受けられた。吉田（2012）は、

高校生 110 人を対象に「書くこと」に関する調査

をした結果、その特徴として思いつくままを逐次

的に書いている傾向が強いことを指摘し、学習者

は話し言葉のように頭に浮かんだ内容を書きなが

ら考えていると主張している。このような結果か

らも、高校生から大学に進学して 2 か月程度の初

年次生には話し言葉をそのまま文字化する傾向が

表れている可能性があると考えられる。話し言葉

と書き言葉を区別する範囲は広く、学生がその違

いを自分で判断できないことも推測される。「話し

言葉から書き言葉への変更」に関しては、WRC に

おいて実際にレポートでよく扱う表現や話し言葉

と書き言葉の違いに関する事例を提示したりしな

がら重点的に相談で取り上げる必要性が示された。  
他にも「表記/表現」において一部改善した項目

として「文末表記（3 件）」、「一文を短くする（2
件）」等が挙げられた。例えば、主観的な表現「思

う」を避け、別の表現に変更することを相談で話

し合っていた学生Fはその箇所を修正していたが、

レポート全体において修正が及んでおらず、他の

箇所に般化できていなかった。しかし相談で話し

あった点以外の部分についても修正をし、般化す

ることによって書く力は向上するといえる。チュ

ーターは学生と修正すべき箇所がどこにあるのか

を確認するとともに、単に修正をするのではなく、

適切な「表記/表現」を用いる理由を学生に考えさ

せ、文章表現に関する理解を促すことも求められ

るといえよう。 
「未改善」の6 件では、「主語述語対応（2 件）」

「書き言葉への変更（1件）」「表記の揺らぎ（1件）」

「一文を短くすること（1 件）」「誤字脱字（1 件）」

が挙げられた。「未改善」になっていた学生は 6 名

存在し、そのうち 4 名は、チューターからの助言

がほかの学生に比べて多く、5 か所以上あった。



― 33 ―

関西大学高等教育研究　第12号　2021年３月

そのため学生がどこを改善すべきかについて、把

握しきれなかった可能性や改善点を抜け落として

しまった可能性がある。WRC では限られた時間

で学生のニーズに応じたチュータリングを行うた

め、改善することが望ましいすべての項目を扱え

ない場合もある。チューターは改善点の多い学生

には改善点を把握できているかを確認し、場合に

よっては再度訪問を促す必要性がある。 
次に「内容補足」の「一部改善（5 件）」は、「内

容の追加（4件）」「具体的説明の追加（1 件）」で、

「未改善（2件）」は「内容の追加（1件）」「具体

的説明の追加（1 件）」であった。 
「一部改善（5 件）」で最も多かった「内容の追

加（4 件）」での事例を提示する。学生F は読者に

意味が通じにくいため、内容を追加し、可読性を

高める必要性を相談の際に確認しあった。その後、

学生は一文を追加したものの、十分に内容を理解

できる文章ではなく、修正が不十分であった点が

課題となった。前節においてWRC 利用後に改善

された項目として「具体的説明の追加」や「内容

の追加」を示したが、初年次生が文章内容を他者

に理解してもらうために何をどの程度執筆追加す

ることが望ましいのかに関する判断が自分ででき

る学生と、できない学生がいることがわかる。チ

ューターは「内容の追加」について相談した際に

何をどの程度追加するべきかを学生が自分の言葉

で説明してもらったり、尋ねたりする等して、学

習者による説明構築により、チュータリング後も

自らレポートを改善することができるかどうかを

確認する機会を設ける必要が指摘された。 
最後に「構成」の「一部改善（6 件）」は「内容

の分類整理（4 件）」「結論と本論の対応（1 件）」

「段落わけの見直し（1 件）」で、「未改善（1 件）」

は「全体の流れ（1 件）」であった。チューターは

学生とレポート全体の「内容の分類整理」や「段

落わけの見直し」について話し合ったが、学生は

段落変更や記述順序の変更をせずに、軽微な修正

でとどまっている例が目立った。相談記録による

とチューターは「記述内容の分類/整理」を改善す

る必要性を学生と話していたが、それ以外の相談

内容もあり時間をかけ改善策を話せていないこと

がわかった。「未改善」に分類されたレポートにも

「全体の流れ」を見直す必要性がチュータリング

で扱われていたが、そのほかの「表記/表現」で修

辞的な改善箇所があったため 40 分では構成に関

する具体的な改善方法を見出すことができていな

かったと推測される。「構成」に関しては、学生が

チュータリング後に自ら構成を改善することは容

易ではないことが示され、チューターが構成を改

善する理由や具体的な方法を学生と相談し合い、

WRC 利用後も学生が自らレポートを修正できる

のかを確認する必要があるといえよう。  
以上のことから、「『文章』としての表現」に関

してまとめると、「一旦書き終えた段階のレポート

に表出している課題」として、「表記/表現」「内容

補足」「構成」においてはすでにWRC の活用によ

る統計的な効果が示されたものの、一部改善にと

どまった事例や未改善の事例も指摘された。「表記

/表現」「内容補足」に関しては、般化ができていな

いことが目立ったため、「話し言葉から書き言葉へ

の変更」「文末表現」「内容の追加」に関しては、

特に修正する理由を学生に考える機会を設け、般

化を促す必要があるだろう。「構成」に関しては、

学生自身が一人で修正できるように、具体的な方

法について理解できているのかをチューターと確

認する必要性が示された。  
 
66..  おおわわりりにに  
本研究では初年次生が一旦執筆したレポートに

対するWRC におけるライティング相談に着目し、

その利用前後のレポートに表出した課題を分析す

ることから、①一旦書き終えた段階のレポートに

表出した課題、②WRC を活用して、学習者が改

善できた点、ならびに改善するに至らなかった点

を明らかにすることを試みた。 
調査の結果、「一旦書き終えた段階のレポートに

表出した課題」では、教員からの指示を満たして

いないレポートがあることが示された。WRC 利

用後は、項目1）-3）4）を全員が執筆できていた。

項目 2）に関しても統計的に改善の効果が示され

8．では、“聴き手の気を惹く”という大テーマ（学んだこと）

と、各項目がどのような関係になっているかを聞く→学生：

それぞれと聞き手の気を惹くことの関係を考える。「あーな

るほど」といいつつ、再構成を始める。 

9．ほかに質問がないかを確かめて終了 

図1 学生D の相談記録（一部抜粋） 
 

以上のように、「『文章』としての表現」に関し

ては、「一旦書き終えた段階のレポートに表出して

いる課題」として、「表記/表現」では「文末表記」

「一文を短くすること」等において、また「内容

補足」では「具体的説明の追加」「内容の追加」等

において課題が指摘され、学生自身ではレポート

を改善できていなかったことが示された。WRC
利用後は、「表記/表現」「内容補足」において統計

的な有意さが示され、WRC 利用によるレポート

改善の効果が確認できた。具体的には、文末表記

を修正したり、一文を短くしたり、具体的説明を

追加する等して、学生はレポートを改善していた。

構成に関しては、件数が少なく統計的な効果は示

すことができなかったが、チューターとの対話を

通して、自分が主張したい内容を見出し、文章全

体にわたって改善する様子が窺えた。  
 

②②「「『『文文章章』』ととししててのの表表現現」」のの改改善善ででききななかかっったた点点  

改善できた点が明らかになった一方で、チュー

ターとの対話で取り上げられた項目であっても、

相談後のレポートにおいて十分に改善することが

できなかった「一部改善・未改善」項目も抽出さ

れた。「表記/表現」「内容補足」「構成」の順に、そ

れぞれ相談で取り上げられた数が多かった項目の

特徴を述べる。 
まず「表記/表現」の「一部改善」の項目で最も

指摘が多かったのが 17 件中 10 件を占めた「話し

言葉から書き言葉への変更」である。例えば学生

は【実態の体験談にウェイトを置いて話していく

のがいいのかなと思い（学生E 事前レポート） 】
と記述していたが、WRC 利用後は【実際の体験

談にウェイトを置いて話していく方がいいのでは

ないかと思い（学生 E 事後レポート）】と変更を

していた。「話していくのが」を「話していく方が」

と書き言葉に変更したが、その後に続く文章「い

いのかなと思い」を「よいのではないかと考え」

等に改善できていなかった。初年次生が話し言葉

と書き言葉の区別をレポート全体にわたり行うこ

とは困難な傾向が見受けられた。吉田（2012）は、

高校生 110 人を対象に「書くこと」に関する調査

をした結果、その特徴として思いつくままを逐次

的に書いている傾向が強いことを指摘し、学習者

は話し言葉のように頭に浮かんだ内容を書きなが

ら考えていると主張している。このような結果か

らも、高校生から大学に進学して 2 か月程度の初

年次生には話し言葉をそのまま文字化する傾向が

表れている可能性があると考えられる。話し言葉

と書き言葉を区別する範囲は広く、学生がその違

いを自分で判断できないことも推測される。「話し

言葉から書き言葉への変更」に関しては、WRC に

おいて実際にレポートでよく扱う表現や話し言葉

と書き言葉の違いに関する事例を提示したりしな

がら重点的に相談で取り上げる必要性が示された。  
他にも「表記/表現」において一部改善した項目

として「文末表記（3 件）」、「一文を短くする（2
件）」等が挙げられた。例えば、主観的な表現「思

う」を避け、別の表現に変更することを相談で話

し合っていた学生Fはその箇所を修正していたが、

レポート全体において修正が及んでおらず、他の

箇所に般化できていなかった。しかし相談で話し

あった点以外の部分についても修正をし、般化す

ることによって書く力は向上するといえる。チュ

ーターは学生と修正すべき箇所がどこにあるのか

を確認するとともに、単に修正をするのではなく、

適切な「表記/表現」を用いる理由を学生に考えさ

せ、文章表現に関する理解を促すことも求められ

るといえよう。 
「未改善」の6 件では、「主語述語対応（2 件）」

「書き言葉への変更（1件）」「表記の揺らぎ（1件）」

「一文を短くすること（1 件）」「誤字脱字（1 件）」

が挙げられた。「未改善」になっていた学生は 6 名

存在し、そのうち 4 名は、チューターからの助言

がほかの学生に比べて多く、5 か所以上あった。
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た。チューターとの対話を通して、学生はレポー

トのねらいに気づき、レポートの改善点に気が付

いている様子が見られた。 
しかし、項目 2）に関しては統計的には改善の

効果がみられたが、執筆しきれなかった学習者も

おり、授業課題で求められている内容についての

確認や、相談回数を増やすことを提案する等の必

要性を指摘した。 
項目 5）「1）-4）を文章として表現できている

（『文章』としての表現）」は、「一旦書き終えた段

階のレポートに表出した課題」では、「表記/表現」

に関する指摘が最も多く、次いで「内容補足」「構

成」が挙げられた。「WRC を活用して、学習者が

改善できた点」に関しては、統計的な結果から「表

記/表現」「内容補足」に関して有意な結果が示さ

れており、初年次生が一旦執筆したレポートを提

出するまでのプロセスにおいてWRC を活用する

ことで、レポートに表出した課題を改善できてい

ることが指摘された。初年次生はWRC を活用す

ることで自分一人では気づくことのできなかった

レポートに表出した課題に対して、文章作成過程

におけるモニタリングをし、レポートを見直して

いる効果を実証的に確認できた。 
「学習者が改善するに至らなかった点」では、

全員がWRC で話し合い、指摘された事柄を改善

できたわけではなく、「表記/表現」で「話し言葉か

ら書き言葉への変更」「主語述語の対応における般

化」に課題が見受けられた。「内容補足」では「内

容の補足」、「構成」では学生が自ら記述内容の分

類/整理することは困難である傾向が示され、レポ

ート全体にわたって修正について具体的に話し合

う必要が指摘された。これらの項目を十分に配慮

し、WRC で取り上げていく必要がある。場合に

よっては教員が初年次教育において、学生が

WRC で相談した内容と改善点を考えるふりかえ

りの機会を設けることも考えられる。  
本研究はWRC 利用前後のレポートの分析を行

ったが、今後はさらに相談内容の談話分析やヒア

リング調査を実施し、授業でWRC を効果的に利

用する手立てを検討する必要がある。またレポー

トで扱う内容との関連性について取り上げていな

いこと、一授業を基に調査をした研究であること、

一旦完成したレポートに表出した課題をもとにし

た分析であり、学生のライティングプロセス全体

に焦点を当てていないことは課題となる。 
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一旦完成したレポートに表出した課題をもとにし

た分析であり、学生のライティングプロセス全体

に焦点を当てていないことは課題となる。 
 

参参考考文文献献  
Graham, S., & Perin, D. (2007)．Writing Next: 

Effective Strategies to Improve Writing of 
Adolescents in Middle and High Schools．
Washington, DC: Alliance for Excellent 
Education 

Gordon，B.(2008). Requiring first-year writing 
classes to visit the writing center: Bad attitudes 
or positive results? Teaching of English in the 
Two Year College, 36(2), 154-163. 
井下千以子（2008）『大学における書く力考える

力』東信堂． 
石黒圭(2009a)『よくわかる文章表現の技術 I―表
現・表記編―[新版]』明治書院． 
石黒圭(2009b)『よくわかる文章表現の技術 II―文
章構成編―[新版]』明治書院． 
岩﨑千晶，稲葉利恵子，小林至道，本村康哲（2013）
「ライティングセンターにおける相談記録の分

析―学生からの相談事項に着目して―」『大学ICT
推進協議会2013年度年次大会プログラム

集』,T1A-7． 
文部科学省（2019）『大学における教育内容等の改

革 状 況 に つ い て （ 平 成 28 年 度 ）』

（http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/daig
aku/04052801/__icsFiles/afieldfile/2019/05/28
/1417336_001.pdf） (2019年11月12日) 

西口啓太（2018）「米国大学の初年次ライティング

指導における学習者への動機づけの効果と課題

―プロセス・ライティング指導に着目して―」
『神戸大学教育学会研究論叢』24，67-77． 

東京大学大学院教育研究科大学経営・政策研究セ

ンター（2018）『第2回全国大学生調査』

（ http://ump.p.u-tokyo.ac.jp/crump/cat77/ 
cat82/ ）(2019年11月12日) 



― 37 ―

関西大学高等教育研究　第12号　2021年３月

学学生生アアススリリーートト 11 年年生生のの学学習習動動機機ととラライイテティィンンググ学学習習支支援援のの効効果果  

LLeeaarrnniinngg  MMoottiivveess  aanndd  EEffffeeccttss  ooff  WWrriittiinngg  SSuuppppoorrttss  ffoorr  SSttuuddeenntt  AAtthhlleetteess  
  

多田泰紘（関西大学教育推進部） 
岩﨑千晶（関西大学教育推進部） 

中澤務（関西大学文学部） 
Yasuhiro Tada（Kansai University, Division for Promotion of Educational 

Development） 
Chiaki Iwasaki（Kansai University, Division for Promotion of Educational 

Development） 
Tsutomu Nakazawa (Kansai University, Faculty of Letters) 

  
要要旨旨  
  本研究では A 大学学生アスリート 1 年生に特有の学習に対する意識や考え方（学習動機）を明

らかにし、学習動機の違いによってライティング学習支援の効果が異なるか検証した。調査・分

析の結果、学生アスリートは「行動的エンゲージメント」と「積極的関与」が高く「継続意志」が

低い特徴がみられた。また、上記学習動機の傾向が異なる 3 つのグループが抽出されたが、いず

れにおいてもライティング学習支援の効果が認められた。具体的にはグループの違いによらず、

正課外講習会を受けることで学生はライティング能力に対する自信を身に付け、ライティングセ

ンターによる個別相談を経てより質の高いレポートを作成できるようになった。一方、ライティ

ング能力を細かく分けて学習支援の効果を分析すると、効果の表れやすさに違いがあることが確

認された。特に、文章を組み立てる能力や論理的な文章を書く能力は学習支援の継続が必要であ

ると考えられる。 
  
キキーーワワーードド  学学生生アアススリリーートト、、学学習習支支援援、、学学習習動動機機、、アアカカデデミミッックク・・ラライイテティィンンググ、、ラライイテティィンン

ググセセンンタターー／／SSttuuddeenntt  AAtthhlleettee,,  LLeeaarrnniinngg  SSuuppppoorrtt,,  LLeeaarrnniinngg  MMoottiivveess,,  AAccaaddeemmiicc  WWrriittiinngg,,  
WWrriittiinngg  CCeenntteerr  
 
11..  背背景景  
アカデミック・ライティングの学習（以下ライ

ティング学習）は、「大学での学びの本質」（井下、

2008）のひとつである。与えられた課題に対して、

情報を収集・選択し、分かりやすい文章を組み立

て、自分の主張を論理的に表現する能力の涵養は

大学で学ぶために必要不可欠となる。このライテ

ィング学習は多くの大学の初年次教育プログラム

に組み込まれている（文部科学省、2020）。その一

方で、ライティング能力を身に付けるためには、

授業を聴講することに加えて、授業外で文章を作

成し、指導やアドバイスを受けて、知識や技術を

自分が使える形に再構築することが重要である

（井下、2008）。この授業外でのライティング学習

を支える組織としてライティングセンター（以下

WRC）がある。WRCによる正課外講座やワーク

ショップ、レポート作成に関する個人指導を活用

することで、学生はライティング能力を向上させ

ていく（井下、2010；井下、2013）。ライティン

グ学習を行う学生にとって、WRC による正課外

での学習支援は非常に重要と言える。 
日本の WRC は 2019 年時点で全国 90 の大学

（回答した 761校のおよそ11.8％）に設置されて

おり、その数は増加傾向にある（文部科学省、
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2020）。WRCによるライティング学習支援が充実

しつつある一方で、その多くは全学的な組織とし

て設置されており（吉田他、2010）、特定の学生集

団を対象とした支援が十分ではないとの指摘があ

る（木村他、2013）。 
近年の高等教育のユニバーサル化と入試形態の

多様化によって、同じ大学や学部であっても学習

に対する意欲や考え方の異なる学生集団が存在す

る。学生アスリート 1 は上記の特徴をもつ最大規

模の学生集団のひとつである。彼らは体育会等の

クラブ活動に参加しながら、在籍する大学や学部

のカリキュラムを受講している。学生アスリート

のキャリアはプロスポーツ選手をはじめ、指導者

や競技団体職員、一般企業の社員、公務員と多岐

にわたる。そのため同じ大学生であっても、学生

アスリートは、大学で学ぶ意味や目標が他の学生

と異なり、彼・彼女ら特有の学習に対する意欲や

考え方によって大学での学習に課題を抱えるリス

クが指摘されている（松永他、2018）。これに対し

て、アメリカの大学では、10年以上前から学生ア

スリートを対象とした学習支援が行われており、

WRC による支援実績や知見が蓄積されている

（長倉、2011）。一方、日本の大学において学生ア

スリートに対する学習支援は課題として挙げられ

ているものの（スポーツ庁、2019）、他の大学生と

同様の学習支援プログラムを適用している場合が

多い（松永他、2018）。多田他（2019）は学生ア

スリートの学習に対する意欲や考え方が一般の学

生と異なる可能性を指摘している。多田他（2020）
は、学生アスリートを対象とした正課外講習会と

WRC による個別相談に学習支援効果があること

を明らかにしているが、学生アスリートをひとつ

の集団ととらえてライティング学習支援の効果を

分析したものである。学生アスリートに即したラ

イティング学習支援を開発するためには、学生ア

スリートの中に学習に対する意欲や捉え方が異な

る複数のグループがいる可能性を検証し、各グル

ープに適した支援方法を検討することが求められ

る。 
そこで本研究では、学生アスリート集団の中に

学習に対する意識や考え方の異なるグループが存

在するか探索的に分析し、グループごとにライテ

ィング学習支援の効果を検証する。 
 
22..  目目的的  
本研究では、大規模私立大学A大学の学生アス

リート1年生がもつ学習に対する意欲や考え方が、

ライティング学習支援の効果に与える影響を検証

する。学習に対する意欲や考え方のアプローチは

さまざまあるが、本稿では市川（1995）の尺度を

援用し、「学習動機」の観点から検証する。その理

由は、大学生の学習動機と実際の学習行動に相関

が確認されており、学生の学習動機にもとづく学

習支援の重要性が示唆されている（河井・溝上、

2012）ためである。なお、市川（1995）の「学習

動機」には、結果ではなく学習過程を重視する考

え方や、学習内容の意味や課題ごとの関連性の理

解、学習を継続しようという意志や意欲、学習方

法や取り組み方についての考え方が含まれる。 
本研究ではまず、正課外講習会に参加した学生

アスリートの学習動機を調査、分析する。次に、

学生アスリート特有の学習動機を手掛かりとして

学生アスリート集団のクラスタリングを試みる。

最後に、学習動機の異なるクラスタ間でライティ

ング学習支援の効果が異なるか検証する。 
ライティング学習支援の効果を測る指標として、

学生のレポートに、テーマに対応した自分の主張

が書かれているか（意見の提示）、文献やウェブサ

イトから集めた情報が正しく引用されているか

（資料の扱い）、序論・本論・結論などの文章構成

が見られるか（文章の構成）、客観的な情報をもと

に自分の主張が書かれているか（議論の展開）の

4 つのライティング能力を用いた。なお、これら

のライティング能力は Association of American 
Colleges & Universities（2009）の「文章表現に

関 す る VALUE ル ー ブ リッ ク（ Written 
communication VALUE rubric）」を参考に、下記

の正課外講習会の到達目標および内容を考慮のう

え決定した。 
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33..  方方法法  
33..11..  取取りり組組みみのの概概要要  

A 大学では自己推薦型のスポーツ推薦入試を行

っており、競技成績による選考と面接および小論

文の試験を経て各年度110名程度の学生アスリー

トが入学している。なお、このスポーツ推薦入試

を経て入学した学生アスリートは、A 大学運動部

への所属が義務付けられており、日常的な部活動

および競技大会への参加と学業の両立が求められ

る。 
A 大学のWRC では、学生アスリートの学習支

援を行っており、ライティング学習支援もそのひ

とつである。具体的には学生アスリート 1年生を

対象とした、資料収集やレポート作成の正課外講

習会と個別相談が行われている。2018年度の正課

外講習会は、春学期（4、5月）と秋学期（10、11 
月）に各 3 回ずつ実施した。各回 90 分程度のレ

クチャーとワークを行い、各学期 1つの論証型レ

ポート課題（1000字程度）を課した。また、講習

会終了後にWRC の個別相談を利用し、作成中あ

るいはひと通り作成を終えたレポートについてア

ドバイスを受けるよう受講生へ指示した。 
A 大学WRC の個別相談は、授業外でのチュー

ター（大学院生およびPD; 以下チューター）との

面談形式で行われる。個別相談内で、チューター

は間違いや答えを直接指導することはなく、相談

学生から質問を引き出し、アドバイスを繰り返す

ことで、自ら問題を発見し、考え、解決する力を

育成する。この過程でチューターはプロセス・ア

プローチ 2 に基づくアドバイスを行っている。本

研究では、学生アスリートが指示を受けて WRC
を訪れることや、正課外講習会やレポート課題の

内容は、事前にチューターと共有されている。な

お、1 回の相談ですべての疑問が解消しきれなか

った場合、学生は再度WRC を来室しアドバイス

を受けることが可能である。 
 
33..22..  学学習習動動機機のの調調査査  

A 大学学生アスリートがもつ学習動機の特徴を

明らかにするため質問紙調査を行い、回答結果を

解析した。なお、本調査は多田他（2019）と同様、

以下の手法を用いている。 
2018 年 10 月に A 大学学生アスリート 1 年生

118名を対象に質問紙調査を実施した。調査では、

既存の学習動機の評価尺度を援用し、5 つのカテ

ゴリ 51項目を扱った（表 1 カテゴリ 1, 2, 4-6）。
なおこれらに加えて、「予習の仕方」や「高校での

文章作成に関する学習経験」のばらつきを確認す

るため、2つのカテゴリ10項目について併せて質

問した（表1 カテゴリ 3, 7）。なお、5段階回答項

目のうち、質問1、4、5、6の選択肢は 5「あては

まる」、4「どちらかと言えばあてはまる」、3「ど

ちらともいえない」、2「どちらかと言えばあては

まらない」、1「あてはまらない」、質問 7（学習経

験）の選択肢は 5「日常的にあった」、4「けっこ

うあった」、3「少しあった」、2「ほとんどなかっ

た」、1「まったくなかった」とした。4 段階回答

項目の選択肢は、4「あてはまる」、3「どちらかと

言えばあてはまる」、2「どちらかと言えばあては

まらない」、1「あてはまらない」とした。 
指示通り回答した学生アスリートの回答パター

ンを分析し、t 検定を用いて先行研究で得られた

回答結果と比較した。なお、先行研究の対象とな

った大学生は所属学部や学年が一部不明であるた

め、属性を考慮しない一般的な大学生の参考値で

あることを考慮されたい。 
 
33..33..  学学習習動動機機ににももととづづくくククララススタタリリンンググ  
学習動機の調査結果にもとづき、A 大学学生ア

スリート1年生の中に学習動機の傾向が異なるグ

ループが存在しうるか検討する。具体的には、学

習動機の調査において、属性を考慮しない一般的

な大学生と有意に異なる、学生アスリート特有の

学習動機指標を用いてクラスタ分析を行った。分

析には、各サンプルデータ間の距離の計算に標準

化したユークリッド距離の平方を用い、ウォード

法を使用してクラスタ化を行った。 
 
33..44..  学学習習支支援援のの効効果果のの分分析析  
正課外講習会の受講前と後で、学生アスリート

2020）。WRCによるライティング学習支援が充実

しつつある一方で、その多くは全学的な組織とし

て設置されており（吉田他、2010）、特定の学生集

団を対象とした支援が十分ではないとの指摘があ

る（木村他、2013）。 
近年の高等教育のユニバーサル化と入試形態の

多様化によって、同じ大学や学部であっても学習

に対する意欲や考え方の異なる学生集団が存在す

る。学生アスリート 1 は上記の特徴をもつ最大規

模の学生集団のひとつである。彼らは体育会等の

クラブ活動に参加しながら、在籍する大学や学部

のカリキュラムを受講している。学生アスリート

のキャリアはプロスポーツ選手をはじめ、指導者

や競技団体職員、一般企業の社員、公務員と多岐

にわたる。そのため同じ大学生であっても、学生

アスリートは、大学で学ぶ意味や目標が他の学生

と異なり、彼・彼女ら特有の学習に対する意欲や

考え方によって大学での学習に課題を抱えるリス

クが指摘されている（松永他、2018）。これに対し

て、アメリカの大学では、10年以上前から学生ア

スリートを対象とした学習支援が行われており、

WRC による支援実績や知見が蓄積されている

（長倉、2011）。一方、日本の大学において学生ア

スリートに対する学習支援は課題として挙げられ

ているものの（スポーツ庁、2019）、他の大学生と

同様の学習支援プログラムを適用している場合が

多い（松永他、2018）。多田他（2019）は学生ア

スリートの学習に対する意欲や考え方が一般の学

生と異なる可能性を指摘している。多田他（2020）
は、学生アスリートを対象とした正課外講習会と

WRC による個別相談に学習支援効果があること

を明らかにしているが、学生アスリートをひとつ

の集団ととらえてライティング学習支援の効果を

分析したものである。学生アスリートに即したラ

イティング学習支援を開発するためには、学生ア

スリートの中に学習に対する意欲や捉え方が異な

る複数のグループがいる可能性を検証し、各グル

ープに適した支援方法を検討することが求められ

る。 
そこで本研究では、学生アスリート集団の中に

学習に対する意識や考え方の異なるグループが存

在するか探索的に分析し、グループごとにライテ

ィング学習支援の効果を検証する。 
 
22..  目目的的  
本研究では、大規模私立大学A大学の学生アス

リート1年生がもつ学習に対する意欲や考え方が、

ライティング学習支援の効果に与える影響を検証

する。学習に対する意欲や考え方のアプローチは

さまざまあるが、本稿では市川（1995）の尺度を

援用し、「学習動機」の観点から検証する。その理

由は、大学生の学習動機と実際の学習行動に相関

が確認されており、学生の学習動機にもとづく学

習支援の重要性が示唆されている（河井・溝上、

2012）ためである。なお、市川（1995）の「学習

動機」には、結果ではなく学習過程を重視する考

え方や、学習内容の意味や課題ごとの関連性の理

解、学習を継続しようという意志や意欲、学習方

法や取り組み方についての考え方が含まれる。 
本研究ではまず、正課外講習会に参加した学生

アスリートの学習動機を調査、分析する。次に、

学生アスリート特有の学習動機を手掛かりとして

学生アスリート集団のクラスタリングを試みる。

最後に、学習動機の異なるクラスタ間でライティ

ング学習支援の効果が異なるか検証する。 
ライティング学習支援の効果を測る指標として、

学生のレポートに、テーマに対応した自分の主張

が書かれているか（意見の提示）、文献やウェブサ

イトから集めた情報が正しく引用されているか

（資料の扱い）、序論・本論・結論などの文章構成

が見られるか（文章の構成）、客観的な情報をもと

に自分の主張が書かれているか（議論の展開）の

4 つのライティング能力を用いた。なお、これら

のライティング能力は Association of American 
Colleges & Universities（2009）の「文章表現に

関 す る VALUE ル ー ブ リッ ク （ Written 
communication VALUE rubric）」を参考に、下記

の正課外講習会の到達目標および内容を考慮のう

え決定した。 
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のアカデミック・ライティングに対する自信（で

きる、できない）がどう変化しているか明らかに

するため、質問紙調査を行った。また、その回答

結果を前述のクラスタ分析で得られたクラスタ間

で比較、分析した。調査は春学期の第 1回講習会

前と第 3回講習会後に行い、「評価観点」ごとに4

表 1 各質問の評価尺度と項目数 

カテゴリ 
 評価尺度*（出典）**と先行研究の概要、質問項目数・回答段階数、 

先行研究での回答者の属性 

1 

  浅浅いい学学習習アアププロローーチチ／／深深いい学学習習アアププロローーチチ（河井・溝上、2012） 
意味理解を伴う「深い学習アプローチ」が、授業内外の学習や複数の授

業・学習の架橋と相談関係にあることが報告されている。 
16項目・5段階回答 
私立大学生／1-4年生 

2 

  積積極極的的関関与与／／継継続続意意志志（浅野、2002） 
学習に対する「積極的関与」と「継続意志」が生涯にわたって学習し続

ける上で重要な心理的要因であることが示唆されている。 
5項目・4段階回答 
国立・私立大学／学年不明 

3 
 予習の仕方 

3項目・4段階回答 

4 

  行行動動的的エエンンゲゲーージジメメンントト／／感感情情的的エエンンゲゲーージジメメンントト（梅本他、2016） 
 学習中に自身の動機づけを調整することで、「感情的エンゲージメント」

を経由して「行動的エンゲージメント」を高めることで、学業成果に結び

つくことが示されている。 
9項目・5段階回答 
大学生／1-4年生 

5 

 自己効力感／内内発発的的価価値値（中西、2004; 伊藤、2009） 
 「自己効力感」が高いほど学習に対する自己調整が強く働き、「内発的価

値」の向上により学習の継続性低下を抑制することが示唆されている。 
12項目・5段階回答 
国立大学／1-3年生 

6 

  主主体体的的学学習習態態度度（畑野、2011） 
 「主体的学習態度」が学習への積極性や将来的展望と関連しているだけ

でなく、学習に対するやる気とも正の関連性があることが示されている。 
9項目・5段階回答 
大学生／学年不明 

7 
 高校での文章作成に関する学習経験 

7項目・5段階回答 

*太字の尺度は先行研究に調査・分析データが掲載されていることを示す。 
**出典の記載がない尺度はA 大学および筆者の独自開発項目を示す。 
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段階（4は「○○できる自信がある」、3は「○○

できる自信がまあまあある」2 は「○○できる自

信がややない」、1 は「○○できる自信がない」）

で回答させた。分析には、「評価観点」を従属変数

に、「回答時期」と「クラスタ」を独立変数とした

3要因分散分析（混合計画）を用いた。「回答時期」

は、春学期第 1 回講習会前と第 3 回講習会後の 2
つの時点である。 
次に、個別相談の前と後で学生アスリートのラ

イティング能力がどう変化しているか明らかにす

るため、提出されたレポートを評価し、比較した。

レポートの評価では、研究目的の節で述べた 4つ

のライティング能力を評価観点とし、4段階（4が

最もパフォーマンスが高い）で記述したルーブリ

ック（表 2）を用いた。レポートの提出および評

価は春学期の個別相談の前と後、秋学期の個別相

談の前と後の計 4回行った。分析には、各学生ア

スリートのレポート評価点を従属変数に、「評価時

期」と「クラスタ」、「評価観点」を独立変数とし

た、3要因分散分析（混合計画）を用いた。「評価

時期」は各学生がレポートを提出した時期を示し

ており、前述の 4つの時点である。なお、「評価観

点」と「クラスタ」は前述の通りである。 
 
44..  結結果果とと考考察察  
44..11..  学学習習動動機機のの調調査査  
全質問項目に正しく回答した 76 名の学生アス

リートの回答平均値と標準偏差を表 3 に示す。5
段階で回答する質問項目のうち、「浅い学習アプロ

ーチ」と「高校での学習経験」を除いて、いずれ

表 2 レポートの評価に用いたルーブリック 

 評価基準 

4 3 2 1 

評
価
観
点 

文章の構成 

序論・本論・結論の

三部構成になってい

る。内容のまとま

り，文字数のバラン

スが優れている。文

章のつながりが明瞭

で読みやすい。 

序論・本論・結論の

三部構成になってい

る。各項目に必要十

分な内容が書けてお

り，文字数のバラン

スが取れている。 

序論・本論・結論の

三部構成になってい

るが，各項目の内容

に重複や不足が見ら

れる。文字数のバラ

ンスが悪い。 

序論・本論・結論の

三部構成になってお

らず，文章のつなが

りが不明瞭。読みに

くい。 

証拠の記述 

客観的で十分な証拠

が示され，非常に説

得力がある。 

主張に納得できる。 

客観的な証拠が示さ

れており，主張を理

解することができ

る。 

証拠はあるが，主観

的で，説得力に欠け

る。 

証拠がない。 

主張の提示 

テーマが具体的で，

主張が明確である。

一度文章を読んだだ

けで納得できる。 

テーマが具体化され

ており，主張を読者

に提示できている。 

テーマは設定できて

いるが，やや抽象的

で，主張が分かりに

くい。 

テーマが抽象的で，

主張もまとまりを欠

いている。何を言い

たいのか分からな

い。 

文法 

誤字・脱字がない。 

で・ある調で書かれ

ている。 

誤字・脱字が 1つ以

上ある。で・ある調

で書かれている。 

誤字・脱字が 3つ以

上ある。一部です・

ます調で書かれてい

る。 

誤字・脱字が 5つ以

上ある。ほとんどで

す・ます調で書かれ

ている。 

 

のアカデミック・ライティングに対する自信（で

きる、できない）がどう変化しているか明らかに

するため、質問紙調査を行った。また、その回答

結果を前述のクラスタ分析で得られたクラスタ間

で比較、分析した。調査は春学期の第 1回講習会

前と第 3回講習会後に行い、「評価観点」ごとに4

表 1 各質問の評価尺度と項目数 

カテゴリ 
 評価尺度*（出典）**と先行研究の概要、質問項目数・回答段階数、 

先行研究での回答者の属性 

1 

  浅浅いい学学習習アアププロローーチチ／／深深いい学学習習アアププロローーチチ（河井・溝上、2012） 
意味理解を伴う「深い学習アプローチ」が、授業内外の学習や複数の授

業・学習の架橋と相談関係にあることが報告されている。 
16項目・5段階回答 
私立大学生／1-4年生 

2 

  積積極極的的関関与与／／継継続続意意志志（浅野、2002） 
学習に対する「積極的関与」と「継続意志」が生涯にわたって学習し続

ける上で重要な心理的要因であることが示唆されている。 
5項目・4段階回答 
国立・私立大学／学年不明 

3 
 予習の仕方 

3項目・4段階回答 

4 

  行行動動的的エエンンゲゲーージジメメンントト／／感感情情的的エエンンゲゲーージジメメンントト（梅本他、2016） 
 学習中に自身の動機づけを調整することで、「感情的エンゲージメント」

を経由して「行動的エンゲージメント」を高めることで、学業成果に結び

つくことが示されている。 
9項目・5段階回答 
大学生／1-4年生 

5 

 自己効力感／内内発発的的価価値値（中西、2004; 伊藤、2009） 
 「自己効力感」が高いほど学習に対する自己調整が強く働き、「内発的価

値」の向上により学習の継続性低下を抑制することが示唆されている。 
12項目・5段階回答 
国立大学／1-3年生 

6 

  主主体体的的学学習習態態度度（畑野、2011） 
 「主体的学習態度」が学習への積極性や将来的展望と関連しているだけ

でなく、学習に対するやる気とも正の関連性があることが示されている。 
9項目・5段階回答 
大学生／学年不明 

7 
 高校での文章作成に関する学習経験 

7項目・5段階回答 

*太字の尺度は先行研究に調査・分析データが掲載されていることを示す。 
**出典の記載がない尺度はA 大学および筆者の独自開発項目を示す。 
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も平均値が 3（「どちらとも言えない」）を超えて

おり学生アスリートの学習動機に極端な消極性は

見られなかった。一方で、高校での文章作成や口

頭発表といった学習経験については、回答平均値

が 3を下回っていたものの、他の質問と比較して

回答のばらつきに有意な違いはなかった。高校で

の学習経験の不足が大学での学力低下に直結する

とは言い切れないが、学習支援を行う上で学生ア

スリート 1年生がアカデミック・ライティングの

初学者であることは考慮すべきであろう。また、

4 段階で回答する質問項目のうち、長期的に学習

を継続しようとする意志力を表す「継続意志」と、

与えられた課題以外の学習を自律的に行う「予習

の仕方」の 2つの質問について、どちらも平均値

が 2.5 を下回り、やや消極的な傾向が見られた。

他方、同じ 4段階回答項目のうち、学習への積極

的な関わりを表す「積極的関与」の平均値は 2.5
を超え、学びへの積極性が示唆された。 
上記のうち 8つの学習動機（38の質問項目）に

ついて、学生アスリート1年生の回答平均値と先

行研究の結果（大学や学部、学年等を問わない大

学生全体の値）を、t 検定を用いて比較した（表

3）。その結果、A 大学学生アスリート 1 年生は、

特定の学習場面や学習課題における努力や持続性、

忍耐を含む意欲や関与のあり方を表す「行動的エ

ンゲージメント」と「積極的関与」が有意に高く、

「継続意志」が有意に低かった。これら学習動機

の質問紙調査の結果は、多田他（2019）の結果と

同様であった。この結果から、学生アスリート 1
年生は個別具体的な授業や学習へは積極的に取り

組むものの、自律的な学習の継続を比較的苦手と

する傾向が示唆される。ただし、この傾向の原因

については、学年や入試形態の違いなど複数の要

素の関与が考えられる。いずれにしても、これま

で日本のWRC で行われてきた不特定の学生を対

象とした学習支援は、A大学学生アスリート 1年

生に対応できない可能性がある。 
 
44..22..  学学習習動動機機ににももととづづくくククララススタタリリンンググ 
前述の質問紙調査より見出されたA大学学生ア

スリート1年生に特徴的な学習動機を用いてクラ

スタ分析を行った。その結果、3 つのクラスタが

抽出された（χ2（2）＝21.82, p < .01; 図 1）。各

クラスタの「積極的関与」、「継続意志」、「行動的

エンゲージメント」の平均値と標準編差を表 4に

示す。クラスタ 1（平均型学習クラスタと呼ぶ）

は、上記 3つの評価尺度のいずれも学生アスリー

ト全体の平均値を下回っており、学習に対する消

極性が見られた。ただし平均型学習クラスタの「行

動的エンゲージメント」の値は一般学生のそれを

超えている。クラスタ 2（断続型学習クラスタと

呼ぶ）は、「継続意志」が比較的低いものの、「行

動的エンゲージメント」が非常に高く、質問紙調

査で示唆された学生アスリートの特徴を強調して

表 3 評価尺度ごとの回答平均値と標準偏差 
尺度項目（回答段階数） 平均値±標準偏差* 
浅い学習アプローチ 

（5段階） 
2.94±1.04 

(2.99±0.58, n=547) 
深い学習アプローチ 

（5段階） 
3.51±0.94 

(3.65±0.71, n=547) 

積極的関与（4段階） 2.62±0.88** 
(2.40±0.80, n=381) 

継続意志（4段階） 2.23±0.89** 
(2.61±0.83, n=381) 

予習の仕方（4段階） 2.38±0.91 
(－) 

行動的エンゲージメント 
（5段階） 

3.77±0.90** 
(3.32±0.66, n=199) 

感情的エンゲージメント 
（5段階） 

3.07±0.95 
(3.30±0.72, n=199) 

自己効力感（5段階） 3.47±0.93 
(－) 

内発的価値（5段階） 3.72±0.97 
(3.51±0.79, n=71) 

主体的学習態度 
（5段階） 

3.31±1.04 
(3.20±0.78, n=272) 

高校での学習経験 
（5段階） 

2.94±1.21 
(－) 

*カッコ内は先行研究における一般学生の平均

値、標準偏差、回答数を示す。－は先行研究が

無いことを示す。 
**一般学生の結果より有意（t検定，p < .01）
に高い、もしくは低いことを示す。 
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いると言える。断続型学習クラスタに属する学生

は継続的な学習を不得手とするものの、講習会や

与えられた課題に積極的に取り組む特性を備えて

いると考えられる。クラスタ 3（継続型学習クラ

スタと呼ぶ）は、3 つの評価尺度のいずれも学生

アスリート全体の平均値を超えており、学習への

積極性が最も高いクラスタであった。継続型学習

クラスタの特筆すべき点として、他のクラスタの

全体の傾向と異なり、「継続意志」の平均値が先行

研究の一般的な大学生より高かった。この結果か

ら継続型学習クラスタに属する学生アスリートは、

講習会や課題に積極的に取り組むだけでなく、学

習の継続性も備えていると考えられる。上記のよ

うに、今回調査した学生アスリートの中にも、異

なる学習動機をもつクラスタが散見された。本研

究結果は、A大学学生アスリート 1年生を同質の

集団と捉えるのではなく、学習動機にもとづく支

援方法の開発の可能性を示唆している。例えば、

断続型学習クラスタのように「継続意志」が低い

場合、講習会や課題をスモールステップで実施す

ることで学習を継続させるといった方法が考えら

れる。これらクラスタ間の違いが学習支援に及ぼ

す影響を知ることが、学生アスリートに対応した

学習支援を展開する上で重要と言える。 
 
44..33..  学学習習支支援援のの効効果果のの分分析析  
アカデミック・ライティングに対する自信の質

問紙調査すべてに正しく回答した 66 名の学生ア

スリートの回答平均値と標準偏差を 5に示す。す

べての項目で春学期の講習会前後に平均値が上昇

していることから、講習会は学生アスリートのア

カデミック・ライティングに対する自信を向上さ

せる効果が示された。その一方で、断続型学習ク

ラスタは「文章の構成」について比較的自信がな

いという結果となった。このクラスタの学生は継

続的な学習は不得手だが、講習会や与えられた課

題に積極的に取り組む「行動的エンゲージメント」

が高いため、正課外での講習会を継続的に受講さ

せることが、苦手意識の払拭やライティングの自

 
図 1 学習動機にもとづくクラスタ分析の結果 

表 4 各クラスタの学習動機の評価 
（平均値±標準偏差） 

クラ

スタ n 積極的

関与 
継続

意志 

行動的エン 
ゲージメン

ト 
平均

型 43 2.23 
±0.76 

1.86 
±0.74 

3.42 
±0.86 

断続

型 10 2.70 
±0.95 

1.90 
±0.72 

4.83 
±0.38 

継続

型 23 3.30 
±0.58 

3.07 
±0.61 

3.97 
±0.72 

全体 76 2.62 
±0.88 

2.23 
±0.89 

3.77 
±0.90 

 

も平均値が 3（「どちらとも言えない」）を超えて

おり学生アスリートの学習動機に極端な消極性は

見られなかった。一方で、高校での文章作成や口

頭発表といった学習経験については、回答平均値

が 3を下回っていたものの、他の質問と比較して

回答のばらつきに有意な違いはなかった。高校で

の学習経験の不足が大学での学力低下に直結する

とは言い切れないが、学習支援を行う上で学生ア

スリート 1年生がアカデミック・ライティングの

初学者であることは考慮すべきであろう。また、

4 段階で回答する質問項目のうち、長期的に学習

を継続しようとする意志力を表す「継続意志」と、

与えられた課題以外の学習を自律的に行う「予習

の仕方」の 2つの質問について、どちらも平均値

が 2.5 を下回り、やや消極的な傾向が見られた。

他方、同じ 4段階回答項目のうち、学習への積極

的な関わりを表す「積極的関与」の平均値は 2.5
を超え、学びへの積極性が示唆された。 
上記のうち 8つの学習動機（38の質問項目）に

ついて、学生アスリート1年生の回答平均値と先

行研究の結果（大学や学部、学年等を問わない大

学生全体の値）を、t 検定を用いて比較した（表

3）。その結果、A 大学学生アスリート 1 年生は、

特定の学習場面や学習課題における努力や持続性、

忍耐を含む意欲や関与のあり方を表す「行動的エ

ンゲージメント」と「積極的関与」が有意に高く、

「継続意志」が有意に低かった。これら学習動機

の質問紙調査の結果は、多田他（2019）の結果と

同様であった。この結果から、学生アスリート 1
年生は個別具体的な授業や学習へは積極的に取り

組むものの、自律的な学習の継続を比較的苦手と

する傾向が示唆される。ただし、この傾向の原因

については、学年や入試形態の違いなど複数の要

素の関与が考えられる。いずれにしても、これま

で日本のWRC で行われてきた不特定の学生を対

象とした学習支援は、A大学学生アスリート 1年

生に対応できない可能性がある。 
 
44..22..  学学習習動動機機ににももととづづくくククララススタタリリンンググ 
前述の質問紙調査より見出されたA大学学生ア

スリート1年生に特徴的な学習動機を用いてクラ

スタ分析を行った。その結果、3 つのクラスタが

抽出された（χ2（2）＝21.82, p < .01; 図 1）。各

クラスタの「積極的関与」、「継続意志」、「行動的

エンゲージメント」の平均値と標準編差を表 4に

示す。クラスタ 1（平均型学習クラスタと呼ぶ）

は、上記 3つの評価尺度のいずれも学生アスリー

ト全体の平均値を下回っており、学習に対する消

極性が見られた。ただし平均型学習クラスタの「行

動的エンゲージメント」の値は一般学生のそれを

超えている。クラスタ 2（断続型学習クラスタと

呼ぶ）は、「継続意志」が比較的低いものの、「行

動的エンゲージメント」が非常に高く、質問紙調

査で示唆された学生アスリートの特徴を強調して

表 3 評価尺度ごとの回答平均値と標準偏差 
尺度項目（回答段階数） 平均値±標準偏差* 
浅い学習アプローチ 

（5段階） 
2.94±1.04 

(2.99±0.58, n=547) 
深い学習アプローチ 

（5段階） 
3.51±0.94 

(3.65±0.71, n=547) 

積極的関与（4段階） 2.62±0.88** 
(2.40±0.80, n=381) 

継続意志（4段階） 2.23±0.89** 
(2.61±0.83, n=381) 

予習の仕方（4段階） 2.38±0.91 
(－) 

行動的エンゲージメント 
（5段階） 

3.77±0.90** 
(3.32±0.66, n=199) 

感情的エンゲージメント 
（5段階） 

3.07±0.95 
(3.30±0.72, n=199) 

自己効力感（5段階） 3.47±0.93 
(－) 

内発的価値（5段階） 3.72±0.97 
(3.51±0.79, n=71) 

主体的学習態度 
（5段階） 

3.31±1.04 
(3.20±0.78, n=272) 

高校での学習経験 
（5段階） 

2.94±1.21 
(－) 

*カッコ内は先行研究における一般学生の平均

値、標準偏差、回答数を示す。－は先行研究が

無いことを示す。 
**一般学生の結果より有意（t検定，p < .01）
に高い、もしくは低いことを示す。 



― 44 ―

関西大学高等教育研究　第12号　2021年３月

信向上に寄与しうる。例えば、断続型学習クラス

タは特定の学習場面や課題に努力を続ける「行動

的エンゲージメント」が高いため、正課外での講

習会を継続的に受講することが支援のひとつとし

て挙げられる。また、分散分析より、「回答時期」

の主効果（F（1, 63）＝116.48, p < .01）と「評価

観点」の主効果（F（3, 189）＝11.30, p < .01）、
「クラスタ」と「評価観点」の交互作用（F（6, 189）
=2.27, p < .05）が認められた。他方、「クラスタ」

の主効果（F（2, 63）＝1.21, p ≧ .05）は認めら

れなかった。「回答時期」の主効果が有意であるこ

とから、正課外講習会の効果が示唆される。 
次に、各クラスタのレポート評価の推移を図 2

に示す。平均型学習クラスタは評価時期による平

均点の変動が比較的大きく、秋学期の相談前後の

平均点の上昇が小さかった。一方で、断続型学習

クラスタは評価時期による平均点の変動が比較的

小さく安定していた。継続型学習クラスタは秋学

期の相談前後の平均点の上昇が最も大きかった。

これらの結果から、「行動的エンゲージメント」の

高さがレポート課題のパフォーマンスを安定させ、

「継続意志」が高いほど最終的なライティング能

力の向上につながったと推測される。 
最後に、個別相談の前と後の両方のレポートを

入手できた 76 名の学生アスリートのレポート評

価を用いて分散分析を行った。その結果、「評価時

期」の主効果（F（3, 219）＝28.37, p < .01）と「評

価観点」の主効果（F（3, 219）＝11.89, p < .01）、
評価時期」と「評価観点」の交互作用（F（9, 657）
=5.96, p < .01）が認められたが、「クラスタ」の主

効果（F（2, 73）＝1.93, p≧ .05）は認められな

かった。「評価時期」の主効果が有意であることと、

すべての「評価観点」で相談後に評価が向上して

いることから、学生アスリートのライティング能

力に対する個別相談の効果が示唆される。 
以上の結果から、正課外講習会と個別相談は学

生アスリートの学習動機クラスタによらず効果的

があると考えられる。一方、学生アスリートのラ

イティング能力を細分化して分析すると、「評価観

点」の主効果がいずれも有意であることから、各

能力に対する学習支援の効果にばらつきがあるこ

とが示された。例えば、学生アスリートは「資料

の扱い」や「議論の展開」は比較的自信をもって

いるものの、実際に提出されたレポートをみると

「意見の提示」は高い評価を得やすく、「文章の構

成」と「議論の展開」は高い評価を得にくい傾向

がみられる。これらの観点が評価を得にくい理由

として、序論・本論・結論やパラグラフ・ライテ

ィングといったこれまでの学習経験が比較的少な

いスキルであり、客観的な情報の見極めや根拠に

基づく主張といった高度な思考力・表現力が求め

られるためと考えられる。個別相談においても、

学生の選択したテーマや文章作成の状況に応じた

指導が求められ、文法や引用のルールなどと異な

り明示的なアドバイスになりにくいことも、学習

支援の効果が表れにくい要因と考えられる。 
なお、Holm法による多重比較を行ったところ、

学生アスリートのアカデミック・ライティングに

対する自信について特筆すべき傾向はみられなか

表 5 各クラスタのアカデミック・ライティ

ングに対する自信 
（平均値±標準偏差） 

クラ

スタ n 意見の

提示 
資料の

扱い 
文章の

構成 
議論の

展開 

平均

型 39 

1.64 
±0.54 
22..5544  
±±00..7722 

1.82 
±0.68 
22..5599  
±±00..6688 

1.69 
±0.61 
22..5511  
±±00..6644 

1.82 
±0.64 
22..8822  
±±00..4455 

断続

型 8 

1.88 
±0.64 
22..6633  
±±00..9922 

2.00 
±0.53 
22..8888  
±±00..3355 

1.63 
±0.52 
22..1133  
±±00..3355 

2.13 
±0.83 
22..8888  
±±00..3355 

継続

型 19 

1.89 
±0.32 
22..6633  
±±00..8833 

2.00 
±0.47 
22..8899  
±±00..5577 

1.95 
±0.52 
22..7744  
±±00..6655 

2.21 
±0.42 
22..9955  
±±00..4400 

全体 66 

1.74 
±0.51 
22..5588  
±±00..7777 

1.89 
±0.61 
22..7711  
±±00..6633 

1.76 
±0.58 
22..5533  
±±00..6644 

1.97 
±0.63 
22..8866  
±±00..4433 

各項目の上段が第 1 回講習会前の値で、下段

（太字）が第 3回講習会後の値である。 
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った。他方、レポートの評価についてみると、「意

見の提示」、「資料の扱い」、「文章の構成」は秋学

期の個別相談後に最も高い傾向を示した。この結

果から、個別相談を継続的に行うことで学生アス

リートのライティング能力は向上していくと考え

られる。一方「議論の展開」は春学期の個別相談

後に最も評価が高かった。「クラスタ」の主効果が

有意でないことから学生アスリートの学習動機の

違いが上記結果の要因とは考えにくい。また、秋

学期に限ると個別相談後にレポート評価が向上し

ていることから、個別相談はむしろ反対要因と言

える。これらのことを総合すると、春学期と秋学

期で課題内容が異なったことが評価に差を生じさ

せた要因のひとつと考えられる。「議論の展開」は

明示的な技術ではないことから、個別相談の支援

効果が表れにくく、能力の向上に時間がかかると

推測される。今後の調査と分析が必要なライティ

ング能力と言える。 
 
55..  ままととめめとと展展望望  
本研究では A 大学学生アスリート 1 年生を事

例とし、学生の学習動機がライティング学習支援

に与える影響について検証した。具体的にはまず、

学生アスリートの学習動機について質問紙調査を

行い、大学や学年、入試形態を問わない一般的な

大学生の研究結果と比較した。つぎに、有意差が

見られた質問項目の回答パターンから学生アスリ

ート集団のクラスタリングを行った。最後に、学

習動機の異なるクラスタ間で学習支援の効果が異

なるか分析を行った。その結果、A 大学学生アス

リート 1 年生の特徴として、学習の「継続意志」

は低かったものの、「行動的エンゲージメント」と

「積極的関与」が高く、大学の講義や課題へ前向

きに取り組む傾向が強いことが示された。この傾

向の要因分析については今後の課題であるが、ラ

イティング学習支援を行うにあたり学生アスリー

トを他の大学生と同質と捉えることは危険であり、

大学の学習への不適応につながる可能性もある。

本研究結果は既存のライティング学習支援を評価

する上で重要な示唆と言える。 
今回調査を行った A 大学学生アスリート 1 年

生の中に、学習動機の異なる 3つのクラスタが確

認されたが、これらクラスタ間で、講習会による

アカデミック・ライティング対する自信の向上、

および個別相談後のレポート評価の上昇やその推

移傾向に有意な違いはみられなかった。この結果

 

図 2 評価観点ごとの各クラスタのルーブリック評価（平均値）の推移 

信向上に寄与しうる。例えば、断続型学習クラス

タは特定の学習場面や課題に努力を続ける「行動

的エンゲージメント」が高いため、正課外での講

習会を継続的に受講することが支援のひとつとし

て挙げられる。また、分散分析より、「回答時期」

の主効果（F（1, 63）＝116.48, p < .01）と「評価

観点」の主効果（F（3, 189）＝11.30, p < .01）、
「クラスタ」と「評価観点」の交互作用（F（6, 189）
=2.27, p < .05）が認められた。他方、「クラスタ」

の主効果（F（2, 63）＝1.21, p ≧ .05）は認めら

れなかった。「回答時期」の主効果が有意であるこ

とから、正課外講習会の効果が示唆される。 
次に、各クラスタのレポート評価の推移を図 2

に示す。平均型学習クラスタは評価時期による平

均点の変動が比較的大きく、秋学期の相談前後の

平均点の上昇が小さかった。一方で、断続型学習

クラスタは評価時期による平均点の変動が比較的

小さく安定していた。継続型学習クラスタは秋学

期の相談前後の平均点の上昇が最も大きかった。

これらの結果から、「行動的エンゲージメント」の

高さがレポート課題のパフォーマンスを安定させ、

「継続意志」が高いほど最終的なライティング能

力の向上につながったと推測される。 
最後に、個別相談の前と後の両方のレポートを

入手できた 76 名の学生アスリートのレポート評

価を用いて分散分析を行った。その結果、「評価時

期」の主効果（F（3, 219）＝28.37, p < .01）と「評

価観点」の主効果（F（3, 219）＝11.89, p < .01）、
評価時期」と「評価観点」の交互作用（F（9, 657）
=5.96, p < .01）が認められたが、「クラスタ」の主

効果（F（2, 73）＝1.93, p≧ .05）は認められな

かった。「評価時期」の主効果が有意であることと、

すべての「評価観点」で相談後に評価が向上して

いることから、学生アスリートのライティング能

力に対する個別相談の効果が示唆される。 
以上の結果から、正課外講習会と個別相談は学

生アスリートの学習動機クラスタによらず効果的

があると考えられる。一方、学生アスリートのラ

イティング能力を細分化して分析すると、「評価観

点」の主効果がいずれも有意であることから、各

能力に対する学習支援の効果にばらつきがあるこ

とが示された。例えば、学生アスリートは「資料

の扱い」や「議論の展開」は比較的自信をもって

いるものの、実際に提出されたレポートをみると

「意見の提示」は高い評価を得やすく、「文章の構

成」と「議論の展開」は高い評価を得にくい傾向

がみられる。これらの観点が評価を得にくい理由

として、序論・本論・結論やパラグラフ・ライテ

ィングといったこれまでの学習経験が比較的少な

いスキルであり、客観的な情報の見極めや根拠に

基づく主張といった高度な思考力・表現力が求め

られるためと考えられる。個別相談においても、

学生の選択したテーマや文章作成の状況に応じた

指導が求められ、文法や引用のルールなどと異な

り明示的なアドバイスになりにくいことも、学習

支援の効果が表れにくい要因と考えられる。 
なお、Holm法による多重比較を行ったところ、

学生アスリートのアカデミック・ライティングに

対する自信について特筆すべき傾向はみられなか

表 5 各クラスタのアカデミック・ライティ

ングに対する自信 
（平均値±標準偏差） 

クラ

スタ n 意見の

提示 
資料の

扱い 
文章の

構成 
議論の

展開 

平均

型 39 

1.64 
±0.54 
22..5544  
±±00..7722 

1.82 
±0.68 
22..5599  
±±00..6688 

1.69 
±0.61 
22..5511  
±±00..6644 

1.82 
±0.64 
22..8822  
±±00..4455 

断続

型 8 

1.88 
±0.64 
22..6633  
±±00..9922 

2.00 
±0.53 
22..8888  
±±00..3355 

1.63 
±0.52 
22..1133  
±±00..3355 

2.13 
±0.83 
22..8888  
±±00..3355 

継続

型 19 

1.89 
±0.32 
22..6633  
±±00..8833 

2.00 
±0.47 
22..8899  
±±00..5577 

1.95 
±0.52 
22..7744  
±±00..6655 

2.21 
±0.42 
22..9955  
±±00..4400 

全体 66 

1.74 
±0.51 
22..5588  
±±00..7777 

1.89 
±0.61 
22..7711  
±±00..6633 

1.76 
±0.58 
22..5533  
±±00..6644 

1.97 
±0.63 
22..8866  
±±00..4433 

各項目の上段が第 1 回講習会前の値で、下段

（太字）が第 3回講習会後の値である。 
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から、学生アスリートの学習動機の違いは本取り

組みの学習支援効果に大きな影響を与えていない

と考えられる。つまり、学習動機の違いによらず、

学生アスリートは同様のライティング学習支援効

果を得られたと言える。 
また、クラスタの特性を詳しくみるといずれの

クラスタにおいても「行動的エンゲージメント」

が、一般的な大学生より高いことは興味深い示唆

である。「行動的エンゲージメント」は、特定の具

体的な学習場面や学習課題における関与、努力や

持続性、忍耐を含む概念（梅本他、2016）である

ことから、今回の正課外講習会や個別相談、レポ

ート課題が学生アスリートの学習動機に適した支

援方法であったと推察される。その一方で、ライ

ティング能力ごとに学習支援の効果が異なってい

ることが明らかとなった。特に論証型レポートに

おいて重要な、客観的な根拠をもとに主張を展開

する能力において、学習の経過による継続的な向

上は確認されなかった。また、学習に対する「継

続意志」が比較的低いクラスタでは、個別相談後

の評価の向上が顕著な反面、学期が変わるとその

効果が失われる傾向が見られた。他方、「継続意志」

が比較的高いクラスタは、学期ごとの変動が比較

的小さく、秋学期個別相談後の評価平均値が最も

高かった。文章作成において、多くの情報を集め、

客観的な根拠を判断し、妥当な結論を述べる思考

力は、学習に対する「継続意志」が低い学生アス

リートにとって比較的苦手とする能力と言えよう。

論理的な文章を書く能力に対する支援について、

今後より多く情報を集め、それらをもとに検証し

ていく必要がある。 
 
註註  
1本研究では、スポーツ推薦入試など高等学校ま

での運動歴を考慮されて入学した学生を狭義の

「学生アスリート」と定義する。スポーツ庁が

2017年度に行った調査（1116校対象; 645校回

答）によるとスポーツ推薦入試などを実施してい

る大学は 223校に登る（スポーツ庁、2018）。 
 

2「執筆前の課題探索や情報収集にはじまり、論

理的な文章の組み立て方、文章作成後の推敲まで

を対象とした包括的な文章作成指導のこと。現在

の米国で主流の指導方法である（Pritchard & 
Honeycutt, 2006）。プロセス・アプローチに基

づく、継続的なライティング学習（Writing as a 
process）は、文章の書き方や論理的思考法への

接触をもたらすことから、汎用性の高い知識・技

術の習得を促進することが知られている（大島、 
2007）。 
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果を得られたと言える。 
また、クラスタの特性を詳しくみるといずれの

クラスタにおいても「行動的エンゲージメント」

が、一般的な大学生より高いことは興味深い示唆

である。「行動的エンゲージメント」は、特定の具

体的な学習場面や学習課題における関与、努力や

持続性、忍耐を含む概念（梅本他、2016）である

ことから、今回の正課外講習会や個別相談、レポ

ート課題が学生アスリートの学習動機に適した支

援方法であったと推察される。その一方で、ライ

ティング能力ごとに学習支援の効果が異なってい

ることが明らかとなった。特に論証型レポートに

おいて重要な、客観的な根拠をもとに主張を展開

する能力において、学習の経過による継続的な向

上は確認されなかった。また、学習に対する「継

続意志」が比較的低いクラスタでは、個別相談後

の評価の向上が顕著な反面、学期が変わるとその

効果が失われる傾向が見られた。他方、「継続意志」

が比較的高いクラスタは、学期ごとの変動が比較

的小さく、秋学期個別相談後の評価平均値が最も

高かった。文章作成において、多くの情報を集め、

客観的な根拠を判断し、妥当な結論を述べる思考

力は、学習に対する「継続意志」が低い学生アス

リートにとって比較的苦手とする能力と言えよう。

論理的な文章を書く能力に対する支援について、

今後より多く情報を集め、それらをもとに検証し

ていく必要がある。 
 
註註  
1本研究では、スポーツ推薦入試など高等学校ま

での運動歴を考慮されて入学した学生を狭義の

「学生アスリート」と定義する。スポーツ庁が

2017年度に行った調査（1116校対象; 645校回

答）によるとスポーツ推薦入試などを実施してい

る大学は 223校に登る（スポーツ庁、2018）。 
 

2「執筆前の課題探索や情報収集にはじまり、論

理的な文章の組み立て方、文章作成後の推敲まで

を対象とした包括的な文章作成指導のこと。現在

の米国で主流の指導方法である（Pritchard & 
Honeycutt, 2006）。プロセス・アプローチに基

づく、継続的なライティング学習（Writing as a 
process）は、文章の書き方や論理的思考法への

接触をもたらすことから、汎用性の高い知識・技

術の習得を促進することが知られている（大島、 
2007）。 
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2021 年 4 月 22 日 

 

関西大学高等教育研究第 12 号において、「考えるために学ぶ授業－パンデミック下で持続可能な学習を

目指して－」（執筆者：森田亜矢子）の本文および図の記載に誤りがございました。 

ここに訂正し、お詫び申し上げます。 

 

〇訂正箇所：52 頁「図 4 学生の学習時間の比較（第 1 回授業と第 2 回授業の比較）」 

修正内容：下図に差し替え 

 
 

 

〇訂正箇所：53 頁「3.1. 学生の学習行動の特徴と傾向」1～4 行目 

修正内容：本文差し替え 

 

誤 

第 1 回授業と第 2 回授業について、1 人の学生がログイン 1 回ごとに学習した時間を図 4a に示し、1 人

の学生が各授業の配信期間中に学習した時間の合計を図 4b に示す。 

 

正 

第 1 回授業と第 2 回授業について、1 人の学生がログイン 1 回ごとに学習した時間と、1 人の学生が各

授業の配信期間中に学習した時間の合計を、図 4ab に示す。 
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〇訂正箇所：53 頁「3.1. 学生の学習行動の特徴と傾向」6～8 行目 

修正内容：本文差し替え 

 

誤 

第 1 回授業では過半数の学生の学習時間の合計が 60 分以上 90 分未満のカテゴリに集約されているが、

第 2 回の授業ではグラフに目立つ山がなく、全体として平坦な形状になっている。 

 

正 

学習時間の合計のグラフは、初回授業では「60 分以上 90 分未満」を最頻値とする山の形状を描いてい

る (図 4a) が、第 2 回の授業ではグラフに目立つ山がなく、全体として平坦な形状になっている (図 4b) 

 

〇訂正箇所：53 頁「図 5 学生の学習時間の推移（全 4 回の授業の比較）」 

修正内容：下図に差し替え

〇訂正箇所：53 頁「図 6 講義配信日から課題作成にとりかかるまでの日数と課題作成に要した日数」 
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修正内容：下図に差し替え
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考考ええるるたためめにに学学ぶぶ授授業業  
——パパンンデデミミッックク下下でで持持続続可可能能なな学学習習をを目目指指ししてて——  

LLeeaarrnniinngg  ttoo  tthhiinnkk::  AAnn  eedduuccaattiioonnaall  ccoonnttrriibbuuttiioonn    
ffoorr  ssuussttaaiinnaabbllee  lleeaarrnniinngg  uunnddeerr  ppaannddeemmiicc  ttiimmee  pprreessssuurree  

 
森田亜矢子（関西大学人間健康学部） 

Ayako Morita (Kansai University, Faculty of Health and Well-being) 
 
要要旨旨  
 本研究は「オンデマンド配信形式を用いて大学 1 年次生の学習のあり方を専門的で学究的な方向へと

質的に転換するよう促し、学生を学習へと動機づける授業方略としてどのようなものが実現可能か」を

探究する一環として試行した授業の実践報告である。オンデマンド配信形式の利点をいかして relevant
な課題を用いる問題解決学習を設計し、専門知識の提供は解決のリソースとなるように行った。初学者

には不良定義問題となりやすい学術的課題を扱う難度の高さを調節するため、プログラム学習を取り入

れた。これにより、学生の経験知をいかした課題や遊び心のある課題を扱うことが可能になり、学生の

積極的反応と有意味受容学習を促すことができた。学習行動の分析の結果、学習時間の分散が拡大して

おり、学生が自分のペースで学習を行う傾向の増大がうかがえた。また、学習時間の長さやデバイス操

作の適正さは、成績の高低と関連していた。 
 
キキーーワワーードド  学学習習科科学学、、rreelleevvaannttなな問問題題解解決決学学習習、、ププロロググララムム学学習習、、自自己己調調整整学学習習、、IICCTT／／LLeeaarrnniinngg  
sscciieenncceess,,  RReelleevvaanntt  PPrroobblleemm  BBaasseedd  LLeeaarrnniinngg  ((PPBBLL)),,  PPrrooggrraammmmeedd  lleeaarrnniinngg,,  SSeellff--rreegguullaatteedd  lleeaarrnniinngg,,  IICCTT  
  
11..  問問題題とと背背景景  
 教育において 2020 年度は大きな挑戦の年であ

った。COVID-19 の感染拡大を受け、多くの大学

が対面授業の実施を停止し、遠隔授業に切り替え

た。非常時とはいえ、通常の授業の様子をただ撮

影してビデオ配信するのでは教育効果は見込めな

い。いつもの授業をどのようにオンラインで送り

届け、いかにして教育の質を保障するかという課

題は難問であった。 
 遠隔授業の試み自体は新しいものではない。e-
ラーニング元年と呼ばれた 2001 年にはマサチュ

ーセッツ工科大学が Open Course Ware(OCW)を
提唱し、2007 年までに全てのコース内容をオン

ラインで公開している（福原、2010）。今日で

は大規模オンライン公開講座（MOOC: Massive 
Open Online Course) に各国の大学が参加を表明

し、2012 年にスタンフォード大学が設立した

Coursera や、同年にマサチューセッツ工科大学

とハーバード大学が設立したedXは、登録者数合

計が 3000 万人を超える世界最大規模のプラット

フォームに成長している 1。2020年にはパンデミ

ックにより学習上の困難に直面する世界中の学生

に向けて、学習機会を提供するための特別支援プ

ログラムも提供された 2。日本では2005年に6大
学が JOCW を立ち上げ、2013 年には 2 大学が

MOOC への参加を表明（深澤、2015）、東京大

学が提供するコースへの登録者数は 2020 年 4 月

の時点で 199 の国や地域から累計 46 万人を超え

ている 3。 
 令和元年の「新時代の学びを支える先端技術活

用推進方策」（文部科学省、2019）では、ICTを

活用した遠隔授業の手法として、デジタル教科書

や AI を活用したドリル、AR・VR、センシング

技術を用いた共同作業など、豊富な教育デザイン

が紹介されている。 
 一方で、遠隔授業は継続的な学習を促進しない
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可能性も指摘されている。藤本他（2017）によ

れば、MOOC の修了率は 2012年時点で 5〜10％
程度である。修了率が低い要因の 1 つは MOOC
が誰でも無償で参加できる自由なシステムを採用

しているためであり、学費がかかる正規の授業と

同列に比べることはできない。しかし、錚々たる

大学のコースや著名な研究者の講義を良質な動画

で視聴できる MOOC の修了率が高くない事実を

考えると、一介の大学教員が授業風景を撮影した

だけの動画にどれほどの魅力があるのか疑問であ

り、単位取得のためという義務感だけで学生を学

習に動機づけることは困難であるのみならず、教

育的にも望ましいとは言えない。 
 本研究で開発した授業の科目名称は「人間健康

論」である。本科目の 2020 年度の受講者は関西

大学人間健康学部に所属する学部生 347 名であ

り、その内訳は 1 年次生 328 名と上位年次生 19
名である。学部の名称を冠した基礎科目かつ必修

科目である本科目は、学士教育の入口にあたるこ

とから、学部のコースとプログラムを代表する教

員が講義を共担するオムニバス形式を取る。

2020年度はCOVID-19の影響を受けて全 13回の

遠隔授業となった。このうち、本研究が対象とす

るのは第 10 回から最終回までの全 4 回の授業で

ある 4。学部のカリキュラムにおける本科目の役

割は、1 年次生がこれからの健康のありかたを広

い視野で捉え、自ら課題を探求しながら実践的に

学ぶ態度を身につけることができるよう導くこと

である。これを踏まえ、全4回の授業の教育目標

を図 1に示す 3点とした。3つの目標を達成する

ためには、学生が腰を据えてじっくりと学ぶこと

ができる環境を整えることが必要である。本研究

の目的は、オンデマンド配信形式を用いて本科目

の学習に適した環境を整えることである。 
 
22..  目目的的とと授授業業デデザザイインン  
22..11..  目目的的  
 入学直後の1年次生は、新しい生活環境や人間

関係、慣れない大学の授業に適応しなければなら

ず、不安を感じやすい。これに加えて、2020 年

度の入学生は全ての授業を遠隔受講するという未

経験の状況に置かれた。この科目は学部の学びの

基礎となる科目であるため、ここから始まる4年

間の学びに向けたステップアップを支える肯定的

体験の場として授業を展開することが必要であ

る。そこで、授業設計にあたり2点を工夫した。

1 つめは動画のデザイン、2 つめは学習プログラ

ムである。 
 
22..11..11..  動動画画ののデデザザイインン  
 講義動画の配信は学習支援システムの LMS
（Learning Management System）で行った。

LMS は、講義資料の配信や課題の回収、掲示板

やチャットを用いた双方向コミュニケーション、

学習履歴の管理などの機能を有しており、学習支

援と学習管理を1つのプラットフォームで行うこ

とができるソフトウェアである。2020 年度の学

生調査では 98.8%の学生が授業情報の入手手段と

して、また、96.3%の学生が教員とコミュニケー

ションをとるツールとして使っている（関西大学

教学 IRプロジェクト、2020）。SNSやメールよ

り使用率が高い LMS は、講義動画の配信手段に

適していると判断した。講義動画の公開期間は本

来の授業日である月曜から木曜までとし、課題の

提出期間を動画の公開終了までとした。 
 学習に必要な作業を単純化して集中しやすい環

境を作るため、学生が操作するソフトウェアを

LMS（Learning Management System）のみと

し、Word などの文書アプリの使用を回避した。

1．専門的な学びへの方向づけ：健康に関わる領

域を専門に学ぶ立場としての自覚を促し、主

体的に学ぶ姿勢を育む 
2．学びの質的転換：専門的な知識を基礎とし

て、人の心の働きや行動を学問的に探究する

態度を涵養する 
3．クリティカルな思考の育成：情報を吟味し、

自己の認識を含めて情報を俯瞰的に熟考する

能力を育成する 

図 1 3つの教育目標 
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LMS には文書ファイルを提出するためのフォー

ムと添付機能が備わっているが、2020年度の1年
次生が Word をどの程度使えるか不明であったた

め、デバイス操作の煩雑さによって学生のモチベ

ーションが損なわれないよう配慮する必要があっ

た。パソコンを使い慣れない学生が1つのデバイ

スで同時に2つ以上のソフトウェアを起動させる

とトラブルが生じやすく、初心者にとって複数の

画面を切り替えながらの操作は困難である。ま

た、通信手段としてメールよりチャットが身近な

今日の学生にとっては、添付ファイルを送る操作

が容易でないことも経験的に予想された。そこ

で、学習に必要な作業を1画面で行えるように授

業の配信画面をデザインし、学生からの課題の提

出は講義動画の配信画面と同一画面上のフォーム

で行ってもらうことにした。課題提出の操作は各

種ウェブサイトのコメント欄に投稿する際の操作

と近似しており、文字入力の感覚は SNS に入力

する感覚とほぼ同じである。学生の PC に表示さ

れる画面は YouTube の閲覧画面と類似しており

（図2)、動画が表示される画面の下部にある書き

込み欄に文字を入力して送信ボタンを押すと文章

を投稿できる仕組みである。操作画面を1つに集

約し、チャットや YouTube など学生が使い慣れ

たツールを応用することによって、学習に必要な

作業を単純化し、学生が学習内容に集中しやすい

環境に近づけることを目指した。 
 
22..11..22..  rreelleevvaannttなな課課題題をを用用いいるる学学習習ププロロググララムム  
 この授業では、図3に示す4つの学習方法のう

ち、オンデマンド配信形式に適さないグループ学

習を除く、発見学習、受容学習、プログラム学習

の 3つの学習法を混合して用いた。 
 第1の発見学習は、問題解決と知識獲得の2つ

の特徴を備え、学生が自ら答えを発見しながら解

決に至る過程で必要な知識と解決法とを同時に学

習する方法である。この授業では、学習の動機づ

けを高める方策として問題設定に relevantな課題

を適用した。relevant な課題とは解決者にとって

関連性のある課題のことであるが、単に関係があ

るだけでは relevantではない。情報伝達過程では

「伝達される刺激の関連性は、その文脈で推意な

どによって受け手が得られる内容が豊富な、そし

て労力が小さい発話であるほど大きくなる」（岡

本、2013）。すなわち、文脈的にエフェクトが

大きくエフォートを要しないほど relevantである

（Sperber & Wilson, 1990）。例えば、1年次生に

図 2 講義資料の配信デザイン 

図 3 授業に適用した学習方法 
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とって「富の公平な分配」という課題はあまり

relevant でないが「パンデミック下で親友 5 人と

協力して入手した1本の貴重なワクチンをどう使

うか？」という課題は relevantである。心理学で

は、基本的感情と relevantな感情を区別する（今

田、2013）。大病や大怪我を知らない若者にと

って日々の健康に感じる幸せはさほど relevantで
ないが、満身創痍のアスリートにとって鍛錬のす

えに達成するベストコンディションは自己を誇り

に思う relevantな感情体験につながる。良質の感

情体験は良質の学習を支え、学習者の人格的成長

を促進する。これらをふまえ、本科目に relevant
な課題を適用した。 
 第2の受容学習とは知識習得型の学習である。

1 年次生にとって学術的なトピックは不良定義問

題であることが多く、質の良い学習を行うために

は専門知識の獲得が不可欠である。しかし、ただ

覚えるだけの学習には魅力が少ない。この授業で

は、学生の経験と専門知識を結びつけた relevant
な課題を提示することにより、学生は与えられた

知識を受動的に学ぶ機械的受容学習ではなく、自

分なりに知識を意味づけながら学ぶ有意味受容学

習を行う。 
 第3のプログラム学習は、小単位間の系統的な

関係に基づく順序計画に従って進める学習であ

り、スモール・ステップ、自己ペース学習、積極

的反応などの要素がある。プログラム学習とは、

環境の制御による学習形成過程を明らかにした

B.F.スキナーの理論をベースに考案された学習法

である。プログラム学習では、学習内容を小単位

ごとに習得しながら、小単位間の系統的な関係に

基づく順序計画に従って学習を進め、最終的に小

単位が統合された学習内容全体の習得に至る（石

田、2013）。プログラム学習は問題解決学習と

相性が良く、両者とも医学教育に早期から導入さ

れ、ICT が登場する以前の 1980 年代半ばにはコ

ンピュータを利用した実践報告がなされている

（植村、1984）。プログラム学習は、特に学習

初期において有効であり、学習コストを抑えなが

ら基本的な理解の枠組みを迅速に学習できる点で

優れた学習法である（鈴木他、1998）。 
 この方略を応用し、(1)1 回の授業を 2～3 の講

義動画に分割し、動画と動画の間で自由に学習時

間が取れるよう設定する、(2)休憩の際は学習を

中断する箇所に学生がしおりを挟めるよう設定

し、休憩後は中断した箇所から学習を再開できる

よう設定する、(3)1 つの講義動画の長さは 10 分

～25 分程度に収める、(4)レポート課題を動画の

数に応じて分割し、1 つの講義動画が終わるごと

に 1 つのレポート課題を提示する。1 つあたりの

レポートの文字数の下限を 100～300 字程度、上

限を 500～1000 字程度に設定する、(5)講義スラ

イドにナビゲーションを表示し、現在の学習地点

と課題までの道筋を可視化する、などの工夫を行

った。なお、プログラム学習には直線型と枝分か

れ型があるが、本研究で開発した授業は大人数を

対象とするオンデマンド配信形式の講義であるこ

とから、枝分かれ型の実施は困難と判断し、直線

型のプログラム学習を採用した。 

図 4 学生の学習時間の比較（第 1回授業と第2回授業の比較） 
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22..22..  学学習習行行動動  
 学生の学習行動の傾向と特徴を分析するため、

LMS のログから得られるデータをもとに、学生

が学習を開始した日時、学習を終えた日時、ログ

イン 1 回ごとの学習時間、毎週の学習時間の合

計、毎週の学習日数、毎週のログイン回数、の 6
点を抽出した 5。非常時の学習環境を考慮し、本

研究では授業後のアンケート調査を実施していな

い6。そのため、本研究ではLMSのログから得ら

れるデータのみを分析対象とした。 
 
 
 

33..  分分析析  
33..11..  学学生生のの学学習習行行動動のの特特徴徴とと傾傾向向  
第 1回授業と第 2回授業について、1人の学生

がログイン 1 回ごとに学習した時間を図 4a に示

し、1 人の学生が各授業の配信期間中に学習した

時間の合計を図 4b に示す。学生の学習行動を比

較すると一部の学生において第2回授業の学習時

間が長い傾向が視認できる。第1回授業では過半

数の学生の学習時間の合計が60分以上90分未満

のカテゴリに集約されているが、第2回の授業で

はグラフに目立つ山がなく、全体として平坦な形

状になっている。この傾向は最終回にあたる第 4
回授業まで継続している（図 5a）。一方で、課

図 5 学生の学習時間の推移（全 4回の授業の比較） 

図 6 講義配信日から課題作成にとりかかるまでの日数と課題作成に要した日数 
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題に取り掛かるまでの日数（図 6a）および課題

作成に要した日数（図 6a）は、全 4 回を通して

全体に大きな変化が見られない。大部分の学生

が、講義動画の公開から1日以内に学習を始め、

その日のうちに課題を提出している。 
 
33..22..  学学習習行行動動とと成成績績  
 最終回にあたる第4回授業の学生の学習行動の

傾向を、成績上位群と成績下位群に分けて表1に

示す 7。学習時間の合計は成績上位群が平均 2 時

間48分24秒であり、成績下位群が平均1時間44
分 22 秒であった。課題着手から課題提出までの

日数は、成績上位群が平均 1.75 日であり、成績

下位群が平均 1. 33 日と有意に短かった。授業の

公開から課題着手までの日数は、成績上位群が平

均 1.61 日であるのに対し、成績下位群は 2.37 日

であった。母平均の差の検定を行ったところ、両

群の差はいずれも 1%水準で有意であった。ログ

イン回数には有意差はなかった。 
 成績上位群は成績下位群に比べて学習時間が長

く、学習に費やす日数が多かった。一方で、講義

動画が配信されてから学習を開始するまでの日数

は、成績上位群よりも成績下位群のほうが長かっ

た。なお、学習時間の合計が0分になる学生のデ

ータは、不正なログアウト操作によって学習時間

の計測が正確にできていないものとして、分析対

象から除外した。ログに記録されていない学生お

よび課題未提出の学生も分析対象から除外した。 
 
33..33..  不不正正なな操操作作とと成成績績  
 規定のログアウト手順に沿う操作（以下、「適

正な操作」という）を行わずに学習ページを閉じ

ると、学習ログが正常に残らない（図 7）。授業

期間中に1度も適正な操作を行わないと、実際の

学習時間の長さにかかわらず学習時間の合計は 0
分と記録される。最終回にあたる第4回授業の課

題を提出した学生のうち、学習時間の合計が0分

になった学生の数は 32 名であった。なお、複数

回ログインした学生が1度でも適正な操作で学習

ページを閉じていれば、その学生の学習時間の合

計は0分にはならない。学習を完了して課題を提

出した学生のうち、適正な操作を1度以上行った

学生は309名であった。適正な操作を1度以上行

った群を正常操作群、適正な操作を1度も行わな

かった群を不正操作群として、成績の平均値を算

出し、比較した（表 2）。正常操作群の平均値は

81.6 点、不正操作群の平均値は 59. 2 点であっ

た。Welch の検定の結果、両群の差は 1％水準で

有意であった。 
 
44..  考考察察  
44..11..  学学習習行行動動  
 授業の講義動画が分割されて短くなったのに反図 7 LMSのログと不正操作の記録 

LMSのログは図のように csvファイルで出力される。網掛で示すユ

ーザID「00-0398」は2回連続でログインしたうちの1回目（7月22
日 21 時 56 分）で規定のログアウト手順を踏んでいないため、終了

時刻が記録されず空欄になり、利用時間は 0 分と算出される。7 月

22日 20時 20分にログインしたユーザ ID「00-0094」も規定のログ

アウト手順を踏んでおらず、その後のログイン記録がないため、こ

のユーザがすぐにログアクトしたのかしばらく学習を続けたあとで

ログアウトしたのかを知る手がかりはなく、この場合も実際の利用

時間にかかわらず利用時間は0分と算出される。 

表 1 成績上位群と成績下位群の学生の学習行動の比較 
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し、図4および図5ではログイン1回ごとの学習

時間は長くなる傾向が視認できる。学習時間の合

計も第 2 回授業から長くなる傾向が見うけられ

る。学生は、講義動画を途中で止めたり巻きもど

して見返したりしながら時間をかけて学習したと

考えられる。講義動画を分割して課題を小刻みに

提示することにより、自己の理解度を振り返る機

会が生まれ、わからないところを見返して疑問を

解消してから次のステップに移る学習法がしやす

くなったと推測される。 
 三苫他（2020）が東京医科大学で行ったオン

デマンド授業の実践報告によると、90 分の授業

内容を 3-4本の動画に分けて 1本の動画の長さを

20 分程度にして掲載した授業では、調査に回答

した学生の 65%以上が設定された時間の 1.5倍か

ら2倍の時間をかけて学習したと回答している。

同様の行動傾向は村上他（2010）でも報告さ

れ、動画を分割する手法には学生が「見たいとこ

ろを探しやすい」「内容を理解しやすい」などの

利点が挙げられている。これらの先行研究の結果

から、本研究においても動画を分割配信したこと

が一部の学生において学習時間を増加させる要因

になったと考えられる。短い動画は巻き戻しやす

く何度も見返しながら学習しやすいうえ、講義の

視聴と課題の作成を1つの画面で行えるように設

計したことで、講義を視聴しながら同時に課題を

作成することや、課題作成の過程でわからないこ

とが見つかったら講義を見返して確認する学習法

が容易になったことも要因の1つと考えられる。 
 成績上位群は成績下位群よりも学習時間が長

く、学習に費やす日数が多く、学習を始めるのが

早かった。1 回の授業時間が 90 分であるのに対

し、成績上位群は平均して2倍程度の時間をかけ

て学習していた。LMS のログから得られるのは

量的データのみであるため、学生の学習行動につ

いて質的評価を行うことはできない。学習時間が

1 時間と記録されていても、その 1 時間が集中し

て勉強した時間なのか時折 SNS に興じていた時

間なのかを判別する手がかりはない。よって、ロ

グだけを頼りに踏み込んだ解釈をすることはでき

ないが、データから浮かび上がった学習行動パタ

ーンの変化は注目に値すると考える。 
 第 1 回授業では斉一的な学習行動を示した 300
名超の学生が、第2回以降の授業では脱中心化と

も呼べる行動パターンの変化を見せた。一人一人

の学生の学習時間のばらつきが大きくなったこと

は、学生それぞれが自分のペースで学習を進める

傾向が強まったことを示すものと考えられる。動

画を分割して学習時間を自由に調整できるように

したことで、「授業時間の中で学ぶ」学習法から

「自分で学習スケジュールを調整する」学習法に

移行した学生が少なからずいたと考える。 
 本研究で開発した授業は、全 13 回で構成され

る授業の終盤にあたる第10回から第13回までの

全4回の授業である。第1回から第9回までの授

業は、45 分〜70 分程度の講義動画を配信する標

準的な手法で実施された。そのため、学生は、4
月から6月下旬まで毎週1本ずつ配信される動画

を視聴して受講するスタイルに慣れていたはずで

ある。図4に示す学習時間の変化が、動画を分割

配信する形式によって直接的にもたらされたもの

であるなら、学習時間の変化は初めて動画を分割

配信した第 10 回講義で生じるはずである。しか

し、変化は 2 回目の分割配信を行った第 11 回講

義から生じている。この結果は、学生の学習時間

の変化が講義配信形式によって強制的にもたらさ

れたものではないことを示す。学習時間が長い学

生において成績点が高い傾向が見られたことか

表 2 正常操作群と不正操作群の平均得点と得点範囲の比較 
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ら、少なからぬ学生が、授業デザインに応じて学

習時間を自己調整したと推測される。一方で、課

題作成に要した日数（図 6a）は全 4 回の授業を

通して目立つ変化がなく、大部分の学生が 1日で

課題を提出している。 
 
44..22..  オオンンデデママンンドド配配信信形形式式のの利利点点とと課課題題  
 大学1年次生の学びを質的に転換し、専門的な

学びへと方向づけるためには、1 年次生が自己を

大学生として自覚することが不可欠である。しか

し、2020 年度の入学生は 6 月になってもキャン

パスに入構できず、同級生や教職員に会う機会も

乏しく、大学に入学した実感を持つことが難しか

ったと推測される。学びの過程で生じる些細な疑

問や不安は、通常であれば友人や教員とのなにげ

ない会話のなかで解消することも多いのである

が、コミュニケーションを制限された状況では解

決の見通しを立てることも容易でなく、学習のモ

チベーションを維持することが例年より難しいと

感じた学生もいたと予想する。この授業の目的は

1 年次生を専門の学びへと導くことであるから、

もとより学習に向けて動機づけることは主要な課

題であるが、パンデミックの状況下ではそれがよ

り重要な課題であると考えられた。一方で、完全

な遠隔形式で授業を展開するという条件は大きな

制約であった。 
 しかしながら、本研究が取り組んだ問題解決型

学習の授業を展開する上で、遠隔形式には利点も

あると感じられた。オンライン授業には、学生が

自分のペースで学習できる利点がある。そのた

め、講義の途中でじっくり考えて解く課題を提示

することが可能である。第1回授業では〈あなた

が大学の先生になってユーモア学の本を出版する

としたら、本のタイトルと目次をどのように作る

か〉という課題を提示した。この課題は発見学習

を促す創造的課題として提示したものであると同

時に、情報を受け取る側から発信する側へと、学

生の意識を転換するねらいで提示した課題であ

る。この課題に取り組む学生が「もしも自分が大

学の先生になったなら」と想像する体験は、課題

のねらいを達成するうえで不可欠である。成人し

た自分、社会人として働く自分、学生の立場から

先生の立場へと移行した自分、本を出版する自分

…と想像をふくらませる行為は、未来を描く行為

であり、この体験をとおして学生は現在を自らの

成長過程に位置づけ、学習行動に方向性を見出す

ことが可能になる。学生が自己のペースで学習を

進められるオンデマンド授業は、この体験に必要

な時間を十分に確保できる有効な方法であった。 
 オンデマンド講義には別の利点もある。動画を

途中で止めたり巻き戻したりすることができるた

め、わからない部分をじっくり学ぶことが可能な

点である。第3回講義では、やや挑戦的な内容と

して中枢神経系のしくみを学ぶ講義を取り入れ

た。神経系のしくみを理解するには複雑な図の読

み取りが必要であり、動画を途中で止められるオ

ンデマンド配信形式は最適な授業形態であった。

そこで、次の課題を提示した〈あなたがスマート

フォンのアルバムを整理していると、懐かしい友

人の動画を見つけた。動画に映る友人のひょうき

んな仕草に、あなたは笑い、また会いたいなと思

う。この時、あなたの一連の行動を心の働きで説

明するとともに、推測される神経系の関与を述べ

よ〉。専門的な知識に基づいて、なにげない行動

を科学的に説明する試みを通して、人の心の働き

を学術的に探究する態度を育成するねらいで提示

した課題である。 
 三苫他（2020）によると、オンデマンド配信

形式の授業において学習時間が長い傾向は基礎医

学を学ぶ学生に顕著であり、同群でオンデマンド

配信形式の支持率が高かった。その理由として三

苫他（2020）は、通常の授業では理解するため

の事前準備と理解できなかった箇所の復習が別個

に必要となるのに対して、オンデマンド配信形式

の授業では理解できない点を解決しながら視聴で

き、予習や復習が授業と一体になった形式である

ことから基礎医学を学ぶ学生にとってオンデマン

ド配信形式の授業が理解しやすかったのであろう

と述べている。 
 非同期型のオンデマンド配信授業は、同期型の
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授業に比べて、教員と学生とのコミュニケーショ

ンが取りにくいのが難点である。高橋他

（2020）は Zoom による同期型授業の利点とし

て、同級生の学習姿勢が見えることや講師の表情

が間近に見えることを挙げている。見館他

（2008）は、教員とのコミュニケーションが大

学 1・2 年生の学習の満足度を規定する一要因で

あるとして、教員とのコミュニケーションが学習

意欲に影響し、学習意欲が大学生活の満足度に影

響するモデルを提示している。遠隔授業は「わか

らないことを聞ける相手」へのアクセスを低下さ

せる（高田他、2020）。学習過程での援助要請

について、40-50 代の社会人が多く受講するオン

ライン大学で調査を行った石川・向後（2017）
は、学習の相談ができる学友がいる学生はより多

くの自己調整学習方略、および、つまずき対処方

略として「学友に質問する」「教育コーチに質問

する」「自分で解決する」などを使用するのに対

し、学友がいない学生はつまずいたときでも援助

要請をしない傾向があると報告している。その理

由として石川・向後（2017）は、大学に仲の良

い友人がいないと援助要請をする相手が指導的立

場の人物に限られるため、援助要請の心理的コス

ト感が増し、使用頻度が下がると考察している。

本研究の対象である 2020 年度入学生は、春学期

の全科目が遠隔授業となる中、気軽に相談できる

学友を作る機会が失われ、学習意欲を維持するこ

とが例年より困難であったと推測される。パンデ

ミック下で学習を継続することは、学生にとって

も教員にとっても挑戦的課題であった。 
 しかしながら、大規模アンケート調査の結果か

らは、遠隔授業に否定的な学生の声と肯定的な学

生の声の双方が聞こえてくる。関西大学の全学部

生を対象に2020年7月に実施された教学 IR調査

（回答者数 12,655 名、有効回答率 44.6％）によ

ると、遠隔授業を受講して困ることとして、1 年

次生では他の学年に比べて「勉強のペースがつか

みにくい（57.2%）」「友達と一緒に学べず孤独

感を感じる（65.6%）」という回答が多い。もっ

とも多くの学生が困ることは「課題が多い

（82.1％）」であり、次いで「集中力が続かない

（ 60.0% ） 」 「 先 生 に 質 問 が し に く い

（56.0%）」であった。他方で、対面授業が再開

されても遠隔授業を並行して実施してほしいと回

答したのは 1年次生で 66.6%と過半数に達し、実

施して欲しい授業形態として一番多くの学生が選

んだのはオンデマンド配信形式（52.7％）であ

り、教材提示（35.9%）やリアルタイム遠隔授業

（29.6%）を大きく引き離す結果となった 8。オ

ンデマンド配信形式が選ばれた理由は推測に頼る

ほかないが、リアルタイム遠隔授業に比べてオン

デマンド配信形式は自分の学習姿勢が同級生や講

師に見られる圧迫感や羞恥が少ない利点を高橋他

（2020）は指摘している。 
学習面に着目すると、環境要因を制御しやすいオ

ンデマンド配信形式の授業の利点は、学習の妨害

要因が少なく授業に集中しやすいこと、動画を繰

り返し視聴して納得いくまで学習できるため高い

学習効果が期待できること、などがあげられる。

また、学生が学習スタイルを自ら選ぶ自己主導型

の学習には、学生の自己決定の機会を増やし自己

効力感を高める効果が期待できる。自己決定には

内発的動機づけや有能感を高める効果があり、高

い自己効力感には学習を持続させる効果がある

（桐木、2013）。自己決定や自己効力感は学習

意欲を高め、メタ認知的活動を支えることによっ

て洗練された自己調整学習を実現させる。 
 この授業では relevant な課題を学生に提示し

た。relevant な課題に適した身近な課題は素朴な

理論で解釈されやすく、素朴な認識は学術的な学

びの姿勢を阻害する。第 2回授業では、健康に関

わる領域を専門に学ぶ立場として日常的行動を理

解することの意義を学生に伝え、ありふれた行為

を学問の主題として捉える作業の共有を試みた。

一例として、「笑いは健康にいいって本当です

か」という問いが科学的には役に立たない無効な

問いであることを概説し、学術的に有効な問いへ

と作り替える課題を提示した。「学問とは、学び

問うこと」であるという前提に立ち、すでにある

答えを覚える学び方ではなく、答えを探るために
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問う学び方を示すことがねらいである。こうした

課題を解くには、立ち止まって考えることが必要

である。環境による影響を受けにくいオンデマン

ド配信形式で学習する利点が、この点でも生かさ

れたと考える。 
 遠隔授業の利点は、物理的環境の制約が解かれ

た点にもある。300 名を超える本科目の履修者が

一堂に介することは困難なため、例年は履修者を

分割して対面型授業を実施していた。この方法で

は、履修者が 100名余の組を 3つ作り、3名の教

員が別々の教室で同時に授業を行って、5 回ごと

に履修者が入れ替わるローテーションを組む（図

8）。これにより、巨大なホールがなくても大規

模講義を行うことが可能であった。 
 従来の方法には問題点が 2 つあった。1 つは、

講義を受ける順番が斉一でない点である（図

8）。3 つの組はそれぞれ異なる教員の授業で学

習を開始する。すると、履修者は確かに3名の教

員から同じ内容の講義を受けるのであるが、理解

のプロセスに違いが生じる。フルコースの料理で

デザートが最後に出るのと最初に出るのとでは味

わいが違うように、学習の順序が異なれば学生の

理解のしかたは異なるだろうと予想される。3 名

の教員の講義が有機的に連携する授業を展開する

ことが理想なのであるが、実際には3種類の講義

のアソートのようにならざるを得なかった。2 つ

目は、学期中に学生が教室を移動しなければなら

ない点である。本科目は1年次の春学期開講科目

であり、学生は初めてのキャンパスで地図を頼り

に教室にやってくる。すると、異なる学舎や教室

で同一科目の授業が行われており、教室を間違え

る学生が現れる。入学直後には、学生同士の人間

関係ができていないため、教室に迷い込んだ学生

は友達に頼ることができない。教室の隅で立ち尽

くす学生に、教員がやむを得ず授業を中断して対

応することもあった。さらに、講義が5回目を過

ぎると教室が変わり、10 回目を過ぎると再び教

室が変わる。教室と共に教員も変わるため、講義

の進め方や評価基準も変わる。学生の立場で想像

すると、落ち着く暇のない講義のように感じられ

たかもしれない。人間健康論は知識伝達型の授業

ではなく、健康について幅広く考察する授業のた

め、教室に漂う落ち着かない感覚は教員としても

講義しづらい感覚として感じられた。 
 オンラインで展開する講義には、物理的環境と

しての教室を必要としない。そのため、ローテー

ションを廃止して一斉授業を行うことが可能であ

る。これにより、上述の 2 つの問題が無くなっ

た。全ての学生が同じスケジュールで講義を受け

るため、講義担当者は、学生がどのような学習段

階にあるのか予測を試みながら講義を行うことが

可能になった。付加的には、他の教員の講義を学

生と一緒に受講することもできる環境が整ったこ

とで、科目全体を見通すことも可能になった。本

研究で開発した全4回の授業は、本節で述べたさ

まざまなオンライン化の利点があって実現したと

考える。 
 本研究は「オンデマンド配信形式を用いて大学

1 年次生の学習のあり方を専門的で学究的な方向

へと質的に転換するよう促し、学生を学習へと動

機づける授業方略としてどのようなものが実現可

能か」を探究する一環として開発した授業の実践

報告である。教育目標に、学びの質的転換、専門

的な学びへの動機づけ、批判的思考力の育成を掲

げ、オンデマンド形式の利点をいかして relevant
な課題を用いる問題解決ベースの授業を設計し、

専門知識の提供は学生が問題を解決するリソース

となるように行った。身近な課題をより大きな文

図 8 対面形式の授業とオンデマンド配信形式の 
授業の実施方法の比較 
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脈で捉える際に学生が学習の認知地図を描きやす

いよう、講義画面にナビゲーションを常時配置し

たスライド・デザインを作成した。初学者にとっ

て不良定義問題となりやすい学術的トピックを扱

う難度の高さを調節するため、プログラム学習の

スモール・ステップの方略を取り入れた。これに

より、学生の経験知をいかした課題や遊び心のあ

る課題を扱うことが可能になり、学生の積極的反

応と有意味受容学習を促すことができたと考え

る。ラーニング・アナリティクスの観点では、学

生が自律的な学習を行いやすく特に学習意欲の高

い学生が納得いくまで学習を継続しやすい環境を

整えるうえで、オンデマンド配信形式と組み合わ

せるプログラム学習は有効であると推測される。 
 遠隔授業の課題も明らかになった。特に、学生

の表情が見えないオンデマンド配信形式の授業で

新入生を対象にアクティブな学習環境を整えるこ

とは暗闇で綱渡りをするような難しさがあった。

学生の反応に応答を返しながら学びを深める方法

が取れないことは問題ベース学習を浅い次元に止

めるリスクもあった。 
 知識の質的向上には、共同学習による社会的な

知の構築や継続的な対話が有効である（大島他、

2002）。遠隔授業においても、教員と学生ある

いは学生同士のコミュニケーションが教育の質を

高める鍵であることは、動画配信を活用した授業

作りの草創期から指摘されている（田村他、

1993）。学習の過程でつまずく学生の「回復の

手立て」となる補修部分の設計を動画配信形式の

授業で行うのは難しい（菅原・村木、2007）。

提出された課題にコメントをつけて返却する方法

もあったが、のべ700近い創造的成果物に対して

毎週コメントをつけて返却することは不可能に思

われた。対面形式であれば授業時間内に即妙なや

りとりを行うことも可能であったと考える。 
 他科目との連携も重要な課題であると感じられ

た。本研究が対象とした 1年次生は春学期に平均

して13.8科目を履修しており、1週間あたりレポ

ート3～4個と小テスト1～2個の課題を抱え（い

ずれも最頻値、関西大学教学 IR プロジェクト、

2020）、遠隔授業で最もストレスを感じたこと

として課題の量（86.4％）と回答している。学習

体験（learning experience）の形成には、学習者

の品質（quality）や学習環境の品質のほかに他

の授業の課題が忙しいなどの講義以外の要因も影

響する（川本他、2018）。学生の学習時間が増

えたことを一概に喜ぶことはできない。学生に過

大な負担を課していないか、他の科目とのバラン

スを考慮しながら検討することが必要である。 
 本研究では、デバイスを適正に操作しない学生

の成績が低いことが示唆された。大学 1年次生の

ICT への慣れは年毎に強まり、人文系学部におい

ても授業へのICT導入に抵抗感を示す学生の割合

が 10 年前に比して格段に減った事実を教員とし

てしばしば体感する。義務教育課程では、

Society5.0 社会を射程に含める教育変革（文部科

学省、2020）が始まりつつある。一方で、

OECDのPISA調査（Programme for International 
Student Assessment）によると日本の子どもが

ICT を学習に活用する機会は OECD 諸国に比べ

て乏しく（文部科学省、2018）、学生間の ICT
スキルの格差が広がりつつあると推測する。ひと

昔前であれば、学習用ツールは鉛筆と消しゴムと

ノートがあれば事足りた。しかし、ICT をベース

に構築される授業が当たり前の世界では、ツール

を使いこなせない学生は学習を継続できなくなる

かもしれない。教員の役割が授業内容を教えるこ

とだけでなく学習環境を整えることでもあるとい

う普遍的な事実が、これからの社会では新たな要

請を伴って立ち現れてくるだろう。私たちは、ど

のようにして教育を継続していけるだろうか。予

想される未来に向けて、また、予期せぬ変化の中

にあっても、持続可能な学習のありかたを支える

持続可能な教育の実践的試みが求められている。 
 
註註  
1 東京大学サイトの「大規模公開オンライン講座

(MOOC) 」 (https://www.u-tokyo.ac.jp/ja/soci-
ety/visit-lecture/mooc.html）による 
2 東京大学サイトの「edX・Coursera の新型コロ
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ナウイルス対策の特別支援プログラムへの参加に

ついて」 (https://www.u-tokyo. ac.jp/focus/ja/arti-
cles/z0308_00048.html)によると、edX では 1082
講座、Coursera では 3800 講座が期間限定公開さ

れ参加大学の学生や教職員が無料で受講できた。 
3註1に同じ 
42020 年度は COVID-19 感染拡大の影響により多

くの大学が始業日を延期した。関西大学も始業日

を 2 週間遅らせて 4 月 20 日に定め、春学期の授

業回数を 13 回に減じる対応をとった。これによ

り筆者の担当する授業回数は例年より 1回減って

全 4回となった。 
5LMS には学生のログイン時刻が全て記録され

る。しかし、ログアウトする際に指定の操作を行

わず強制的にネットワークを切断したりブラウザ

を終了したりするなどの方法で作業を終えると、

ログアウト時刻が記録されない。この場合、学習

時間が正確に計測できない。本研究で報告する学

習時間の分析の対象からは、ログアウト時刻が記

録されていないデータを除外している。 
6 この授業では、学生の心理的負荷を考慮して授

業アンケートの実施を断念した。当時の学生たち

は、パンデミック下の学習環境に急遽適応しなけ

ればならない困難に直面していた。なかでも 1年

次生は一度もキャンパスに入ることができず学友

にも教員にも会えずに遠隔授業を受け続けている

状況であった。この授業が終了する 7 月中旬に

は、学生を支援するため学内の各種機関や個々の

教員による自主的なアンケート調査がすでに複数

行われており、関西大学教学 IR プロジェクトに

よる大規模な調査も実施中であった。こうした状

況に鑑み、この 4回の授業だけを対象にアンケー

トを実施するのは総合的に考えて控えるべきであ

ろうと判断した。教育効果を検討するにあたり心

理的データが得られないことは極めて残念なこと

であるが、教育倫理上、アンケートを実施しない

ことが妥当であると判断した。 
71 回の授業における学習時間の合計が 30 分に満

たないケースは、学習時間が正常に計測されてい

ないものとして集計の対象から除外した。学習時

間の合計が 30 分に満たないケースとは、学生が

LMS に複数回ログインしたうちの一部の学習時

間のみが記録されているケースである。また、学

習履歴には1回の利用時間が 1分に満たない記録

も多数あり、図 5a では利用時間が 3 分に満たな

いデータを除外している。利用時間が 1分に満た

ないデータは、ログイン直後にログアウトした形

跡を示しており、他の科目の画面を開こうとして

誤って本科目の画面を開いてすぐ閉じたケースな

どが該当する。図 5a は終了時間が不明なデータ

を除外しているため、学生の実際の学習時間はグ

ラフに示すよりも長かったと推測する。 
8この調査は回答者数が 12,655 名の大規模調査で

あるが、有効回答率は44.6％と低く、全ての学生

の声が結果に反映されているわけではない。遠隔

授業に疲弊した学生はアンケートに回答しなかっ

た恐れがあり、遠隔授業に対する否定的な声は十

分に反映されていないとも考えられ、本調査だけ

で早急な結論を下すことはできない。 
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22002200 年年ののオオンンラライインン授授業業はは大大学学教教員員とと学学生生にに何何ををももたたららししたたののかか？？  
－－「「活活動動シシスステテムム」」理理論論かからら考考ええるるここれれかかららのの大大学学教教育育のの課課題題－－  

WWhhaatt  ddiidd  oonnlliinnee  ccllaasssseess  iinn  22002200  bbrriinngg  ttoo  uunniivveerrssiittyy  ffaaccuullttyy  aanndd  ssttuuddeennttss??  
--FFuuttuurree  uunniivveerrssiittyy  eedduuccaattiioonn  iissssuueess  ffrroomm  tthhee  ppeerrssppeeccttiivvee  ooff  ""aaccttiivviittyy  ssyysstteemm""  

tthheeoorryy--  
  

藤田里実（関西大学教育開発支援センター） 
Satomi Fujita（Kansai University, Center for Teaching ＆ Learning） 

  
要要旨旨  

2020 年 4 月から大学教育に急遽取り入れられたオンライン授業は、大学教員と学生それぞれに

どのような影響を与えたのか。今後の大学教育研究の視座を得るため、エンゲストロームの「活

動システム」理論を用いて「大学における授業」という活動を分析した。その結果、教員を主体

とすると、これまでになかった「授業に関わる教員共同体」を構築した可能性と、「授業観」の変

容が起こった可能性があることが析出された。そこから、新たな教員共同体の実態と維持の可能

性、また授業観変容の有無と内容を分析していくことが今後の研究課題となることを指摘した。

一方で学生を主体とすると、学びに関わる「自律性」が高まった可能性と、「学生間共同体」を構

築する機会を奪われたことによる学生個々人への矛盾の集積が析出された。そこから、学生の学

びの自律性の変容の有無を分析すること、また学生間共同体構築の支援およびその方法の分析や、

学生個々の経済状況の把握・支援の必要性を指摘した。 
  
キキーーワワーードド  大大学学教教育育、、オオンンラライインン授授業業、、活活動動シシスステテムム理理論論／／  UUnniivveerrssiittyy  EEdduuccaattiioonn,,  OOnnlliinnee  
CCllaassss,,  aaccttiivviittyy  ssyysstteemm  tthheeoorryy  
 
11..  ははじじめめにに  
11..11..  ココロロナナ禍禍ととオオンンラライインン授授業業  

2020年は、改めて振り返るまでもなく、世界中

で COVID-19（新型コロナウイルス感染症）に、

既存のあらゆるシステムが揺さぶられた年だった。

大学というシステムも同様に各種対応を余儀なく

されたが、その中でも果たすべき最も重要なミッ

ションの一つが、対面コミュニケーションの停止

という前提の上でも「学びを止めない」ことであ

り、その手段としての「オンライン授業実施」で

あった。ほとんどの大学の教員・職員が手探りの

状態のなか、ごく短期間に従来授業からのオンラ

イン化を迫られたといえよう。これはまた、学生

の側も同様である。なかでも進学したばかりの 1
年生は、友人関係や住居を含めたインターネット

環境など、想定外のさまざまな変化や制約の中で

の新生活への船出となったと思われる。 

関西大学教育開発支援センターでは、これら教

員・学生の混乱を想定し、4～7月に教員向けのオ

ンライン授業構築に向けた相談会を対面・オンラ

イン合わせて 21 回、学生向けのアカデミックス

キルに関わるオンライン講座を 26 回行った。ま

たFDフォーラム・FDセミナーを開催するなど、

オンライン授業の経験共有・考察をも試みている。 
 

11..22..  通通奏奏低低音音ととししててのの大大学学教教育育のの課課題題：：教教員員のの

授授業業力力とと学学生生のの自自律律性性  
 一方で、以上のような突発的混乱に目が向きが

ちではあるが、大学における「授業」はここ30年

ほど常に「課題」化され続けている。例えば吉田

（2020）は、1991年の大学審議会答申『大学教育

の改善について』から約 30 年の大学教育改革動

向を俯瞰する中で、一連の改革は FD・シラバス

といった概念の導入など「教育方法」を対象とし
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たものから始まっており、大学設置基準全体と比

して「教育方法に関しては、むしろ厳格化・規格

化が図られてきた」と指摘し、文部科学省の大学

における「教育方法」改革への注力を強調してい

る。また、中央教育審議会答申「学士課程教育の

構築に向けて」（2008）における「FD の課題」

（p.38-39）では、大学教員にとって最も手近な授

業改善の手段であろうFD について「教員相互の

評価、授業参観など、ピアレビューの評価文化が

いまだ十分に根付いていない」点や「必ずしも、

個々の教員のニーズに応じた実践的な内容になっ

ておらず、教員の日常的な教育改善の努力を促進・

支援するに至っていない」点、またそもそも教員

にとって「研究面に比して教育面の業績評価など

が不十分であり、教育力向上のためのインセンテ

ィブが働きにくい仕組みになっている」点が指摘

されている。つまり、大学においては、授業をは

じめとする教育方法は常に課題視され、運用面で

は外から厳格化されてきたにもかかわらず、その

対策としてのFD は実効性のある内容・運用には

至らず、個々の教員からすれば授業改善への積極

的な動機付けも起こりにくい状況があると考えら

れる。 
 また一方で、学生の側にも様々な課題が指摘さ

れてきた。その一つが、学生の大学での学びにか

かわる「自律性」である。広田（2019）はかつて

の大学の教育モデルを「自律的学習者モデル」と

呼び、知的な意欲を持った学生が学問共同体の中

に周辺から徐々に参加していくものであり、そこ

では知識は個々の教員から非体系的、非明示的に

提供されていたが、学生側が独力かつ自分の責任

で学ぶものと設定されていたと述べる。それに対

し、現在支配的になってきている教育モデルを「教

育プログラム・モデル」と呼び、「教える側が、何

をどう教え、どう学ばせるのかをあらかじめパッ

ケージのように体系化・組織化しておき、密度の

濃い、隙間のない教育空間を作り上げようとする

やり方」（p.77）と定義し、そこには「自律的な学

習者は存在しない」（p.77）と批判している。その

ように教育モデルから疎外されてきたためか、ベ

ネッセ教育総合研究所（2016）は「大学生の学習・

生活実態調査」として 2008 年以来 4 年ごと 3 回

の調査を行っているが、それら結果を比較して、

近年の大学生は大学の授業は興味のあるものより

も「楽」な授業を選ぶ傾向にあり、また学習方法

や学校生活について大学の支援・指導を求める声

が増加していると報告している。まさに大学にお

いて学ぶべき知を「パッケージ化されたものとし

て他者から投げ与えられるもの」（広田、2019:p.77）
と認識しつつあるとも考えられる。 
 
1.3. 本稿の目的と分析枠組み 
 以上のような現状認識をもとに、本稿の目的は

2 点ある。第一に、いわゆるコロナ禍により急遽

行われた 2020 年 4 月から 7 月の「オンライン授

業」は、大学教員と大学生に何をもたらしたのか

という状況分析を行うことである。そして第二に、

その状況分析を踏まえ、今後の大学教育研究にお

いて分析すべき課題を提示することである。 

 
 図 1 活動システムモデル（エンゲストローム 1987 より作成） 

 

分析枠組みとしては、エンゲストロームの「活

動理論」における「活動システム」という分析単

位を用いる。「活動理論」は、1920年代から1930
年代初頭にヴィゴツキーおよびその共同研究者た

ちが提唱した、伝統的な心理学を革新する試みが

起源とされる。このヴィゴツキー学派は、人間を

研究するために文化の概念を導入した。つまり、

「主体」による文化的なモノ・コト・記号に媒介

された行為、「対象」（目的や動機）に向かう行為
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として人間の心理と発達を捉えようと試みたので

ある。さらに分業の概念を提示したレオンチェフ

を経て、自らを第 3世代と呼ぶエンゲストローム

は、図 1に示すような「活動システム」という分

析単位を提示した。具体的には、「主体」（個人や

チーム）とその「対象」（その活動における主体の

目的や動機。活動を通じて「成果」となる））との

関係が、「道具」に媒介される。「道具」はモノ・

コト・記号など、主体が対象を実現化する際に用

いる様々な手段であり、物質的なもののみならず

観念的なものまでも含む。「共同体」は活動システ

ムに加わっているメンバーであり、「対象」を共有

している。「ルール」は社会的な規範や規則・慣習

など、「主体」と「共同体」を媒介する存在である。

「分業」は活動システム内の作業や課題、情報、

さらには権力などの分配を示し、共有された「対

象」を「共同体」メンバーの中でいかに分業・協

業するかを示している。 
この「活動システム」という分析単位を用いる

ことにより、まず「大学の授業」という集団的活

動の諸要素を捉え、かつそれらの関係性を分析す

ることが可能となる。さらに関係性の中に析出さ

れうる問題状況、つまり「矛盾」を、活動が発達

する原動力とみなし、活動の将来的な発展の傾向

性を探求することも可能である。このような「活

動システム」の使い方について、山住（2004）は

「たとえば、仕事や組織の現場に新たな情報通信

技術の導入が図られているという状況を考えてみ

よう。最初、このことは個人的な、個別の（バラ

バラの）撹乱や葛藤、躊躇やストレスなどを引き

起こすだろう。しかし、より重要なのは、そのよ

うな新しいツール（媒介する人工物）の導入が、

旧来の活動システムの諸要素とのあいだに変化の

チャンスとしての『矛盾』を引き起こすというこ

とである。」（p.86-87）と述べているが、現在読む

とさらに興味深い。以上のように、「活動システム」

モデルの活用により「大学の授業」という活動の

「分析」と「変革」に向けた課題提示が可能とな

るのである。 
2020 年のコロナ禍がもたらした混乱は大きく、

「いかに対応するか」という課題が否応なく常に

目前にあった。しかし引き続き実践とその記録を

積み重ねつつも、今後はその実践がこれからの大

学における授業、ひいては大学教育にどのような

影響を与えたのか、新たな展開が生じたのかを分

析することが必要となるだろう。本稿はそれに向

けた研究課題の明確化を目指したものである。 
 
22..  教教員員ににととっっててのの 22002200 年年春春学学期期オオンンラライインン授授

業業  
22..11..  従従来来とと 22002200年年春春学学期期  
 本節ではまず、コロナ禍以前の授業という「活

動」を、大学教員を「主体」として「活動システ

ム」モデルで整理する。大学における授業を「対

象」とした活動は、大学教員を「主体」とし、（従

来の）授業スキルを媒介として成立してきた。こ

の授業スキル、つまり「道具」は例えば課題・質

問・およびそれらや知識の伝達方法・時間制限な

どがあげられる。経験によりこれらを獲得してき

た主体は、これら利用可能な知識を活用すること

で授業を構成してきた。 
 次に、2020年春学期の授業を同様に「活動シス

テム」モデルで整理する。まず大きな変化があっ

たのが「道具」である。オンライン授業スキルと

いう、多くの教員にとって全く新しい知識が急遽

必要となったのである。ここに「矛盾」つまり問

題状況が生じる。ひとつは未知のスキルをいかに

利用可能な知識とするのか、という「道具」に関

する知識の矛盾である。またひとつは、それぞれ

の教員が行う授業内容に対し、その「道具」が適

切であるのか、あるいは適切でない場合どのよう

な代替があるのか、という「対象」に対する「道

具」の適合性にかかわる矛盾である。また更には、

これらの矛盾により「対象」つまり「授業とは何

か」「どのように行うべきなのか」という根本的な

授業観のゆらぎも引き起こされうる。 
そこで、従来は意識されてこなかった「共同体」、

特に教員間関係の存在が大きくなった。従来は授

業という「対象」を共有する他者との関わり合い

において、非意図的なものであるにせよ、「対象」

たものから始まっており、大学設置基準全体と比

して「教育方法に関しては、むしろ厳格化・規格

化が図られてきた」と指摘し、文部科学省の大学

における「教育方法」改革への注力を強調してい

る。また、中央教育審議会答申「学士課程教育の

構築に向けて」（2008）における「FD の課題」

（p.38-39）では、大学教員にとって最も手近な授

業改善の手段であろうFD について「教員相互の

評価、授業参観など、ピアレビューの評価文化が

いまだ十分に根付いていない」点や「必ずしも、

個々の教員のニーズに応じた実践的な内容になっ

ておらず、教員の日常的な教育改善の努力を促進・

支援するに至っていない」点、またそもそも教員

にとって「研究面に比して教育面の業績評価など

が不十分であり、教育力向上のためのインセンテ

ィブが働きにくい仕組みになっている」点が指摘

されている。つまり、大学においては、授業をは

じめとする教育方法は常に課題視され、運用面で

は外から厳格化されてきたにもかかわらず、その

対策としてのFD は実効性のある内容・運用には

至らず、個々の教員からすれば授業改善への積極

的な動機付けも起こりにくい状況があると考えら

れる。 
 また一方で、学生の側にも様々な課題が指摘さ

れてきた。その一つが、学生の大学での学びにか

かわる「自律性」である。広田（2019）はかつて

の大学の教育モデルを「自律的学習者モデル」と

呼び、知的な意欲を持った学生が学問共同体の中

に周辺から徐々に参加していくものであり、そこ

では知識は個々の教員から非体系的、非明示的に

提供されていたが、学生側が独力かつ自分の責任

で学ぶものと設定されていたと述べる。それに対

し、現在支配的になってきている教育モデルを「教

育プログラム・モデル」と呼び、「教える側が、何

をどう教え、どう学ばせるのかをあらかじめパッ

ケージのように体系化・組織化しておき、密度の

濃い、隙間のない教育空間を作り上げようとする

やり方」（p.77）と定義し、そこには「自律的な学

習者は存在しない」（p.77）と批判している。その

ように教育モデルから疎外されてきたためか、ベ

ネッセ教育総合研究所（2016）は「大学生の学習・

生活実態調査」として 2008 年以来 4 年ごと 3 回

の調査を行っているが、それら結果を比較して、

近年の大学生は大学の授業は興味のあるものより

も「楽」な授業を選ぶ傾向にあり、また学習方法

や学校生活について大学の支援・指導を求める声

が増加していると報告している。まさに大学にお

いて学ぶべき知を「パッケージ化されたものとし

て他者から投げ与えられるもの」（広田、2019:p.77）
と認識しつつあるとも考えられる。 
 
1.3. 本稿の目的と分析枠組み 
 以上のような現状認識をもとに、本稿の目的は

2 点ある。第一に、いわゆるコロナ禍により急遽

行われた 2020 年 4 月から 7 月の「オンライン授

業」は、大学教員と大学生に何をもたらしたのか

という状況分析を行うことである。そして第二に、

その状況分析を踏まえ、今後の大学教育研究にお

いて分析すべき課題を提示することである。 

 
 図 1 活動システムモデル（エンゲストローム 1987 より作成） 

 

分析枠組みとしては、エンゲストロームの「活

動理論」における「活動システム」という分析単

位を用いる。「活動理論」は、1920年代から1930
年代初頭にヴィゴツキーおよびその共同研究者た

ちが提唱した、伝統的な心理学を革新する試みが

起源とされる。このヴィゴツキー学派は、人間を

研究するために文化の概念を導入した。つまり、

「主体」による文化的なモノ・コト・記号に媒介

された行為、「対象」（目的や動機）に向かう行為
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にかかわる情報・能力を教員間で積極的に開示・

交換・共有するようなことはなく、それが「ルー

ル」となっていたともいえる。しかし、前述の「矛

盾」の解決策として教員間の情報交換（「分業」）

が行われたことで、「共同体」が構築されたと考え

られる。このような情報交流会は、関西大学の場

合、前述のとおりオンライン・オフライン双方で

教育開発センターが開催し、延べ 764名の教員が

参加したが、このような形式の他にも自然発生的・

非公式的なものも想定できる 1。 
 以上を図にまとめたものが図 2である。ここ

で注目すべきは、「拡張」が生じている点であ

る。「拡張」は、「活動システム」内の諸矛盾が激

しくなり、それを契機に新たなシステムへと変化

していく過程で起こる。図2の中では灰色の下 
 

向き矢印としてあらわしたものである。従来は 
「主体」「対象」「道具」の上部三角形の内部で行

われていた活動が、「共同体」の発見により、「オ

ンライン授業スキル」を利用可能な知識に変え、

矛盾を乗り越えているのである。 
 
2.2. 授業構築における共同体の可能性 
 以上の分析より、析出できる研究課題は 2つあ

る。ひとつは、教員「共同体」の構築に関するも

のだ。従来、論文などの形式で大学の授業の「実

践報告」は数多く発表されている。またそれをヒ

ントに各教員が自らの授業を構築していくことは

当然行われてきた。しかし今回新たな成立可能性

を指摘しているのは、それぞれの大学・あるいは

学部にかかわる教員の、授業にかかわる共同体で 
 

＜道具＞ 
従来の授業スキル 

VS 
オンライン授業スキ

 

＜ルール＞ 
（非意図的） 
情報・能力隠匿 

VS 
情報共有 

＜主体＞ 
大学教員 

＜対象＞ 
授業 

＜成果＞ 
単位授与

理由

＜共同体＞

？ 
VS 

「教員間の情報交換会が情報源として有

効」という経験による教員間関係の構築 

＜分業＞ 
？ 
VS 

情報交換 

＜道具＞―＜対象＞ 
適合性の「矛盾」 

授業とは何か 
（授業観）の 
ゆらぎ？ 

＜道具＞に関する 
知識の「矛盾」 

図 2 教員にとっての授業という活動の変化 
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ある。各大学・学部がそれぞれのポリシー・環境 
に応じた授業を構築する際に必要な情報を交換し、

新たな授業を構築する資源ともなり、そこで生ま

れる新たな関係性への可能性も含む。双方向的・

互酬的・水平的であり、また「評価」よりも「協

働」による 3 授業構築が目指されるだろう点で、

前出の中央教育審議会答申「学士課程教育の構築

に向けて」（2008）におけるFDの姿とも異なる、

新たなシステムとなる可能性がある。今後の課題

としては、このような共同体の実態把握と維持の

可能性分析が必要となるだろう。 
またもうひとつは、「授業観のゆらぎ」に関する

ものだ。授業のやり方を大きく揺さぶられたこと

によって、個々の教員は授業の内容・方法・価値

判断基準など、様々な側面から内省や自覚の機会

を得たと考えられる。そこからいわゆる「授業観」 
 

の変容は起こったのか、起こったとすればどのよ

うなものであったのかを分析することにより、今

後の大学教育の内実がどのように変容していくか

が見えてくる可能性がある。 
 
3. 学生にとっての 2020 年春学期オンライン授

業 
3.1. 従来と 2020年春学期 
 本節ではまず、コロナ禍以前の授業という「活

動」を、学生を「主体」として「活動システム」

モデルで整理する。大学における授業を「対象」

とした活動は、学生を「主体」とし、（従来の）授

業スキルを媒介として成立してきた。この授業ス

キル、つまり「道具」は例えば教科書・ノートテ

イキング・PCスキル・同じ授業を受ける友人や先

輩からの情報収集能力などがあげられる。経験に 
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図 3 学生にとっての授業という活動

 

にかかわる情報・能力を教員間で積極的に開示・

交換・共有するようなことはなく、それが「ルー

ル」となっていたともいえる。しかし、前述の「矛

盾」の解決策として教員間の情報交換（「分業」）

が行われたことで、「共同体」が構築されたと考え

られる。このような情報交流会は、関西大学の場

合、前述のとおりオンライン・オフライン双方で

教育開発センターが開催し、延べ 764名の教員が

参加したが、このような形式の他にも自然発生的・

非公式的なものも想定できる 1。 
 以上を図にまとめたものが図 2である。ここ

で注目すべきは、「拡張」が生じている点であ

る。「拡張」は、「活動システム」内の諸矛盾が激

しくなり、それを契機に新たなシステムへと変化

していく過程で起こる。図2の中では灰色の下 
 

向き矢印としてあらわしたものである。従来は 
「主体」「対象」「道具」の上部三角形の内部で行

われていた活動が、「共同体」の発見により、「オ

ンライン授業スキル」を利用可能な知識に変え、

矛盾を乗り越えているのである。 
 
2.2. 授業構築における共同体の可能性 
 以上の分析より、析出できる研究課題は 2つあ

る。ひとつは、教員「共同体」の構築に関するも

のだ。従来、論文などの形式で大学の授業の「実

践報告」は数多く発表されている。またそれをヒ

ントに各教員が自らの授業を構築していくことは

当然行われてきた。しかし今回新たな成立可能性

を指摘しているのは、それぞれの大学・あるいは

学部にかかわる教員の、授業にかかわる共同体で 
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よりこれらを獲得してきた主体は、これら利用可

能な知識を活用することで授業を受けていく。ま 
た、同じ授業を受ける／受けてきたメンバーとも

対面で知り合う機会があることで、緩やかな「共

同体」を構築し、授業内での役割分担や授業外で

の情報共有などで「分業」を成立させていた。 
 次に、2020年春学期の授業を同様に「活動シス

テム」モデルで整理する。対面授業の停止により、

従来おのずと作られていた「共同体」が、教員と

個々の学生間の 1対 1でのみ成立し、学生間では

不可能となった。それに伴い学生間の「分業」も

成立しない。よって、学生は授業にかかわる責任

を孤独に引き受けがちとなる。換言すれば、授業

を受けるには、個々の学生は従来に比べ利用可能

な資源が圧倒的に不足していたのである。また「ル

ール」には大幅な変更がおこる。例えば、従来は

時間割という「ルール」に従って進んでいた授業

が、オンデマンド授業の増加によりアクセス可能

な時間帯の自由度が大きくなった。つまり学生に

とっては自律性を求められる機会が非常に多くな

ったといえる。 
 以上を図にまとめたものが図 3である。ここで

注目すべきは、エンゲストロームの用いる「拡張」

というタームに倣っていえば、「縮小」的移行が生

じている点である。図 3の中では灰色の上向き矢

印としてあらわしたものである。従来は「主体」

「対象」「道具」のみならず、「共同体」「分業」「ル

ール」と三角形全体で行われていた活動が、「共同

体」メンバーの圧倒的な縮小によって、上部の三

角形でのみ、つまり学生個々がすべてに自ら対応

しなければならなくなっている状況が読み取れる。 
 
33..22..  自自律律性性・・学学生生間間共共同同体体・・経経済済的的状状況況ととのの関関連連

可可能能性性  
 以上の分析より、析出できる研究課題は３つあ

る。ひとつは、学生の自律性にかかわる課題であ

る。前述のように、「ルール」の大幅な変更により、

学生はそれぞれに自律性の高い学びを急遽余儀な

くされた。これにより、近年学びにおける自律性

に重きを置かなくなっているとされる学生 2 に、

どのような変容が起こったのかを、今後分析する

必要があるだろう。 
 またひとつは、成立しなかった学生間の共同体

にかかわる課題である。大学生における交友関係

の充実度は、主観的幸福度や学びの充実度、大学

への定着度に正の影響があることは、既に谷田川

(2018)や佐々木他(2018)など、多くの調査から指

摘されている。関西大学は7月 1日に新入生の友

達づくり支援サイト「触れずにフレンズ」を開設

し、所属や趣味など複数のカテゴリに分かれた掲

示板を利用することで交流を促すなど、学生間共

同体構築支援にすでに手を付けている。今後はど

のような支援が効果的か、またオンラインでの共

同体構築の可能性と限界についても分析していく

必要があるだろう。 
 さらに、これらふたつを統合して考える可能性

もある。広田（2019）は、田中（2013）の提示す

る新時代の大学教育モデルである「互いに自己生

成する教員集団と学生集団が多様に織りなす＜新

たな学問教育ネットワーク＞」という概念に注目

し、前出の「自律的学習者モデル」と「教育プロ

グラム・モデル」とを統合するヒントとしている。

それが「自律的学習者（たち）へと成長させる場」

としての大学であるという。「入学時には受動的で

選択能力の乏しい存在だった学生を、在学中の間

に能動的で自己選択によって学習し続けられる存

在に変えていく、という教育である。」（p.78）で

は、その自律性成長のためには何が必要だろうか。

広田（2019）は、「カリキュラムに盛り込まれたフ

ォーマルな教育機会とは別に、学生たち自身の相

互交流が自律的学習への契機をはらむよう、キャ

ンパスの環境や授業外の行事なども工夫される必

要がある」(p.79)とする。このような環境整備は効

果測定が困難ではあるが、「学生たち自身の相互交

流」と「自律的学習者」への成長の関連性を含め、

大学教育における課題解決策の一つとして分析・

デザインしていくべきではないだろうか。 
 最後のひとつは、学生が様々な問題に対し個人

での対応を行わざるを得なかった状況にかかわる

問題である。新たに必要となったオンライン授業
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受講のための「道具」には、授業にアクセスする

ための各種機器、インターネット環境、受講環境

（家の広さ、部屋数、家具など）が含まれる。こ

れらの有無・質は学生の家庭環境・経済状況に大

きく左右されると考えられる。学生の経済的困窮

度は幸福度に負の影響を、留年不安に正の影響を

与えていることも、既に佐々木他(2018)の調査な

どでも明らかとなっている。各大学でも様々な就

学支援が策定・実施され、関西大学でもノートパ

ソコンの貸し出しや一人暮らしの学生を対象とし

た一律金支給などが実施されている。引き続き学

生の状況把握調査は重要であり、経済状況によっ

て学修に妨げが生じないよう、各種策定を図って

いくべきであろう。 
 
44..  おおわわりりにに  
 2020 年 4 月から大学教育に急遽取り入れられ

たオンライン授業は、大学教員と学生それぞれに

どのような影響を与えたのか。本稿では、この課

題を分析することを通じて今後の大学教育研究の

視座を得るため、エンゲストロームの「活動シス

テム」理論を用いて「大学における授業」活動を

分析した。その結果、教員を主体とすると、これ

までになかった「授業に関わる教員共同体」を構

築した可能性と、「授業観」の変容が起こった可能

性があることを析出した。そこから、新たな教員

共同体の実態および維持の可能性、また個々の教

員における授業観変容の有無と内容を分析してい

くことが今後の研究課題となることを指摘した。

一方で学生を主体とすると、学びに関わる「自律

性」が高まった可能性と、「学生間共同体」を構築

する機会を奪われたことによる学生個々人への矛

盾の集積が析出された。そこから、学生の学びの

自律性の変容の有無を分析すること、また学生間

共同体構築の支援の必要性およびその方法の分析

や、学生個々の経済状況の把握および支援の必要

性を指摘した。 
活動理論においては、実践が変化していく過程

も把握しうる。例えば今回教員には「拡張」とい

う変化が起こっていると指摘したが、その拡張的

学習のサイクルもモデル化されている（エンゲス

トローム、1999）。本稿ではこのモデルを用いた変

化の過程把握には至らなかったが、引き続き分析

し、教員の交流会がスプリングボードとして機能

したのか、今後新しい教員共同体というモデルは

実践されていくのかを考察していきたい。 
また今回は、教員の活動と学生の活動をそれぞ

れ分けて考えた。活動理論第三世代の主張である、

文化的に多様な二つ以上の組織間の相互作用（山

住、2004）を分析するには至らなかったといえる。

教員の活動システムと学生の活動システムが、対

話を通して新たな「対象」を生み出し、そのフィ

ードバックによってそれぞれの活動を変革する、

という活動システムのシナリオは成立するのか。

引き続き分析していきたい。 
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吉田文(2020)「大学「教育」は改善したのか― 
30年間の軌跡―」『教育学研究』87(2),178- 
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オオンンラライインン（（オオンンデデママンンドド型型））授授業業のの実実践践ととそそのの課課題題にに関関すするる一一考考察察  

――  初初年年次次教教育育、、及及びび情情報報教教育育ににおおけけるるススタタデディィ・・ススキキルル科科目目をを題題材材にに  ――  
PPrraaccttiicceess  aanndd  IIssssuueess  iinn  OOnn--DDeemmaanndd  CCllaassss::  BBaasseedd  oonn  SSttuuddyy  SSkkiillll  CCoouurrssee  iinn  aa  

FFiirrsstt--YYeeaarr  UUnniivveerrssiittyy  EEdduuccaattiioonn  aanndd  IInnffoorrmmaattiiccss  EEdduuccaattiioonn  
 

吉田由似（関西大学文学部） 
上田一紀（静岡県立大学短期大学部一般教育等） 

Yuni Yoshida（Kansai University, Faculty of Letters） 
Kazuki Ueda（Junior College, University of Shizuoka, Department of Liberal Arts） 

  
要要旨旨  
  本研究では、A 大学 B 学部・C 大学短期大学部において、オンライン（オンデマンド型）で実

施したスタディ・スキル科目の授業実践をもとに、オンデマンド型授業の成果や課題を整理・検

討した。具体的には、リアクションペーパーの記述内容、及びアンケート調査の自由記述の内容

をテキストマイニングの手法を用いて分析した。その結果とアンケート調査の回答の考察から、

多くの受講生がオンデマンド型であっても、スタディ・スキルの育成を目的とした演習・実習科

目において、知識やスキルを身に付けたと自己評価していることが示された。また、演習・実習

を伴うオンデマンド型授業のメリットとしては「教材」に対するポジティブな意見が抽出できた。

課題には「時間と空間の共有」に起因する問題群が挙げられ、今後、各大学間の実践のさらなる

共有が必要とされる。 
  
キキーーワワーードド  オオンンラライインン授授業業、、オオンンデデママンンドド型型、、ススタタデディィ・・ススキキルル、、初初年年次次教教育育、、情情報報教教育育／／OOnnlliinnee  
CCllaassss,,  OOnn--DDeemmaanndd  CCllaassss,,  SSttuuddyy  SSkkiillll,,  FFiirrsstt--YYeeaarr  UUnniivveerrssiittyy  EEdduuccaattiioonn,,  IInnffoorrmmaattiiccss  
EEdduuccaattiioonn  
 
11..  ははじじめめにに  

2020 年度は新型コロナウイルスの感染拡大を

防止するため、各大学が手探り状態でオンライン

授業を開始した。筆者らが主として担当する、ス

タディ・スキルの育成を目的とした科目（初年次

教育、情報教育）についても、オンラインで授業

を実施せざるを得ない状況となった。2020 年度の

半期が終了した時点で、対面授業とオンライン授

業を併用させる等、多様なスタイルで授業を実施

している大学がすでに多く存在しており、今後の

オンライン授業のあり方が社会的な関心事ともな

っているといえよう。このような状況において、

実施されたオンライン授業を評価することが求め

られており、とりわけ、各大学で重要視されてい

る（多くの大学で取り組まれている）スタディ・

スキルの育成を目的とした実習・演習型科目（以

下、スタディ・スキル科目）をオンラインで実施

することに関して、得られた知見を整理・共有し

ていくことは重要であると考えられる。 
 そこで、本稿では、筆者らがオンライン（オン

デマンド型）で実施したスタディ・スキル科目の

授業実践を振り返り、これらの実践から見出され

るオンデマンド型授業の成果や課題を、整理・検

討することを主たる目的とする。また、検討過程

で、オンデマンド型での授業実施がスタディ・ス

キルの育成にどのような影響を与えるかについて

も若干の考察を加える。 
具体的には、近畿地方 A 大学 B 学部 1 年次開

講科目「初年次科目 X」を受講した学生によって

記入されたリアクションペーパー（Reaction 
Paper、以下RP と記す）の内容、及び東海地方C
大学短期大学部 2 年次開講科目「情報の活用」を

な議論のためにー』名古屋大学出版会 
佐々木俊一郎,山根承子,マルデワ・グジェゴシュ,
布施匡章,藤本和則(2018)「大学生の幸福度と

学業に対する主観的評価：アンケート調査と学

業データによる分析」『生活経済学研  
究』47,84-99 

田中毎実(2013)「なぜ「教育」が「問題」とし 
て浮上してきたのか」広田照幸他編『シリーズ

大学 5 教育する大学―何が求められているの

か』岩波書店,21-48 
山住勝広(2004)『活動理論と教育実践の創造―拡

張的学習へ―』関西大学出版部 
山住勝広,エンゲストローム編(2008)『ノットワ

ーキング―結び合う人間活動の創造へ―』新曜

社 
山住勝広(2017)『拡張する学校―協働学習の 
行動理論―』東京大学出版会 

谷田川ルミ(2016)「大学における“つながり” 
の重要性」ベネッセ教育総合研究所『第 3回 
大学生の学習・生活実態調査報告書』株式会社 
進研アド,40-47 

吉田文(2020)「大学「教育」は改善したのか― 
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受講した学生を対象としたアンケート調査の内容

をもとに、これらのオンデマンド型授業の成果・

課題を検討していく。 
こうした整理・検討を行うことで、本稿は、今

後のスタディ・スキルの育成やアクティブラーニ

ングをコンセプトとした科目、及びこれらを対象

とした研究を発展につなげるための基礎資料とし

て、位置づけられよう。 
 
22..  オオンンデデママンンドド型型のの授授業業実実践践とと学学びびのの様様相相（（11））  
22..11..  「「初初年年次次科科目目XX」」概概要要  
 筆者の担当する科目「初年次科目 X」は、初年

次教育の一環として設けられた科目であり、主に

スタディ・スキルの習得を目的とする。具体的に

は、「読む」「調べる」「書く」「発表する」「議論す

る」といった5 つのスキルが挙げられる。 
 本科目はA 大学B 学部の春学期（前期）開講の

必履修科目であり、B 学部の 1 年次生全員が受講

できるよう全 32 クラスが設けられている。また

演習科目であることから、受講生の主体的な学び

と一人一人のスキルの育成を目的とし、少人数制

（25～26 名）クラスとして編成されている。筆者

はそのうちの1 クラスを担当している。 
 各クラスの担当教員が異なることから、共通の

教科書、及び次の 4 つの項目（A）資料のポイン

トをつかむ：文献・資料を的確に読む能力、（B）

レポート・論文を書く：テーマに応じて、自分自

身の見解を論理的にまとめた文章を作成する能力、

（C）プレゼンテーション：調査した内容や自己の

見解を口頭で発表する能力、（D）図書館・コンピ

ュータの利用技術：文献検索・収集の方法、その

他大学での学習に必要な技術の習得、に重点を置

いて行うよう定められている。 
 先に述べたように、2020 年度、本科目はオンデ

マンド型で実施した。具体的には、LMS
（Learning Management System）とクラウドス

トレージサービス（Dropbox）を用いて授業内容

の重要箇所をまとめた講義資料（レジュメやワー

クシート）、及びPowerPoint（以下、PPT と記す）

によるナレーション付きの講義動画（音声付きの

動画による解説）を配布し、これらを閲覧・視聴

させた。講義資料は、指定の教科書に加え、他の

参考資料を踏まえながら作成した。 
 毎回、講義（担任者による解説）と演習（受講

生による自主学習）を繰り返し行い、RP や課題の

提出を求めた。本クラスは、演習に取り組む回数

や時間が多く、いつも以上に詳細なフィードバッ

クが必要になると考えられるため、全ての提出物

を添削して返却することとした。また授業に関す

る連絡事項は、全てLMS のタイムライン機能（掲

示板）を用いて通知した。以下、授業内容の詳細

を示す。 
 第 1 回は、本クラスの授業概要や評価基準等に

ついて説明し、今後のクラス運営を円滑に行うた

めに受講生による自己紹介を求めた。「自己紹介シ

ート」には、名前と自己紹介（自己PR）、現在関

心のある分野や研究テーマについて記載する欄を

設け、担任者のメールアドレス宛に作成した同シ

ートを送付するよう指示した。メールアドレスを

公開し、PC 操作を求めたのは、受講生の PC ス

キルの程度を把握した上で、メールの送り方、マ

ナー等を学んでもらおうという意図からである。

さらに一度メールでのやりとりをしておくと、担

任者が受講生との連絡手段を確保できるという利

点、または受講生にとっても担任者への質問・相

談等をしやすくなるという利点がある。 
 第 2 回は、図書館・コンピュータを活用した「文

献・資料を調べるスキル」の習得を目指し、情報

検索の必要性や重要性、情報源の種類や特徴、そ

れらの主な検索方法や手順について講義を行った。

情報検索のトレーニングとして、講義資料に基づ

き、関心のある分野や研究テーマに関する資料検

索の実践、及びワークシート(a)「情報検索のふり

かえり＆実践報告」の提出を求めた。 
 第 3～4 回は「文献・資料を読むスキル」の習得

を目指し、大学で読む機会の多い学術書や論文等

の文章の特徴、それらの文章を効率よく読み理解

する読解方法とその手順について説明した。さら

に、文献資料の要約方法・批判的読解方法やその

後の議論展開の仕方について講義を行った。要約・
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批判的読解のトレーニングとして、担任者指定の

課題図書を読み、ブックレポート（要約と批判的

考察）を作成することを課題とした。 
 第 5～14 回は「テーマに応じて、自分の見解を

論理的にまとめた文章を書くスキル」の習得を目

指し、自分の関心のある研究テーマに関するレポ

ートの作成を課題として課した。 
 各回について見ていくと、第 5 回に、大学で求

められることの多い論証型レポートに関する基礎

知識とその執筆手順について講義を行い、各自論

証型レポートで「何を書くか」を明確にする作業

を行わせた。その作業には、ワークシート(b)「テ

ーマ、及び問い・答え・理由の考察」を用いた。 
 第6回はレポート執筆のための準備期間として、

第 5 回の授業内容のふり返りとワークシート(b)
の提出に向けて、引き続き、各自「何を書くか」

を明確にする作業を行うよう指示した。第7回は、

教員が添削したワークシート(b)を返却し、そのコ

メント・指示をもとに引き続きレポートの執筆の

準備を行わせた。 
 第 8～9 回は従来の授業計画を変更し 1、レポー

ト執筆に向けた準備期間を延長して、再度第 5 回

での講義資料のふり返りと添削・返却したワーク

シート(b)を参考に、改めて、ワークシート(c)「テ

ーマ、及び問い・答え・理由の再考」の提出を求

めた。第 7 回と同様に、随時、個別にワークシー

ト(c)を添削・返却し、そのコメントに基づき、必

要に応じて同シートの加筆修正を行わせた。 
 第 10～11 回は、論証型レポートに関する基礎

技術の習得を目的として、レポートの構成（アウ

トライン）、書き方の手順、引用・参考文献につい

て講義を行った。レポートの執筆に向け、ワーク

シート(d)「アウトラインの考察」を用いて、アウ

トライン（序論・本論・結論の 3 部構成）に入れ

込む要素を詳細に記述・作成し、提出するよう求

めた。 
 第 12～14 回は、第 10～11 回の授業内容をふり

返り、教員が添削し返却したワークシート(d)を参

考に、同シートの加筆修正を促した。その上で、

完成したアウトラインに沿って、各自レポートの

執筆に取り掛かるよう指示した。さらに、評価基

準となる「論証型レポートにかんするルーブリッ

ク」を活用して、何度もレポートを見直すよう促

した。そして、レポート課題の提出と併せて自己

評価済みのルーブリックを提出するよう指示した。 
 また、レポートの作成期間中は、段階的に「調

べる」「読む」「書く」というスキルを習得できる

ように、個人のスキル習熟度に応じて、受講生か

らの質問に個別に対応しながらワークシートのフ

ィードバックを繰り返し行った。 
 また今回特別に設けた番外編では、オンデマン

ド型では実施できなかった「発表する・議論する

スキル」について学んでもらえるよう、プレゼン

テーションに関する基礎知識・技術の習得を目的

として、プレゼンテーションや発表資料の作成の

仕方について講義を行った。 
 第 15 回は、第 1 回に提示したガイダンスの内

容をもとに、本科目がどのような講義であったか、

どのような取り組み態度・姿勢が求められてきた

かを改めて確認した。そして、第 2～14 回にわた

って各スキルを獲得するための基礎的なトレーニ

ングを積んできたことを踏まえ、授業全体のふり

返りを行った。 
 
22..22..  調調査査方方法法  
 本調査は、RP の記述内容をもとに、オンデマン

ド型で受講した受講生の学びの様相を明らかにす

るとともに、オンデマンド型授業の成果や課題の

輪郭を描くことを目的とする。以下、その調査方

法の詳細を述べる。 
 
22..22..11..  調調査査対対象象・・対対象象授授業業  
 2020 年度春学期（前期）に開講された「初年次

科目 X」（全 15 回）の履修者 25 名を調査対象者

とし、第 15 回目の RP の記述内容を分析の対象

とする。第 15 回は授業最終回にあたり、授業全

体を通して得られた各学生の学びの様相や展開を

総体的に捉えるための有効な RP として位置づけ

られるからである。 
 RP とは、教員が授業時間内もしくは終了時に

受講した学生を対象としたアンケート調査の内容

をもとに、これらのオンデマンド型授業の成果・

課題を検討していく。 
こうした整理・検討を行うことで、本稿は、今

後のスタディ・スキルの育成やアクティブラーニ

ングをコンセプトとした科目、及びこれらを対象

とした研究を発展につなげるための基礎資料とし

て、位置づけられよう。 
 
22..  オオンンデデママンンドド型型のの授授業業実実践践とと学学びびのの様様相相（（11））  
22..11..  「「初初年年次次科科目目XX」」概概要要  
 筆者の担当する科目「初年次科目 X」は、初年

次教育の一環として設けられた科目であり、主に

スタディ・スキルの習得を目的とする。具体的に

は、「読む」「調べる」「書く」「発表する」「議論す

る」といった5 つのスキルが挙げられる。 
 本科目はA 大学B 学部の春学期（前期）開講の

必履修科目であり、B 学部の 1 年次生全員が受講

できるよう全 32 クラスが設けられている。また

演習科目であることから、受講生の主体的な学び

と一人一人のスキルの育成を目的とし、少人数制

（25～26 名）クラスとして編成されている。筆者

はそのうちの1 クラスを担当している。 
 各クラスの担当教員が異なることから、共通の

教科書、及び次の 4 つの項目（A）資料のポイン

トをつかむ：文献・資料を的確に読む能力、（B）

レポート・論文を書く：テーマに応じて、自分自

身の見解を論理的にまとめた文章を作成する能力、

（C）プレゼンテーション：調査した内容や自己の

見解を口頭で発表する能力、（D）図書館・コンピ

ュータの利用技術：文献検索・収集の方法、その

他大学での学習に必要な技術の習得、に重点を置

いて行うよう定められている。 
 先に述べたように、2020 年度、本科目はオンデ

マンド型で実施した。具体的には、LMS
（Learning Management System）とクラウドス

トレージサービス（Dropbox）を用いて授業内容

の重要箇所をまとめた講義資料（レジュメやワー

クシート）、及びPowerPoint（以下、PPT と記す）

によるナレーション付きの講義動画（音声付きの

動画による解説）を配布し、これらを閲覧・視聴

させた。講義資料は、指定の教科書に加え、他の

参考資料を踏まえながら作成した。 
 毎回、講義（担任者による解説）と演習（受講

生による自主学習）を繰り返し行い、RP や課題の

提出を求めた。本クラスは、演習に取り組む回数

や時間が多く、いつも以上に詳細なフィードバッ

クが必要になると考えられるため、全ての提出物

を添削して返却することとした。また授業に関す

る連絡事項は、全てLMS のタイムライン機能（掲

示板）を用いて通知した。以下、授業内容の詳細

を示す。 
 第 1 回は、本クラスの授業概要や評価基準等に

ついて説明し、今後のクラス運営を円滑に行うた

めに受講生による自己紹介を求めた。「自己紹介シ

ート」には、名前と自己紹介（自己PR）、現在関

心のある分野や研究テーマについて記載する欄を

設け、担任者のメールアドレス宛に作成した同シ

ートを送付するよう指示した。メールアドレスを

公開し、PC 操作を求めたのは、受講生の PC ス

キルの程度を把握した上で、メールの送り方、マ

ナー等を学んでもらおうという意図からである。

さらに一度メールでのやりとりをしておくと、担

任者が受講生との連絡手段を確保できるという利

点、または受講生にとっても担任者への質問・相

談等をしやすくなるという利点がある。 
 第 2 回は、図書館・コンピュータを活用した「文

献・資料を調べるスキル」の習得を目指し、情報

検索の必要性や重要性、情報源の種類や特徴、そ

れらの主な検索方法や手順について講義を行った。

情報検索のトレーニングとして、講義資料に基づ

き、関心のある分野や研究テーマに関する資料検

索の実践、及びワークシート(a)「情報検索のふり

かえり＆実践報告」の提出を求めた。 
 第 3～4 回は「文献・資料を読むスキル」の習得

を目指し、大学で読む機会の多い学術書や論文等

の文章の特徴、それらの文章を効率よく読み理解

する読解方法とその手順について説明した。さら

に、文献資料の要約方法・批判的読解方法やその

後の議論展開の仕方について講義を行った。要約・
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配布し、授業内容に対する意見や感想等を受講生

に記入してもらうコメント用紙の一種である。一

般的に紙媒体のツールであるとされているが、今

回はオンデマンド型授業であるため、筆者が作成

した電子媒体のRP（Word ファイル）を用いて実

施した。RP の具体的な内容は後述する。 
 RP が、個々の授業における学生の多様な学び

の様相や実態を可視化するにあたって有意義なデ

ータであることは既に指摘されている（須田、

2015）。本稿でも、学生が学びを省察した RP の

記述内容に着目し、受講生たちの様々な学びの具

体的な状況を捉える。 
 
22..22..22..  調調査査内内容容・・手手続続きき  
 本クラスでは、LMS にアップロードされた講

義資料と講義動画を閲覧・視聴させ、毎回、受講

生に RP の記入を求めた。オンデマンド型授業で

あるため、RP は期日を定めてLMS または指定の

メールアドレス宛に提出させた。なお、RP には授

業内容の理解状況、授業についての感想を書くこ

とを求めた。具体的には「今回の授業で学んだこ

と」「今回の授業内容に関する感想」「今回の授業

に関する質問」という記入欄を設けた。授業最終

回である第 15 回では、授業全体のふり返りを目

的として「授業全体を通して学んだこと」「授業全

体に対する感想」の記入を求めた。さらに、オン

デマンド型授業を受けた上での感想（メリット・

デメリット）を記入させた。 
 
22..22..33..  分分析析方方法法  
 第 15 回の RP の記述内容の分析には、テキス

トマイニング専用のソフトウェア KH Coder
（Version3.Beta.01g）を利用する。分析にあたっ

ては、まず、テキスト欠損値や、誤字脱字の修正

等、データのクリーニングを行った。次に「講義」

「授業」、「動画」「映像」等の同義語、「沢山」「た

くさん」、「事」「こと」等の漢字やひらがな表記の

統一、「パワポ」や「ネット」等の略語表記を修正

した。 
 

22..33..  調調査査結結果果・・考考察察  
22..33..11..  授授業業全全体体（（全全 1155 回回））をを通通ししてて「「学学んんだだここ

とと」」のの分分析析  
 図 1 は、「授業全体を通して学んだこと」につい

ての共起ネットワーク図であり、8 つのグループ

（サブグラフ、subgraph）が示されている。共起

ネットワーク図は、出現数が多い語ほど大きい円

で表され、また共起の程度が強いほど太い線で描

写されている。さらに、比較的強く互いに結びつ

いている部分を自動的に検出してグループ化し、

その結果を色分けして表している。右端に示され

ているFrequency は、抽出された語の出現回数を

円の大きさで表している。 
 

 
図図 11    「「授授業業全全体体をを通通ししてて学学んんだだこことと」」にに関関すするる  

共共起起ネネッットトワワーークク図図  

 
 図 1 の中で最も円が大きく、出現回数の多い抽

出語が示されたのは 02 のグループである。グル

ープ 02 では「レポート」「書く」「学ぶ」「書き方」

「論証」「必要」等の語が含まれている。該当する

RP の記述内容を見ると「今学期の講義全体で、論

証型レポートの書き方についてしっかりと学ぶこ

とができました」「この講義では書く、読むなど大

学生として学ぶ上で、必要不可欠なスタディ・ス

キルについて詳しく学ぶことができた」「これから

レポートを書いていくにあたって必ず必要になる

知識を学びました」等が挙げられる。これらの抽

出語同士の関連付けから、オンデマンド型授業で

あっても、大学生として学ぶ上で必要なスタディ・
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スキルに関する知識や、論証型レポートの書き方

等のノウハウを習得したと学生たちが感じている

様子が読み取れる。 
 授業全体における学生の学びの様相や展開を捉

えるためにも、その他のグループに示されている

抽出語、及び抽出語同士の関連付けを順に見てい

く。グループ01 では「大学」「生活」「基礎」「知

る」等の語が抽出され、その抽出語をつなぎ合わ

せた記述内容として、「講義全体でレポートの書き

方だけでなく、今後の大学生活に活かせる知識を

しっかり学ぶことができた」「これからの大学生活

における情報検索や情報処理、レポートの書き方、

発表など全ての研究活動の基礎となるものです」

「批判的読みはレポートや論文を書くだけでなく、

ニュースやインターネット上の情報などを見ると

きの日常生活においても役立つものであると考え

る」が挙げられる。これらのことから、学生たち

が今後の大学生生活における学びや研究活動、さ

らには日常生活へと視野を広げて、得られた知識

や学びの成果を活かそうとする姿勢が読み取れる。 
 グループ 03 では「情報」「資料」「集める」や

「テーマ」「問い」「答え」「考える」といったレポ

ート作成に関する語が抽出されており、RP の記

述内容も「レポートを書くときは、まずテーマを

決め、そのテーマに関する資料を集める。そこか

ら問いを設定し、答えを明確にする」「アウトライ

ンを考えてから本文に取り掛かる」等、レポート

作成手順や問い、答え、理由といった論証型レポ

ートの根幹となる 3 点を理解し、習得したと学生

たちが評価していることが読み取れる。またグル

ープ 04 でも「スキル」「読む」「重要」等の抽出語

が現れ、「調べるスキル、読むスキル、書くスキル

の全てが揃ってこそ、良いレポートを書くことが

できるということを学びました」といったレポー

ト作成に欠かせない各スキルの重要性にも理解を

示している様子が見られる。さらに、グループ 05
でも、レポートでは「自分」の「意見」を「裏付

ける」「理由」を書き、「参考」にした「文献」は

明確に示す必要があるといった論証する上で重要

な客観性や信憑性への理解を示す様子が要約でき

る。またグループ 06 でも、レポートを書くため

には「多く」の「工程」を重ね、「正しい」情報を

「使う」ことが求められていることや、グループ

07 のように引用には「たくさん」の「ルール」が

あること、グループ 08 のようにレポートを書く

ときには数多くの「段階」を「踏む」必要がある

ことへの理解を示していると要約できる。 
 
22..33..22..  授授業業全全体体（（全全 1155 回回））にに関関すするる「「感感想想」」のの

分分析析  
 図 2 は「授業全体に対する感想」に関する共起

ネットワーク図であり、8 つのグループが示され

ている。 
 

 
図図 22  「「授授業業全全体体にに対対すするる感感想想」」にに関関すするる  

共共起起ネネッットトワワーークク図図  

 
図 2 の中で最も円が大きく、出現回数の多い抽

出語が示されたのは 02 のグループである。グル

ープ 02 では「レポート」「書く」「学ぶ」「課題」

「講義」「活かす」等の語が含まれている。抽出語

をつなぎ合わせた RP の記述内容を見ると「レポ

ート作成の基礎から学び、毎回の講義資料を参考

にしながらレポートを書いていくのは難しかった

けど楽しかった」「レポートの書き方について苦に

ならずに学ぶことができました」「他の講義でもレ

ポートを作成する課題があったのですが、この講

義で学んだことを活かしてレポートを作成したの

で、とても有意義な講義だと感じました」「これか

らも今回学んだことを活かして、レポートを書い

配布し、授業内容に対する意見や感想等を受講生

に記入してもらうコメント用紙の一種である。一

般的に紙媒体のツールであるとされているが、今

回はオンデマンド型授業であるため、筆者が作成

した電子媒体のRP（Word ファイル）を用いて実

施した。RP の具体的な内容は後述する。 
 RP が、個々の授業における学生の多様な学び

の様相や実態を可視化するにあたって有意義なデ

ータであることは既に指摘されている（須田、

2015）。本稿でも、学生が学びを省察した RP の

記述内容に着目し、受講生たちの様々な学びの具

体的な状況を捉える。 
 
22..22..22..  調調査査内内容容・・手手続続きき  
 本クラスでは、LMS にアップロードされた講

義資料と講義動画を閲覧・視聴させ、毎回、受講

生に RP の記入を求めた。オンデマンド型授業で

あるため、RP は期日を定めてLMS または指定の

メールアドレス宛に提出させた。なお、RP には授

業内容の理解状況、授業についての感想を書くこ

とを求めた。具体的には「今回の授業で学んだこ

と」「今回の授業内容に関する感想」「今回の授業

に関する質問」という記入欄を設けた。授業最終

回である第 15 回では、授業全体のふり返りを目

的として「授業全体を通して学んだこと」「授業全

体に対する感想」の記入を求めた。さらに、オン

デマンド型授業を受けた上での感想（メリット・

デメリット）を記入させた。 
 
22..22..33..  分分析析方方法法  
 第 15 回の RP の記述内容の分析には、テキス

トマイニング専用のソフトウェア KH Coder
（Version3.Beta.01g）を利用する。分析にあたっ

ては、まず、テキスト欠損値や、誤字脱字の修正

等、データのクリーニングを行った。次に「講義」

「授業」、「動画」「映像」等の同義語、「沢山」「た

くさん」、「事」「こと」等の漢字やひらがな表記の

統一、「パワポ」や「ネット」等の略語表記を修正

した。 
 

22..33..  調調査査結結果果・・考考察察  
22..33..11..  授授業業全全体体（（全全 1155 回回））をを通通ししてて「「学学んんだだここ

とと」」のの分分析析  
 図 1 は、「授業全体を通して学んだこと」につい

ての共起ネットワーク図であり、8 つのグループ

（サブグラフ、subgraph）が示されている。共起

ネットワーク図は、出現数が多い語ほど大きい円

で表され、また共起の程度が強いほど太い線で描

写されている。さらに、比較的強く互いに結びつ

いている部分を自動的に検出してグループ化し、

その結果を色分けして表している。右端に示され

ているFrequency は、抽出された語の出現回数を

円の大きさで表している。 
 

 
図図 11    「「授授業業全全体体をを通通ししてて学学んんだだこことと」」にに関関すするる  

共共起起ネネッットトワワーークク図図  

 
 図 1 の中で最も円が大きく、出現回数の多い抽

出語が示されたのは 02 のグループである。グル

ープ 02 では「レポート」「書く」「学ぶ」「書き方」

「論証」「必要」等の語が含まれている。該当する

RP の記述内容を見ると「今学期の講義全体で、論

証型レポートの書き方についてしっかりと学ぶこ

とができました」「この講義では書く、読むなど大

学生として学ぶ上で、必要不可欠なスタディ・ス

キルについて詳しく学ぶことができた」「これから

レポートを書いていくにあたって必ず必要になる

知識を学びました」等が挙げられる。これらの抽

出語同士の関連付けから、オンデマンド型授業で

あっても、大学生として学ぶ上で必要なスタディ・
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ていきたいと思っています」等のように、オンデ

マンド型による実施であっても、本授業の内容に

ポジティブな印象を持ち、さらには本授業の目的

や到達目標を十分に理解し、これらを達成したと

学生は自己評価していることが読み取れる。 
 さらに、その他のグループに示されている抽出

語、及びそれらの関連付けについても順に見てい

くと、グループ 01 では「高校」「不安」「丁寧」「添

削」「先生」といった語が抽出され、「高校までレ

ポートを書いたことがなかったので、大学に入っ

ていきなりレポートが書けるか不安でしたが、先

生が細かく丁寧に書き方を教えてくれたので、講

義資料を見ながらなんとか書き上げることができ

ました」「作業を行うことが多く、難しいと感じた

り、不安になったりすることもありましたが、丁

寧な講義資料と動画、添削があることによって一

つ一つ理解していくことができました」といった

感想が寄せられた。このことから、オンデマンド

型での実施に際し、教員が講義資料に加え、PPT
によるナレーション付きの講義動画等の教材作り

を工夫することや、対面授業の場合と同程度の学

生への支援を行うこと、また場合によってはそれ

以上に配慮することによって、教育効果が得られ、

さらには学習意欲を維持することができるといえ

る。 
 グループ03から抽出された語の関連性からは、

本授業内容が「今後」の「大学」「生活」で書く機

会の「多い」「論証型」レポートの書き方を学べて

良かったという感想や、グループ 04 からは「問

い」「答え」「理由」を「探す」作業等、「今回」様々

な課題をこなしながら最終的にレポートを「提出」

することとなったが、今後さらに論証型レポート

を書く「機会」が増えると予想されるため、より

良いレポートを書けるよう努力していきたいとい

った感想が要約できる。 
 グループ 05 では、抽出された語のつながりか

ら「毎回」の「講義資料」や「講義動画」が見や

すく、実際に「作業」をする際にも役に立ち、「理

解」しやすい授業だったといった授業自体の評価

に関する感想が要約できる。グループ 07 では授

業初回に「読解」や要約「方法」を学んだことが

その後のレポート作成に活かすことができたこと

への感想が要約でき、グループ 08 ではレポート

の書き方等の様々なスキルについて「詳しく」学

ぶことができたことから、他の授業でのレポート

「作成」や今後の大学生活に「役立て」ていきた

いといった感想が要約できる。このように本授業

を通して学んだスキルを様々な場面で活用しよう

とする学生たちの状況から、オンデマンド型の授

業であっても、十分な教育効果があり、さらには

学生の主体的かつ積極的に学ぼうとする姿勢が読

み取れる。 
 
22..33..33..  オオンンデデママンンドド型型授授業業ののメメリリッットト  
 オンデマンド型の授業を受けた上で、学生たち

がそれぞれに感じたメリットとデメリットに関す

るRP の記述を分析する。図 3 は「オンデマンド

型授業のメリット」についての共起ネットワーク

図であり、5 つのグループが示されている。 
 

 
図図 33  オオンンデデママンンドド型型授授業業ののメメリリッットトのの  

共共起起ネネッットトワワーークク図図  

 
 図 3 の中で最も円が大きく、出現回数の多い抽

出語が示されたのは 01 のグループである。グル

ープ 01 では「講義」「視聴」「動画」「好き」「時間」

「受ける」「良い」といった語が並んでいる。抽出

語に該当する RP の内容を見ると「好きな時間に

講義動画を視聴することができるなど、自分で時

間管理することができたことが良かった」「自分の
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好きな時間に課題に取り組めるので、課題に時間

をかけてよりレベルの高いものにできることが良

かった」等の記述が見られ、定められた授業時間

ではなく自分のペースで都合の良い時間に受講で

きたり、課題に取り組めたりできる点をメリット

として捉えていることが読み取れる。 
 グループ 02 では「いつでも」「質問」等といっ

た語が抽出され、「いつでも相談できること」「相

談や質問が遠隔の方がしやすいように感じました」

といった回答が得られた。オンデマンド型であれ

ば、教員と学生間の連絡手段はメールや LMS 等

を用いることとなるため、普段対面では質問し辛

く感じる学生も容易に問い合わせることができる

点や、学生の都合の良い時間に質問できる点がメ

リットとして示されている。 
 グループ 03 からは「対面」「繰り返す」「部分」

「聞く」「直せる」等の語が並び、「対面講義では

見直すことができない講義内容なども、必要な部

分を何度も繰り返し視聴し直すことができ、レポ

ート作成に役立てることができた」「講義動画の場

合、聞き逃した箇所でも、もう一度視聴すること

ができたので良かった」といった回答が得られた。

またグループ04 からも「確認」「理解」「深める」

等の語が抽出され、「講義資料や講義動画を何度で

も確認や視聴し直せるため、理解を深めることが

できる」といった回答を得られた。どちらのグル

ープもオンデマンド型授業は対面授業とは違い、

授業内容を何度も視聴し直すことができる点をメ

リットとする。このように講義動画はいつでも繰

り返し視聴し直すことができるため、各学生が自

分のペースで理解を深めることができ、また主体

的な学びにもつながることが期待できる。 
 グループ 05 では、「オンデマンド型」授業では

朝「早起き」や「通学」をせずに「済み」、「家」

から「出ず」に授業を受けることができるため「助

かる」点をメリットとする回答が見られる。本ク

ラスは金曜 1 限に設けられていることから、朝が

苦手な学生や大学が家から遠い学生にとってはオ

ンデマンド型授業であること自体にメリットを感

じていることが読み取れる。 

22..33..44..  オオンンデデママンンドド型型授授業業ののデデメメリリッットト  

 
図図 44  オオンンデデママンンドド型型授授業業ののデデメメリリッットトのの  

共共起起ネネッットトワワーークク図図  

 
図 4 の中で最も円が大きく、出現回数の多い抽

出語が示されたのは 04 のグループである。グル

ープ 04 では「講義」「学生」「困る」「不安」「感じ

る」等の語を含んでいる。抽出語に該当する RP
の記述内容を見ると「他の学生と講義の情報を共

有したり、互いに問題を解決し合ったりすること

が難しく、不安を感じた」「自宅で講義を受けるた

め、先生や他の学生とコミュニケーションをとる

ことができないのが不安に感じた」とある。オン

デマンド型授業のデメリットとして、他の学生と

の情報の共有や交換、またコミュニケーションを

容易にとれないことに不安を感じる学生が多いこ

とが伺える。 
 続いて、その他のグループに示されている抽出

語、及び抽出語同士の関連付けから読み取れるデ

メリットを順に見ていくとする。グループ 01 で

は「先生」「相談」「質問」「気軽」等の語が抽出さ

れ、「対面講義のように、講義後すぐに先生へ質問

することが難しく困った」「メールでのやりとりに

なるので、先生に気軽に質問や相談がし辛く困っ

た」等の回答が得られた。前述したように、メー

ルでの相談や質問をメリットと捉える学生も存在

するが、一方で、質問したいことを文章で説明す

ることが難しいと感じる学生にとってはメール等

に限られた連絡手段はデメリットになり得ること

が読み取れる。 

ていきたいと思っています」等のように、オンデ

マンド型による実施であっても、本授業の内容に

ポジティブな印象を持ち、さらには本授業の目的

や到達目標を十分に理解し、これらを達成したと

学生は自己評価していることが読み取れる。 
 さらに、その他のグループに示されている抽出

語、及びそれらの関連付けについても順に見てい

くと、グループ 01 では「高校」「不安」「丁寧」「添

削」「先生」といった語が抽出され、「高校までレ

ポートを書いたことがなかったので、大学に入っ

ていきなりレポートが書けるか不安でしたが、先

生が細かく丁寧に書き方を教えてくれたので、講

義資料を見ながらなんとか書き上げることができ

ました」「作業を行うことが多く、難しいと感じた

り、不安になったりすることもありましたが、丁

寧な講義資料と動画、添削があることによって一

つ一つ理解していくことができました」といった

感想が寄せられた。このことから、オンデマンド

型での実施に際し、教員が講義資料に加え、PPT
によるナレーション付きの講義動画等の教材作り

を工夫することや、対面授業の場合と同程度の学

生への支援を行うこと、また場合によってはそれ

以上に配慮することによって、教育効果が得られ、

さらには学習意欲を維持することができるといえ

る。 
 グループ03から抽出された語の関連性からは、

本授業内容が「今後」の「大学」「生活」で書く機

会の「多い」「論証型」レポートの書き方を学べて

良かったという感想や、グループ 04 からは「問

い」「答え」「理由」を「探す」作業等、「今回」様々

な課題をこなしながら最終的にレポートを「提出」

することとなったが、今後さらに論証型レポート

を書く「機会」が増えると予想されるため、より

良いレポートを書けるよう努力していきたいとい

った感想が要約できる。 
 グループ 05 では、抽出された語のつながりか

ら「毎回」の「講義資料」や「講義動画」が見や

すく、実際に「作業」をする際にも役に立ち、「理

解」しやすい授業だったといった授業自体の評価

に関する感想が要約できる。グループ 07 では授

業初回に「読解」や要約「方法」を学んだことが

その後のレポート作成に活かすことができたこと

への感想が要約でき、グループ 08 ではレポート

の書き方等の様々なスキルについて「詳しく」学

ぶことができたことから、他の授業でのレポート

「作成」や今後の大学生活に「役立て」ていきた

いといった感想が要約できる。このように本授業

を通して学んだスキルを様々な場面で活用しよう

とする学生たちの状況から、オンデマンド型の授

業であっても、十分な教育効果があり、さらには

学生の主体的かつ積極的に学ぼうとする姿勢が読

み取れる。 
 
22..33..33..  オオンンデデママンンドド型型授授業業ののメメリリッットト  
 オンデマンド型の授業を受けた上で、学生たち

がそれぞれに感じたメリットとデメリットに関す

るRP の記述を分析する。図 3 は「オンデマンド

型授業のメリット」についての共起ネットワーク

図であり、5 つのグループが示されている。 
 

 
図図 33  オオンンデデママンンドド型型授授業業ののメメリリッットトのの  

共共起起ネネッットトワワーークク図図  

 
 図 3 の中で最も円が大きく、出現回数の多い抽

出語が示されたのは 01 のグループである。グル

ープ 01 では「講義」「視聴」「動画」「好き」「時間」

「受ける」「良い」といった語が並んでいる。抽出

語に該当する RP の内容を見ると「好きな時間に

講義動画を視聴することができるなど、自分で時

間管理することができたことが良かった」「自分の
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 グループ 02 では「実際」に授業を受けている

「感覚」が持てず、ひたすら「パソコン」に向か

って独りで授業を「受ける」ため孤独を感じるこ

とがあった点がデメリットとして挙げられる。さ

らに、グループ 03 からは課題の提出先である

「LMS」の使い方に慣れておらず、レポート等の

提出が「本当に」できているのか心配になった点

や、授業内容を「理解」したつもりにはなってい

るが「本当に」「理解」できているのか「共有」で

きる友達がいないため困った点があり、またグル

ープ 05 からも、他の学生の「課題」の取り組み方

や、進行度や上達度が「分からず」、常に「自分」

だけが取り残されているような感覚から不安を抱

くことがあった点がデメリットとして挙げられる。 
 以上のように、調査対象者の RP の記述内容か

らは、オンデマンド型の授業であっても、科目の

達成目標や趣旨を理解し、レポート作成に必要な

知識やスキルを十分に理解したと自己評価してい

ることがわかる。オンデマンド型のメリットとし

ては、自分の都合の良い時間に自分のペースで学

習できる点が挙げられている。また、普段の対面

授業で教員に質問し辛いと考える受講生について

は、問い合わせをしやすい点もメリットであるこ

とが示された。さらに、教員が作成したオンデマ

ンド型の教材に対して、ポジティブな意見が見ら

れることも特徴であるといえる。デメリットに関

しては、リアルタイム性がないことにより生じる

弊害を挙げる受講生が多く見られた。 
 次に、以下では、C 大学短期大学部における授

業実践、及びその調査結果を概観し、両実践から

得られた知見をもとに、オンデマンド型の授業の

成果や課題を検討していく。 
 
33..  オオンンデデママンンドド型型のの授授業業実実践践とと学学びびのの様様相相（（22））  
33..11..  「「情情報報のの活活用用」」概概要要  
 C 大学短期大学部では、情報教育の中において

も、スタディ・スキルの涵養を目的とした内容を

取り入れている。同短期大学部における情報科目

は、全学科の学生を対象とする一般教育科目とし

て開講され、主として、演習型の「情報処理演習」

（1 年次）と「情報の活用」（2 年次）、講義型の

「情報と生活」（1 年次）により実施されている。

「情報処理演習」では、PC の基本操作、PC を用

いた文書作成、データ処理（表計算、グラフ作成）、

インターネットの利用、プレゼンテーション資料

の作成等の操作法（実践的な内容）を学習し、「情

報と生活」では、実践の背後にある情報機器、ネ

ットワークの仕組み等の理解、及び高度情報社会

で生じている社会的問題の理解のように、情報に

対して、情報科学と社会科学（情報倫理、情報法）

の双方の見識を深めることを目的としている。 
 「情報の活用」では、先に述べた「情報処理演

習」の内容を踏まえ、クラウドコンピューティン

グシステムの理解・操作の習得、及び情報の活用

（情報の収集―編集―発信）に関する技法の習得

や能力の向上をコンセプトとしている。同科目は、

情報の活用（能力）を情報機器の操作のみに限定

するのではなくスタディ・スキルの一部として広

く捉えており、「調べる」「読む」「書く」スキルの

獲得を内容に組み込んでいる 2。2020 年度は、先

に述べた事情から対面授業の実施が困難であった

ため、当初のシラバスを変更してオンデマンド型

の授業を実施した。以下、特に「読む」「書く」ス

キルに関して、どのような構成・方法で授業を実

施したかを示す（表 5）。 
 

表表 55  「「情情報報のの活活用用」」第第88～～1122回回のの概概要要  

 内容 実習・実践 動画時間・構成 

8回 

読解 

 

読解の方

法・手順、文

章構造の理

解・図式化 

短い文章の

構造をつか

み図式化す

る（練習問

題1） 

本編1 08：00 

00：00～05：35 

エクステンシブリーディング、

インテンシブリーディングにつ

いて 

05：35～08：00 

文章構造の図式化の方法 

本編2 06：35 

00：00～06：35 

練習問題1の解答（段落ごとの役

割・グループ化、図式化） 
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9回 

要約1 

要約2 

 

要約の方

法・手順、要

約文の構

成、パラグ

ラフの構造 

実際に論文

を読んでみ

る（練習問

題2） 

本編 07：57 

00：00～01：05 

前回のおさらい 

01：05～04：47 

特にパラグラフの構造とその例

について 

04：47～07：57 

練習問題2について（読み方のポ

イントの確認等） 

10回 

論文の構造

をつかみ図

式化する

（練習問題

3） 

本編 09：19 

00：00～03：48 

前回までのおさらい（特に各段

落の担う役割、各段落のグルー

プ化） 

03：48～09：19 

練習問題3について（特に、当該

論文の流れや文章構造、各パラ

グラフの検討） 

11回 

要約3 

 

要約文（レ

ポート）と

はどのよう

な文章か、

要約文にふ

さわしい書

き方や表現

方法 

論文を要約

して文章化

する（課題） 

本編 34：27 

00：00～10：45 

前回までのおさらい 

10：45～13：36 

要約文（レポート）とはどのよう

な文章か 

13：36～15：03 

レポートの種類と特徴 

15：03～27：38 

レポート・要約文の構成とその

例 

27：38～34：27 

要約文にふさわしい書き方や表

現方法 

12回 

本編 14：12 

00：00～06：24 

前回までのおさらい 

06：24～14：12 

課題について（特に、序論・本論・

結論に入れ込む要素の検討） 

※ Zoomを同時利用し質問対応 

表 5 にあるように、授業第8～12 回の計5 回を

読解と要約に関する内容とした。講義動画につい

ては、無料の画面キャプチャーソフトを用いて、

配布資料や PPT のスライド等を見せながら担任

者が解説・説明を行うという形式で作成した。受

講生には、Google スプレッドシートのURL を共

有しており、同シートを通して、配布資料・講義

動画等を取得・閲覧・視聴可能な状態にして、各

自、定められた期間内に受講するようアナウンス

した。また、毎回、同シートにあるGoogle フォー

ムから各回の授業内容を振り返るための小テスト

や課題を行わせ、理解を促すよう心がけた。授業

の進め方について、受講生は、インターネット環

境が整っている場所で各自のペースで受講するが、

質問等は随時担任者のメールアドレス宛に行うよ

う指示した。また、実際に作業・執筆を行う回で

も、同時双方向型遠隔授業システム（Zoom）を用

いて、質問等がある受講生には同 Web ミーティ

ングに参加するようアナウンスを行った。 
 各回の講義動画の内容に共通することは、スタ

ディ・スキルの獲得に必要となる「知識」につい

て解説し、その場で受講生に「実践」させる形を

とる点である。さらに、配布資料を読めば容易に

理解できる内容・箇所については、各回の動画に

よる解説には含めなかった（動画の長時間視聴に

よる疲労等への配慮）。実習・実践内容に関しては、

表 5 にあるように、受講生に文章構造の図式化や

要約文の執筆等に実際に取り組んでもらった。こ

れらの提出物については、Google フォームのテス

ト機能を用いてフィードバックしたり、受講生の

メールアドレス宛にメールでコメントしたりする

等した。 
 本調査では、スタディ・スキル（ライティング・

スキル）に関する内容（読解、要約）を扱った第

8～12 回に関して、オンデマンド型での授業実施

の効果を捉える目的で、主として受講生がどの程

度「知識」を理解し「スキル」を身に付けること

ができたかを自己評価させる質問票を作成した。 
 
 

 グループ 02 では「実際」に授業を受けている

「感覚」が持てず、ひたすら「パソコン」に向か

って独りで授業を「受ける」ため孤独を感じるこ

とがあった点がデメリットとして挙げられる。さ

らに、グループ 03 からは課題の提出先である

「LMS」の使い方に慣れておらず、レポート等の

提出が「本当に」できているのか心配になった点

や、授業内容を「理解」したつもりにはなってい

るが「本当に」「理解」できているのか「共有」で

きる友達がいないため困った点があり、またグル

ープ 05 からも、他の学生の「課題」の取り組み方

や、進行度や上達度が「分からず」、常に「自分」

だけが取り残されているような感覚から不安を抱

くことがあった点がデメリットとして挙げられる。 
 以上のように、調査対象者の RP の記述内容か

らは、オンデマンド型の授業であっても、科目の

達成目標や趣旨を理解し、レポート作成に必要な

知識やスキルを十分に理解したと自己評価してい

ることがわかる。オンデマンド型のメリットとし

ては、自分の都合の良い時間に自分のペースで学

習できる点が挙げられている。また、普段の対面

授業で教員に質問し辛いと考える受講生について

は、問い合わせをしやすい点もメリットであるこ

とが示された。さらに、教員が作成したオンデマ

ンド型の教材に対して、ポジティブな意見が見ら

れることも特徴であるといえる。デメリットに関

しては、リアルタイム性がないことにより生じる

弊害を挙げる受講生が多く見られた。 
 次に、以下では、C 大学短期大学部における授

業実践、及びその調査結果を概観し、両実践から

得られた知見をもとに、オンデマンド型の授業の

成果や課題を検討していく。 
 
33..  オオンンデデママンンドド型型のの授授業業実実践践とと学学びびのの様様相相（（22））  
33..11..  「「情情報報のの活活用用」」概概要要  
 C 大学短期大学部では、情報教育の中において

も、スタディ・スキルの涵養を目的とした内容を

取り入れている。同短期大学部における情報科目

は、全学科の学生を対象とする一般教育科目とし

て開講され、主として、演習型の「情報処理演習」

（1 年次）と「情報の活用」（2 年次）、講義型の

「情報と生活」（1 年次）により実施されている。

「情報処理演習」では、PC の基本操作、PC を用

いた文書作成、データ処理（表計算、グラフ作成）、

インターネットの利用、プレゼンテーション資料

の作成等の操作法（実践的な内容）を学習し、「情

報と生活」では、実践の背後にある情報機器、ネ

ットワークの仕組み等の理解、及び高度情報社会

で生じている社会的問題の理解のように、情報に

対して、情報科学と社会科学（情報倫理、情報法）

の双方の見識を深めることを目的としている。 
 「情報の活用」では、先に述べた「情報処理演

習」の内容を踏まえ、クラウドコンピューティン

グシステムの理解・操作の習得、及び情報の活用

（情報の収集―編集―発信）に関する技法の習得

や能力の向上をコンセプトとしている。同科目は、

情報の活用（能力）を情報機器の操作のみに限定

するのではなくスタディ・スキルの一部として広

く捉えており、「調べる」「読む」「書く」スキルの

獲得を内容に組み込んでいる 2。2020 年度は、先

に述べた事情から対面授業の実施が困難であった

ため、当初のシラバスを変更してオンデマンド型

の授業を実施した。以下、特に「読む」「書く」ス

キルに関して、どのような構成・方法で授業を実

施したかを示す（表 5）。 
 

表表 55  「「情情報報のの活活用用」」第第88～～1122回回のの概概要要  

 内容 実習・実践 動画時間・構成 

8回 

読解 

 

読解の方

法・手順、文

章構造の理

解・図式化 

短い文章の

構造をつか

み図式化す

る（練習問

題1） 

本編1 08：00 

00：00～05：35 

エクステンシブリーディング、

インテンシブリーディングにつ

いて 

05：35～08：00 

文章構造の図式化の方法 

本編2 06：35 

00：00～06：35 

練習問題1の解答（段落ごとの役

割・グループ化、図式化） 
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33..22..  調調査査方方法法  
 「情報の活用」の受講生 51 名を調査対象とす

る。授業最終日に Google フォームを利用してア

ンケート調査を行った。回答の内容は、研究・教

育以外の目的に使用しないこと、アンケートは完

全無記名方式で行われること、たとえどのように

回答しても受講生の不利益に繋がらないこと（例

えば、授業の成績・評価に影響しないこと等）を

説明し、同意が得られた受講生に対して調査を実

施した。専門用語等を設問に用いる際は、授業中

に用いた資料の図等をフォームに織り込み、調査

対象者が正確に回答できるよう配慮した。 
 調査項目は、次の通りである。①これまでのラ

イティング（小論文やレポートの書き方）教育の

状況に関する項目（4 項目）、②文章の読解に関す

る受講後の自己評価（2 項目）、③レポートの基本

的ルールに関する受講後の自己評価（6 項目）、④

レポートにふさわしい書き方や表現方法に関する

受講後の自己評価（8 項目）、⑤これまでの対面で

のライティング（レポートや小論文の書き方）の

授業と、この「情報の活用」でのオンデマンド（動

画の視聴による受講）形式のライティングの授業

の比較に関する項目（3 項目）、⑥授業で実際に執

筆した要約文に関する項目（4 項目）、⑦第 8～12
回の本授業に対する感想（自由記述）、を置いた。 
 
33..33..  調調査査結結果果  
 今回の調査では、51 名の調査対象者のうち 36
名から回答が得られた。以下では、主として、項

目②③④⑥⑦について結果を取り上げる。 
 
33..33..11..  文文章章のの読読解解にに関関すするる自自己己評評価価  
 本授業で扱った「読解」の知識について、どの

程度理解できたかを「全く理解が深まらなかった」

「理解が深まらなかった」「理解が深まった」「非

常に理解が深まった」で自己評価させた。また、

受講後に「読解」のスキルをどの程度身に付ける

ことができたかについても「全くできない」「でき

ない」「できる」「問題なくできる」で自己評価を

行わせた。図6 に回答者の割合を示す。 

 

 
図図 66  「「読読解解」」にに関関すするる知知識識ととススキキルル  

 
 【知識】書籍や論文の各段落が担う役割につい

て、「理解が深まらなかった」とする回答は 5.6％
あり、残りの約 9 割の調査対象者は理解が深まっ

たと考えていることがわかる。一方、実際に【ス

キル】文章の構造を図式化できるかについては「で

きない」とする回答が 25.0％、「できる」が 72.2％、

「問題なくできる」が 2.8％あり、知識としては理

解を深めることができたが、スキルとして身に付

けることができない受講生がいることが読み取れ

る。 
 
33..33..22..  レレポポーートトのの基基本本的的ルルーールルにに関関すするる自自己己評評

価価  
 3.3.1.と同様に「レポートの基本的なルール」に

関する知識について、どの程度理解できたかを「全

く理解が深まらなかった」「理解が深まらなかった」

「理解が深まった」「非常に理解が深まった」で自

己評価させた。質問項目は【知識 1】論証型レポ

ートの特徴、【知識 2】レポートの構成、【知識 3】
パラグラフの構造、である。また、受講後に「レ

ポートの基本的なルール」に関するスキルをどの

程度身に付けることができたかについても「全く



― 81 ―

関西大学高等教育研究　第12号　2021年３月

できない」「できない」「できる」「問題なくできる」

で自己評価させた。質問項目は知識と対応させる

形で、【スキル 1】論証型の文章の構造を理解し、

読解の時に役立てることができるか、【スキル 2】
レポートの構成を守り執筆できるか、【スキル 3】
パラグラフを適切に作成できるか、としている。

図 7 に回答者の割合を示す。 
 

 

 
図図 77  「「レレポポーートトのの基基本本的的ルルーールル」」にに関関すするる知知識識ととススキキルル  

 
【知識 1】【知識 2】については、調査対象者の

全員が「理解が深まった」と考えていることがわ

かる。一方で、【スキル 1】【スキル 2】については

「できない」とする回答がそれぞれ 11.1％あった。

【知識 3】に関しては「理解が深まらなかった」

とする回答が 8.3％あり、【スキル 3】についても

「できない」「全くできない」とする回答が合わせ

て 27.8％あった。「レポートの執筆に関する基本

的ルール」に関しても、知識としては理解を深め

ることができたが、スキルとして身に付けること

ができていない受講生がいることが読み取れる。 
 
 
 

33..33..33..  レレポポーートトににふふささわわししいい書書きき方方やや表表現現方方法法

にに関関すするる自自己己評評価価  
 同様に【知識 1】レポートと感想文の違い、【知

識 2】全体から細部を意識して書く、【知識 3】ナ

ンバリング、【知識 4】一文一義、【知識 5】口語で

はなく文語を用いる、【スキル 2】全体から細部を

意識して書くことができる、【スキル 3】ナンバリ

ングができるか、【スキル 4】一文一義を意識し文

章を書くことができる、【スキル 5】口語ではなく

文語を用いて文章を書くことができる、という項

目についても自己評価を行わせた。図 8に回答者

の割合を示す。 
 

 

 
図図 88  「「レレポポーートトににふふささわわししいい書書きき方方やや表表現現方方法法」」にに関関すす

るる知知識識ととススキキルル  

 
 【知識 1】【知識 5】に関しては、調査対象者の

全員が「理解が深まった」と考えていることがわ

かる。【知識 2】【知識 3】【知識 4】については「理

解が深まらなかった」とする回答が数％あるが、

調査対象者のほぼ全員が「理解が深まった」と評

価している。【スキル 2】【スキル 3】【スキル 4】
に関しては、「できない」とする回答が 3 割弱あ

り、知識としては理解を深めることができたが、

33..22..  調調査査方方法法  
 「情報の活用」の受講生 51 名を調査対象とす

る。授業最終日に Google フォームを利用してア

ンケート調査を行った。回答の内容は、研究・教

育以外の目的に使用しないこと、アンケートは完

全無記名方式で行われること、たとえどのように

回答しても受講生の不利益に繋がらないこと（例

えば、授業の成績・評価に影響しないこと等）を

説明し、同意が得られた受講生に対して調査を実

施した。専門用語等を設問に用いる際は、授業中

に用いた資料の図等をフォームに織り込み、調査

対象者が正確に回答できるよう配慮した。 
 調査項目は、次の通りである。①これまでのラ

イティング（小論文やレポートの書き方）教育の

状況に関する項目（4 項目）、②文章の読解に関す

る受講後の自己評価（2 項目）、③レポートの基本

的ルールに関する受講後の自己評価（6 項目）、④

レポートにふさわしい書き方や表現方法に関する

受講後の自己評価（8 項目）、⑤これまでの対面で

のライティング（レポートや小論文の書き方）の

授業と、この「情報の活用」でのオンデマンド（動

画の視聴による受講）形式のライティングの授業

の比較に関する項目（3 項目）、⑥授業で実際に執

筆した要約文に関する項目（4 項目）、⑦第 8～12
回の本授業に対する感想（自由記述）、を置いた。 
 
33..33..  調調査査結結果果  
 今回の調査では、51 名の調査対象者のうち 36
名から回答が得られた。以下では、主として、項

目②③④⑥⑦について結果を取り上げる。 
 
33..33..11..  文文章章のの読読解解にに関関すするる自自己己評評価価  
 本授業で扱った「読解」の知識について、どの

程度理解できたかを「全く理解が深まらなかった」

「理解が深まらなかった」「理解が深まった」「非

常に理解が深まった」で自己評価させた。また、

受講後に「読解」のスキルをどの程度身に付ける

ことができたかについても「全くできない」「でき

ない」「できる」「問題なくできる」で自己評価を

行わせた。図6 に回答者の割合を示す。 

 

 
図図 66  「「読読解解」」にに関関すするる知知識識ととススキキルル  

 
 【知識】書籍や論文の各段落が担う役割につい

て、「理解が深まらなかった」とする回答は 5.6％
あり、残りの約 9 割の調査対象者は理解が深まっ

たと考えていることがわかる。一方、実際に【ス

キル】文章の構造を図式化できるかについては「で

きない」とする回答が 25.0％、「できる」が 72.2％、

「問題なくできる」が 2.8％あり、知識としては理

解を深めることができたが、スキルとして身に付

けることができない受講生がいることが読み取れ

る。 
 
33..33..22..  レレポポーートトのの基基本本的的ルルーールルにに関関すするる自自己己評評

価価  
 3.3.1.と同様に「レポートの基本的なルール」に

関する知識について、どの程度理解できたかを「全

く理解が深まらなかった」「理解が深まらなかった」

「理解が深まった」「非常に理解が深まった」で自

己評価させた。質問項目は【知識 1】論証型レポ

ートの特徴、【知識 2】レポートの構成、【知識 3】
パラグラフの構造、である。また、受講後に「レ

ポートの基本的なルール」に関するスキルをどの

程度身に付けることができたかについても「全く
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スキルとして身に付けることができない受講生が

いることが読み取れる。【スキル 5】については、

調査対象者のほぼ全員が「できる」と評価してい

る。 
 
33..33..44..  授授業業でで実実際際にに執執筆筆ししたた要要約約文文にに関関すするる項項

目目  
前掲表 5 にもあるように、本授業では身に付け

た知識・スキルを活かして、実習（課題）として

受講生に要約文を執筆させた。 
 

 
図図 99  要要約約文文のの執執筆筆のの難難易易度度  

 
 図 9 にあるように、調査対象者の 69.4％が要約

文の執筆を「難しい」、16.7％が「非常に難しい」

と回答している。 
 また、要約文をどの程度執筆することができた

かについて、「全くできない」（評価 1）から「問

題なくできる」（評価 4）の 4 件法で回答させた。

平均は 2.66 であり、この授業を受ける前に要約文

をどの程度書くことができるかについて尋ねた際

の平均は 1.80 であったため、有意な上昇が見られ

た（対応のある t 検定、p<0.01）。要約文を執筆す

ることを「難しい」と考える受講生が多く見られ

る一方で、執筆のスキルについては一定程度身に

付いたと感じていることが伺える。 
 
33..33..55..  自自由由記記述述  
 本授業の読解・要約を取り上げた回について、

オンデマンド型により受講した上で、学習面にお

いて感じたメリットとデメリットを自由記述で回

答させた。これらの自由記述の解析と客観化のた

めに、KH Coder（Version3.Beta.01g）を用いた。

分析に際して、まず、テキスト欠損値や誤字脱字

の修正等のデータのクリーニングを行った。次に、

動画を「見直す」「見返す」、「講義」「授業」等の

同義語、表記の統一、略語表記を修正した。ここ

では、同ソフトにより作成した自由記述に関する

共起ネットワーク図を用いて傾向を見ていく。  
 

 
図図 1100  自自由由記記述述（（メメリリッットト））のの共共起起ネネッットトワワーークク図図  

 
 上図は、メリットに関する自由記述の共起ネッ

トワークであり、6 つのグループ（サブグラフ）

が示されている。 
 グループ 01 では、「自分」「ペース」「動画」「講

義」「分かる」「理解」等の語が含まれており、例

えば、「動画であると、聴き逃しがないため、自分

のペースで学ぶことができた」「講義内で学んだこ

とや一度で理解できなかったことを再度見返して

復習することができる点がオンデマンドのメリッ

トであると感じました」「分からない時に、手を挙

げるのに少し抵抗があるため、自由に止めること

が出来るのは良いと思いました」のように、自分

のペースで繰り返し動画を見返すことで理解が深

められる点をメリットとして捉えていることが読

み取れる。グループ 02 では、「配布」「資料」「説

明」等の語が並び、例えば「いつもよりもさらに

配布資料の説明も細かく書かれていてわかりやす

かったです」のように、オンデマンド型での本授

業の教材のわかりやすさがメリットだと感じてい

ると要約可能である。オンデマンド型では、動画、
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音声、文書、PPT 等、様々なメディアを通して担

任者は授業を行うことが可能であるため、この点

は今後さらなる工夫を要するといえる。グループ

03 では、「対面」「深める」「PC」「取り組む」等の

語が現れ、例えば「配布資料や音声の説明があっ

たことで、対面に近い形で受けることができたと

思う」「対面の代わりに動画をつけてくださること

でほとんど理解することができた」等が回答とし

て得られている。また、「オンデマンドであれば、

1 回動画をとめて自分で PC で調べ、理解を深め

た上でまた講義に臨むことができた」「直接教えて

いただくわけではないので、自分でしっかり理解

しようと講義に取り組む点」のように、主体的に

学ぼうとする姿勢・意識が生まれた点をメリット

として挙げる回答も見られた。グループ 04・05 か

らは、都合の良い時間に受講できる点をメリット

として考えていることが読み取れる。グループ 06
では、実際に文章を執筆する際に繰り返し動画を

見られるため良かったとする回答が見られた。 
 

 
図図 1111  自自由由記記述述（（デデメメリリッットト））のの共共起起ネネッットトワワーークク図図  

 
上図は、デメリットに関する自由記述の共起ネ

ットワークであり、6 つのグループが示されてい

る。上図では「特になし」とした回答 8 件を除外

している。グループ 01・02 では、「質問」という

語の円が大きく描写され、例えば「動画を見て少

し疑問に思った点をすぐに直接質問できない点」

等のように、直接担任者に質問できない点がデメ

リットであるとする回答が多く見られる。また、

「自分の提出課題がしっかり提出できているかな

どが、少し不安になりました」や「他の課題を優

先し、講義をためてしまった」のように、授業課

題に関することもデメリットとして対象者は感じ

ているといえる。グループ 03 では、「友達」「相

談」「自分」「不安」等という語が現れ、友人と相

談しながら実習できない点をデメリットとして捉

えていることが読み取れる。グループ 04 では、

「理解」「難しい」「配布」「資料」「状況」という

キーワードが並び、例えば「配布資料も動画もか

なり手厚いと思ったが、なんとなくで理解した気

になってしまうことがあった」とする回答が見ら

れた。同様に、グループ 05 でも、グループ 01・
02 のように、「分からないことをすぐに質問する

ことが出来ないまま、次の内容に入ってしまうと

ころ」という点がデメリットとして挙げられてい

る。グループ 06 については、オンデマンド型で

は PC を用いた「作業」が多くなるので、受講生

の情報機器の保有状況や通信環境により、学習に

差が出る点をデメリットとしていることがつかめ

る。 
 
33..44..  考考察察  
 以上のように、オンデマンド型での授業実施で

も、調査対象者の多くは、本授業で扱った読解と

要約に関して知識を深め、スキルを身に付けるこ

とができたと考えていることがわかる。しかし、

先に示した 3.3.1. 文章の読解に関する自己評価、

3.3.2. レポートの基本的ルールに関する自己評価、

3.3.3. レポートにふさわしい書き方や表現方法に

関する自己評価の各項目について、「知識」として

は理解を深めることができたが「スキル」として

身に付けることができていない受講生が見られる。

「できない」とする回答が特に多かった「図式化」

「パラグラフの作成」「全体から細部」「ナンバリ

ング」「一文一義」のスキル（それぞれ約 3 割弱）

について、これらのうち 1 つでも「できない」あ

るいは「全くできない」と回答した調査対象者は

18 名である。これら 18 名の対象者の自由記述を

見ると、「動画を視聴していると対面講義よりも眠

スキルとして身に付けることができない受講生が

いることが読み取れる。【スキル 5】については、

調査対象者のほぼ全員が「できる」と評価してい

る。 
 
33..33..44..  授授業業でで実実際際にに執執筆筆ししたた要要約約文文にに関関すするる項項

目目  
前掲表 5 にもあるように、本授業では身に付け

た知識・スキルを活かして、実習（課題）として

受講生に要約文を執筆させた。 
 

 
図図 99  要要約約文文のの執執筆筆のの難難易易度度  

 
 図 9 にあるように、調査対象者の 69.4％が要約

文の執筆を「難しい」、16.7％が「非常に難しい」

と回答している。 
 また、要約文をどの程度執筆することができた

かについて、「全くできない」（評価 1）から「問

題なくできる」（評価 4）の 4 件法で回答させた。

平均は 2.66 であり、この授業を受ける前に要約文

をどの程度書くことができるかについて尋ねた際

の平均は 1.80 であったため、有意な上昇が見られ

た（対応のある t 検定、p<0.01）。要約文を執筆す

ることを「難しい」と考える受講生が多く見られ

る一方で、執筆のスキルについては一定程度身に

付いたと感じていることが伺える。 
 
33..33..55..  自自由由記記述述  
 本授業の読解・要約を取り上げた回について、

オンデマンド型により受講した上で、学習面にお

いて感じたメリットとデメリットを自由記述で回

答させた。これらの自由記述の解析と客観化のた

めに、KH Coder（Version3.Beta.01g）を用いた。

分析に際して、まず、テキスト欠損値や誤字脱字

の修正等のデータのクリーニングを行った。次に、

動画を「見直す」「見返す」、「講義」「授業」等の

同義語、表記の統一、略語表記を修正した。ここ

では、同ソフトにより作成した自由記述に関する
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図図 1100  自自由由記記述述（（メメリリッットト））のの共共起起ネネッットトワワーークク図図  

 
 上図は、メリットに関する自由記述の共起ネッ

トワークであり、6 つのグループ（サブグラフ）

が示されている。 
 グループ 01 では、「自分」「ペース」「動画」「講

義」「分かる」「理解」等の語が含まれており、例

えば、「動画であると、聴き逃しがないため、自分

のペースで学ぶことができた」「講義内で学んだこ

とや一度で理解できなかったことを再度見返して

復習することができる点がオンデマンドのメリッ

トであると感じました」「分からない時に、手を挙

げるのに少し抵抗があるため、自由に止めること

が出来るのは良いと思いました」のように、自分

のペースで繰り返し動画を見返すことで理解が深

められる点をメリットとして捉えていることが読

み取れる。グループ 02 では、「配布」「資料」「説

明」等の語が並び、例えば「いつもよりもさらに

配布資料の説明も細かく書かれていてわかりやす

かったです」のように、オンデマンド型での本授

業の教材のわかりやすさがメリットだと感じてい

ると要約可能である。オンデマンド型では、動画、
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くなる」「どんどん進んでいくためPC を操作する

ときは動画を止めながら進めていかなくてはいけ

ない」「PC が使えずスマホ画面で講義を受けるこ

とが多かったので対面授業よりどうしてもやる気

がでない、集中できないと感じていました」「分か

らないことをすぐに質問することが出来ないまま、

次の内容に入ってしまう」というように、受動的

な姿勢で受講していたととれる回答が見られる。

一方で、オンデマンド型での実習・演習科目の実

施により、先に述べたように、主体的に学ぼうと

する姿勢・意識が生まれたと自己評価した受講生

も見られる。オンデマンド型での実習を伴う授業

において、いかにして受講生の主体性・能動性を

生み出していくかは今後の検討事項といえよう。

また、学生の主体性の問題ではなく、どのような

授業設計、動画内容・構成が受講生の理解や学習

効果を高めるかという教員側の動画作成スキル等

の問題も同時に検討すべきである。 
 また、リアルタイム性のなさがオンデマンド型

の欠点であることは安易に推察可能であるが、本

調査においてもこの点に起因する様々な問題が浮

き彫りになっている。先に述べたように、担任者・

受講生は同じ時間を共有していないため、担任者

にその場ですぐに質問できない点や、友人と相談

しながら実習を行えない点等である。この点につ

いて、担任者のメールアドレスを公開して質問対

応を行ったが、メールでの問い合わせでは疑問点

を言語化することが難しいため質問をせずそのま

まにする受講生が多いと推察される。これらの点

を考慮して同時双方向型遠隔授業システム

（Zoom）を開講時間に合わせ繋いだが、主体的に

同ミーティングに参加し質問を行う受講生は1名

のみであった。主体性や能動性の創出という観点

からは、対面授業以上にさらなる工夫が必要であ

ると思われる。 
 しかしながら、本調査からは、オンデマンド型

のデメリットだけではなく、3.3.5.で述べたような

様々なメリットも読み取ることができている。さ

らに、調査対象者の多くは各スキルを向上させる

ことができたと自己評価していることからも、本

稿のようにオンデマンド型での実習を伴う授業の

実践・研究を蓄積していくことが今後も必要であ

ると思われる。 
 
44..  おおわわりりにに  
 両授業の実践、及び調査対象者の回答からは、

多くの受講生が、オンデマンド型であっても、ス

タディ・スキルの育成を目的とした演習・実習科

目において、知識やスキルを身に付けることがで

きたと考えていることがわかる。 
 演習・実習を伴うオンデマンド型授業のメリッ

トに関しては、両授業の実践から概ね同じような

特徴が見出された。すなわち、いつでも・どこで

も・繰り返し・自分のペースで受講できるという

点である。また、特筆すべきは、オンデマンド型

の「教材」に対するポジティブな意見が見られた

点であると思われる。そのため、教員が様々なメ

ディアを効果的に組み合わせて教材を作成し、授

業設計をしていくスキルを今後涵養していく必要

があるといえる。 
 デメリットに関しては、リアルタイム性がない

ことに起因する問題が浮き彫りとなった。その場

で質問がしづらいことや、教室や Web ミーティ

ングルームのように集うことができる共有の場所

もないことから不安を感じる点等がデメリットと

して挙げられている。また、オンデマンド型の方

が質問しやすいとする回答も見られたが、これに

は、各大学の学生のいわゆる「空きコマ」の状況

も影響していると推察できる。4 年制大学では、

短期大学部に比べ、時間割に余裕があるが、短期

大学部ではカリキュラム的に 1～5 限まで科目を

履修している学生が多く見られる。そのためオン

デマンド型の授業では、わからないことをやり過

ごさざるを得ないという事情も生じうるのだと推

察される。このように、オンデマンド型における

「質問のしやすさ」という要素を生み出すために

は、各大学の事情を勘案し、学生の時間割を考慮

し授業設計を行う、という観点も必要かと思われ

る。また、そもそもリアルタイム性のなさを補う

ためには、同時双方向型のシステム等も一部並走
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させる形も視野に入れる必要があるともいえる。

やや技術決定論的ではあるが、利用可能な教育支

援・授業支援システムを増やすことや、組み合わ

せ方も重要となってくるといえよう。 
 また、オンデマンド型授業において主体的・能

動的に学ぼうとする姿勢が重要であると感じた受

講生がいる反面、ただ動画を受動的に見るだけの

受講生もいることが自由記述回答から推察できる。

今回の調査からは、受講生の自己評価として、概

ね知識やスキルを身に付けることができたとする

回答が得られているが、主体性や能動性の創出と

いう観点からは、対面授業以上にさらなる工夫が

必要であると思われる。 
 今回の調査では、知識やスキルを身に付けるこ

とができたとする回答が得られているが、これら

は、あくまでも受講生による自己評価である。そ

のため、どの程度知識やスキルを身に付けること

ができたかを、客観的に評価することが今後の課

題として挙げられる。また、同時双方向・オンデ

マンド・対面等の各授業形態との比較ができてい

ない点も検討課題として残されている。さらに広

い文脈で捉えるのであれば、従来のe-Learningや

これを扱う研究との接続をも意識する必要もある

といえよう。これらについては今後の研究課題と

し、稿を改めて論じたい。 
 
註註  
1 毎年実施している対面形式の授業の内容を踏ま

え、当初はZoom によるプレゼンテーションを行

わせる予定であったが、受講生のPC の保有状況・

通信環境、さらにコロナ禍による施設（図書館、

PC 実習室等）への立ち入りが禁止されていると

いう状況等を考慮して、授業内容を変更した。 

2 例えば、文部科学省（2020）によれば、初等中

等教育においても情報の活用能力の育成について

は、情報機器の操作だけではなく、情報の主体的

な収集・判断・表現・処理・創造等のように、様々

な知識やスキルの獲得を視野に入れている。 
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授授業業中中のの学学習習ににおおけけるる状状況況的的動動機機づづけけレレベベルルとと変変動動性性のの交交互互作作用用効効果果  
IInntteerraaccttiivvee  eeffffeeccttss  ooff  lleevveell  aanndd  iinnssttaabbiilliittyy  ooff  ssiittuuaattiioonnaall  mmoottiivvaattiioonn  ffoorr  lleeaarrnniinngg  

dduurriinngg  ccllaassss  
  

梅本貴豊（京都外国語大学外国語学部） 
稲垣勉（鹿児島大学教育学部） 

Takatoyo Umemoto（Kyoto University of Foreign Studies, Faculty of Foreign Studies） 
Tsutomu Inagaki（Kagoshima University, Faculty of Education） 

  
要要旨旨  

本研究では、大学生を対象に、授業中の学習における状況的動機づけと深い処理方略、学業達

成との関連を検討した。特に、状況的動機づけを動機づけレベルと動機づけの変動性の 2 側面か

ら捉え、それらの交互作用効果について着目した。対象の授業における調査および 2 回のテスト

に参加した、2 つの大学の 104 名の大学生のデータを分析対象とした。大学、文脈的動機づけ、1
回目のテスト得点を統制して階層的重回帰分析を行った結果、深い処理方略に対して動機づけレ

ベルと変動性との交互作用効果が見られた。単純傾斜分析の結果、動機づけの変動が大きい場合、

動機づけレベルが高いほど深い処理方略を多く使用することが示された。一方で、動機づけの変

動が小さい場合には、深い処理方略に対する動機づけレベルの効果は示されなかった。また、階

層的重回帰分析の結果、対象の授業におけるテスト得点に対しては動機づけレベルのみが正の関

連を示した。 
  
キキーーワワーードド  状状況況的的動動機機づづけけ、、動動機機づづけけレレベベルル、、動動機機づづけけのの変変動動性性、、深深いい処処理理方方略略、、学学業業達達成成  ／／  
SSiittuuaattiioonnaall  mmoottiivvaattiioonn,,  LLeevveell  ooff  mmoottiivvaattiioonn,,  IInnssttaabbiilliittyy  ooff  mmoottiivvaattiioonn,,  DDeeeepp--pprroocceessssiinngg  
ssttrraatteeggiieess,,  AAccaaddeemmiicc  aacchhiieevveemmeenntt..  
 
11..  問問題題とと目目的的  
11..11..  状状況況的的動動機機づづけけ  
学習において、動機づけは重要な要因として考

えられてきた（e.g., Eccles & Wigfield, 2002; 
Wentzel & Miele, 2016）。近年では、動機づけを

3 つの水準で捉えることが多くなってきている

（鹿毛、2013; Vallerand & Lalande, 2011）。それ

は、全体（特性）、文脈（領域）、状況（状態）の

3 つの水準である。これを学習場面にあてはめる

と、全体の水準には、学習一般に対する動機づけ

が位置づけられる。また、文脈の水準には、数学

や英語などといった、その授業科目に対する動機

づけが位置づけられよう。そして、状況の水準に

おける動機づけとは、特定の授業や活動、課題に

対する動機づけであるといえる。 

これまでの動機づけ研究では、全体や文脈の水

準を対象にした研究が比較的多く、状況の水準に

おいてはなかなか進展が見られなかった（鹿毛、

2018）。しかしながら、実際の学習場面の動機づけ

は状況によって左右される側面も大きいであろう。

例えば、最初は学習に対して高い動機づけで取り

組んでいたとしても、疲れなどによってそれが容

易に低下してしまう。一方で、学習中に問題の解

き方に気づいたりすることで、急に動機づけが高

まることもある。このようなことは、日々の学習

のなかでは容易に観察されることであり、動機づ

けは常に一定の高さを保っているわけではないと

いえる。こういった現実場面を考慮し、状況的な

動機づけについて検討を重ねてそのダイナミズム

を解明することは、動機づけ研究の最も重要な課
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題の 1つである（鹿毛、2018）。 
近年では、状況的な動機づけを扱う研究も増え

てきている。例えば、外山他（2017）は実験によ

り、目標志向性と方略との合致である制御適合に

よって、点つなぎ課題のパフォーマンスを高める

ことを明らかにしている。つまり、制御適合を経

験することで、点つなぎ課題に対する状況的動機

づけが高まったと解釈できよう。また、市村他

（2016）は、コンピュータを利用した学習に着目

し、困難度に関する情報の提示と動機づけがどの

ようにアナグラム課題への取り組みの持続に影響

するのかを実験によって明らかにしている。この

研究では、4 時点の縦断的な調査を通して課題に

対する動機づけの変化についても検討されている。 
このように、学習プロセスを明らかにすること

を目指し、状況的動機づけに着目した研究が増え

てきている。しかしながら、その数はまだ少ない

ため、さらに検討を重ねる必要がある。特に、上

述の外山他（2017）や市村他（2016）などは実験

場面における検討であるため、一般化可能性を考

慮した際に実際の学習場面を対象にした研究も必

要であろう。 
 

11..22..  動動機機づづけけのの変変動動性性  
 状況的動機づけを捉える1つの視点として、そ

の「変動性」に注目することができる。動機づけ

の変動性とは、一定期間内の状態的（状況的）な

動機づけの変動の大きさを示す概念である（岡田

他、2013）。岡田他（2013）は、大学生や短期大

学生を対象に、それぞれの学校の学習に対する今

現在の動機づけを週に 1 回、1 セメスターにわた

って縦断的に測定し、それらの個人内平均を「動

機づけレベル」、個人内標準偏差を「動機づけの変

動性」としている。つまり、ここでの動機づけレ

ベルとは、1 セメスターにおける平均的な動機づ

けの高さを示すものであり、動機づけの変動性と

は、1 セメスターにおける動機づけの変動の大き

さを示すものである。この研究を参考にすると、

状況的動機づけをその高さからだけではなく、変

動という観点からも捉えることができるため、よ

り多面的に学習プロセスを検討することが可能に

なる。 
 動機づけの変動性を扱った他の研究として、梅

本・稲垣（2019）がある。ここでは、「特定の1授

業時間」という状況的な場面に特化した動機づけ

の変動性に焦点を当てている。この研究では、特

定の授業中に複数時点で状況的動機づけを測定し、

その授業内における動機づけの変動性を検討して

いる。そして、学習中の動機づけを自分自身で調

整するといった動機づけ調整方略（Miele & 
Scholer, 2018; Wolters, 2011）が、動機づけの変

動を抑制する可能性を示している。つまり、状況

的動機づけが低下しそうなときに、授業内容を価

値づけたり授業の成績を意識したりして自身の動

機づけを調整することで、結果として変動が小さ

い安定した動機づけで学習に取り組めるのである。

また、岡田他（2015）は、動機づけの変動性の知

覚を尺度によって測定し、先延ばし行動との関連

を検討している。その結果、動機づけの変動性の

知覚と先延ばし行動との間には正の関連が示され

た。つまり、自身の動機づけの変動が大きいと知

覚している学習者は、先延ばしを行う傾向がある

ことが示唆される。このように、動機づけの変動

性は学習行動に関連しうるものである。 
動機づけの変動性は、学習プロセスを従来とは

異なった角度から明らかにするための1つの重要

な視点になりうる。しかしながら、それを扱った

研究がほとんどないため、研究の蓄積が求められ

ているといえる。 
 
11..33..  動動機機づづけけレレベベルルとと変変動動性性のの交交互互作作用用効効果果  
 動機づけの変動性の研究を進めていく上で参考

になるのが、自尊感情の変動性の研究である。も

ともと動機づけの変動性も、自尊感情の変動性を

応用したものである（岡田他、2013）。自尊感情の

変動性の研究では、研究参加者に対して状態的な

自尊感情尺度に繰り返し回答を求め、その個人内

標準偏差を変動性として扱っている。そして、状

態的な自尊感情をレベルと変動性という2側面か

ら捉えることで、怒り感情や敵意の傾向などを予
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測できることが示されている（Kernis & 
Waschull, 1995）。 
 また、こういった自尊感情の変動性の研究では、

レベルと変動性との交互作用効果について検討さ

れている。例えば、市村（2012）は、自尊感情の

レベルと変動性との交互作用が抑うつ感情に与え

る効果について検討している。この研究では、自

尊感情の変動性が大きい場合には自尊感情のレベ

ルの効果が見られなかったが、変動性が小さい場

合にはレベルの有意な効果が見られている。こう

いった交互作用効果は、Kernis et al.（1991）に

おいても報告されている。これらのことから、自

尊感情のレベルと変動性には交互作用効果が存在

し、それを考慮して検討する重要性が示唆されて

いる。 
これを援用すると、動機づけのレベルと変動性

においても学習行動に対する交互作用効果が考え

られる。仮説としては、上述した市村（2012）の

研究を参考とし、動機づけの変動が大きい場合は

動機づけレベルの効果が見られないが、変動が小

さい場合はレベルの効果が見られると考えられる。

つまり、動機づけが低く安定している場合は、一

貫してその学習中に積極的に取り組むことができ

ず、低いパフォーマンスにつながるであろう。一

方で、動機づけが高く安定している場合は、その

学習時間を通してコンスタントに積極的な学習を

行うことができ、高いパフォーマンスにつながる

であろう。このように、動機づけレベルと変動性

との交互作用効果を仮定することで、学習プロセ

スの精緻な検討が可能になると考えられる。 
 
11..44..  本本研研究究のの目目的的  
 上記をうけて、本研究では状況的動機づけのレ

ベルと変動性の交互作用が学習に与える効果につ

いて検討することを目的とする。研究手法につい

て、本研究では梅本・稲垣（2019）を参考として、

「特定の 1授業時間」という状況における学習に

着目する。具体的な従属変数としては、学習方略

の1つである深い処理方略とテスト得点を取り上

げる。今回の交互作用効果と深い処理方略、学業

達成（テスト得点）との関連が明らかになれば、

状況的動機づけのレベルや変動性といった観点か

らの学習支援への示唆となりうる。 
 深い処理方略とは、学習内容の関連づけを基盤

とし、内容の理解を目的とした学習方略である（村

山、2003）。先行研究によって、深い処理に関する

方略の使用が学業達成において重要であることが

示されており（e.g., Pintrich & De Groot, 1990; 
Vansteenkiste et al., 2004）、全体や文脈のレベル

を対象とした研究においては、動機づけと深い処

理に関する方略との関連が検討されてきている

（e.g., Elliot et al., 1999; 堀野・市川、1997）。そ

のため、状況レベルにおいても、動機づけと深い

処理方略との関連が予想できる。 
 次に、学業達成の指標として、対象授業の内容

に対するテスト得点を測定する。動機づけと学業

達成との関連はこれまでも繰り返し検討されてき

ており（e.g., Elliot et al., 1999; Vansteenkiste et 
al., 2004）、状況的動機づけのレベルと変動性との

交互作用が、どのように学業達成に結びつくのか

を明らかにすることは重要であろう。 
 以上の関連を検討する際には、梅本・稲垣（2019）
と同様に、文脈レベルの動機づけを統制すること

とする。なぜなら、その授業科目に対する文脈的

動機づけは、特定の授業に対する状況的動機づけ

や、授業中の取り組みに影響を与えると考えられ

るからである。そういった文脈的な動機づけを統

制することで、対象授業における状況的動機づけ

と学習行動、学業達成との関連を明確に検討する

ことができるであろう。具体的な変数（動機づけ

要因）としては、自己効力感と内発的価値を取り

上げる。自己効力感とは、自身の能力に対する期

待であり（Bandura, 1977）、内発的価値とは、学

習課題に対する興味、重要性、有用性を含んだ価

値づけである（Pintrich & De Groot, 1990）。こう

いった期待と価値という2つの要因は、動機づけ

を導く重要な概念であり（Eccles & Wigfield, 
2002）、多くの実証研究でも取り上げられている

（e.g., Bong, 2001）。 
 また、これに加えて、当該科目における他の回

題の 1つである（鹿毛、2018）。 
近年では、状況的な動機づけを扱う研究も増え

てきている。例えば、外山他（2017）は実験によ

り、目標志向性と方略との合致である制御適合に

よって、点つなぎ課題のパフォーマンスを高める

ことを明らかにしている。つまり、制御適合を経

験することで、点つなぎ課題に対する状況的動機

づけが高まったと解釈できよう。また、市村他

（2016）は、コンピュータを利用した学習に着目

し、困難度に関する情報の提示と動機づけがどの

ようにアナグラム課題への取り組みの持続に影響

するのかを実験によって明らかにしている。この

研究では、4 時点の縦断的な調査を通して課題に

対する動機づけの変化についても検討されている。 
このように、学習プロセスを明らかにすること

を目指し、状況的動機づけに着目した研究が増え

てきている。しかしながら、その数はまだ少ない

ため、さらに検討を重ねる必要がある。特に、上

述の外山他（2017）や市村他（2016）などは実験

場面における検討であるため、一般化可能性を考

慮した際に実際の学習場面を対象にした研究も必

要であろう。 
 

11..22..  動動機機づづけけのの変変動動性性  
 状況的動機づけを捉える1つの視点として、そ

の「変動性」に注目することができる。動機づけ

の変動性とは、一定期間内の状態的（状況的）な

動機づけの変動の大きさを示す概念である（岡田

他、2013）。岡田他（2013）は、大学生や短期大

学生を対象に、それぞれの学校の学習に対する今

現在の動機づけを週に 1 回、1 セメスターにわた

って縦断的に測定し、それらの個人内平均を「動

機づけレベル」、個人内標準偏差を「動機づけの変

動性」としている。つまり、ここでの動機づけレ

ベルとは、1 セメスターにおける平均的な動機づ

けの高さを示すものであり、動機づけの変動性と

は、1 セメスターにおける動機づけの変動の大き

さを示すものである。この研究を参考にすると、

状況的動機づけをその高さからだけではなく、変

動という観点からも捉えることができるため、よ

り多面的に学習プロセスを検討することが可能に

なる。 
 動機づけの変動性を扱った他の研究として、梅

本・稲垣（2019）がある。ここでは、「特定の1授

業時間」という状況的な場面に特化した動機づけ

の変動性に焦点を当てている。この研究では、特

定の授業中に複数時点で状況的動機づけを測定し、

その授業内における動機づけの変動性を検討して

いる。そして、学習中の動機づけを自分自身で調

整するといった動機づけ調整方略（Miele & 
Scholer, 2018; Wolters, 2011）が、動機づけの変

動を抑制する可能性を示している。つまり、状況

的動機づけが低下しそうなときに、授業内容を価

値づけたり授業の成績を意識したりして自身の動

機づけを調整することで、結果として変動が小さ

い安定した動機づけで学習に取り組めるのである。

また、岡田他（2015）は、動機づけの変動性の知

覚を尺度によって測定し、先延ばし行動との関連

を検討している。その結果、動機づけの変動性の

知覚と先延ばし行動との間には正の関連が示され

た。つまり、自身の動機づけの変動が大きいと知

覚している学習者は、先延ばしを行う傾向がある

ことが示唆される。このように、動機づけの変動

性は学習行動に関連しうるものである。 
動機づけの変動性は、学習プロセスを従来とは

異なった角度から明らかにするための1つの重要

な視点になりうる。しかしながら、それを扱った

研究がほとんどないため、研究の蓄積が求められ

ているといえる。 
 
11..33..  動動機機づづけけレレベベルルとと変変動動性性のの交交互互作作用用効効果果  
 動機づけの変動性の研究を進めていく上で参考

になるのが、自尊感情の変動性の研究である。も

ともと動機づけの変動性も、自尊感情の変動性を

応用したものである（岡田他、2013）。自尊感情の

変動性の研究では、研究参加者に対して状態的な

自尊感情尺度に繰り返し回答を求め、その個人内

標準偏差を変動性として扱っている。そして、状

態的な自尊感情をレベルと変動性という2側面か

ら捉えることで、怒り感情や敵意の傾向などを予
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の授業における学業達成（テスト得点）について

も測定し、統制変数として用いる。こういった他

の回の授業での学業達成を統制することにより、

特に状況的動機づけと対象授業におけるテスト得

点との関連がより明確に検討できるであろう。 
 そして、梅本・稲垣（2019）と同様に、状況的

動機づけの測定の妥当性を確保するため、エンゲ

ージメントとの関連を検討する。エンゲージメン

トとは、状況的な学習への取り組みのあり方を捉

えようとする概念であり、特に近年多くの研究が

行われ て いる（ Christenson et al., 2012; 
Fredricks et al., 2004）。特定の状況における積極

的な学習への取り組みを意味するエンゲージメン

トは、動機づけレベルとの正の関連が予想できる。 
 
22..  方方法法  
22..11..  研研究究手手続続ききとと研研究究参参加加者者  
 2019年の 5月から 7月の間に、2つの大学の授

業中に、テストおよび質問紙による調査を行った。

テスト（Time 1）は、対象授業の約 1か月前の授

業の後半に配布、実施され、その場で回収された。

質問紙は、対象となった授業のはじめに配布され、

授業の終わりに回収された。また、テスト（Time 
2）は、対象授業の後半に配布、実施され、その場

で回収された。 
2 つの大学の計 139 名の学生のうち、テスト

（Time 1）、調査およびテスト（Time 2）に参加

し、研究協力に同意を得た104名を分析対象とし

た（平均年齢18.97、標準偏差 0.91; A大学 40名、

B 大学 64 名; 男性 44 名、女性 59 名、未回答 1
名; 1 年生 65 名、2 年生 35 名、3 年生 4 名）。な

お、データには欠測値が見られたため、それぞれ

の分析は当該部分に欠測がなかった参加者のデー

タを用いて行われた。 
A 大学の授業は、主に 2年生以上を対象とした

資格に関する心理学系の授業であり、その資格取

得を希望する学生が受講していた。B 大学の授業

は、一般教養における心理学系の授業であり、1年

生を対象とした科目であった。どちらの授業も、

大きなテーマを中心として、複数のトピックを扱

うような内容であった。A大学の授業は、「知識構

造」を大きなテーマとして、「スキーマ、スクリプ

ト、素朴概念、誤概念」などのトピックを扱った。

B 大学の授業は、「援助行動」を大きなテーマとし

て、「傍観者効果、責任の分散、多元的無知」など

のトピックを扱った。教授法が動機づけの変動性

に影響するのを防ぐため、両授業ともペア活動や

グループ活動などは含まず、教員が学習内容を一

方向的に説明するような講義形式のものであった。

なお、授業の担当者は、本論文の筆者であった。 
 
22..22..  テテスストト得得点点（（TTiimmee  11））  
 対象授業科目の他の授業での学業達成を統制す

るため、対象授業の約 1か月前に、その日の授業

内容に関する 10 点満点のテストを作成し、授業

の後半に 10 分間で実施した。テストは、穴埋め

問題 8問（各 1点）と記述問題 1問（2点）から

構成された。なお、授業の冒頭に、本日のテスト

は授業評価とは関係ない旨を口頭で説明し、テス

ト用紙にも明記した。 
 
22..33..  調調査査内内容容  
 状況的動機づけの測定においては、岡田他

（2013）、梅本・稲垣（2019）を参考に「今日の

この授業のそれぞれの時点でのこの授業に対する

学習意欲について教えてください」という教示を

用いた。そして、その教示のもと、授業開始時、

開始 15 分後、30 分後、45 分後、60 分後の 5 時

点の学習意欲について、7件法（1:非常に低い―7:
非常に高い）でその都度授業を中断して回答を求

めた。そして、先行研究を参考に、5 時点の得点

の平均値を「動機づけレベル」、個人内標準偏差を

「動機づけの変動性」とした。 
 以下の尺度については、テスト（Time 2）終了

後に、5件法（1:全くあてはまらない―5:よくあて

はまる）で回答を求めた。深い処理方略とエンゲ

ージメントについては、状況レベルを想定したた

め、「今日のこの授業での取り組みについて教えて

ください」という教示文のもとに、自己効力感と

内発的価値については、文脈レベルを想定したた
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め、「この授業科目の学習について教えてください」

という教示文のもとに回答を求めた。 
 対象の授業における深い処理方略の使用を捉え

るために、鈴木（2011）、梅本（2013）を参考に

項目を作成した。作成された項目は、「前に習った

ことを思い出しながら学習した」「その内容を頭の

中に思いうかべながら学習した」「学習内容を関連

づけて覚えるようにした」「新しい内容と今まで習

ってきたことを頭の中で結びつけた」「学習内容の

意味を考えながら覚えるようにした」の 5項目で

あった。 
 本研究における状況的動機づけの測定の妥当性

を検証するため、梅本・稲垣（2019）の項目を使

用して対象授業における行動的および感情的エン

ゲージメントを測定した。行動的エンゲージメン

トとは、学習や学習課題に関する関与、努力や持

続性、忍耐を含む概念であり（Fredricks et al., 
2004）、「私はこの授業で頑張って学習した」など

の 4項目で測定された。感情的エンゲージメント

は、興味、退屈、不安、楽しさといった学習者の

感情的反応に関する概念であり（Fredricks et al., 
2004）、「この授業で勉強しているとき、熱中して

いた」などの 5項目で測定された。 
 文脈レベルにおける動機づけを統制するため、

自己効力感および内発的価値を測定した。梅本・

稲垣（2019）と同様に、自己効力感については中

西（2004）の、内発的価値については伊藤（2009）
の尺度項目を、「この授業科目の学習」という文脈

に合うように表現を修正して用いた。自己効力感

は、「その気になればこの授業で勉強はよくできる

と思う」などの 6 項目で、内発的価値は「私は、

この授業で学ぶことは面白いと思う」などの 6項

目で測定された。 
 
22..44..  テテスストト得得点点（（TTiimmee  22））  
 対象となった授業における学業達成を捉えるた

め、当該の授業内容に関する 10 点満点のテスト

を作成し、5時点の状況的動機づけの測定後に10
分間で実施した。テストの形式などは、Time 1と

同様であった。なお、問題の具体例としてA大学

においては、「シェマを外界にあてはめ、自分に合

わせて外界を取り入れることを（   ）という。」

といった用語を問う穴埋め問題と、「スクリプトと

はどのようなものか。具体例を挙げながら説明し

なさい。」といった授業内で扱ったトピックの具体

的な説明を求める記述問題が出題された。B 大学

でも同様の出題形式をとり、「『他の誰かが何とか

するだろう』と考えて援助を差し控えてしまうこ

とを（   ）の分散という」といった穴埋め問

題と、「人に援助を求めるときに、個別に指示する

方がよいのはなぜか説明しなさい。」といった記述

問題を出題した。 
 
22..55..  倫倫理理的的配配慮慮  
 本研究では質問紙のフェースシートに、「回答に

正解、不正解はないこと」「答えたくない質問があ

った場合は答えてなくても良いこと」「成績には一

切関係がないこと」などを明記した。そして、調

査への協力および2回のテスト得点の研究使用に

同意する人には「同意します」という項目にチェ

ックを、同意できない人には「同意しません」と

いう項目にチェックをするように求めた。 
 
33..  結結果果  
33..11..  尺尺度度構構成成とと授授業業差差のの検検討討  
 まず、新たに作成した深い処理方略の 5項目に

ついては 1因子性を確認するため、主成分分析を

行った。その結果、全ての項目が第一主成分に.37
以上の負荷を示した（寄与率46.48%）。そのため、

5 項目を用いて深い処理方略の下位尺度を構成す

ることとした。 
 他の変数については先行研究を参考にしながら、

各下位尺度の α係数を算出した。その結果、Table 
1 に示すような値となった。なお、動機づけレベ

ルについては変動を仮定しているため、内的整合

性の指標である α係数は算出しなかった。各下位

尺度の平均値、標準偏差、α 係数および分析人数

をTable 1に示した。 
次に、下位尺度間の相関分析結果をTable 2に

示した。動機づけレベルは他の下位尺度との間に

の授業における学業達成（テスト得点）について

も測定し、統制変数として用いる。こういった他

の回の授業での学業達成を統制することにより、

特に状況的動機づけと対象授業におけるテスト得

点との関連がより明確に検討できるであろう。 
 そして、梅本・稲垣（2019）と同様に、状況的

動機づけの測定の妥当性を確保するため、エンゲ

ージメントとの関連を検討する。エンゲージメン

トとは、状況的な学習への取り組みのあり方を捉

えようとする概念であり、特に近年多くの研究が

行われ ている（ Christenson et al., 2012; 
Fredricks et al., 2004）。特定の状況における積極

的な学習への取り組みを意味するエンゲージメン

トは、動機づけレベルとの正の関連が予想できる。 
 
22..  方方法法  
22..11..  研研究究手手続続ききとと研研究究参参加加者者  
 2019年の 5月から 7月の間に、2つの大学の授

業中に、テストおよび質問紙による調査を行った。

テスト（Time 1）は、対象授業の約 1か月前の授

業の後半に配布、実施され、その場で回収された。

質問紙は、対象となった授業のはじめに配布され、

授業の終わりに回収された。また、テスト（Time 
2）は、対象授業の後半に配布、実施され、その場

で回収された。 
2 つの大学の計 139 名の学生のうち、テスト

（Time 1）、調査およびテスト（Time 2）に参加

し、研究協力に同意を得た104名を分析対象とし

た（平均年齢18.97、標準偏差 0.91; A大学 40名、

B 大学 64 名; 男性 44 名、女性 59 名、未回答 1
名; 1 年生 65 名、2 年生 35 名、3 年生 4 名）。な

お、データには欠測値が見られたため、それぞれ

の分析は当該部分に欠測がなかった参加者のデー

タを用いて行われた。 
A 大学の授業は、主に 2年生以上を対象とした

資格に関する心理学系の授業であり、その資格取

得を希望する学生が受講していた。B 大学の授業

は、一般教養における心理学系の授業であり、1年

生を対象とした科目であった。どちらの授業も、

大きなテーマを中心として、複数のトピックを扱

うような内容であった。A大学の授業は、「知識構

造」を大きなテーマとして、「スキーマ、スクリプ

ト、素朴概念、誤概念」などのトピックを扱った。

B 大学の授業は、「援助行動」を大きなテーマとし

て、「傍観者効果、責任の分散、多元的無知」など

のトピックを扱った。教授法が動機づけの変動性

に影響するのを防ぐため、両授業ともペア活動や

グループ活動などは含まず、教員が学習内容を一

方向的に説明するような講義形式のものであった。

なお、授業の担当者は、本論文の筆者であった。 
 
22..22..  テテスストト得得点点（（TTiimmee  11））  
 対象授業科目の他の授業での学業達成を統制す

るため、対象授業の約 1か月前に、その日の授業

内容に関する 10 点満点のテストを作成し、授業

の後半に 10 分間で実施した。テストは、穴埋め

問題 8問（各 1点）と記述問題 1問（2点）から

構成された。なお、授業の冒頭に、本日のテスト

は授業評価とは関係ない旨を口頭で説明し、テス

ト用紙にも明記した。 
 
22..33..  調調査査内内容容  
 状況的動機づけの測定においては、岡田他

（2013）、梅本・稲垣（2019）を参考に「今日の

この授業のそれぞれの時点でのこの授業に対する

学習意欲について教えてください」という教示を

用いた。そして、その教示のもと、授業開始時、

開始 15 分後、30 分後、45 分後、60 分後の 5 時

点の学習意欲について、7件法（1:非常に低い―7:
非常に高い）でその都度授業を中断して回答を求

めた。そして、先行研究を参考に、5 時点の得点

の平均値を「動機づけレベル」、個人内標準偏差を

「動機づけの変動性」とした。 
 以下の尺度については、テスト（Time 2）終了

後に、5件法（1:全くあてはまらない―5:よくあて

はまる）で回答を求めた。深い処理方略とエンゲ

ージメントについては、状況レベルを想定したた

め、「今日のこの授業での取り組みについて教えて

ください」という教示文のもとに、自己効力感と

内発的価値については、文脈レベルを想定したた
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多くの正の相関を示したが、動機づけの変動性は

ほとんど関連を示さなかった。また、状況的動機

づけの測定の妥当性をより詳細に検討するため、

動機づけレベルとエンゲージメントとの関連を偏

相関分析によって検討した。具体的には、大学お

よび文脈的な動機づけ要因である自己効力感と内

発的価値を統制変数とした。その結果、動機づけ

レベルと行動的エンゲージメント（pr =.50, 
p<.001, N =100）、感情的エンゲージメント（pr 
=.48, p<.001, N =100）との間にそれぞれ正の偏

相関が見られた。梅本・稲垣（2019）と同様に動

機づけレベルとエンゲージメントとの間に正の関

係が見られ、本研究における状況的動機づけの測

定に対する一定の妥当性が示された。なお、テス

ト得点については、それぞれの授業ごとに標準化

したものを分析に用いた。 
 次に、大学の授業差について検討するために、

大学を独立変数とした対応のない t 検定を行った

（Table 1）。その結果、深い処理方略以外の下位

尺度において有意な差が見られ、いずれもB大学

の平均値の方がA大学の平均値よりも高いことが

示された。なお行動的エンゲージメントについて

は、等分散の仮定が棄却されたため、Welchの方

法を用いて分析を行った。 
大学Aの授業は、2年生以上を対象とした資格

に関する心理学の授業であり、比較的内容が専門

的で難しかったと考えられる。一方で大学Bの授

業は、主に 1年生を対象とした心理学の入門に関

する授業であったため比較的内容が易しく、高い

動機づけを持ちやすかった可能性がある。また、

大学Aの授業は必修科目に関するものであり、大

学Bの授業は選択科目に関するものであった。そ

のため、授業を選択する段階で、文脈的動機づけ

に差があった可能性もある。 
 
33..22..  状状況況的的動動機機づづけけとと深深いい処処理理方方略略のの関関連連  
 状況的動機づけ（動機づけレベル、動機づけの

変動性）と深い処理方略との関連を検討するため

に、階層的重回帰分析を行った（Table 3）。ステ

ップ 1 では、統制変数として大学、自己効力感、

1 動機づけレベル

2 動機づけの変動性 -.11

3 深い処理方略 .53 *** -.08

4 行動的エンゲージメント .66 *** .07 .34 ***

5 感情的エンゲージメント .69 *** .02 .50 *** .64 ***

6 自己効力感 .40 *** .21 * .48 *** .39 *** .49 ***

7 内発的価値 .60 *** .15 .51 *** .47 *** .64 *** .66 ***

8 テスト得点(Time 1) .17 -.02 .19 .18 .11 .15 .22 *

9 テスト得点(Time 2) .36 *** -.02 .32 *** .20 * .25 ** .17 .31 ** .50 ***

7 8

*p <.05,　**p <.01,　***p <.001

Table 2　相関分析結果

1 2 3 4 5 6

Mean SD α Mean SD n Mean SD n

動機づけレベル 4.44 0.94 4.06 0.97 39 4.68 0.84 64 3.39 *** 0.70

動機づけの変動性 0.65 0.39 0.55 0.40 39 0.71 0.37 64 2.10 * 0.42

深い処理方略 3.21 0.63 .71 3.06 0.63 40 3.30 0.61 63 1.86 0.39

行動的エンゲージメント 3.42 0.72 .87 3.20 0.84 39 3.56 0.60 64 2.34 * 0.51

感情的エンゲージメント 3.76 0.63 .86 3.55 0.63 40 3.89 0.59 64 2.80 ** 0.56

自己効力感 3.78 0.48 .81 3.55 0.47 40 3.92 0.43 62 4.09 *** 0.83

内発的価値 4.04 0.6 .92 3.81 0.57 40 4.19 0.57 62 3.29 ** 0.67

*p <.05,　**p <.01,　***p <.001

Table 1　各下位尺度の平均値，標準偏差，α係数および大学を独立変数とした対応のないt検定結果

全体 A大学 B大学
t値 Hedges'

g
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内発的価値、テスト得点（Time 1）を投入した。 
次に、ステップ2において、動機づけレベルと

動機づけの変動性を投入したところ、決定係数の 

Figure 1 動機づけレベルと変動性との交互作用に

おける単純傾斜分析の結果 

増分は有意であった。最後に、ステップ 3におい

て動機づけレベルと動機づけの変動性との積を投

入したところ、決定係数の増分は有意であった。

つまり、動機づけレベルと深い処理方略との関連

は、動機づけの変動性の程度によって異なること

が示唆された。 
 そこで次に、単純傾斜分析を行った。具体的に

は、動機づけの変動性得点が平均値±1標準偏差で

ある場合の動機づけレベル得点にかかる偏回帰係

数の値を求めた（Figure 1）。その結果、変動性が

小さい場合には、動機づけレベルによって深い処

理方略の使用量は変化せず（b =.073, SE =.103, 
n.s.）、変動性が大きい場合には、動機づけレベル

が高いほど深い処理方略の使用量が多いことが示

された（b =.291, SE =.081, p<.001）。 

b SE
ステップ1
大学 .001 .120 [ -.238 , .240 ]
自己効力感 .370 .155 [ .062 , .678 ]
内発的価値 .311 .128 [ .058 , .564 ]
テスト得点（Time1） .062 .055 [ -.048 , .172 ]
R 2=.303***

ステップ2
大学 .040 .117 [ -.192 , .273 ]
自己効力感 .416 .147 [ .124 , .707 ]
内発的価値 .109 .138 [ -.165 , .384 ]
テスト得点（Time1） .048 .052 [ -.056 , .152 ]
動機づけレベル .219 .073 [ .074 , .364 ]
動機づけの変動性 -.190 .141 [ -.470 , .091 ]
R 2=.397***
ΔR 2=.095**

ステップ3
大学 .056 .115 [ -.173 , .285 ]
自己効力感 .404 .145 [ .117 , .691 ]
内発的価値 .153 .138 [ -.121 , .426 ]
テスト得点（Time1） .059 .052 [ -.044 , .161 ]
動機づけレベル .182 .074 [ .035 , .330 ]
動機づけの変動性 -.140 .141 [ -.420 , .141 ]
レベル×変動性 .280 .141 [ .001 , .560 ]
R 2=.422***
ΔR 2=.025*

95%CI
階層的重回帰分析結果（N =100）

Table 3　深い処理方略を従属変数とした

*p <.05, **p <.01, ***p <.001

Criterion: 深い処理方略

b SE
ステップ1
大学 .108 .193 [ -.275 , .490 ]
深い処理方略 .303 .164 [ -.023 , .629 ]
自己効力感 -.194 .256 [ -.701 , .314 ]
内発的価値 .322 .210 [ -.096 , .740 ]
テスト得点（Time1） .441 .089 [ .263 , .618 ]
R 2=.320***

ステップ2
大学 .207 .196 [ -.183 , .596 ]
深い処理方略 .190 .174 [ -.155 , .535 ]
自己効力感 -.141 .256 [ -.649 , .368 ]
内発的価値 .082 .232 [ -.379 , .544 ]
テスト得点（Time1） .435 .088 [ .260 , .609 ]
動機づけレベル .292 .128 [ .037 , .546 ]
動機づけの変動性 .159 .239 [ -.315 , .633 ]
R 2=.356***
ΔR 2=.036

ステップ3
大学 .203 .198 [ -.190 , .596 ]
深い処理方略 .199 .178 [ -.155 , .553 ]
自己効力感 -.142 .257 [ -.654 , .369 ]
内発的価値 .072 .237 [ -.399 , .543 ]
テスト得点（Time1） .432 .089 [ .255 , .609 ]
動機づけレベル .298 .131 [ .038 , .558 ]
動機づけの変動性 .150 .243 [ -.333 , .632 ]
レベル×変動性 -.063 .246 [ -.551 , .425 ]
R 2=.357***
ΔR 2=.000

95%CI
階層的重回帰分析結果（N =100）

Table 4　テスト得点（Time 2）を従属変数とした

***p <.001

Criterion: テスト得点 （Time 2）

多くの正の相関を示したが、動機づけの変動性は

ほとんど関連を示さなかった。また、状況的動機

づけの測定の妥当性をより詳細に検討するため、

動機づけレベルとエンゲージメントとの関連を偏

相関分析によって検討した。具体的には、大学お

よび文脈的な動機づけ要因である自己効力感と内

発的価値を統制変数とした。その結果、動機づけ

レベルと行動的エンゲージメント（pr =.50, 
p<.001, N =100）、感情的エンゲージメント（pr 
=.48, p<.001, N =100）との間にそれぞれ正の偏

相関が見られた。梅本・稲垣（2019）と同様に動

機づけレベルとエンゲージメントとの間に正の関

係が見られ、本研究における状況的動機づけの測

定に対する一定の妥当性が示された。なお、テス

ト得点については、それぞれの授業ごとに標準化

したものを分析に用いた。 
 次に、大学の授業差について検討するために、

大学を独立変数とした対応のない t 検定を行った

（Table 1）。その結果、深い処理方略以外の下位

尺度において有意な差が見られ、いずれもB大学

の平均値の方がA大学の平均値よりも高いことが

示された。なお行動的エンゲージメントについて

は、等分散の仮定が棄却されたため、Welchの方

法を用いて分析を行った。 
大学Aの授業は、2年生以上を対象とした資格

に関する心理学の授業であり、比較的内容が専門

的で難しかったと考えられる。一方で大学Bの授

業は、主に 1年生を対象とした心理学の入門に関

する授業であったため比較的内容が易しく、高い

動機づけを持ちやすかった可能性がある。また、

大学Aの授業は必修科目に関するものであり、大

学Bの授業は選択科目に関するものであった。そ

のため、授業を選択する段階で、文脈的動機づけ

に差があった可能性もある。 
 
33..22..  状状況況的的動動機機づづけけとと深深いい処処理理方方略略のの関関連連  
 状況的動機づけ（動機づけレベル、動機づけの

変動性）と深い処理方略との関連を検討するため

に、階層的重回帰分析を行った（Table 3）。ステ

ップ 1 では、統制変数として大学、自己効力感、

1 動機づけレベル

2 動機づけの変動性 -.11

3 深い処理方略 .53 *** -.08

4 行動的エンゲージメント .66 *** .07 .34 ***

5 感情的エンゲージメント .69 *** .02 .50 *** .64 ***

6 自己効力感 .40 *** .21 * .48 *** .39 *** .49 ***

7 内発的価値 .60 *** .15 .51 *** .47 *** .64 *** .66 ***

8 テスト得点(Time 1) .17 -.02 .19 .18 .11 .15 .22 *

9 テスト得点(Time 2) .36 *** -.02 .32 *** .20 * .25 ** .17 .31 ** .50 ***

7 8

*p <.05,　**p <.01,　***p <.001

Table 2　相関分析結果

1 2 3 4 5 6

Mean SD α Mean SD n Mean SD n

動機づけレベル 4.44 0.94 4.06 0.97 39 4.68 0.84 64 3.39 *** 0.70

動機づけの変動性 0.65 0.39 0.55 0.40 39 0.71 0.37 64 2.10 * 0.42

深い処理方略 3.21 0.63 .71 3.06 0.63 40 3.30 0.61 63 1.86 0.39

行動的エンゲージメント 3.42 0.72 .87 3.20 0.84 39 3.56 0.60 64 2.34 * 0.51

感情的エンゲージメント 3.76 0.63 .86 3.55 0.63 40 3.89 0.59 64 2.80 ** 0.56

自己効力感 3.78 0.48 .81 3.55 0.47 40 3.92 0.43 62 4.09 *** 0.83

内発的価値 4.04 0.6 .92 3.81 0.57 40 4.19 0.57 62 3.29 ** 0.67

*p <.05,　**p <.01,　***p <.001

Table 1　各下位尺度の平均値，標準偏差，α係数および大学を独立変数とした対応のないt検定結果

全体 A大学 B大学
t値 Hedges'

g
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33..33..  状状況況的的動動機機づづけけととテテスストト得得点点ととのの関関連連  
 最後に、状況的動機づけ（動機づけレベル、動

機づけの変動性）とテスト得点（Time2）との関

連を検討するために、階層的重回帰分析を行った

（Table 4）。ステップ 1では、統制変数として大

学、自己効力感、内発的価値、テスト得点（Time 
1）に加えて、先行研究（e.g., Vansteenkiste et al., 
2004）において学業達成に関連することが示され

ている深い処理方略を投入した。次に、ステップ

2 において、動機づけレベルと動機づけの変動性

を投入したところ、決定係数の増分は有意傾向で

あった（p =.080）。ステップ 2において、動機づ

けレベルがテスト得点（Time 2）に対して正の関

連を示した。最後に、ステップ 3において動機づ

けレベルと動機づけの変動性との積を投入したと

ころ、決定係数の増分は有意にならなかった。 
 
44..  考考察察  
44..11..  状状況況的的動動機機づづけけとと深深いい処処理理方方略略のの関関連連  
 階層的重回帰分析の結果から、深い処理方略の

使用に対する状況的動機づけのレベルと変動性と

の交互作用効果が示された。具体的には、変動性

が小さい場合には、レベルの効果は見られないが、

変動性が大きい場合にはレベルが高いほど深い処

理方略の使用も多くなっていた。この結果は、仮

説とは異なるものであった。これに関して、まず

は動機づけの変動が大きい場合に見られた、深い

処理方略に対するレベルの効果について考察する。

可能性として考えられるのは、動機づけのレベル

の高低において、変動性の性質が異なるというこ

とである。例えば、動機づけレベルが十分に高い

場合には、講義という受動的な授業であっても授

業内容に積極的に反応し、「もっと詳しく知りたい」

といった自発的な追求プロセスを通して、動機づ

けが上方向に大きく揺れ動くような変動が生じて

いると考えられる。長谷部・楠見（2018）では、

学習者の動機づけが十分に高いときに、自律的な

動機づけをもつ者ほど内容特性（例：解説の量が

多い、発展的な内容まで扱われている）のより豊

かな学習教材を選択する傾向があるとされており、

この解釈と整合する。こういった場合、より積極

的に学習理解を深めるような深い処理方略が使用

されてもおかしくない。 
一方で、動機づけレベルが低い場合には、講義

という受動的な授業のなかでさらに動機づけが低

下するような、下方向に大きく揺れ動く変動が起

きていた可能性がある。これについては、全体レ

ベルにおいて動機づけと動機づけ調整方略との正

の関連を明らかにした、伊藤・神藤（2003）の研

究が参考になる。つまり、動機づけレベルが低い

学習者は、授業の最中に動機づけがさらに低下し

そうなとき、動機づけを調整してうまく維持する

ことができず、下方向への変動が生じやすいと考

えられる。こういった場合は、深い処理方略の使

用は期待できないであろう。もう 1つの可能性に

ついては、冒頭で紹介した岡田他（2015）の考察

が参考になる。それは、動機づけの変動性が大き

い場合、まずは自分の動機づけをコントロールし

ようとするため、課題の処理がおろそかになると

いうことである。特に、動機づけレベルが低い場

合は、より一層動機づけをコントロールしなけれ

ばならないと考え、深い処理方略の使用が抑制さ

れる可能性がある。さらに、この場合も、コント

ロールをしようとは考えるが、動機づけレベルが

低いため、上述のように実際には動機づけのコン

トロールは行われないと考えられる。 
次に、動機づけの変動が小さい場合に、レベル

の効果が見られなかった結果について考察する。

これについては、動機づけの変動性が認知的な情

報処理過程に関連している可能性がある。例えば、

動機づけの変動が小さいということは、レベルが

高い場合でも低い場合でも、授業に無関係な事な

どをせずに学習に対して安定的に取り組んでいる

ことを意味し、そういった状態では学習内容の処

理以外に注意を払う必要が比較的少ないため、認

知的リソースを積極的に深い処理に使うことがで

きると考えられる。これは、先述したようなプロ

セス（岡田他、2015）とは逆の、変動が小さい場

合には自分の動機づけをコントロールしようとい

うプロセスが生じないため、効果的に課題を処理
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できるという可能性とも整合する。こういった可

能性については、今後動機づけの変動性と情報処

理過程の直接的な関連を検討する必要がある。 
なお、本研究では、深い処理方略について、状

況的動機づけのように授業中の各時点ではなく、

授業後に測定している。なぜなら、今回の研究で

はその都度授業を中断して回答を求めるという手

続きをとったため、できるだけ参加者の負担を減

らすために、状況的動機づけを測定する 1項目に

絞ったからである。さらに、これまでの先行研究

において、深い処理方略は複数の項目で測定され

ており（e.g., 鈴木、2011; 梅本、2013）、本研究

においても妥当性の高い測定をするためには複数

の項目を用いることが必要であると考えた。こう

いったことからも、深い処理方略については授業

中ではなく、授業後に複数項目で回答を求めてい

る。しかしながら、より精緻に授業中の状況的動

機づけと深い処理方略との関連を検討するために

は、深い処理方略についても授業の各時点で回答

を求めるような手続きが必要だと考えられる。 
以上より、動機づけの変動性は、動機づけレベ

ルと深い処理方略との関連を調整している可能性

が示された。積極的な学習を促進するためには、

状況的な動機づけが高いか否かだけではなく、安

定しているかどうかという点も重要になると考え

られる。これまでの研究において、こういった交

互作用効果については明らかにされておらず、動

機づけの変動性を扱った本研究によって、学習プ

ロセス解明に向けた新たな視点を提供できたもの

と考えられる。 
 また、本研究の結果は、学習方略研究において

も示唆を与えるものである。これまでの研究では、

動機づけ調整方略と深い処理方略との直接的な関

連について検討されてきた（e.g., 梅本、2013）。
しかしながら、動機づけ調整方略が動機づけの変

動性と関連するという先行研究の結果（梅本・稲

垣、2019）と、本研究の結果とを併せて考えると、

動機づけ調整方略は状況的動機づけ（動機づけの

変動性）を媒介して深い処理方略に関連するとい

ったプロセスが想定できる。もちろん、このよう

なモデルの検証については、包括的にデータを収

集して分析する必要がある。しかしながら、学習

方略間の関連プロセスについて、新たな可能性を

示したという点で、本研究は意義深いものである

と考えられる。 
 
44..22..  状状況況的的動動機機づづけけとと学学業業達達成成のの関関連連  
 次に、階層的重回帰分析の結果から、学業達成

（テスト得点）に対する状況的動機づけのレベル

と変動性との交互作用効果は示されず、レベルの

主効果のみが示された。この結果から、学業達成

を促すには、授業中に状況的動機づけを高めるよ

うな工夫が重要になることが示唆される。このよ

うな動機づけと学業達成との関連は、全体レベル

や文脈レベルの研究においても示されており

（e.g., Elliot et al., 1999; 西村他、2011）、本研究

の結果はそれらと整合するものである。特筆すべ

きは、こういった関連が深い処理方略、文脈的動

機づけ、事前の学業達成（Time 1のテスト得点）

を統制した上でも見られたことである。こういっ

たことからも、あらためて学業達成に対する状況

的動機づけの高さの重要性がうかがえる。 
それでは、なぜ学業達成に対しては、動機づけ

レベルと変動性との交互作用が見られず、レベル

の主効果のみが見られたのであろうか。1 つの可

能性として、動機づけレベルが、単純に反復する

ことで学習内容を暗記するような浅い処理方略を

媒介して学業達成に影響したということが考えら

れる。文脈レベルの研究において、動機づけが浅

い処理に対応する方略を促進することが示されて

おり（e.g., 市原・新井、2006）、本研究において

も動機づけレベルが授業中の浅い処理方略の使用

を促した可能性が考えられる。浅い処理に対応す

る方略が、学業達成に関連しないという文脈レベ

ルの研究もあるが（e.g., 堀野・市川、1997）、本

研究では授業の直後に小テストを実施しており、

長期的な知識の定着を測定しているわけではない

ため、浅い処理方略が学業達成に影響した可能性

は十分にある。特に、浅い処理方略は、理解をせ

ずとも回答できるような穴埋め問題に対して有効

33..33..  状状況況的的動動機機づづけけととテテスストト得得点点ととのの関関連連  
 最後に、状況的動機づけ（動機づけレベル、動

機づけの変動性）とテスト得点（Time2）との関

連を検討するために、階層的重回帰分析を行った

（Table 4）。ステップ 1では、統制変数として大

学、自己効力感、内発的価値、テスト得点（Time 
1）に加えて、先行研究（e.g., Vansteenkiste et al., 
2004）において学業達成に関連することが示され

ている深い処理方略を投入した。次に、ステップ

2 において、動機づけレベルと動機づけの変動性

を投入したところ、決定係数の増分は有意傾向で

あった（p =.080）。ステップ 2において、動機づ

けレベルがテスト得点（Time 2）に対して正の関

連を示した。最後に、ステップ 3において動機づ

けレベルと動機づけの変動性との積を投入したと

ころ、決定係数の増分は有意にならなかった。 
 
44..  考考察察  
44..11..  状状況況的的動動機機づづけけとと深深いい処処理理方方略略のの関関連連  
 階層的重回帰分析の結果から、深い処理方略の

使用に対する状況的動機づけのレベルと変動性と

の交互作用効果が示された。具体的には、変動性

が小さい場合には、レベルの効果は見られないが、

変動性が大きい場合にはレベルが高いほど深い処

理方略の使用も多くなっていた。この結果は、仮

説とは異なるものであった。これに関して、まず

は動機づけの変動が大きい場合に見られた、深い

処理方略に対するレベルの効果について考察する。

可能性として考えられるのは、動機づけのレベル

の高低において、変動性の性質が異なるというこ

とである。例えば、動機づけレベルが十分に高い

場合には、講義という受動的な授業であっても授

業内容に積極的に反応し、「もっと詳しく知りたい」

といった自発的な追求プロセスを通して、動機づ

けが上方向に大きく揺れ動くような変動が生じて

いると考えられる。長谷部・楠見（2018）では、

学習者の動機づけが十分に高いときに、自律的な

動機づけをもつ者ほど内容特性（例：解説の量が

多い、発展的な内容まで扱われている）のより豊

かな学習教材を選択する傾向があるとされており、

この解釈と整合する。こういった場合、より積極

的に学習理解を深めるような深い処理方略が使用

されてもおかしくない。 
一方で、動機づけレベルが低い場合には、講義

という受動的な授業のなかでさらに動機づけが低

下するような、下方向に大きく揺れ動く変動が起

きていた可能性がある。これについては、全体レ

ベルにおいて動機づけと動機づけ調整方略との正

の関連を明らかにした、伊藤・神藤（2003）の研

究が参考になる。つまり、動機づけレベルが低い

学習者は、授業の最中に動機づけがさらに低下し

そうなとき、動機づけを調整してうまく維持する

ことができず、下方向への変動が生じやすいと考

えられる。こういった場合は、深い処理方略の使

用は期待できないであろう。もう 1つの可能性に

ついては、冒頭で紹介した岡田他（2015）の考察

が参考になる。それは、動機づけの変動性が大き

い場合、まずは自分の動機づけをコントロールし

ようとするため、課題の処理がおろそかになると

いうことである。特に、動機づけレベルが低い場

合は、より一層動機づけをコントロールしなけれ

ばならないと考え、深い処理方略の使用が抑制さ

れる可能性がある。さらに、この場合も、コント

ロールをしようとは考えるが、動機づけレベルが

低いため、上述のように実際には動機づけのコン

トロールは行われないと考えられる。 
次に、動機づけの変動が小さい場合に、レベル

の効果が見られなかった結果について考察する。

これについては、動機づけの変動性が認知的な情

報処理過程に関連している可能性がある。例えば、

動機づけの変動が小さいということは、レベルが

高い場合でも低い場合でも、授業に無関係な事な

どをせずに学習に対して安定的に取り組んでいる

ことを意味し、そういった状態では学習内容の処

理以外に注意を払う必要が比較的少ないため、認

知的リソースを積極的に深い処理に使うことがで

きると考えられる。これは、先述したようなプロ

セス（岡田他、2015）とは逆の、変動が小さい場

合には自分の動機づけをコントロールしようとい

うプロセスが生じないため、効果的に課題を処理
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であると考えられる。そこで、Table 4と同様のモ

デル（Step 3）で穴埋め問題の得点を従属変数と

した分析を行ったところ、動機づけレベルは正の

関連を示したが（b =.303, SE =.133, p<.05）、理

解を伴う記述問題の得点を従属変数とすると関連

を示さなかった（b =.104, SE =.150, n.s.）。この

ような可能性を明らかにするためにも、本研究で

扱った深い処理方略の使用とは別に、状況的動機

づけが学業達成につながる学習プロセスについて

実証的な検討を重ねることが重要であろう。 
 以上のように、動機づけレベルは学業達成に関

連を示したが、一方で動機づけの変動性は学業達

成に対して関連を示さなかった。本研究の結果か

らは、動機づけの変動性は深い処理方略の使用や

学業達成を直接的に規定するものではないと考え

られる。しかしながら、岡田他（2015）では、動

機づけの変動性の知覚と先延ばしとの直接的な関

連も見られている。こういった結果の差異は、動

機づけの変動性を自己評価によって直接的に測定

した岡田他（2015）と、複数時点で測定された状

況的動機づけの個人内標準偏差を用いた本研究と

の測定方法の違いにもあるのかもしれない。動機

づけの変動性が学習プロセスにおいて果たす役割

については、さらに研究を積み重ねていく必要が

ある。 
 
44..33..  本本研研究究のの限限界界とと今今後後のの課課題題  
 本研究の限界としてまず1つ目に、結果の一般

化に関することが挙げられる。特に、「状況」を対

象とする研究にとって結果の一般化は非常に難し

い問題である。本研究では、2 つの大学の講義を

中心とした授業を対象とし、分析においては大学

を統制して検討を行った。しかしながら、本研究

の結果が多くの大学の授業にあてはまると考える

のは早計である。さらに多くの大学の授業を対象

として知見を積み重ねたり、同一科目の中でも他

の授業回を対象として結果の再現性について検討

したりする必要がある。また一方で、状況的な動

機づけをより精緻に捉えるためには、特定の授業

を対象とし、授業プロセスや授業形態と学習プロ

セスとのダイナミックな関連を経時的に捉えるよ

うな検討も必要であろう。 
 次に、本研究においては、動機づけの変動性に

影響を与える先行要因を捉えることができなかっ

た。例えば、梅本・稲垣（2019）は、動機づけ調

整方略が動機づけの変動を抑制することを、岡田

他（2015）は、自身の動機づけの状態をモニタリ

ングする傾向が動機づけの変動性の知覚を促進す

ることを示している。こういった個人差に関する

他の先行要因についても検討を重ねつつ、学習環

境や授業状況といった、環境要因についても考慮

することが必要であろう。それにより、動機づけ

の変動を安定させるという視点からの学習支援に

つなげていくことができる。 
 また、今回は、状況的動機づけを測定するため、

その都度授業を中断して回答を求めたが、これは

普段の授業とは異なり、やや不自然な状況であっ

たことは否めない。こういった違和感をできるだ

け与えないような、状況的動機づけの測定方法に

ついても考えていく必要がある。 
 最後に、学習プロセスを明らかにするためには、

状況的動機づけと他の従属変数との関連について

も検討する必要がある。本研究では、深い処理方

略と学業達成を取り上げたが、例えばメタ認知的

方略や学習の持続性などの学習に関する他の変数

を取り上げ、多面的に状況的動機づけとの関連を

検討していくことが必要であろう。 
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であると考えられる。そこで、Table 4と同様のモ

デル（Step 3）で穴埋め問題の得点を従属変数と

した分析を行ったところ、動機づけレベルは正の

関連を示したが（b =.303, SE =.133, p<.05）、理

解を伴う記述問題の得点を従属変数とすると関連

を示さなかった（b =.104, SE =.150, n.s.）。この

ような可能性を明らかにするためにも、本研究で

扱った深い処理方略の使用とは別に、状況的動機

づけが学業達成につながる学習プロセスについて

実証的な検討を重ねることが重要であろう。 
 以上のように、動機づけレベルは学業達成に関

連を示したが、一方で動機づけの変動性は学業達

成に対して関連を示さなかった。本研究の結果か

らは、動機づけの変動性は深い処理方略の使用や

学業達成を直接的に規定するものではないと考え

られる。しかしながら、岡田他（2015）では、動

機づけの変動性の知覚と先延ばしとの直接的な関

連も見られている。こういった結果の差異は、動

機づけの変動性を自己評価によって直接的に測定

した岡田他（2015）と、複数時点で測定された状

況的動機づけの個人内標準偏差を用いた本研究と

の測定方法の違いにもあるのかもしれない。動機

づけの変動性が学習プロセスにおいて果たす役割

については、さらに研究を積み重ねていく必要が

ある。 
 
44..33..  本本研研究究のの限限界界とと今今後後のの課課題題  
 本研究の限界としてまず1つ目に、結果の一般

化に関することが挙げられる。特に、「状況」を対

象とする研究にとって結果の一般化は非常に難し

い問題である。本研究では、2 つの大学の講義を

中心とした授業を対象とし、分析においては大学

を統制して検討を行った。しかしながら、本研究

の結果が多くの大学の授業にあてはまると考える

のは早計である。さらに多くの大学の授業を対象

として知見を積み重ねたり、同一科目の中でも他

の授業回を対象として結果の再現性について検討

したりする必要がある。また一方で、状況的な動

機づけをより精緻に捉えるためには、特定の授業

を対象とし、授業プロセスや授業形態と学習プロ

セスとのダイナミックな関連を経時的に捉えるよ

うな検討も必要であろう。 
 次に、本研究においては、動機づけの変動性に

影響を与える先行要因を捉えることができなかっ

た。例えば、梅本・稲垣（2019）は、動機づけ調

整方略が動機づけの変動を抑制することを、岡田

他（2015）は、自身の動機づけの状態をモニタリ

ングする傾向が動機づけの変動性の知覚を促進す

ることを示している。こういった個人差に関する

他の先行要因についても検討を重ねつつ、学習環

境や授業状況といった、環境要因についても考慮

することが必要であろう。それにより、動機づけ

の変動を安定させるという視点からの学習支援に

つなげていくことができる。 
 また、今回は、状況的動機づけを測定するため、

その都度授業を中断して回答を求めたが、これは

普段の授業とは異なり、やや不自然な状況であっ

たことは否めない。こういった違和感をできるだ

け与えないような、状況的動機づけの測定方法に

ついても考えていく必要がある。 
 最後に、学習プロセスを明らかにするためには、

状況的動機づけと他の従属変数との関連について

も検討する必要がある。本研究では、深い処理方

略と学業達成を取り上げたが、例えばメタ認知的

方略や学習の持続性などの学習に関する他の変数

を取り上げ、多面的に状況的動機づけとの関連を

検討していくことが必要であろう。 
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要要旨旨    
 本論は、英語を媒介とする専門教育（EMI）について、関西大学と東呉大学（台湾）が共同で

行った実践および研究に関する論考である。EMI が盛んな欧州の事情とは異なり、言語的にも文

化的にも違いが大きい日本、台湾、あるいはアジアにおいて、授業を英語で行うには克服すべき

問題も多い。EMI 実践から顕著に見えてくる、日台双方の学生・教員に共通するのは、①学生の

英語運用能力、②運用能力の格差に起因する専門分野での理解、③授業・学習スタイルの相違、

といった問題である。EMI 導入の契機として、大学の国際化に伴う英語での学位取得という壮大

な目標も巷間には聞かれるが、そもそも高等教育の質保証という観点から日台、あるいはアジア

の EMI が目指すべきものは何か。現場のレベルで問い直すとともに、EMI 実践・研究の展望に

触れる。 
 
キキーーワワーードド   EEMMII、、専専門門教教育育、、アアジジアア、、国国際際化化／／EEMMII,,  CCoonntteenntt--aarreeaa  eedduuccaattiioonn,,  AAssiiaa,,  
IInntteerrnnaattiioonnaalliizzaattiioonn  
 
11..  EEMMII ププロロジジェェククトトのの概概要要 
11..11..  背背景景・・経経緯緯  
本論は、英語を媒介言語とする専門教育

（English Medium Instruction：以下、EMI）の

実践について、関西大学と東呉大学（台湾）の教

員が共同で行った研究に関する論考である。まず、

2017 年度に研究プロジェクトを立ち上げるに至

った背景・経緯に触れておく。 
そもそも、学生・教員ともに日本語、または中

国語を母語とする日本、および台湾の大学におい

て授業を英語で提供する理由は何か。ここには、

少なくとも、日本と台湾の双方が共通に抱えてい

る問題がある。社会全体の少子高齢化である。 
日本でもこの問題が真剣に取り上げられるよう

になって久しいが、台湾では日本に先んじて少子

高齢化が進んでおり、将来の生き残りにかけた大

学の取組も早くから進んでいる 1。問題の核心に

は、学生の受入に関して、国内のニーズのみに依
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存するのではなく、学生数が先細りすることが明

らかな今のうちから、多様な学生への対応策を講

じておきたいとする、各大学の思惑がある。 
当然のことながら、教育の将来に関わる、この

問題に対応すべく、政策を通じた国・地域レベル

での大学への働きかけも始まった。2009 年に募集

された「国際化拠点整備事業」（G30）を皮切りに、

2012 年には「グローバル人材育成推進事業」、

2014 年には「スーパーグローバル大学創生事業」

（SGU）といった大型資金提供による大学国際化

へのテコ入れが、文部科学省の肝入りで次々に行

われた 2。いずれも、グローバル社会の到来を見

越して、競争力のある人材を育成することがねら

いであった 3。 
関西大学は、いずれの事業にも申請をしたが、

残念ながら選に漏れた。しかし、各事業での選定

に向けた草案作りが、大学におけるキャンパス国

際化への動因となったことは間違いない。    
本論のテーマであるEMIの実践を促す動きが

本格化したのも上記 SGU への申請が契機だった。

つまり、将来、国内にとどまらず、海外からも優

秀な学生を引き付けるには、究極的には英語のみ

による学位取得も視野に入れながら、魅力ある授

業を英語（あるいは外国語）で、なるべく多く提

供する必要があるとの認識である。 
その認識を具現化する手始めとして行われたの

が、2015 年7 月 20 日から 5 日間の集中セミナー

形式（1 日に 4 時間半の授業）による CLIL 講習

会であった。このセミナーは、 “CLIL（Content 
and Language Integrated Learning: Principles 
and Best Practice Program）”と題して、オース

トラリア・クィーンズランド大学から教員を招聘

して実施され、非常勤講師を含め、学内から 16
名の参加者があった。 

CLIL とは、日本語では「内容言語統合型学習」

と訳され、「4 つのC」、すなわちContent（内容）、

Communication（言語）、Cognition（思考）、

Community（協学）を統合する言語教育理論で

ある。英語での授業を拡大していくことを企図し

た本学にとっては、まさに教員が共有すべきノウ

ハウとしてCLIL の研修推進が最適と考えたので

ある 4。実際のところ、セミナー後に実施したア

ンケートでは、参加した教員全員から「提供され

た情報・課題のタスクは有益であった」、「授業で

使える実践的な知識が得られた」との回答が寄せ

られ、70%余りの教員がセミナーを通して「英語

で授業をする自信がついた」と答えている 5。 
学内で実施した、このCLIL 講習会が好評であ

ったため、教員の関心をさらに喚起するために、

翌 2016 年に、今度はオーストラリア・クィーン

ズランド大学に直接希望者を派遣することになっ

た。「英語による授業開講推進を目的としたグロー

バル FD【派遣型】CLIL-HEd (Content and 
Language Integrated Learning-Higher 
Education)」と銘打ったプログラムには、学内か

ら 7 名の応募があり、同年 8 月 15 日〜26 日の日

程で現地ブリスベンにて研修が行われた。 
この研修への参加条件の一つとして、「受講者は、

原則として２年以内に英語で授業開講すること」

とあり、本論文の執筆者のうち 8 名（奥田・西・

田中・平田・林・陳・李・施）は、研修参加者で

もあり 6、残る 1 人・山本を含む全員が英語によ

る授業を既に実践している 7。日台合同による本

研究は、ブリスベンでのディスカッションが契機

となって始まったのである 8。 
なお、上記の経緯からもわかるように、専門教

育を英語で実施する取組を、当初CLIL と称して

推進していたが、一般的にはCLIL が一つの言語

教育理論として理解されていることから、後に学

内でも EMI の呼称に切り換えている。内容と言

語が表裏一体であることは間違いないが、多様な

専門分野で英語による授業展開を求めることは、

言語教育と言うよりも、本質的には、専門領域に

固有の内容に関わるからである。 
 
11..22..  EEMMII::  方方法法的的理理念念ととアアジジアアのの現現状状  
多言語教育の進むヨーロッパにおいて成果を上

げてきたCLIL は、我々に重要な知見を提供する

ものの、多様かつ高度な内容の専門教育・研究を

実施するアジアの総合大学にそのまま適用できる
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ものとは言い難い。また、文化的な違いから来る、

ヨーロッパ人とアジア人の議論の場での発言態度

の差も考慮する必要がある。たとえば、アジアの

学生はクラスの規模が大きくなるほど発言が少な

くなることや、母語でない英語で発言するとなる

と、英語が得意であっても意見を述べることに関

して不安を持つことなどが考えられる。 
以上のことを踏まえ、アジア圏の大学である本

学と、台湾の東呉大学双方が、「英語による専門教

育」の効果的な方法を模索することから、この共

同研究が始まった。両大学の置かれた現実的な条

件の下で、真の成果が見込まれる「英語による専

門教育」の方法を検討し、そのモデルを構築する

事が主たる目的である。 
この研究で外せない視点は、以下の 3 点であっ

た。①各教員の実践を基礎とすることで、それぞ

れの学部・専門の諸事情を具体的に考慮した方法

の確立、②内容言語統合型学習をはじめとする言

語教育の知見を積極的に取り入れつつも、あくま

でも専門教育の視点を中心とすること、③両大学

に限定されず、先行して「英語による専門教育」

に取り組んでいるアジアの諸大学の経験を重視し、

国際的な協力のもとに、両大学にはもとより、国

際的にも適用可能なモデルを構築すること。 
 
11..33..  研研究究経経緯緯  
前節のごとく、研究目的を設定した本研究の、

過去 3 年間の活動内容をここに記す。 
2017 年度：関西大学と東呉大学で、英語で行われ

ている専門科目の授業を相互に見学し、その後、

授業に関する問題点などについて議論した。それ

が講義方法の改善につながり、メンバーが実施す

る英語による専門科目の履修者は着実に増加した。 
2018 年度：共同研究の成果をもとに、メンバーの

所属組織で「英語による専門教育」を実践した。

以下は、組織別の実践内容である。 
・外国語学部："Linguistic Analysis" の授業にお

いて、留学生の参加を認め、日本人学生とのやり

取りや言語分析に対する共同作業を通じ、英語に

よる内容の理解と議論を進めた。 

・法学部：法学政治学研究科における二つの講義、

法学部における二つの講義および一つの専門演習

（通年科目）について、英語による授業を行った。

2019 年度から実施される「国際部・法学部共同

EMIプログラム」を策定し、合計20単位分のEMI
授業を開講。 
・システム理工学部：理工学研究科システム理工

学専攻における大学院科目「 M 情報ネットワー

ク特論 」において、英語で15週の講義を行った。 
・商学部：商学研究科「 実証ファイナンス研究 1」
「 実証ファイナンス研究 2」において、計量経済

学に関する講義を一部英語で行った。 
また、ベトナム・ハノイ（国家大学ハノイ）を訪

問し、CLIL およびEMI の実践について研究交流

を行った。 
2019 年度：最終年度として、当初の計画では、東

呉大学の研究分担者とともに、台湾で総括的なワ

ークショップを開催し、「英語による専門教育」の

視察、意見交換・情報収集する予定であった。し

かし、2018 年度に国家大学ハノイを訪問し、CLIL
および EMI の実践について研究交流を行った結

果、共通の関心と課題をベトナムの大学も有して

いることがわかったため、当初の計画内容を変

更・拡大し、日本、台湾、ベトナムの三国共同に

よるカンファレンスを、Moving Forward in 
EMI: Challenges and Prospects in Asian 
Countries と題して、 ベトナム国家大学・ハノイ

において 2019 年 8 月 21 日に開催。関西大学のメ

ンバー4 人と、東呉大学のメンバー3 人による研

究発表に加え、国家大学ハノイからも講演・発表

があり、議論を深めることができた。 
これにより、アジア諸国の取組みとして、日台

以外の実践・研究との比較ができ、当初の計画の

3 年目の目標である「モデルの国際比較と提案」

の幅を広げ、より実りある研究成果が得られた。

なお、カンファレンスの内容はMoving Forward 
in EMI: Challenges and Prospects in Asian 
Countries という冊子となって配布された。 
 また計画外であるが、立教大学で開催予定の

EMI カンファレンスの資料として、西、山本が

存するのではなく、学生数が先細りすることが明

らかな今のうちから、多様な学生への対応策を講

じておきたいとする、各大学の思惑がある。 
当然のことながら、教育の将来に関わる、この

問題に対応すべく、政策を通じた国・地域レベル

での大学への働きかけも始まった。2009 年に募集

された「国際化拠点整備事業」（G30）を皮切りに、

2012 年には「グローバル人材育成推進事業」、

2014 年には「スーパーグローバル大学創生事業」

（SGU）といった大型資金提供による大学国際化

へのテコ入れが、文部科学省の肝入りで次々に行

われた 2。いずれも、グローバル社会の到来を見

越して、競争力のある人材を育成することがねら

いであった 3。 
関西大学は、いずれの事業にも申請をしたが、

残念ながら選に漏れた。しかし、各事業での選定

に向けた草案作りが、大学におけるキャンパス国

際化への動因となったことは間違いない。    
本論のテーマであるEMIの実践を促す動きが

本格化したのも上記 SGU への申請が契機だった。

つまり、将来、国内にとどまらず、海外からも優

秀な学生を引き付けるには、究極的には英語のみ

による学位取得も視野に入れながら、魅力ある授

業を英語（あるいは外国語）で、なるべく多く提

供する必要があるとの認識である。 
その認識を具現化する手始めとして行われたの

が、2015 年7 月 20 日から 5 日間の集中セミナー

形式（1 日に 4 時間半の授業）による CLIL 講習

会であった。このセミナーは、 “CLIL（Content 
and Language Integrated Learning: Principles 
and Best Practice Program）”と題して、オース

トラリア・クィーンズランド大学から教員を招聘

して実施され、非常勤講師を含め、学内から 16
名の参加者があった。 

CLIL とは、日本語では「内容言語統合型学習」

と訳され、「4 つのC」、すなわちContent（内容）、

Communication（言語）、Cognition（思考）、

Community（協学）を統合する言語教育理論で

ある。英語での授業を拡大していくことを企図し

た本学にとっては、まさに教員が共有すべきノウ

ハウとしてCLIL の研修推進が最適と考えたので

ある 4。実際のところ、セミナー後に実施したア

ンケートでは、参加した教員全員から「提供され

た情報・課題のタスクは有益であった」、「授業で

使える実践的な知識が得られた」との回答が寄せ

られ、70%余りの教員がセミナーを通して「英語

で授業をする自信がついた」と答えている 5。 
学内で実施した、このCLIL 講習会が好評であ

ったため、教員の関心をさらに喚起するために、

翌 2016 年に、今度はオーストラリア・クィーン

ズランド大学に直接希望者を派遣することになっ

た。「英語による授業開講推進を目的としたグロー

バル FD【派遣型】CLIL-HEd (Content and 
Language Integrated Learning-Higher 
Education)」と銘打ったプログラムには、学内か

ら 7 名の応募があり、同年 8 月 15 日〜26 日の日

程で現地ブリスベンにて研修が行われた。 
この研修への参加条件の一つとして、「受講者は、

原則として２年以内に英語で授業開講すること」

とあり、本論文の執筆者のうち 8 名（奥田・西・

田中・平田・林・陳・李・施）は、研修参加者で

もあり 6、残る 1 人・山本を含む全員が英語によ

る授業を既に実践している 7。日台合同による本

研究は、ブリスベンでのディスカッションが契機

となって始まったのである 8。 
なお、上記の経緯からもわかるように、専門教

育を英語で実施する取組を、当初CLIL と称して

推進していたが、一般的にはCLIL が一つの言語

教育理論として理解されていることから、後に学

内でも EMI の呼称に切り換えている。内容と言

語が表裏一体であることは間違いないが、多様な

専門分野で英語による授業展開を求めることは、

言語教育と言うよりも、本質的には、専門領域に

固有の内容に関わるからである。 
 
11..22..  EEMMII::  方方法法的的理理念念ととアアジジアアのの現現状状  
多言語教育の進むヨーロッパにおいて成果を上

げてきたCLIL は、我々に重要な知見を提供する

ものの、多様かつ高度な内容の専門教育・研究を

実施するアジアの総合大学にそのまま適用できる
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実践している EMI 授業を録画し、チューリッヒ

大学のEMI 研究者の分析に供した。 
 
22..  専専門門領領域域ととEEMMII  実実践践  
本章では、本プロジェクトメンバーそれぞれの

専門領域における EMI の実践状況について詳述

しながら、そこから見えてくる課題・解決法など

に言及する。 
 
22..11..  「「言言語語分分析析学学（（英英語語））」」（（奥奥田田））  
【授業概要】授業で対象となるのは、外国語学部

に所属し、2 年次に、アメリカ、イギリス、オー

ストラリア、ニュージーランド、あるいはカナダ

で、必修のStudy Abroad（1 年間）を終えた学生

たちである。授業では、日本語で書かれたテキス

トで基礎的な知識を得たのち、具体的な英語の現

象について、5 問〜7 問で構成された課題に取り

組み、英語での解答が求められる。それに対して

フィードバックを行うという方式を採っている。 
【課題】留学を終えた学生は、英語を聞いたり話

したりする能力がある一方で、基礎となる英文法

の専門用語を英語で理解していないため、課題と

なっている現象を英語で説明することができない。

さらに、専門用語を学ぶ機会が日本語でも提供さ

れていないという、下位年次カリキュラムの不備

もあり、分析そのものに着手できない学生もいる。 
【解決策】学生たちに不足する英語学の基礎的な

情報（英文法、言語学の知識）については、日本

語のテキストに加えて、英語で具体的な解説がな

されたハンドアウトを作成し、課題と同時に配布

する。また、分析法に親しませるため、例題とそ

の模範的な解答を提示することで、学生の理解を

深めることができる。 
また、CLIL でも推奨されているように、学生が

英語で説明できない場合、まずは日本語での対応

も許容しつつ、少しずつ英語による説明へと移行

するよう促している。その際、教員が参考になる

英語表現を例示することが重要である。 
さらに、英語のネイティブスピーカー（交換派

遣受入留学生）を積極的に受け入れることで、学

生同士が英語の現象について積極的に話し合いを

行い、結果として日本人学生の説明力が格段に伸

びた。留学生をT.A.として活用することも、EMI
による授業を活性化するのに有効だと考えられる。 
 
22..22..  「「法法学学」」（（西西））  
【法学教育と EMI】通常、EMI に期待されてい

るのは、英語によってコミュニケーションを行う

力の養成であり、特に、いわゆる「4 技能」のう

ち、話す能力と聞く能力を強化することと考えら

れがちである。しかし、EMI は、むしろ専門的な

文献の読解力を養うために効果の高い方法だと考

えられる。 
法学教育において高い文献読解能力が必須であ

ることはいうまでもない。特定の問題について自

らの議論を形成するにあたっても、まず、その問

題に関して専門家が蓄積してきた議論を正確に理

解する必要がある。また、外国語の文献を読み解

くことは、先端的な知識と問題状況を吸収するた

めにも、自らの知的・文化的前提を相対化するた

めにも、法学教育においては、非常に有用だと考

えられている。さらに、理解しにくい外国語文献

を解読し、その意味を探求する過程において、論

理的な思考が鍛えられるという効果もある。 
 ところが、通常の授業において外国語文献を使

用した場合、受講生は、それを日本語に置き換え

ることに集中し、ともすると、意味の通らない逐

語訳を作成して満足してしまう傾向がある。その

ため、教員は、受講生の訳文の誤りを、文法的な

説明にさかのぼって指摘し、正しい訳を示すこと

に多くの時間を費やさざるをえない。そして、受

講生は、教員の示した正しい訳文をノートに記し

て、授業を終えることになる。このようなやり方

では、受講生が、外国語文献の内容を読み解くと

いう努力を十分に行うことは期待できない。さら

には、翻訳ソフトを使って外国語を日本語に置き

換え、それによって授業を切り抜けようとする学

生も少数ではない。自動翻訳による不正確な訳文

のみを読み、あやふやに理解するだけでは、外国

語文献を教材に使う意味が全くない。 
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【授業の概要】従来の授業の問題点を克服し、外

国語文献の意味を読み解く努力を促すために、日

本語を用いないで授業を行うこと、すなわちEMI
の導入を試みた。その方法は、取り立てて独創的

ではない。英語圏の大学で用いられている国際法

の教科書の一部分を教材として指定し、あらかじ

めその内容についての質問を英語で示しておく。

予習として、受講生は、全員、各回の授業で取り

扱われるテキストを事前に読み、与えられた質問

について考察する。授業（90 分）においては、最

初の 30 分から 40 分の間に、教員がテキストの内

容について英語でなるべく分かりやすく説明し、

その説明を踏まえて、事前に示されていた質問に

ついてのヒント（あるいは、答えの例）を与える。

その後、受講生は、30 分程度、グループに分かれ

て、相互に意見を交換し、適切な答えを作り上げ

る。なお、グループ討論については、そのグルー

プに留学生が含まれていない場合には、日本語で

の議論を許可している。また、教員は各グループ

を回って、必要とあれば日本語で補足を加えつつ、

議論を適切な方向に誘導する。グループ討論の後

20 分程度を使って、各グループの代表者が、質問

対する答えを全員の前で英語により披露する。 
【効果】英語で質問が与えられ、英語で説明が行

われ、英語で議論を構成する、という状況のもと

で、受講生は、質問や説明の意味を理解し、また

議論の素材を探すため、翻訳文ではなく、英語原

文を読み込まなければならない。このように、あ

えて日本語への置き換えを排することにより、受

講生が、英語文献そのものを理解するように努力

するようになった。その結果、英語文献に関する

読解力が、大きく向上したという印象を得ている。 
 
22..33..  「「情情報報通通信信工工学学」」（（平平田田））  
【授業概要】EMI として、「M 情報ネットワーク

特論」 を現在受け持っている。現代社会において

我々の生活は、スマートフォンやパソコン、イン

ターネットといった情報通信技術に強く依存して

おり、本講義においては、インターネットに代表

されるコンピュータネットワークの概要について

学ぶ。さらに、高品質・高信頼通信の実現のため

のネットワーク設計概念についての修得を行う。 
この授業は、システム理工学部の大学院生に対

して週一回開講されている（2020 年度受講生は

22 名）。春学期において、計 15 回の講義があり、

各講義は 90 分で構成される。15 回のうちのはじ

めの4回は学生に対して、インターネットの概要、

設計方法等の講義を英語で行う。残りの 11 回で

は、受講生が英語で書かれた教科書をもとに、そ

の内容をプレゼンテーション形式で発表を行う。

受講生は 11 回中 2 度発表の機会があり、 その発

表内容、および各回における小テストにより評価

を受ける。講義は通常、対面で行われているが、

2020 年においては、COVID-19 のためオンライ

ン形式で行った。対面講義、オンライン講義とも

に次に述べるような複数の課題が存在するが、特

にオンライン講義においては顕著であった。 
【通常講義における課題】上述の通り、始めの 4
回では、情報通信工学の内容をプレゼンテーショ

ン形式で受講生に対して講義を行う。ここでは、

スライド内容および会話も全て英語で行う。英語

での内容を理解している受講生もいるようだが、

ほとんどの学生があまり内容を理解していないよ

うに思われる。これには二つの理由が考えられる。

一つは、受講生の専門が必ずしも情報通信工学で

はなく、専門科目を受講するための基礎知識が不

足しているということ。二つめの理由としては、

そもそも受講生の英語の能力（Listening, 
Speaking, Reading, Writing）が不十分であると

いうことである。この場合は、特に Listening 能

力が重要であるが、聞き取れていない、もしくは

単語や文法がわかっていないように思われる．そ

のため、ほとんどの学生は講義を受けたとしても、

十分な専門的知識を修得することが難しいと考え

られる。ちなみに、一部の学生は日本語で講義し

たとしても理解できていない可能性も否めない。  
受講生の発表においては、英語の教科書の内容

にしたがって発表するが、多くの受講生は教科書

に記載されている文章をそのままプレゼンテーシ

ョンのスライドにのせ、内容を理解せず単に読ん

実践している EMI 授業を録画し、チューリッヒ

大学のEMI 研究者の分析に供した。 
 
22..  専専門門領領域域ととEEMMII  実実践践  
本章では、本プロジェクトメンバーそれぞれの

専門領域における EMI の実践状況について詳述

しながら、そこから見えてくる課題・解決法など

に言及する。 
 
22..11..  「「言言語語分分析析学学（（英英語語））」」（（奥奥田田））  
【授業概要】授業で対象となるのは、外国語学部

に所属し、2 年次に、アメリカ、イギリス、オー

ストラリア、ニュージーランド、あるいはカナダ

で、必修のStudy Abroad（1 年間）を終えた学生

たちである。授業では、日本語で書かれたテキス

トで基礎的な知識を得たのち、具体的な英語の現

象について、5 問〜7 問で構成された課題に取り

組み、英語での解答が求められる。それに対して

フィードバックを行うという方式を採っている。 
【課題】留学を終えた学生は、英語を聞いたり話

したりする能力がある一方で、基礎となる英文法

の専門用語を英語で理解していないため、課題と

なっている現象を英語で説明することができない。

さらに、専門用語を学ぶ機会が日本語でも提供さ

れていないという、下位年次カリキュラムの不備

もあり、分析そのものに着手できない学生もいる。 
【解決策】学生たちに不足する英語学の基礎的な

情報（英文法、言語学の知識）については、日本

語のテキストに加えて、英語で具体的な解説がな

されたハンドアウトを作成し、課題と同時に配布

する。また、分析法に親しませるため、例題とそ

の模範的な解答を提示することで、学生の理解を

深めることができる。 
また、CLIL でも推奨されているように、学生が

英語で説明できない場合、まずは日本語での対応

も許容しつつ、少しずつ英語による説明へと移行

するよう促している。その際、教員が参考になる

英語表現を例示することが重要である。 
さらに、英語のネイティブスピーカー（交換派

遣受入留学生）を積極的に受け入れることで、学

生同士が英語の現象について積極的に話し合いを

行い、結果として日本人学生の説明力が格段に伸

びた。留学生をT.A.として活用することも、EMI
による授業を活性化するのに有効だと考えられる。 
 
22..22..  「「法法学学」」（（西西））  
【法学教育と EMI】通常、EMI に期待されてい

るのは、英語によってコミュニケーションを行う

力の養成であり、特に、いわゆる「4 技能」のう

ち、話す能力と聞く能力を強化することと考えら

れがちである。しかし、EMI は、むしろ専門的な

文献の読解力を養うために効果の高い方法だと考

えられる。 
法学教育において高い文献読解能力が必須であ

ることはいうまでもない。特定の問題について自

らの議論を形成するにあたっても、まず、その問

題に関して専門家が蓄積してきた議論を正確に理

解する必要がある。また、外国語の文献を読み解

くことは、先端的な知識と問題状況を吸収するた

めにも、自らの知的・文化的前提を相対化するた

めにも、法学教育においては、非常に有用だと考

えられている。さらに、理解しにくい外国語文献

を解読し、その意味を探求する過程において、論

理的な思考が鍛えられるという効果もある。 
 ところが、通常の授業において外国語文献を使

用した場合、受講生は、それを日本語に置き換え

ることに集中し、ともすると、意味の通らない逐

語訳を作成して満足してしまう傾向がある。その

ため、教員は、受講生の訳文の誤りを、文法的な

説明にさかのぼって指摘し、正しい訳を示すこと

に多くの時間を費やさざるをえない。そして、受

講生は、教員の示した正しい訳文をノートに記し

て、授業を終えることになる。このようなやり方

では、受講生が、外国語文献の内容を読み解くと

いう努力を十分に行うことは期待できない。さら

には、翻訳ソフトを使って外国語を日本語に置き

換え、それによって授業を切り抜けようとする学

生も少数ではない。自動翻訳による不正確な訳文

のみを読み、あやふやに理解するだけでは、外国

語文献を教材に使う意味が全くない。 
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でいるだけの状態である。これは、知識の修得、

および英語能力の向上にもつながらないため、日

本語の教科書を使用して、英語で発表させる、も

しくは、英語の教科書を用いて、日本語で発表さ

せるほうが効果的である。これにより、少なくと

もそれぞれ、Writing、もしくは Reading 能力の

向上につながるとも感じている。 
【オンライン講義における課題】オンライン講義

においてはさらなる課題が存在する。2020 年度春

学期においては、Zoom を用いてリアルタイムで

オンライン講義を行なったが、受講生が基本的に

カメラをオフしているため、講義に対する反応を

確認することができず、内容を理解しているのか

どうか、対面講義に増してわからないという状態

であった。さらに、受講生の発表においては、多

くの受講生が単に教科書を読んでいるだけのよう

であった。残念ながら、これでは専門知識の修得

や英語能力の改善には全く寄与しない。 
 
22..44..  「「日日英英対対照照言言語語学学」」（（山山本本））  
【授業概要】この授業は学部横断科目のため、い

ずれの学部からも受講が可能であるが、英語の要

件が設定されているので、基本的には留学を検討

中、もしくは留学を終えた日本人学生が対象とな

る。また、交換派遣留受入学生の参加を想定して

おり、英語母語話者、または英語を理解できる学

生が、これに加わる。日本語と英語を素材にした

対照言語学であるが、中国・台湾からの学生も多

いため、話題によっては中国語も分析の対象とし

ている。授業のねらいは、日本語・英語（・中国

語）の母語話者として、言語直感を有していても、

直感を説明するために、言語学の知識・手法を認

識・熟知し、それを応用することである。 
【考察】 言語学の基礎知識を前提としないため、

まずは専門用語の理解を促しながら、実例を考え

ていくことになる。授業で見えてきた顕著な点は、

日本人学生が英語での発信を渋ること。一方、英

語のネイティブスピーカーは、（日本人学生の言語

直感がそうであるように）例文に対する許容度に

かなり幅がある。前者については、なるべくペア

を組んで、準備のための時間を与えることで、積

極的な発信を促している。また後者については、

言語直感には個人差があることに着目し、議論を

さらに発展させることで、問題解決を図っている。 
なお、日本人、中国人をはじめとする英語ノン

ネイティブが発信する英語は、学生、教員を問わ

ず、コミュニカティブであっても、文法的には不

正確なことが多く、EMI が孕む宿命と考えられる。 
また、学生は言語学を専攻する学生ではないの

で、純粋に領域特有の知識にこだわるのではなく、

専門性の高い内容を英語で理解し、英語で課題に

取り組む作業を通して、現象を観察し、仮説を立

て、それを検証するという、高等教育に求められ

る手順について、英語を媒介として体得すること

も、EMI 実践には欠かせない視点と思われる。 
 
22..55..  「「経経済済学学」」（（林林））  
【経済学教育と EMI】2017 年より 3 年間にわた

って EMI の手法を経済学の授業に適用した。そ

の結果、ディスカッションという観点から、いく

つか重要な事柄が浮き彫りになってきた。第一に、

「社会科学におけるディスカッションの役割と比

べたとき、経済学におけるディスカッションの役

割は大きくない」ということ。学生は、概して経

済学の分析手法に目を向けることなく、その多く

は、ディスカッションに際して、体系的かつ論理

的に意見を表明することができず、ただ取り留め

もなく喋っている。周辺的なことばかり強調して、

問題の核心を外してしまうのである。 
この背景には、言語能力のほかに、学生が経済

学の研究方法を熟知していないことがある。本当

の意味で、学生がディスカッションできるには、

彼らが経済学の知識と手法を熟知している必要が

あるのだ。このことから、はっきり言えることは、

経済学講義の必要性である。講義とは、専門知識

を理解し、覚え、それを適用してみる機会であり、

それゆえ経済学の基礎固めをするという意味にお

いて、教室では中核の役割を担うものだ。それに

対して、グループ・ディスカッションとは、学生

の理解度をチェックし、彼らから斬新なアイデア
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を引き出したり、批判的思考を促したり、いわば

補助的な役割を演じるものである。はじめからデ

ィスカッションありき、ではなくて、授業の性格

や目標に応じて、もっとも効果があがるように、

講義とディスカッションの割合を、しっかりと教

員が見定める必要がある。 
第二に、「学生がディスカッションに積極的に参

加するよう促すことが、授業の目標達成を心がけ

る教員にとって、欠かすことのできない仕事であ

ること」。学生の中には、ディスカッションそのも

のに関心がない、もしくは積極的に参加したくな

い者もいるが、これは教員が努力して作り出そう

とする活発な雰囲気に水を差すばかりか、積極的

な学生のインセンティブにまで悪影響を及ぼす。

よって、教員は、ディスカッションのモラールを

高める方法を常に模索しなければならない。経済

学の専門家であっても、必ずしも経済学を講じる

専門家でない筆者にとっては、さまざまな情報当

たって、効果的な手法を見つけなければならない

わけで、大きな負担にはなる。しかし、その手法

は、EMI に限らず、教育全般にも応用できるとう

意味において、非常に有用なものなのである。 
第三に、「EMI で実践しているグループ・ディ

スカッションの手法が、実は母語で行っている授

業において、より功を奏していること」。筆者は、

サマースクールで、「経営経済学」を 2 つ教えて

いる。一つは英語による授業、もう一方は母語（中

国語）による授業。両方のクラスで EMI の手法

を使っているが、母語によるクラスの学生の方が、

英語によるクラスの学生に比べて、ディスカッシ

ョンを好む傾向が強く、しかも発言内容も優れて

いる。母語の強みもある上に、EMI の手法が彼ら

のモチベーションを高め、ディスカッションへの

積極的関与を促進している。その結果、全体のパ

フォーマンスが向上するというわけである。 
 
22..66..  「「社社会会福福祉祉政政策策学学」」（（李李））  
【授業概要】2016 年度より継続している、本コー

ス名は「東アジアにおける社会福祉政策」で、主

に東アジアにおける社会福祉モデル、貧困問題、

養育、若者の失業、女性に関する政策、年金改革

などを扱っている。教員による講義に加えて、関

連領域の専門家による招待講義、施設訪問、グル

ープ・ディスカッションが行われる。履修学生数

は、17 名から 30 名と学期により変動があるが、

海外からの留学生が、全体のおよそ半分から 3 分

の 2 を占めている。主として、ドイツ、フランス、

チェコなどヨーロッパ諸国からの学生が多く、そ

の他、日本、韓国、中国の学生も含まれる。学生

の専門分野も多様で、国際関係学、政治学、経営

管理学、社会学、ジャーナリズム、英語、日本語、

ドイツ語などである。 
【EMI 手法】これまでオーストラリアでの EMI
研修に加えて、ブリティッシュ・カウンシル主催

のワークショップなどにも参加しており、以下の

点に注意しながら、EMI を実践している。 
a. 授業は 50 分のセッションが理想的 
b. 学習環境構築のため、ラポール（良好な人

間関係）を重視 
c. 学生の背景知識の活性化 
d. インタラクティブな活動の多用 
e. 学生の立場からわかりやすい（ユーザーフ

レンドリーな）教材の作成・活用 
f. テクノロジーの活用 
g. グループ・ディスカッションでのミニ・ホ

ワイトボードの利用 
h. ゲームの活用 

【5 つの課題】第一に、台湾の学生であれ、海外

からの留学生であれ、英語は母語でないため、受

講生の英語運用能力に大きなバラツキのあること。

第二に、学生の学年、専門分野、社会政策に関す

る基礎知識、授業に参加することへの意識などで

も大きなバラツキがあること。第三に、適切な教

材の選択。なるべく一般的な記事を利用するよう

心がけているが、反対に学習深度に欠けるのが弱

点。また、学生が十分読む時間を確保できるよう

に工夫することも必要で、EMI 実践に特有の困難

点でもある。第四に、学生の学習スタイルが異な

ること。たとえばフランス人学生は熟考型の学習

が得意だが、ドイツ人の学生はデイベート型の学

でいるだけの状態である。これは、知識の修得、

および英語能力の向上にもつながらないため、日

本語の教科書を使用して、英語で発表させる、も

しくは、英語の教科書を用いて、日本語で発表さ

せるほうが効果的である。これにより、少なくと

もそれぞれ、Writing、もしくは Reading 能力の

向上につながるとも感じている。 
【オンライン講義における課題】オンライン講義

においてはさらなる課題が存在する。2020 年度春

学期においては、Zoom を用いてリアルタイムで

オンライン講義を行なったが、受講生が基本的に

カメラをオフしているため、講義に対する反応を

確認することができず、内容を理解しているのか

どうか、対面講義に増してわからないという状態

であった。さらに、受講生の発表においては、多

くの受講生が単に教科書を読んでいるだけのよう

であった。残念ながら、これでは専門知識の修得

や英語能力の改善には全く寄与しない。 
 
22..44..  「「日日英英対対照照言言語語学学」」（（山山本本））  
【授業概要】この授業は学部横断科目のため、い

ずれの学部からも受講が可能であるが、英語の要

件が設定されているので、基本的には留学を検討

中、もしくは留学を終えた日本人学生が対象とな

る。また、交換派遣留受入学生の参加を想定して

おり、英語母語話者、または英語を理解できる学

生が、これに加わる。日本語と英語を素材にした

対照言語学であるが、中国・台湾からの学生も多

いため、話題によっては中国語も分析の対象とし

ている。授業のねらいは、日本語・英語（・中国

語）の母語話者として、言語直感を有していても、

直感を説明するために、言語学の知識・手法を認

識・熟知し、それを応用することである。 
【考察】 言語学の基礎知識を前提としないため、

まずは専門用語の理解を促しながら、実例を考え

ていくことになる。授業で見えてきた顕著な点は、

日本人学生が英語での発信を渋ること。一方、英

語のネイティブスピーカーは、（日本人学生の言語

直感がそうであるように）例文に対する許容度に

かなり幅がある。前者については、なるべくペア

を組んで、準備のための時間を与えることで、積

極的な発信を促している。また後者については、

言語直感には個人差があることに着目し、議論を

さらに発展させることで、問題解決を図っている。 
なお、日本人、中国人をはじめとする英語ノン

ネイティブが発信する英語は、学生、教員を問わ

ず、コミュニカティブであっても、文法的には不

正確なことが多く、EMI が孕む宿命と考えられる。 
また、学生は言語学を専攻する学生ではないの

で、純粋に領域特有の知識にこだわるのではなく、

専門性の高い内容を英語で理解し、英語で課題に

取り組む作業を通して、現象を観察し、仮説を立

て、それを検証するという、高等教育に求められ

る手順について、英語を媒介として体得すること

も、EMI 実践には欠かせない視点と思われる。 
 
22..55..  「「経経済済学学」」（（林林））  
【経済学教育と EMI】2017 年より 3 年間にわた

って EMI の手法を経済学の授業に適用した。そ

の結果、ディスカッションという観点から、いく

つか重要な事柄が浮き彫りになってきた。第一に、

「社会科学におけるディスカッションの役割と比

べたとき、経済学におけるディスカッションの役

割は大きくない」ということ。学生は、概して経

済学の分析手法に目を向けることなく、その多く

は、ディスカッションに際して、体系的かつ論理

的に意見を表明することができず、ただ取り留め

もなく喋っている。周辺的なことばかり強調して、

問題の核心を外してしまうのである。 
この背景には、言語能力のほかに、学生が経済

学の研究方法を熟知していないことがある。本当

の意味で、学生がディスカッションできるには、

彼らが経済学の知識と手法を熟知している必要が

あるのだ。このことから、はっきり言えることは、

経済学講義の必要性である。講義とは、専門知識

を理解し、覚え、それを適用してみる機会であり、

それゆえ経済学の基礎固めをするという意味にお

いて、教室では中核の役割を担うものだ。それに

対して、グループ・ディスカッションとは、学生

の理解度をチェックし、彼らから斬新なアイデア
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習を好む。一方を立てると他方が立たなくなるだ

けでなく、そのようなスタイルの違いが混在して

いるため、授業フォーマットの確立が困難である。 
最後に、台湾人学生と留学生の円滑なインタラ

クションの促進。さまざまな学生たちが自然な形

で融合できるケースもあれば、特定の国・地域で

学生がかたまってしまうケースもある。学生がそ

れぞれの快適帯（コンフォートゾーン）に留まる

と、インタラクションが阻害されるし、ステレオ

タイプが邪魔をして、双方のコミュニケーション

が不発に終わることもある。両者を融合し、最大

の学習効果を引き出す工夫が教員には求められる。 
【課題の克服】上述の課題を克服する方法を以下

に列挙する。 
a. 英語運用能力のバラツキを解決する方法は

意外に容易である。授業で要求されるレベ

ルを、あらかじめ明示することで、そのこ

とが一般的にレベルの低い台湾の学生たち

に伝わる、つまり口コミで情報が共有され、

自然と問題が解消する方向に進むのである。 
b. 専門分野の知識に関するバラツキは、(1) 

開講時に受講者に期待されている内容（た

とえば、レポート内容の可否）を明示し、

(2) 各グループのレポートに丁寧にコメン

トを与え、(3) 基準に満たないレポートは

再提出を求め、(4) どうしても基準を満た

さない少数の履修者については、受講の前

と後とのパフォーマンスを比較することで

評価の補正を行う、以上により対応が可能

である。 
c. 適切な教材の選択については、まず『エコ

ノミスト』のような一般的な雑誌記事から

出発し、学術論文へと移行し、東アジアに

おける福祉政策に関する知識の幅を広げる。

また、問題を深く検討できるよう講義ノー

トを学生に配布し、さらに理解を深めたい

学生に対しては、関連の教科書を参考文献

として指定する。理解のレベルに応じた教

材提示が重要といえる。 
d. 学習スタイルの多様性に対応するためには、

教室での講義に加えて、施設訪問、ゲスト

スピーカー招聘、映画鑑賞、グループ・デ

ィスカッションなど、多様な方法を織り交

ぜる。総じて学生たちは、講義のトピック

に関連した人たちと直接会話することを好

むようで、たとえば、移民の問題を扱う際

には、移民の話を直に聞くことが有効であ

る。 
e. 台湾人学生と留学生のインタラクションを

促進するには、開講時にアイスブレイキン

グ活動を取り入れ、双方の緊張をほぐすこ

とが不可欠である。また、レポートを課す

際には、グループを細分化したり、意図的

にバックグラウンドの異なる学生を組み合

わせたりするなどして、ディスカッション

の内容に幅を持たせ、さまざまなアイデア

が出るよう、常に教員が気を配る必要があ

る。もちろん、学生のコンフォートゾーン

を解除する工夫も教員の役目である。 
 
22..77..  「「台台湾湾ににおおけけるる社社会会変変革革」」（（施施））  
【EMI のねらい】教員側から見たEMI のメリッ

トは、ヨーロッパの多文化主義の経験を学生と共

有しつつ、グローバルな物の見方を育むことであ

る。また、そのことは大学が目指す国際化の動き

と合致するものであり、国際競争力を高めること

にもつながる。 
【授業概要】この授業で扱うのは、19 世紀後半の

中国王朝の崩壊に始まり、日本の植民地政府の時

代を経て、国民党の独裁、そして台湾の民主化へ

とつながる時代である。その間、台湾は先進国へ

と様変わりしており、激動の歴史の詳細と重ね合

わせながら、現代台湾の社会変革と、そこでの民

衆の体験を学ぶことは、台湾の学生のみならず、

海外からの留学生にとっても意義深いものがある。 
当初、台湾の学生を対象に開講された科目では

あるが、どうしても内向きになりがちな学生たち

に、英語で学ぶ機会を提供するため、留学生の履

修を促した。その結果、2017/2018 年度には、留

学生数が 2 人（台湾学生 22 人）であったものが、
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2019/2020 年度には留学生 10 名（台湾学生 34
名）にまで増えた。台湾で学ぶ留学生の出身国の

ベスト 3 は、イギリス、フランス、ドイツである。

イギリスからの学生の留学目的が中国語の修得な

のに対して、フランス・ドイツからの学生の留学

目的は文化体験・インターンシップとなっている。 
【教員から見た課題】さまざまなバックグラウン

ドの学生が学ぶ環境には、次のような課題が付き

まとう。第一に、専門的な内容を学ぶための英語

運用能力の不足。とりわけ、台湾人学生の平均的

スキルはそれほど高くないが、一方で、英語で学

ぶことを促進する意図があるため、開講前に運用

能力によるプレースメントを実施して、成績が低

いという理由では外しにくいというジレンマがあ

る。第二に、ほとんどの学生が、母語でも英語で

も、専門知識を十分に有していないこと。グーグ

ル翻訳なども役に立たず、逆に学生にとってはス

トレスのもとになる場合もある。第三に、台湾人

学生と留学生の間に、英語運用能力の大きな差が

ある上に、台湾人学生の間でも顕著な差が見られ

ること。結果として、運用能力が大きく異なる学

生が混在することになる。第四に、留学生の専門

領域が多岐にわたること。学習スタイルにも顕著

な差があるため、特にディスカッションなど、グ

ループで作業する際に障害となる場合がある。 
【可能な解決法】このような課題を解決するため

に、いくつかの可能性がある。 
a. 専門語彙集（グロッサリー）を用意すること。

分野ごとに集めてデータベース化できれば、

さらなる学生の理解に寄与する。 
b. ビデオや音楽などのマルチメディア教材を

利用すること 
c. （教室にこだわらず）史跡を訪問すること 
d. 学生の学習レベルに応じて課題のデザイン

を変え、それを記録する学習ポートフォリオ

を作成すること。そうすることで、学生は、

全体に引っ張られることなく、独自にペーパ

ー・エッセーを完成することが可能となり、

それぞれ達成感が得られることになる。 
 

22..88..  「「政政治治学学」」（（陳陳））  
【プロジェクトの発展性】日頃から、台湾人学生

と留学生を交えながら、海外（たとえば、タイ）

と ICT で教室を結び、専門家にゲストスピーカー

として話してもらったり、質疑応答に対応しても

らったりしている。ここでは、専門の政治学とい

うよりも、関西大学がリードする COIL（オンラ

イン国際協働学習）に注目しながら、ICT を活用

した大学間（研究者間）連携と、EMI の推進を目

指す本プロジェクトとの関連性について言及した

い 9。 
a. EMI 実践・研究が契機となって、関西大学

と東呉大学との連携が強まり、教育問題に限

らず、学術的な交流も深まった。 
b. 関西大学がリードする COIL は、日本の大

学と台湾の大学を遠隔で結ぶとともに、日台

学生の相互理解を促す機会を提供している。 
c. COIL は、EMI 実践の場でもあり、日台に

限らず、東アジアの学生たちが共に学ぶ格好

のプラットフォームになっている。 
d. 関西大学と東呉大学の研究プロジェクトが

催すワークショップだけでなく、大学が主催

するワークショップへの参加機会も増え、

EMI/COIL、さらには授業実践の研鑽の場と

なった。 
e. EMI プロジェクトは双方の大学からの財政

援助が得られ、研究の共同成果を、将来的に

はモノグラフの形で公表する可能性も拓け

ている。 
 
33..  日日台台ののEEMMII のの実実践践：：課課題題とと展展望望  
33..11..  効効果果  

EMI 実践から見えてきた特筆すべきことは、言

語教育と同様に、専門教育においても、英語での

理解・発信を促すことで、伝統的な訳読形式から

脱却し、そもそも高等教育で学生たちが会得べき、

観察・熟考・仮説・検証のプロセスを体験しつつ、

学生が自らの頭で論理的・批判的に考えることへ

の契機になるという点である。 
他方、EMI が教員にもたらす、そして結果とし

習を好む。一方を立てると他方が立たなくなるだ

けでなく、そのようなスタイルの違いが混在して

いるため、授業フォーマットの確立が困難である。 
最後に、台湾人学生と留学生の円滑なインタラ

クションの促進。さまざまな学生たちが自然な形

で融合できるケースもあれば、特定の国・地域で

学生がかたまってしまうケースもある。学生がそ

れぞれの快適帯（コンフォートゾーン）に留まる

と、インタラクションが阻害されるし、ステレオ

タイプが邪魔をして、双方のコミュニケーション

が不発に終わることもある。両者を融合し、最大

の学習効果を引き出す工夫が教員には求められる。 
【課題の克服】上述の課題を克服する方法を以下

に列挙する。 
a. 英語運用能力のバラツキを解決する方法は

意外に容易である。授業で要求されるレベ

ルを、あらかじめ明示することで、そのこ

とが一般的にレベルの低い台湾の学生たち

に伝わる、つまり口コミで情報が共有され、

自然と問題が解消する方向に進むのである。 
b. 専門分野の知識に関するバラツキは、(1) 

開講時に受講者に期待されている内容（た

とえば、レポート内容の可否）を明示し、

(2) 各グループのレポートに丁寧にコメン

トを与え、(3) 基準に満たないレポートは

再提出を求め、(4) どうしても基準を満た

さない少数の履修者については、受講の前

と後とのパフォーマンスを比較することで

評価の補正を行う、以上により対応が可能

である。 
c. 適切な教材の選択については、まず『エコ

ノミスト』のような一般的な雑誌記事から

出発し、学術論文へと移行し、東アジアに

おける福祉政策に関する知識の幅を広げる。

また、問題を深く検討できるよう講義ノー

トを学生に配布し、さらに理解を深めたい

学生に対しては、関連の教科書を参考文献

として指定する。理解のレベルに応じた教

材提示が重要といえる。 
d. 学習スタイルの多様性に対応するためには、

教室での講義に加えて、施設訪問、ゲスト

スピーカー招聘、映画鑑賞、グループ・デ

ィスカッションなど、多様な方法を織り交

ぜる。総じて学生たちは、講義のトピック

に関連した人たちと直接会話することを好

むようで、たとえば、移民の問題を扱う際

には、移民の話を直に聞くことが有効であ

る。 
e. 台湾人学生と留学生のインタラクションを

促進するには、開講時にアイスブレイキン

グ活動を取り入れ、双方の緊張をほぐすこ

とが不可欠である。また、レポートを課す

際には、グループを細分化したり、意図的

にバックグラウンドの異なる学生を組み合

わせたりするなどして、ディスカッション

の内容に幅を持たせ、さまざまなアイデア

が出るよう、常に教員が気を配る必要があ

る。もちろん、学生のコンフォートゾーン

を解除する工夫も教員の役目である。 
 
22..77..  「「台台湾湾ににおおけけるる社社会会変変革革」」（（施施））  
【EMI のねらい】教員側から見たEMI のメリッ

トは、ヨーロッパの多文化主義の経験を学生と共

有しつつ、グローバルな物の見方を育むことであ

る。また、そのことは大学が目指す国際化の動き

と合致するものであり、国際競争力を高めること

にもつながる。 
【授業概要】この授業で扱うのは、19 世紀後半の

中国王朝の崩壊に始まり、日本の植民地政府の時

代を経て、国民党の独裁、そして台湾の民主化へ

とつながる時代である。その間、台湾は先進国へ

と様変わりしており、激動の歴史の詳細と重ね合

わせながら、現代台湾の社会変革と、そこでの民

衆の体験を学ぶことは、台湾の学生のみならず、

海外からの留学生にとっても意義深いものがある。 
当初、台湾の学生を対象に開講された科目では

あるが、どうしても内向きになりがちな学生たち

に、英語で学ぶ機会を提供するため、留学生の履

修を促した。その結果、2017/2018 年度には、留

学生数が 2 人（台湾学生 22 人）であったものが、
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て学生に還元される恩恵も多い。何よりも興味深

い点は、伝統的にアジアの教育に一般的とされる

講義型の授業から、学生の主体的な参加が条件と

なるディスカッション型の授業への移行であろう。

ディスカッションが成立するには、その前提とし

て知識を深めるための講義が相応に必要であると

の指摘もあり、この点は後述するとして、学生た

ちの実りあるインタラクションが、それも英語と

いう非母語を介して首尾よく行われるには、タイ

ムリーで有意義な言語・専門知識に関するフィー

ドバックが必要で、教員が積極的に授業にコミッ

トしなければ実現しないものばかりである。EMI
は教員がファカルティ・デベロップメント（FD）

を自らに課す契機にもなっていると言える。 
 
33..22..  目目的的・・課課題題・・展展望望  
【EMI の目的】 教育の現場から見て重要なこと

は、EMI は学位取得制度の大前提ではあるけれど、

それは大学国際化の手段であって、EMI 本来の目

的は、さまざまな言語・文化を背負う学生が共修

することによって多様な価値観が存在することを

互いに認め合い、そこから専門の学びを深めてい

くことと言える。EMI が教育（授業・学習）のあ

り方そのものに肯定的な影響を与えてくれるとす

れば、上記の目的を達成するために、そもそも教

員にとっても学生にとっても母語ではない言語で

授業・学習が展開することに伴う、以下に述べる

課題を解決していくことが求められる。 
【課題：言語教育面】 EMI に関する本研究の原

点は、言語系統的にも英語に近く、また多言語・

多文化主義を背景とする欧州とは異なり、日本や

台湾で行う英語での授業は、教員と学生の双方に

ハンディがあるとの認識であった。とりわけ、日

台の学生の英語運用能力は、欧州からの留学生に

比べると著しく劣る。とは言え、英語運用能力で

クラス分けをしてしまうと、日本人（台湾人）だ

けの学生（下位）と留学生（上位）とに分かれて

しまい、日台の学生にとっては英語で授業をする

意味が失われる。専門分野の学び自体は、母語で

行う方が効率的であり、留学生不在でのEMIは、

その根本的意義を欠くからである 10。 
こうした実状を踏まえると、大学の専門教育で

求められる英語運用能力のスキルとそのレベルを

学生に意識させるべく、それに必要な訓練を、ま

ずは高等教育で（またはそれに先立って）十分に

行う必要がある。これは専門内容を理解するに足

る語彙・表現が、一般にその分野に独特の使い方

である場合が多いことからもわかるように 11、そ

の訓練とは、中等教育から積み上げてくる、いわ

ゆる（読む・書く・聞く・話す、の一般的）4 技

能練磨の域を越えて、内容と言語とが密接に絡み

合った学習の場を必要とする。冒頭で述べた

CLIL が求められる所以である 12。 
実際のところ、EMI の環境は、その内容と言語

を融合させることで成り立つものであり、言語教

育の観点から、EMI の効果に期待が寄せられてい

ることも事実である 13。その効果とは、語彙・表

現の暗記（学習）ではなく、コンテキストの中で

語彙・表現を理解し使うこと、つまり学習者から

ユーザーへの脱皮であり、それを通して、学生一

人ひとりが、必要なスキルとレベルを認識し、成

長していく過程の実現である。 
英語の学習といえば、「一般目的の英語」

（English for General Purposes: EGP）の修得を

想起させがちだが、専門分野の指導を意図する

EMI では「一般学術目的英語」（English for 
General Academic Purposes: EGAP）、もしくは

「特定学術目的の英語」（English for Specific 
Academic Purposes: ESAP）理解と使用が求めら

れている 14。「一般目的」という曖昧な括りではな

く、「学術目的」という明確な目標（とコンテキス

ト）が設定されることで、ターゲットとなる語彙・

表現が絞り込まれ、非母語話者（NNS）でありな

がら、運用能力のレベルが異なる、たとえば欧州

出身の学生が同じ教室に加わることで、ユーザー

としての模範もまた、日台の学生に示されること

になる 15。言語教育面からEMIに期待すべきは、

スキルの直接的な向上ではなく、学生一人ひとり

が（専門分野で）必要とされる言語スキルのレベ

ルを常に意識しながら、自らのスキルがコンテン
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ツの理解・発信のニーズを満たすに足るものか否

か考え、ユーザーとして成長するという、間接的

ではあるが、より実際的な能力の養成ということ

になる。「二兎（言語＋内容）を追う者は一兎をも
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イメージが概して強く、これが学生の学習スタイ

ルにも影響を及ぼしている点である。学生は知識

を伝授される側、課題を与えられる側として待ち
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ることも事実である 13。その効果とは、語彙・表

現の暗記（学習）ではなく、コンテキストの中で

語彙・表現を理解し使うこと、つまり学習者から

ユーザーへの脱皮であり、それを通して、学生一

人ひとりが、必要なスキルとレベルを認識し、成

長していく過程の実現である。 
英語の学習といえば、「一般目的の英語」

（English for General Purposes: EGP）の修得を

想起させがちだが、専門分野の指導を意図する

EMI では「一般学術目的英語」（English for 
General Academic Purposes: EGAP）、もしくは

「特定学術目的の英語」（English for Specific 
Academic Purposes: ESAP）理解と使用が求めら

れている 14。「一般目的」という曖昧な括りではな

く、「学術目的」という明確な目標（とコンテキス

ト）が設定されることで、ターゲットとなる語彙・

表現が絞り込まれ、非母語話者（NNS）でありな

がら、運用能力のレベルが異なる、たとえば欧州

出身の学生が同じ教室に加わることで、ユーザー

としての模範もまた、日台の学生に示されること

になる 15。言語教育面からEMIに期待すべきは、

スキルの直接的な向上ではなく、学生一人ひとり

が（専門分野で）必要とされる言語スキルのレベ

ルを常に意識しながら、自らのスキルがコンテン
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に当たる特任講師が「FD セミナー」の名称で継

続的に行っている。 
9 COIL は、Collaborative Online International 
Learning の略。ニューヨーク州立大学(SUNY)
で始まった遠隔協働学習のことで、関西大学でも

推進している。授業の一部を海外と ICT で結び、

単に講義を聞くのではなく、学生が共通の課題に

取り組み、最終成果を共有し合うプロセスで、学

びの質と高め、多様な物に見方に触れようという

試み。 
10 国際化を推進する大学の中には、英語での授業

を増やし、留学生の数を増やすために、日本人学

生が理解・修得する専門知識の量が、日本語の場

合に比べて 8 割程度にとどまっても、致し方ない

と割り切る場合もあるようだ。 

11専門分野における語彙は、English for Specific 
Purposes（ESP）が扱う分野でもあり、汎用的な

レトリックとは異なる。一つの語彙が多様な意味

を伝える汎用的用法とは異なり、専門分野では特

定の意味に限定されがちである。 
12ESP にも関連するが、言語習得の目標は、自律

した（生涯）学習者（autonomous life-long leaners）
ではなく、自律したユーザー（autonomous users）
とも考えられる。Okamoto et al. (2008) を参照の

こと。 
13Hino (2019: 219) も指摘する通り、EM が英語

能力向上と内容理解促進の双方を目的として教育

が行われる場合の研究は、内容からではなく、言

語からの考察が主流である。 
14 各学問分野に固有の英語（表現）に着目するの

がESAP であるなら、たとえば、文科系、商科系、

法科系、理科系 4 つの専門分野それぞれに共通す

る英語（表現）を扱うのがEGAP。高等教育が学

術（A）目的で行われていることは自明であるが

ゆえに、全学レベルの英語教育は、EGP ではなく、

（ESAP ともつながる）EGAP に照準を合わせる

べきとの見解は合理的と言えるだろう。詳しくは、

田地野（2009）を参照のこと。 
15したがって、学生たちが目指すべきユーザー像、

とりわけユーザーが操る英語は、従来の英語教育

が模範としてきた母語話者（NN）の英語ではな

く、非母語話者（NNS）の 英語でも構わない。

詳細な議論は別の機会に譲るが、この問題は、「外

国語としての英語」（English as a Foreign 
Language: EFL）と「国際共通語としての英語」

（English as Lingua Franca: ELF）、いずれの立

場から英語教育を眺めるかという議論につながる。

前者では、母語話者(NS)とその英語が学習者の従

うべき模範（外在的）となるが、そもそも非母語

話者(NNS)の存在が前提となる後者では、むしろ

（コンテキストにおける）コミュニケーションに

対する、各ユーザーの満足度（内在的）が重要な

視点となる。詳細は、Kohn (2019: 36) を参照の

こと。 
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場から英語教育を眺めるかという議論につながる。

前者では、母語話者(NS)とその英語が学習者の従

うべき模範（外在的）となるが、そもそも非母語

話者(NNS)の存在が前提となる後者では、むしろ

（コンテキストにおける）コミュニケーションに

対する、各ユーザーの満足度（内在的）が重要な

視点となる。詳細は、Kohn (2019: 36) を参照の

こと。 
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SSDDGGss 社社会会ににおおけけるる任任意意団団体体にに関関すするる考考察察  
－－イイノノベベーータターー理理論論ととキキャャズズムム理理論論をを参参考考ににししたた  
PPhhiilliippppiinnee  CChhiillddrreenn’’ss  PPrroojjeecctt のの時時系系列列観観察察かからら－－  

UUttiilliizzaattiioonn  ooff  IInnnnoovvaattoorr  tthheeoorryy  aanndd  CChhaassmm  tthheeoorryy  ffoorr    
tthhee  DDeevveellooppmmeenntt  ooff  VVoolluunnttaarryy  OOrrggaanniizzaattiioonnss  iinn  SSDDGGss  ssoocciieettyy  

--  FFrroomm  tthhee  ppeerrssppeeccttiivveess  oonn  tthhee  ttiimmee  sseerriieess  oobbsseerrvvaattiioonn  ooff  PPhhiilliippppiinnee  CChhiillddrreenn’’ss  
PPrroojjeecctt  

  
澤山利広（関西大学国際部） 

Toshihiro Sawayama（Kansai University, Division of International Affairs） 
  
要要旨旨  
地球規模で SDGs の目標達成の必要性が共有される中で、地域社会の諸問題への対応にも国際

協力の経験やノウハウの応用が望まれる。しかしながら、我が国の NGO、すなわち国際協力に

携わる民間団体を取り巻く経済的・社会的状況は厳しい。発展途上国と日本国内の社会や人々へ

の貢献の志半ばで、活動を断念せざるを得ない組織は後を絶たない。日本の ODA 予算の減少傾

向や多発する災害、そして深まる貧困化等も相まって、特に法人格を持たない任意団体の組織運

営の大変さは想像に難くない。本稿では、イノベーター理論とキャズム理論を参考に、フィリピ

ンと日本の人づくりに取り組む任意団体の Philippine Children’s Project (PCP)の時系列観察に

基づき、サービス需要側のメンバーから供給側のコアスタッフへの転換による拡大再生産のサイ

クルについて論考し、SDGs の目標達成に果たすパートナーシップについて検討する。 
  
キキーーワワーードド  任任意意団団体体、、SSDDGGss、、PPhhiilliippppiinnee  CChhiillddrreenn’’ss  PPrroojjeecctt  ((PPCCPP))、、イイノノベベーータターー理理論論、、キキャャ

ズズムム理理論論 //  VVoolluunnttaarryy  oorrggaanniizzaattiioonnss,,  SSDDGGss,,  PPhhiilliippppiinnee  CChhiillddrreenn’’ss  PPrroojjeecctt  ((PPCCPP)),,  IInnnnoovvaattoorr  
tthheeoorryy,,  CChhaassmm  tthheeoorryy  
 
11..  日日本本のの国国際際協協力力NNGGOO、、特特にに任任意意団団体体のの実実態態  
日本の NGO は、年間予算が数 10 億円の国連

NGO 等から、手弁当の草の根グループまで多岐

に亘る。国際協力NGO センター(JANIC) が発行

する『NGO データブック2016』に掲載されてい

るのは、わずかに 425 団体（NPO 法人 293、財

団法人 72、社団法人 12、公益信託 6、任意団体

37、その他 5）に過ぎないが 1、「国際協力の活動」

を定款に記載している NPO 法人だけでも 9,000
団体以上が認証されている 2。 
特に、NGO 全体の 9 割を任意団体が占めると

され 3、それらの実態把握は困難を極める。国際協

力業界で認知されている任意団体はほんの一握り

に過ぎず、程度の差こそあれ、ほとんどは財政基

盤が脆弱であり、さまざまな課題を抱えていると

推察される。 
 

22..  イイノノベベーータターー理理論論ととキキャャズズムム理理論論（（図図 11））  
22..11..  イイノノベベーータターー理理論論にによよるる 55 つつのの区区分分  
エベレット・M・ロジャース（Everett M. Rogers）

は、1962 年に発表した“Diffusion of Innovations”
において、「イノベーター理論」を展開している

4。新種トウモロコシの普及過程の分析から新商

品・サービスの購入態度を下記の 5 つのグループ

に分類し、ベル・カーブに表している。 
・イノベーター（Innovators）とは、新しいもの

を進んで採用するグループ。周囲の評判を気にせ
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ずに取り組む傾向にあり、全体の 2.5％を構成す

る。  
・アーリーアダプター（Early Adopters）とは、

早い段階でイノベータ―の可能性を評価し、自ら

情報収集を行い判断するグループ。オピニオンリ

ーダーとしてマジョリティに影響を与える存在に

なり得る。全体の 13.5％を構成する。 
・アーリーマジョリティ（Early Majority）とは、

新しいものの採用には慎重で、イノベーター、ア

ーリーアダプターの行動を受けて動き出す初期の

追随多数者。ブリッジピープルとも呼ばれ、全体

の 34.0％を構成する。 
・レイトマジョリティ（Late Majority）とは、新

しい動きには懐疑的で、周囲の大多数の動向を見

てから同じ選択をする後期の追随多数者。フォロ

ワーズとも呼ばれ、全体の34.0％を構成する。  
・ラガード（Laggards）とは、変化を好まない保

守的な伝統主義者から構成される遅滞層。流行が

一般化するまで採用しないか、あるいは最後まで

採用しない人々。全体の 16.0％を構成する。 
このような区分に基づき、ロジャースは新たな

技術や流行の急激な拡大にはイノベーターとアー

リーアダプターが鍵を握るとする「普及率 16％の

論理」を提唱している。 
 
22..22..  キャズム理論による２つの市場 
これに対して、ジェフリー・A・ムーア（Geoffrey 

A. Moore）は、1991 年に発表した“Crossing the 
Chasm”において、ハイテク業界における新製品・

技術の浸透に関する市場分析を例に、特にアーリ

ーアダプターからアーリーマジョリティへの普及

の難しさを指摘している。 
ムーアは5つの区分の間にはそれぞれクラック

（断絶）があり、その中でも新技術を差別化の決

め手とみなすアーリーアダプターと、単に業務効

率の改善手段とするアーリーマジョリティとの間

にはキャズム（大きな溝）があるとしている。イ

ノベーターとアーリーアダプターから成る初期市

場から、他のアーリーマジョリティやレイトマジ

ョリティ、そしてラガードの 3 区分から構成され

るメインストリーム市場に波及させるには、この

キャズムを埋めることが重要であるとする「キャ

ズム理論」を提唱している。すなわち、ムーアは

メインストリーム市場への普及には、目的の異な
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るアーリーアダプターとアーリーマジョリティ別

のマーケティングアプローチが必要であると説い

ている。 
  
33..  草草のの根根国国際際協協力力活活動動にに見見るる需需要要とと供供給給ののベベ

ルル・・カカーーブブ  
筆者は、イノベーター理論とキャズム理論の区

分比率はともかく、ベル・カーブのイメージは、

草の根国際協力活動の社会への波及パターンと組

織形成、具体的にはマネジャー5の創出やスタッフ

の獲得･育成を検討する際にも用いることができ

ると考えている。 
活動は、まず貧困等の途上国の事象に突き動か

された創設者、すなわちイノベーターとその動き

や考え方に共鳴するアーリーアダプターとによっ

てスタートし、当面、供給側が需要側でもある自

己消費の状況が続く。一定の見通しが立てば、両

者はその後の活動を担う供給側のコアスタッフと

なり、社会への発信が始まる。具体的な波及は、

国内での講演会や海外活動への参加者の募集、あ

るいは寄附・寄贈の呼び掛け等が口コミやネット

を通じて喧伝され、それらがアーリーマジョリテ

ィの琴線に触れ、さらにレイトマジョリティにも

輪が広がっていく。そもそも変化を好まないラガ

ードが、グループの一員として途上国や国内の諸

問題に関わることは稀であろう。 
その後に拡大再生産を目指すのであれば、当初

はゲスト的存在であった需要側のマジョリティの

一部が、供給側のスタッフに転じることが不可欠

である。ミッションやポリシーに共鳴した彼ら彼

女らが、アーリーアダプター的に新たなアイデア

やネットワークを活かして社会に働きかけ、さら

にマジョリティの層が厚くなるようなサイクルが

理想的である（図 1 の矢印）。これは何も国際協力

分野に限ったことではなく、他分野の NPO にお

いても、需要側として活動に参加した人々が、次

第に社会貢献機会の供給側に転じているケースを

目にすることは多い。 
そして時の経過と共にコアスタッフもベル・カ

ーブの 5 区分に分かれていく。当然、供給側のベ

ル・カーブは、需要側に遅れて立ち上がり、その

山は低くなる。必ずしも一定割合のラガード的な

役回りをする者が組織の発展を阻害する否定的な

存在とは限らない。ミッションを継承する「よき

ラガード」の声には耳を傾ける価値があるに違い

ない（図 1 の点線）。 
 

44..  PPhhiilliippppiinnee  CChhiillddrreenn’’ss  PPrroojjeecctt  ((PPCCPP))  
本論では、フィリピン共和国パンパンガ州アン

ヘレス市圏において児童対象の情操教育協力等を

展開している PCP のコアタッフとメンバーのパ

フォーマンスを概観し、ミッション及びポリシー

の形成過程を辿る。 
PCP を時系列で論じるにあたり、活動期間を胎

動期、黎明期、そして萌芽期とする。胎動期と黎

明期に関する記述は、筆者がコアメンバーのA氏、

B 氏、C 氏からの聞き取りをまとめ、萌芽期につ

いては、筆者の観察に基づく。 
 
44..11..  胎胎動動期期（（22000066 年年 99 月月～～22000077 年年 88 月月））  
胎動期を PCP の実現可能性の模索が始まる

2006 年 9 月から、最初のフィリピンでの活動を

行った 2007 年 8 月までとする。PCP は法人格を

取得していないこともあり設立日を定めていない。 
PCP の源流は、1994 年にコラソン・アキノ元

フィリピン共和国大統領が来日した際の芦屋市国

際交流協会（ACA）主催の記念事業に遡る。ACA
は現地 NGO の Benigno S. Aquino Foundation
やUniversity Center Foundation, Inc. (UCF)の
バックアップを得て、日本国内で一般参加者を募

り、アンヘレス市圏での多目的ホールの建設等の

資金協力や、Philippine School Project (PSP)と称

する現地公立小学校でのリコーダーを用いた情操

教育協力を実施してきた。活動参加者は、現地の

子ども達を取り巻く状況を垣間見ることで、国際

協力の必要性を理解することとなる。ACA のフィ

リピンでの活動は、成果を残しつつも 2006 年 8
月をもって幕を閉じる。 

2006 年 9 月以降、ACA の活動に参加した、映

像ディレクター（以下、A 氏）と公務員（以下、
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B 氏）を含む 10 名程度の有志から成る創設メン

バー6は、フィリピンでの教育協力活動の継続を検

討するためのミーティングを重ねる。ミーティン

グでは、活動参加者にとっては有意義であったが、

現地小学校に寄贈した楽器は活用されておらず、

新たに参加者を集める術もないことから継続は難

しいとの意見も多かった。その一方で、現地のフ

ィリピン人コーディネーターからは、子ども達は

日本からの訪問者による音楽授業から多くを学び、

現地関係者の評価も高いとのコメントが寄せられ

る。これらの意見や情報を総合的に勘案した結果、

児童養護施設付属の小規模な小学校において、現

地児童や教員に対する技術協力を主目的としつつ、

日本からの参加者の国際協力体験機会と位置付け

た現地活動を起案することの総意が得られた。移

転技術は、PCP が有する唯一のスキルであるリコ

ーダー指導に改善を加えることとした。 
活動の開始にあたり、ACA からは「今後一切の

関係を絶ち、PSP の名称も使用しないこと」等の

念書の提出が求められ、創設メンバーはそれに応

じ、任意団体“Philippine Children’s Project (PCP)”
と称することとなった。 
創設メンバーのうちA氏とB氏を含む4名が、

2007 年 8 月にアンヘレス市圏に赴き、児童養護

施設とその付属小学校で活動を行う。現地には行

かないメンバーも派遣前の研修・準備に携わった。

この最初の活動以降、A 氏が毎年、活動本番とそ

の準備のために現地を訪れることとなる。 
胎動期においては、創設メンバーはイノベータ

ー兼アーリーアダプターとして企画や準備に時間

と労力を提供するサービスの供給者であり、同時

に費用を負担する需要者でもある。言い換えれば、

自己消費の段階にあり、この状態を初期市場とみ

なすこともできる。 
 
44..22..  黎黎明明期期（（22000077 年年 99 月月～～22000099 年年 33 月月））  
最初の現地活動直後から、大学生の組織的参加

が始まる直前の2009年3月までを黎明期とする。

2回目の現地活動が2008年8月に、3回目が2009
年 8 月に実施される。 

口コミで募った新たな2回目のメンバーの中か

ら会社員（以下、C 氏）が、さらに 3 回目のメン

バーの中から元小学校教諭が、イノベーターのA
氏、B 氏と共にアーリーアダプターとして、その

後の活動を牽引することとなる。需要側から供給

側のコアスタッフに転じた最初のケースである。 
この間、転勤・転職等の生活環境の変化から足

が遠のく者や方向性の違いから創設メンバーは半

減する。事務所もなく有給スタッフも置けない状

況は変わらず、会員名簿の作成や規約の制定には

手が付けられず、法人格を取得することもなく現

在に至っている。 
ミーティングでは活動希望者を選抜するか否か

や組織化が議題に上る。一方で、PCP を特徴づけ

るユニバーサルデザイン（Universal Design）、す
なわち「可能な限り全ての人々が機能の追加や特

別に意匠されなくても利用可能な製品と環境のデ

ザイン」を重視したポリシーが形成されていく。

この方針が、その後の同行希望者全員の参加を拒

まない姿勢や現地の活動環境の整備 7 でも貫かれ

ていくこととなる。また、事前準備に始まり、現

地活動を経て、協力者への報告と活動記録を目的

に報告書を作成する一連のサービスラーニング

（Service Learning）のサイクルが確立される。 
 
44..33..  萌萌芽芽期期（（22001100 年年 44 月月～～22001188 年年 1111 月月））  
萌芽期を大学生の組織的参加が始まる 2010 年

4 月から、2018 年 11 月の「自由都市 堺･平和貢

献賞」8受賞までとする。それまでのPCP は社会

人主体であったが、これ以降は学生メンバーが過

半数を占めるようになる。本論執筆者は、2010 年

8 月に関西大学学生の引率教員として PCP に参

加したことを契機に、以後、活動に携わるように

なる。本項は、執筆者によるPCP の観察に基づく

所見である。 
PCP は、いわば援助のノンプロ集団による国際

情操教育協力である。これまでのアンヘレス市圏

での活動を通じて、現地の3,000 名を超える児童

と 20 名以上の教員に関与してきた。移転可能な

特段の技術を持たず、拙い語学力の日本からのボ
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ランティアによる技術協力プロジェクトが、旧日

本帝国海軍の神風特攻隊発祥の地であり、当時の

日本人の蛮行が語り継がれる地域において好意を

持って受け入れられているのは、日本国内での現

地活動前の入念な準備と帰国後のフォローアップ

の積み重ねの賜物である。そのことが国際協力サ

ービスラーニング、すなわち「教科カリキュラム

と関連した途上国・地域でのボランティア（サー

ビス）活動を通じて、当該コミュニティのニーズ

を満しつつ、参加者のリーダーシップやシチズン

シップの涵養を目的とする「派遣前準備･研修

(Preparation)」「活動(Action)」「帰国後研修・振

り返り(Reflection)」のプロセスからなる社会貢献

型の体験学習」の完成度を高めてきた。この時期

に移転技術を持たない一般参加者にリコーダー教

授法を身に着けてもらうノウハウが蓄積されてい

く。  
派遣前研修では、講座を通じて国際協力の基礎

知識やフィリピンが抱える社会課題を把握し、リ

コーダー指導のためのトレーニングと現地で実施

する企画授業のデモンストレーションを繰り返す。 
原則、毎年 8月の現地活動には、フィリピン人

コーディネーターや児童養護施設を巣立った助っ

人も加わる。現地活動中の急なスケジュールの変

更やハプニングは、むしろ当然のように発生する。

暴風雨警報発令時の安全確保や交通規制時の移動、

急性虫垂炎を発症したボランティアの緊急手術の

手配等の経験が、PCP の危機対応力を向上させて

きた。 
学生メンバーにとっては、事前研修で想定した

通りには事は運ばず、臨機応変に対応せざるを得

ないことが、大学のカリキュラムでは培いにくい

状況対応力 9 等のコンピテンシー（成果を出すた

めの行動特性）を育むことになっている。 
メインの活動はフィリピン人児童に対するリコ

ーダー教授である。教える側にとっては、短期間

で初歩的な教授法を習得でき、技術力と語学力の

不足を身振り手振りの指導で補うことができる。

現地では子ども達の発達段階に応じて、何とか活

動期間中のレッスンでマスターできる曲を懸命に

教え、子ども達もそれに応えて練習に励む。児童

が日に日に曲をマスターし、最終日のコンサート

で立派に演奏できた時の感動やできなかった時の

不甲斐なさが活動の醍醐味となっている。現地で

子ども達が使うリコーダーや文具は寄贈で賄う。

その手法は3R(Reduce、Reuse、Recycle)にも適

っており、モノの命を大切にする日本的な持続可

能な循環型開発モデルの好例と言うことができ

る。現地から日本の物品寄贈者等のサポーターに

送付されるお礼状は、現地に行かなくても国際協

力に参加した実感を持ってもらえる工夫として国

際協力やSDGs文化の醸成の観点からも評価する

ことができる。 
学生メンバーが参加するようになってからは、

フィリピンの児童が正課教育では学ばない知識を

得られるような企画授業を行っている。学生メン

バーは、理科実験（空気砲、炭電池、浮沈子、ペ

ットボトルロケット、酸アルカリ実験、ボルタ電

池）や公衆衛生講習（歯磨き・手洗いワークショ

ップ）、体育授業（南中ヨサコイソーラン）、防災・

減災教育、文化交流（折り紙、ダンス）等の実施

に責任を持つことで各自がリーダーシップを発揮

してきた。 
帰国後研修では、報告書（日本語版・英語版）

と DVD10 の作成や活動報告会での発表等を通じ

て体験の咀嚼に努める。成果物からは参加者の異

文化社会での奮闘が、家族や地域社会の大切さの

再認識、日本文化のすばらしさの再発見、文化相

対主義的視点の涵養、地球市民意識の醸成、アイ

デンティティの探求等のそれぞれの機会になって

いることをうかがうことができる。 
PCP は 2018 年 11 月に「自由都市 堺･平和貢

献賞」を受賞する。受賞理由は、先に述べた任意

団体に徹したユニークなマネジメントと、ユニバ

ーサルデザイン概念を重視した国際協力サービス

ラーニングによる日比双方での人づくりに対する

貢献である。PCPが設立当初の民際協力の純粋さ

を保ち続け、ミッションの実現に専心できている

秘訣は、法人格、事務局、役職、規約、会費制度

を持たず、単年度の現地活動参加費を完全に精算



― 118 ―

関西大学高等教育研究　第12号　2021年３月

することで透明性を保つ会計制度にある。それら

は他の NPO･NGO やボランティア団体の組織運

営にとっても示唆に富むシステムのように思われ

る。 
 
55..  SSDDGGss 社社会会ににおおけけるる任任意意団団体体のの役役割割・・使使命命とと

パパーートトナナーーシシッッププ  
55..11..  PPCCPP活活動動ののママルルチチセセククトトララルルにによよるるママルルチチ

ベベネネフフィィッットト  
2015 年の国連サミットにおいて採択された「持

続可能な開発目標（Sustainable Development 
Goals: SDGs ）」は、ミレニアム開発目標

（Millennium Development Goals: MDGs）で残

された課題と、環境問題や新たに顕在化している

格差拡大等の課題への対応を掲げている。SDGs
の理念である「誰ひとり取り残さない（No one 
will be left behind）」は、現代のあらゆる問題の

対応には全ての人々の結束が欠かせないという、

国際社会の強い危機感と決意の表れである。途上

国だけでなく先進国を含む全ての政府・自治体セ

クターに加え、国際機関や民間企業、そして市民

団体の全てがサービスやノウハウの需要側であり、

同時に供給側でもあるという点に普遍性を読み取

ることができる。 
PCP は SDGs のポリシーを先取りしたユニバ

ーサルデザイン概念に基づく仲間集めや現地活動

を展開してきた。派遣前後の研修に参加するので

あれば、これまで現地活動希望者を一人として拒

んでいない。約 150 名の 10 代から 60 代までの異

なる属性の参加者の中には、性同一性障がいや指

定難病、アスペルガー症候群の人達も含まれる。

そのような日本側の個性豊かな諸人と、フィリピ

ンの親に養育されずにストリートチルドレンとし

て生きざるを得なかった児童養護施設の子ども達

とが醸し出すハーモニーは、誰もがコミュニティ

の一員として支え合いながら安心して暮らし、一

人ひとりが持てる力を遺憾なく発揮して活躍でき

る空間にいるような心地よさを覚える。図らずも

SDGs が謳う互恵型のユニバーサル社会の理想形

を見る思いである。 

SDGs の 17 ゴール・169 ターゲットは、独立し

た課題の集合体であると共に、相互に関連し合う

包括的な目標でもある。その実現にはマルチセク

トラル（様々な関係者）によるマルチベネフィッ

ト（複数のゴールの同時解決）が求められる。 
PCP の活動の全ては、ゴール 17「パートナー

シップで目標達成」が前提となっており、日本と

フィリピンの様々な人と組織との協働なくしては

成り立たない。マルチベネフィットの視点では、

ゴール 4「質の高い教育」にフォーカスした情操

教育協力や、ゴール 6「安全な水とトイレ」とゴ

ール 3「全ての人の健康と福祉」に直結する企画

授業の公衆衛生活動は、ひいてはゴール 1「貧困

撲滅」やゴール 2「飢餓ゼロ」の実現にも資する

と考えられる。また、戦跡訪問等のエクスカーシ

ョンは、ゴール 16「平和と公正を全ての人に」を

学ぶ機会になっている。 
 
55..22..  需需要要側側メメンンババーーかからら供供給給側側ココアアススタタッッフフへへ

のの転転換換にによよるる拡拡大大再再生生産産  
PCP は自発性、公共性、先駆性、無償性 11を理

念とするボランティア活動である。誰かが滅私奉

公することも、ましてやそれを誰かに強いること

もない。参加者の特技を活かし、興味･関心を満た

す自己実現の姿勢を尊んできた。スタッフとメン

バーのそれぞれが、ボランティア活動ならでは有

益な時間を過ごし、その後の生き方にもその体験

を反映させている。コアメンバーのA 氏は、映像

関係の仕事から海外にルーツを持つ児童・生徒の

サポートに軸足を移し、日本語教師養成講座を修

了して、現在は日本語教師をしている。C 氏は通

信教育で教員免許を取得して小学校養護教員に転

じた。長期の国際協力を志し、青年海外協力隊に

参加した参加メンバーや、開発コンサルティング

企業に就職した学生メンバーもいる。 
組織としての PCP が、綱渡りを続けながらも

活動を持続できている最大の要因は、あえて形式

的な組織化には目もくれず、ミッションであるフ

ィリピンの子ども達への貢献を第一義とするプロ

グラムの開発に邁進してきたことにある。その産
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物であるユニバーサルデザインを重視した国際協

力サービスラーニングは、図らずもSDGs のポリ

シーである「誰一人取り残さない」に適うことと

なっている。PCP が生き永らえてきたのは、国際

協力分野のリーダーの特徴12を備えたコアメンバ

ーが、ミッションとポリシーを大切にした活動を

展開してきたからに他ならない。PCP のような余

力のない任意団体が、組織を維持するためのペー

パーワークに忙殺されれば、社会的に意義ある活

動そのものが停滞することは明らかである。PCP
には世話役はいても役職はなく、事務担当者もお

らず、役員名簿もない。ほぼ毎月の定例ミーティ

ングはあっても、最高意思決定機関としての総会

は開催していない。報告書や文集等の成果物は発

行しているが、公的機関や助成財団等が求めるよ

うな当該年度の事業･会計報告と次年度の事業計

画･予算案は作成していない。これらの作業を他に

生業の本業を持つコアスタッフの誰かが担う余裕

はなく、有給スタッフを雇用する財源もない。10
年以上の活動歴はあっても、依然、再生産の規模

が等しい単純再生産にとどまっており、拡大再生

産の状態には入っていない。 
ドラッカーやサラモンを引くまでもなく 13、任

意団体のミッションを最大化するには、マネジメ

ントやマーケティングを意識しておくことが不可

欠であり、その要は全て人材に帰着する。有給か

無給かにかかわらず、どの活動も世話役が増えな

ければ拡大は難しい。これからの PCP の活動継

続の如何は、いかにリーダーシップを執ってくれ

る供給側のスタッフを増やすかにある。ロジャー

スの分類に従えば、現在の PCP のコアスタッフ

は、イノベーター1 名とアーリーアダプター4 名

のみであり、まさにアーリーマジョリティとの間

にキャズムが存在している。 
コアスタッフは募集に応じて毎年入れ替わる

10 名前後のマジョリティ層にサービスを提供し

ている。その大半を占める大学生の所属大学から

PCP に対して特段の配慮があるわけでもなく、コ

アスタッフにとっては派遣前後の研修と現地への

引率業務にかかる労力や費用の持ち出しを考えれ

ば、新規メンバーの受け入れは割に合わない。と

は言え、学生メンバーの参加によってサービスラ

ーニング手法がブラッシュアップされ、企画授業

は現地関係者からも高く評価される定番プログラ

ムとなっている。そして何よりもコアスタッフに

とっては、フィリピンの子ども達と共に、特に学

生メンバー自身の目を見張る成長こそが、新規メ

ンバーを受け入れている動機となっている。 
今後の PCP の使命のひとつは、人材の需要と

供給の循環システムの構築とその社会への発信で

ある。ムーアに従えば、キャズムを埋めるには、

それぞれ目的の異なるアーリーアダプターとアー

リーマジョリティリティ別のアプローチが必要と

なる。サービスの供給側である前者が、ミッショ

ンの実現やポリシーの形成に効用を見出すとすれ

ば、その機会である現地活動やミーティングへの

参加促進が有効であると考えられるが、これまで

も現地活動の応募者を拒んだことはなく、現地活

動に参加していない人もミーティングへの参加を

歓迎してきたものの、コアスタッフは同じ顔触れ

のままである。後者の需要側のアーリーマジョリ

ティに対するサービスについても、回を重ねるご

とに内容は充実してきているが、メンバー増には

反映されていない。 
それでもマジョリティ層を増やすことが先決で

ある。なぜなら、基本的に活動を体験したメンバ

ーだけが、ミッションを共有して将来のサービス

の供給に汗を流してくれるスタッフの母数となる

からである。萌芽期の毎年変わる学生メンバーの

パフォーマンスを見れば、卒業までは諸活動を手

伝ってくれる者もいるが、それ以降のサポートを

彼ら彼女らに望むことはできない。そのため、ス

タッフへの転換を見据えるなら、学生以外をター

ゲットにした方が良さそうである。 
いずれにせよ、現状打破の最優先項目は、募集・

広報の充実である。これまでもスタッフやメンバ

ーのリクルートに関しては、アナログにデジタル

も加味して試行錯誤を重ねてきたが、目覚ましい

成果は得られていない。今後の戦略としては、よ

り一層の産官学民の連携、すなわちパートナーシ
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ップによる募集・広報機会の拡大にマネジメント

とマーケティングの活路を求めたいところである。 
 
55..33..  協協働働事事例例のの蓄蓄積積にによよるる任任意意団団体体にに対対すするる認認

識識のの変変革革 
パートナーシップは、社会全体の任意団体に対

する認識を変える処方箋でもある。 
SDGs のゴール 17 でも謳われているように、

「誰一人取り残さない」社会の創造には、パート

ナーシップが今後ますます大切になることは衆目

の一致する所である。しかしながら、依然、社会

全体に任意団体との協働に二の足を踏む雰囲気は

否めない。例えば、実績はあっても法人格がなけ

れば、政府・自治体や企業、あるいは助成財団の

補助金・助成金の申請もできないケースもあり、

当該団体は連携の輪の埒外に置かれてしまうこと

になる。 
しかしながら、PCP がそうであるように、名も

なきグループや組織の多くが、草の根市民のエン

パワーメントを引き出し、地域の力を高める独自

の手法や仕組みを有している。これまでも平時だ

けではなく、緊急事態においても社会のあらゆる

レベルで機能を果たしてきた。このような組織体

の消滅は地域社会の弱体に直結し、ひいては一極

集中を加速させ、グローバル社会にも歪みをもた

らす遠因となることは明らかである。任意団体を

持続可能な発展の一翼を担うセクターと位置づけ

るための社会的信頼の醸成が急務である。 
ただし、掛け声だけで信頼が育まれることはな

い。社会一般の任意団体に対する認知度合いをイ

ノベーター理論に照らせば、やはり 5 グループに

分けられ、それぞれの間にはクラックとキャズム

がある。その克服には、国際機関や政府に先立ち、

まずは余力のある NPO･NGO や住民に近い地方

自治体、そして学生が集う高等教育機関が、アー

リーアダプター的に早い段階で個々の任意団体の

可能性を評価し、他団体の範となるような公益拡

大に資する協働事例の発信に努めたいところであ

る。 
堺市は任意団体に対する認識についてはアーリ

ーアダプターとみなせそうである。「自由都市 

堺･平和貢献賞」の選考要件になっていた「日本国

内に事務所のある団体」という項目にとらわれず、

PCP に賞を受賞している。受賞を機にPCP には、

堺市の関連団体や堺市内にキャンパスを置く大学

からも声がかかるようになり、協働が始まってい

る。その活動は大海の一滴に過ぎないかもしれな

いが、これからのSDGs 社会におけるパートナー

シップに先鞭をつけることが期待される。 
 
註註  
１ 国際協力 NGO センター(JANIC)（2016a）
（2016b）を参照。 
2 内閣府NPO HP を参照。活動種類は複数回答。

「国際協力の活動」は、2012 年 3 月末までは第９

号であったが、4 月 1 日からは第 11 号となる。

1999年9月末は194団体、2012年3月末は8,758
団体、そして 2019 年 9 月末は 9,184 団体が認証

されている。 
3 山形(1997)を参照。 
4 青池･宇野（1990）を参照。 
5 Drucker (1974)、上田（2001）、野田・村上（1974）
等を参照。「マネジャーとはボスではない。マネジ

ャーを見分ける基準は命令する権限ではなく、組

織への貢献並びに成果に責任を持つ人々である。」 
6 主な創設時のメンバーは、映像ディレクター

（以下、A 氏）、国家公務員（以下、Ｂ氏）、理学

療法士、農協職員、元、現役小学校教諭、幼稚園

教諭、会社員、フリーター、学生等である。 
7 例えば、偏食やアレルギーを持つメンバーに対

応するためのコックの配置やキッチンの確保、あ

るいは体調を崩した場合や性同一性障がい者がカ

ミングアウトしなくても個室を使用できる宿舎の

利用等。 
8 受賞理由は「PCP はフィリピンの子どもたち

を対象に、寄贈を受けたリコーダーを活用した情

操教育や公衆衛 生講習、文化交流等を行っている。

そのユニークな活動経験は、日本の小学校やNPO
でも活かされ、大学のボランティア実習科目にも

採用されているという点で、平和貢献活動の普及
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が期待できるものとして高く評価する」である。 
9 筆者は論理的思考や知識にとらわれすぎず、状

況に応じて臨機応変に対応することで成果を出す

能力と定義している 
10  PCP(各年)、澤山（2003）を参照。 
11 利益や報酬を第一の目的とするのでなければ、

機会費用以下の金銭を得るケースもその範疇と考

えられる。 
12 筆者は、先人に範を求めて、1）他者のため、

2）体を張る・命を懸ける、3）現場主義、 4）ミ

ッション主義（言われなくてもする≒言われても

しない）、5）平和・人道主義、6））体裁・建前（固

定概念、手法、ルール、組織、上下、地位、肩書

等）にこだわらない、とする。 
13  例 え ば ､ Drucker(1995), Salamon(1987) 
(1994), Young and Steinberg(1995), 上田(2007)､
山内(1999)を参照。 
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「「実実務務家家教教員員」」のの系系譜譜  

――政政策策とと慣慣行行――  

PPrrooffeessssoorr  ooff  PPrraaccttiiccee  iinn  JJaappaann::  PPoolliicciieess  aanndd  TTrraaddiittiioonnss  
  

二宮祐（群馬大学学術研究院） 
小山治（京都産業大学全学共通教育センター） 

児島功和（山梨学院大学学習・教育開発センター） 
Yu Ninomiya（Gunma University, Academic Assembly） 

Osamu Koyama（Kyoto Sangyo University, Center for General Education） 
Yoshikazu Kojima（Yamanashi Gakuin University, Learning and Education 

Development Center） 
  
要要旨旨  
 大学教員のキャリアやアイデンティティに関する研究は教育社会学の分野で続けられてきた。

本論で焦点を絞る「実務家教員」政策の嚆矢は専門職大学院の創設であった。専門職大学院では

実務への貢献に関する教育が重視されることから、一定割合の「実務家教員」の配置が義務付け

られた。そして、「高等教育の負担軽減の具体的方策」政策において学生に対する給付奨学金制度

の導入と組み合わせて、実務の経験を有する教員についてシラバスなどで明示することが求めら

れるようになった。他方、それらの政策とはまったく関係なく、実務の経験を持つ教員は以前か

ら存在していた。文部科学省（旧文部省）「学校教員統計調査」によれば学問分野ごとに相違はあ

るものの、前職が民間企業などの従業員であった大学教員は少なからずいることが確認できる。 
  
キキーーワワーードド  22004400 年年答答申申、、リリカカレレンントト教教育育、、専専門門職職大大学学院院、、学学生生支支援援、、産産学学連連携携／／CCeennttrraall  CCoouunncciill  
ffoorr  EEdduuccaattiioonn,,  RReeccuurrrreenntt  EEdduuccaattiioonn,,  PPrrooffeessssiioonnaall  GGrraadduuaattee  SScchhooooll,,  SSttuuddeenntt  SSuuppppoorrtt,,  
IInndduussttrryy--AAccaaddeemmiiaa  CCoollllaabboorraattiioonn  
 
11..  本本論論文文のの目目的的  
11..11..  ははじじめめにに  
本論文の目的は大学・大学院で教育を担う「実

務家教員」を対象として、その複数の来歴を明ら

かにすることである。「実務家教員」とは民間企業、

自治体、国際機関、NPO 法人など大学以外の機関

における就業経験を生かして、正課内、正課外に

かかわらず教育に携わることが求められる大学教

員のことを意味する。国内外の大学の学部を卒業

後すぐに大学院へ進学して学位を取得し、その過

程において民間企業などで就業する経験をまった

く有することなく、他方で場合によっては海外へ

留学し、その分野において誰もが知るような優れ

た研究を進めて今後もそれが継続して求められる

ような伝統的なキャリアを辿る大学教員とは対照

的な存在ともいえる。「実務家教員」は専門職大学

院において配置されることで知名度を高めたのと

同時に、キャリア教育、知的財産論、産学連携論

などの様々な分野においても採用されるようにな

っている。しかしながら、「実務家教員」の必要性

が主張されるようになった背景を分野横断的に検

討する研究は必ずしも十分に行われてきたわけで

はない。（二宮祐） 
 
11..22..  先先行行研研究究  
大学教員を対象とする研究は珍しいものではな

い。教員の学歴・学校歴、学閥、インブリーディ

ング、大学間の移動類型、アイデンティティなど

に関心が集まり、その特徴を明らかにすることが

教育社会学の研究として行われてきた（新堀、
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1965; カミングス、1971; 山野井、1990）。また、

社会学においても大学教員は関心の対象であった

（P・ブルデュー他、1997）。近年では、米国にお

ける大学教員に関する特徴の変容に着目するもの

や（Hermanowicz,2011）、同様にその変容を国際

比較の観点で明らかに研究が行われている 
（Cummings & Ulrich Eds.,2015）。また、国内

においても、マーチン・トロウによる高等教育の

段階移行説で概念化された、ユニバーサル型の段

階へ日本の大学が到達したことに関連する諸研究

が存在する。トロウは米国における高等教育の歴

史的推移から発展段階説を理念型として提起しつ

つ、日本への言及については慎重であったとはい

え、日本においても厳しい選抜を経ることなく大

学進学ができるようになったり、大学が専門的知

識・技術の伝達に加えて大学外での様々な実践に

関するプログラム（就業体験やサービスラーニン

グなど）を提供するようになったりするなど、マ

ス型段階とは異なる様子が窺えるようになった。

そうした状況をふまえつつ、大規模質問紙調査に

よって大学教員のキャリアや仕事の内容などを問

う研究や（有本編、2008）、労働市場の歴史的推移

に着目する研究（山野井編、2007）が進められて

きた。さらに、入学試験の選抜度の低い大学に勤

務する教員を対象とした研究（葛城、2018）、ファ

カルティ・ディベロップメントや産官学連携など

の特定の業務を担う教員を対象とした研究（二宮、

2020; 二宮他、2017; 二宮他、2019）も進められ

てきた。また、「実務家教員」当事者による、経験

に基づく後進に対する指南書や（実務家教員COE
プロジェクト、2020; 松野、2019; 宮武、2020; 横
山、 2020）、当事者自身の課題を整理する研究（妹

尾、2007）がまとめられたり、「実務家教員」を対

象とした資質・能力やキャリアの特徴を明らかに

する質問紙調査も行われてきたりしている（江藤、

2016）。 
これらの研究はユニバーサル型の大学における

大学教員の特徴を描き出しているものの、各分野

において「実務家教員」の増員が進められている

理由を明らかにするには至っていない。そこで、

「実務家教員」の必要を主張する政策を整理する

ことを通じて、その特徴について考察する。（二宮

祐） 
 
22..  「「実実務務家家教教員員」」政政策策  
22..11..  専専門門職職大大学学院院  
 専門職大学院とは、「大学院のうち、学術の理論

及び応用を教授研究し、高度の専門性が求められ

る職業を担うための深い学識及び卓越した能力を

培うことを目的とするもの」を指す（学校教育法

99 条 2 項）。文部科学省（2020a: 1）によれば、

専門職大学院は「科学技術の進展や社会・経済の

グローバル化に伴う、社会的・国際的に活躍でき

る高度専門職業人養成へのニーズの高まりに対応

するため、高度専門職業人の養成に目的を特化し

た課程として」、2003 年度に創設された 1。 
 専門職大学院に関する具体的な規定は、主に専

門職大学院設置基準にある。当該設置基準の条文

に「実務家教員」という文言はないものの、それ

に相当する「専攻分野における実務の経験を有し、

かつ、高度の実務の能力を有する者」という定め

がある（専門職大学院設置基準 5 条 4 項）。文部

科学省（2020a: 1-2）によれば、必要専任教員中の

3 割以上（法科大学院は 2 割以上、教職大学院は

4 割以上）を「実務家教員」とするように規定さ

れている。 
 専門職大学院は 2011 年度には 128 校であった

が、その後、増減を繰り返し、2020 年度には 118
校（166 専攻）となっている （文部科学省、2020a: 
3）。専門分野別にみると、教職大学院が 54 校で

最多であり、法科大学院の35 校、ビジネス・MOT
の32校がそれに次いでいる2（文部科学省、2020a: 
3）。設置主体別にみると、国立が 61 校、公立が 7
校、私立が 47 校、株式会社立が 3 校である （文

部科学省、2020a: 3）。国立が多い理由は教職大学

院のうち公立は存在せず、私立は数校しか存在し

ないためである。 
ところで、専門職大学院における「実務家教員」

に関しては混乱も生じている。その混乱について

言及する前提として、文部科学省のウェブサイト



― 125 ―

関西大学高等教育研究　第12号　2021年３月

を典拠として専門職大学院と関連する政策におけ

る「実務家教員」の位置づけを整理する。大学院

における高度専門職業人養成についての答申であ

る中央教育審議会 （2002a）では、「実践的な教育

を行う観点から、実務家教員を専任教員中に相当

数置くことを義務付ける」と指摘された。法科大

学院に関する答申である中央教育審議会 （2002b）
では、「狭義の法曹や専攻分野における実務の経験

を有する教員」が「実務家教員」であるとされ、

専任教員（必要数分）のうち、相当数（概ね 2 割

以上）を実務家教員とする旨や「実務家教員」に

は「5 年以上の実務経験」を求める旨が明記され

た。一方、教職大学院の創設について言及した答

申である中央教育審議会（2006）では、「実務家教

員」の要件として、「学校教育関係者の場合、一定

の勤務経験を有することにより優れた教育実践を

有する者であるとともに、実践的・実証的研究成

果の発表記録等などから、専門分野に関する高度

の教育上の指導能力を有すると認められる者」と

いう点が挙げられ、教職大学院においては必要専

任教員に占める実務家教員の比率を概ね4割以上

にすることが適当であると明記された。 
 このように高度専門職業人の養成のために、「実

務家教員」が必要であるという点については、当

然の前提とされており、「産業・経済社会等の各分

野で世界の最前線に立つ実務家教員」という中央

教育審議会 （2005: 10）の文言にもみられるよう

に、当該教員に対する期待も高いように思われる。 
 一方で、専門職大学院制度の発足から 10 年も

経たずに、混乱が見られるようになった。文部科

学省（2010）では、「一部の大学に専任教員や実務

家教員の解釈や運用について混乱があることが確

認され、特に実務家教員が多数を占める専門職大

学院においては、大学院としての適切な理論教育

の提供の観点から疑義が生じている」と指摘され、

「実務家教員」の定義などについて検討が必要で

ある旨が明言されている。この点についてはその

後の答申においても、「実務家教員」の明確化が必

要である旨が主張された（中央教育審議会、2011: 
20）。 

 専門分野別にみると、法科大学院については中

央教育審議会大学分科会法科大学院特別委員会

（2012）において、研究者教員と実務家教員の分

担する教科や配置割合について「改めて検証」す

ることが指摘された。教職大学院については中央

教育審議会 （2012: 17）において、「学校現場で

の最新・多彩な経験を有するだけでなく、これを

理論化できる基礎的な素養を求めるとともに、現

在 4 割以上とされている、必要専任教員数全体に

対する割合の見直しを検討する」とされている。 
 こうした経緯を経て、中央教育審議会大学分科

会大学院部会専門職大学院ワーキンググループ 
（2016: 8）では、教員組織においては実務家教員

と研究者教員のバランスが必要であるとされ、そ

れを認証評価で確認することなどを検討すべきで

あると指摘された。また、中央教育審議会（2018: 
17）では、質の高い「実務家教員」を確保するた

めに、「実務家教員の育成プログラムを開発・実施

するとともに、修了者の情報にかかる共有の在り

方を検討する」とされた。さらに、中央教育審議

会大学分科会 （2019: 28）は、「実務家教員」の

教育的有効性に言及する一方で、「長期間大学に勤

務し続けると、専任教員として採用後に高度の実

務能力をチェックする仕組みがないことから、現

場における最新の情報や最先端の技術等をうまく

教育に取り込めず、社会の最新のニーズを反映し

た教育ができない恐れがあると指摘されている」

という課題を挙げて、こうした課題への対処につ

いて検討している。 
 以上の政策動向を踏まえると、専門職大学院に

おける「実務家教員」については、①定義、②配

分、③（研究者教員との）役割分担が制度発足か

ら 10 年以内に課題として認識され、さらに近年

においては④質の確保（育成プログラムや実務能

力の継続的な担保）が課題として理解されている

3。（小山治） 
 
22..22..  「「高高等等教教育育のの負負担担軽軽減減のの具具体体的的方方策策」」  
 文部科学省は、大学、短期大学、高等専門学校、

専門学校の学生を対象とした授業料等減免制度の

1965; カミングス、1971; 山野井、1990）。また、

社会学においても大学教員は関心の対象であった

（P・ブルデュー他、1997）。近年では、米国にお

ける大学教員に関する特徴の変容に着目するもの

や（Hermanowicz,2011）、同様にその変容を国際

比較の観点で明らかに研究が行われている 
（Cummings & Ulrich Eds.,2015）。また、国内

においても、マーチン・トロウによる高等教育の

段階移行説で概念化された、ユニバーサル型の段

階へ日本の大学が到達したことに関連する諸研究

が存在する。トロウは米国における高等教育の歴

史的推移から発展段階説を理念型として提起しつ

つ、日本への言及については慎重であったとはい

え、日本においても厳しい選抜を経ることなく大

学進学ができるようになったり、大学が専門的知

識・技術の伝達に加えて大学外での様々な実践に

関するプログラム（就業体験やサービスラーニン

グなど）を提供するようになったりするなど、マ

ス型段階とは異なる様子が窺えるようになった。

そうした状況をふまえつつ、大規模質問紙調査に

よって大学教員のキャリアや仕事の内容などを問

う研究や（有本編、2008）、労働市場の歴史的推移

に着目する研究（山野井編、2007）が進められて

きた。さらに、入学試験の選抜度の低い大学に勤

務する教員を対象とした研究（葛城、2018）、ファ

カルティ・ディベロップメントや産官学連携など

の特定の業務を担う教員を対象とした研究（二宮、

2020; 二宮他、2017; 二宮他、2019）も進められ

てきた。また、「実務家教員」当事者による、経験

に基づく後進に対する指南書や（実務家教員COE
プロジェクト、2020; 松野、2019; 宮武、2020; 横
山、 2020）、当事者自身の課題を整理する研究（妹

尾、2007）がまとめられたり、「実務家教員」を対

象とした資質・能力やキャリアの特徴を明らかに

する質問紙調査も行われてきたりしている（江藤、

2016）。 
これらの研究はユニバーサル型の大学における

大学教員の特徴を描き出しているものの、各分野

において「実務家教員」の増員が進められている

理由を明らかにするには至っていない。そこで、

「実務家教員」の必要を主張する政策を整理する

ことを通じて、その特徴について考察する。（二宮

祐） 
 
22..  「「実実務務家家教教員員」」政政策策  
22..11..  専専門門職職大大学学院院  
 専門職大学院とは、「大学院のうち、学術の理論

及び応用を教授研究し、高度の専門性が求められ

る職業を担うための深い学識及び卓越した能力を

培うことを目的とするもの」を指す（学校教育法

99 条 2 項）。文部科学省（2020a: 1）によれば、

専門職大学院は「科学技術の進展や社会・経済の

グローバル化に伴う、社会的・国際的に活躍でき

る高度専門職業人養成へのニーズの高まりに対応

するため、高度専門職業人の養成に目的を特化し

た課程として」、2003 年度に創設された 1。 
 専門職大学院に関する具体的な規定は、主に専

門職大学院設置基準にある。当該設置基準の条文

に「実務家教員」という文言はないものの、それ

に相当する「専攻分野における実務の経験を有し、

かつ、高度の実務の能力を有する者」という定め

がある（専門職大学院設置基準 5 条 4 項）。文部

科学省（2020a: 1-2）によれば、必要専任教員中の

3 割以上（法科大学院は 2 割以上、教職大学院は

4 割以上）を「実務家教員」とするように規定さ

れている。 
 専門職大学院は 2011 年度には 128 校であった

が、その後、増減を繰り返し、2020 年度には 118
校（166 専攻）となっている （文部科学省、2020a: 
3）。専門分野別にみると、教職大学院が 54 校で

最多であり、法科大学院の35 校、ビジネス・MOT
の32校がそれに次いでいる2（文部科学省、2020a: 
3）。設置主体別にみると、国立が 61 校、公立が 7
校、私立が 47 校、株式会社立が 3 校である （文

部科学省、2020a: 3）。国立が多い理由は教職大学

院のうち公立は存在せず、私立は数校しか存在し

ないためである。 
ところで、専門職大学院における「実務家教員」

に関しては混乱も生じている。その混乱について

言及する前提として、文部科学省のウェブサイト
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創設と給付型奨学金の支給拡充を打ち出した。高

等教育費の私的負担軽減をめぐるこれらの支援策

は、2020 年 4 月に運用が始まっている。この制度

の対象となるためには、学生が一定の要件を満た

す必要があるだけでなく、当該学生が在籍する大

学も機関要件を満たす必要がある。その機関要件

の一つに、「実務家教員」が一定の単位数以上の科

目を担当しているという定めがある。具体的には、

「実務家教員」の担当する科目が大学の場合13単

位（医学・歯学・薬学・獣医学関係学部などは 19
単位）以上配置されている必要がある。13 単位以

上という数値は、大学設置基準で定める卒業必要

単位、または授業時数の 1 割以上ということを意

味する。 
 こうした施策の背景を確認しておきたい。「新し

い経済政策パッケージ」（2017 年 12 月 8 日閣議

決定）、「経済財政運営と改革の基本方針 2018」
（2018 年 6 月 15 日閣議決定）に基づき「幼児教

育・高等教育無償化の制度の具体化に向けた関係

閣僚会合」（2018 年 12 月28 日）において、高等

教育の負担軽減に関する制度の新設が決定された。

住民税非課税世帯とそれに準ずる世帯の学生を対

象として、次の二つの負担軽減策がとられること

になった。一つは、授業料等を減免し、減免に要

する費用を公費から捻出するというものである。

国公立の大学であれば入学金約 28 万円、授業料

約 54 万円を上限とし、私立の大学であれば入学

金約 26 万円、授業料約 70 万円を上限とする。も

う一つは、日本学生支援機構を通して給付型奨学

金を支給するというものである。国公立の大学で、

自宅生約 35 万円、自宅外生約 80 万円で、私立の

大学で自宅生約 46 万円、自宅外生約 91 万円とな

っている。家計に占める高等教育負担の割合の高

さについては『文部科学白書』の「高等教育の充

実」 （文部科学省、2019a）で言及されるだけで

はなく、高等教育研究者も繰り返し指摘しており

（小林、2009; 矢野、2011）、高等教育へのアクセ

スの機会均等を考えるならば、大きな社会的意義

をもつ制度といえる。 
しかし、先に触れたように、この制度は大学に

対して「実務家教員」採用を迫る面も有している。

文部科学省が設定している機関要件は、①実務経

験のある教員等による授業科目の配置、②学外者

である理事の複数配置、または外部の意見を反映

する組織への外部人材の複数配置、③厳格かつ適

正な成績管理の実施及び公表、④財務・経営情報

の公表である（2019 年度、2020 年度と同じ）。「機

関要件の確認事務に関する指針（2020 年度版）」

の「Q&A」によると、とりわけ「実務家教員」に

ついて言及する①について「担当する授業科目に

関連した実務経験を有している者が、その実務経

験を十分に授業に活かしつつ、実践的教育を行っ

ている授業科目を指す。実務経験があっても、担

当する授業科目の教育内容と関わりがなく、授業

に実務経験を活かしているとは言えない場合は対

象とはならないことに注意すること。また、必ず

しも実務経験のある教員が直接の担当でなくとも、

例えば、オムニバス形式で多様な企業等から講師

を招いて指導を行う場合や、学外でのインターン

シップや実習等を授業の中心に位置付けているな

ど、主として実践的教育から構成される授業科目

もこれに含む。必修科目、選択科目又は自由科目

の別を問わない。卒業要件単位数又は授業時数に

算入されない科目であっても構わない」（文部科学

省、2020b）と説明されている。ここでの実務経験

とは、「大学等における教育研究活動ではない『実

務』の経験」の意味であるされる。また先述した

「Q&A」によれば、その科目を担当する教員の雇

用形態も問わないという。すなわち、①は実務経

験のある教員が雇用形態に関係なく、必修科目や

選択科目かといった位置づけを問われることもな

く、また一定の条件を満たせば実務経験のある教

員が担当ではない授業であっても許容するという

幅を持つものである。大学にとっては条件を満た

すことが比較的容易な、ゆるやかな規定となって

いる。 
 それでは、「実務家教員」の採用促進をめぐる誘

導は、大学に対してどのような影響を与えている

のだろうか。この制度の導入に伴う「実務家教員」

の新規採用数は現時点では明らかではない。他方、
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明確にわかる変化として、各大学が公開している

シラバスの記載事項の変更が挙げられる。同制度

の機関要件を満たした、関東地方の私立A 大学の

ウェブシラバスには「実務経験のある教員による

授業科目」というカテゴリーがあり、授業内容の

欄にはたとえば「〇〇で〇〇年間の駐在を含め、

〇〇年間におよぶ〇〇職員としての経験をもとに、

〇〇とは何かを講義する」、「〇〇のマーケティン

グ〇〇に携わり、〇〇を立案した経験（計〇〇年

間勤務）を有する教員が、理論と実務の融合の観

点から、多くの事例を取り上げて講義する」、「講

義を行なう〇〇〇〇は、〇〇経験を持つ現役の〇

〇です。単純な座学ではなく最新事例をもとにし

た双方向的な講義を目指します」、「地方自治体に

おいて、〇〇や〇〇を統括する管理職を歴任し、

〇〇の勤務経験を活かし、現実的でわかりやすい

授業を行う」といった説明が書かれている（筆者

によって一部編集済み）。同様のことは機関要件を

満たした他大学でも見られる。このようなシラバ

スの記載は、各大学が文部科学省に提出する申請

書類に「実務経験のある教員等による授業科目」

の公表方法を示す欄があるからだと思われる。 
 18 歳人口の減少という人口動態をめぐる大き

な背景があり、加えて大学運営を支える基盤的経

費の公的補助も抑制傾向にあるなか、設置形態を

問わず各大学は経営を安定的に持続することを目

的とした学生募集に必死にならざるをえない。こ

の制度の機関要件を満たすことは、大学からすれ

ば学生募集の有力な手段となり、もちろん経済的

に困窮する学生の支援ともなる以上、大学は申請

せざるをえない状況がある。事実、2020 年 11 月

30 日時点で 1,090 もの大学・短大が申請してい

る。日本の大学・短大数がおよそ 1,200 であるこ

とから大部分の大学・短大が申請していることに

なる。大学における「実務家教員」の採用を推し

進めたい政府・文部科学省にとって、この制度は

その意図を促進するものであるといえるだろう。 
 なお、2018 年以降、「実務家教員」をめぐる関

連施策が矢継ぎ早に出されている。中央教育審議

会「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン

（答申）」では「多様な教員」という節において「実

務家教員」の採用を促す制度の導入について言及

されている （中央教育審議会、2018）。2019 年度

には私立大学等を対象とした文部科学省の補助金

事業の一つである「私立大学等改革総合支援事業

（令和元年度）」のタイプ 1「特色ある教育の展開」

において、「実務家教員が、自らの実務における経

験を教育課程に反映することで教育の質を向上さ

せるために、年間に 6 単位以上の授業科目を担当

する実務家教員が、教授会やカリキュラム委員会

等への参画等により、教育課程編成その他教育研

究上の組織の運営について責任を担う仕組みを構

築していますか」という質問項目が設定されてい

て、それに対して肯定の回答をする場合にあらか

じめ定められた得点を取得できることになってい

る（文部科学省、2019b）。申請する大学は他の質

問項目への回答も含めて得点を高くしなければ、

すなわちこうした仕組みを整備しなければ、結果

として採択されない可能性が高まる。そのため、

「実務家教員」を採用し、教育課程編成に関わる

業務に割り当てるようにするしかないことになる

4。（児島功和） 
 
22..33..  政政策策ととはは関関係係ななくく実実務務のの経経験験をを有有すするる者者とと

そそのの政政策策ととししててのの捉捉ええななおおしし  
 上記の政策とは異なる文脈においても「実務家

教員」は存在している。たとえば、旧制帝国大学

の「お雇い外国人」教員は役人、軍医、技師、学

校教諭などの実務家であった（吉岡、2020）。また、

1985 年の大学設置基準の改正において「特に優れ

た知識及び経験を有すると認められる者」が教授

の資格として追加されたことによって実務家が大

学教員として就業することが可能になったとも指

摘されていて（松野、2019）、その改正はとりわけ

民間企業出身者の採用を進めることになったとも

言われている（黄地、2019）。教育の分野に関して

は、1971 年中央教育審議会答申「今後における学

校教育の総合的な拡充整備のための基本的施策に

ついて」における「実践的な指導力の向上」への

言及や 1978 年同答申「教員の資質能力の向上に

創設と給付型奨学金の支給拡充を打ち出した。高

等教育費の私的負担軽減をめぐるこれらの支援策

は、2020 年 4 月に運用が始まっている。この制度

の対象となるためには、学生が一定の要件を満た

す必要があるだけでなく、当該学生が在籍する大

学も機関要件を満たす必要がある。その機関要件

の一つに、「実務家教員」が一定の単位数以上の科

目を担当しているという定めがある。具体的には、

「実務家教員」の担当する科目が大学の場合13単

位（医学・歯学・薬学・獣医学関係学部などは 19
単位）以上配置されている必要がある。13 単位以

上という数値は、大学設置基準で定める卒業必要

単位、または授業時数の 1 割以上ということを意

味する。 
 こうした施策の背景を確認しておきたい。「新し

い経済政策パッケージ」（2017 年 12 月 8 日閣議

決定）、「経済財政運営と改革の基本方針 2018」
（2018 年 6 月 15 日閣議決定）に基づき「幼児教

育・高等教育無償化の制度の具体化に向けた関係

閣僚会合」（2018 年 12 月28 日）において、高等

教育の負担軽減に関する制度の新設が決定された。

住民税非課税世帯とそれに準ずる世帯の学生を対

象として、次の二つの負担軽減策がとられること

になった。一つは、授業料等を減免し、減免に要

する費用を公費から捻出するというものである。

国公立の大学であれば入学金約 28 万円、授業料

約 54 万円を上限とし、私立の大学であれば入学

金約 26 万円、授業料約 70 万円を上限とする。も

う一つは、日本学生支援機構を通して給付型奨学

金を支給するというものである。国公立の大学で、

自宅生約 35 万円、自宅外生約 80 万円で、私立の

大学で自宅生約 46 万円、自宅外生約 91 万円とな

っている。家計に占める高等教育負担の割合の高

さについては『文部科学白書』の「高等教育の充

実」 （文部科学省、2019a）で言及されるだけで

はなく、高等教育研究者も繰り返し指摘しており

（小林、2009; 矢野、2011）、高等教育へのアクセ

スの機会均等を考えるならば、大きな社会的意義

をもつ制度といえる。 
しかし、先に触れたように、この制度は大学に

対して「実務家教員」採用を迫る面も有している。

文部科学省が設定している機関要件は、①実務経

験のある教員等による授業科目の配置、②学外者

である理事の複数配置、または外部の意見を反映

する組織への外部人材の複数配置、③厳格かつ適

正な成績管理の実施及び公表、④財務・経営情報

の公表である（2019 年度、2020 年度と同じ）。「機

関要件の確認事務に関する指針（2020 年度版）」

の「Q&A」によると、とりわけ「実務家教員」に

ついて言及する①について「担当する授業科目に

関連した実務経験を有している者が、その実務経

験を十分に授業に活かしつつ、実践的教育を行っ

ている授業科目を指す。実務経験があっても、担

当する授業科目の教育内容と関わりがなく、授業

に実務経験を活かしているとは言えない場合は対

象とはならないことに注意すること。また、必ず

しも実務経験のある教員が直接の担当でなくとも、

例えば、オムニバス形式で多様な企業等から講師

を招いて指導を行う場合や、学外でのインターン

シップや実習等を授業の中心に位置付けているな

ど、主として実践的教育から構成される授業科目

もこれに含む。必修科目、選択科目又は自由科目

の別を問わない。卒業要件単位数又は授業時数に

算入されない科目であっても構わない」（文部科学

省、2020b）と説明されている。ここでの実務経験

とは、「大学等における教育研究活動ではない『実

務』の経験」の意味であるされる。また先述した

「Q&A」によれば、その科目を担当する教員の雇

用形態も問わないという。すなわち、①は実務経

験のある教員が雇用形態に関係なく、必修科目や

選択科目かといった位置づけを問われることもな

く、また一定の条件を満たせば実務経験のある教

員が担当ではない授業であっても許容するという

幅を持つものである。大学にとっては条件を満た

すことが比較的容易な、ゆるやかな規定となって

いる。 
 それでは、「実務家教員」の採用促進をめぐる誘

導は、大学に対してどのような影響を与えている

のだろうか。この制度の導入に伴う「実務家教員」

の新規採用数は現時点では明らかではない。他方、
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ついて」における「初等中等教育において十分な

教職経験と教育研究上の実績を持つ者を選んで大

学に招致することなどの配慮をすること」という

文章が後の「実務家教員」の採用を推進する動向

へ関連しているという見解も示されている（攪上、

2012）。また、工学や医学の分野においては実務の

経験を持っている研究者の割合が相対的に高いこ

とも考えられるだろう 5。 
 実務の経験を有する教員の割合を推定するため

に、文部科学省（旧文部省）「学校教員統計調査」

の結果を参照する。同調査は 3 年ごとに実施され

ていて、その一つして「教員異動調査」が行われ

ている。この調査は調査対象年度の 1 年間のうち

に、採用・転入または離職した本務教員を対象と

するものであり、兼務教員（いわゆる非常勤講師）

や同一機関内で配置換えとなった教員は対象とし

ていない。 
 

 
図 1 大学教員（人文科学）として採用された者

の総人数とそのうち前職が民間企業などであった

者の割合の推移（文部科学省（旧文部省）「学校教

員統計調査」より二宮作成、以下同様） 

 
図 2 大学教員（社会科学）として採用された者

の総人数とそのうち前職が民間企業などであった

者の割合の推移 

 
図 3 大学教員（工学）として採用された者の総

人数とそのうち前職が民間企業などであった者の

割合の推移 

 
図 4 大学教員（保健）として採用された者の総

人数とそのうち前職が民間企業などであった者の

割合の推移 

 
図 5 大学教員（教育）として採用された者の総

人数とそのうち前職が民間企業などであった者の

割合の推移 
 
図 1、図 2、図 3、図 4、図 5 は同調査の結果か

ら、大学教員（大学院を含み、短期大学を含まな

い）として採用された者の人数と（他大学からの

転入を含まない）、そのうち「採用前の状況」とし

て官公庁、民間企業、自営業、臨床医等、高校教

員等のいずれかであった者の割合について、専門

（専攻）分野ごとに 1977 年以降の推移を示した

ものである。左側の目盛りが採用人数を、右側の

目盛りが「採用前の状況」の割合を表している。
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なお、これらの図では、同調査で分類されている

理学、農学、商船、家政、芸術、その他の各分野

（専攻）については相対的に採用人数が少ないた

めに省略している。また、同調査では 1977 年、

1980 年、および、2007 年以降は「高校以下の教
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にまとめている。「臨床医等」は 2010 年から設け

られた項目であって、それ以前の「臨床医等」は

「官公庁」または「その他」と回答していたと考

えられる。なお、人文科学、社会科学、工学、教

育の各分野において「採用前の状況」を「臨床医

等」とする者が毎回数名存在するものの、図から

は省いている。図 4 が示す「保健」の分野には医

学、歯学、薬学、保健学、栄養学、看護学、作業
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プログラムには多職種連携 PBL 演習として経営

実務コースが置かれていて、また、代表校が舞鶴

工業高等専門学校のプログラムでは「橋梁メンテ

ナンス」という工学分野の「実務家教員」を養成

することが目的とされている。すなわち、かつて

よりその割合は高いとはいえないものの存在して

いる大学外での様々な「現場」を経験したうえで、

教員として大学へ戻るというキャリアを政策とし

ての捉えなおしたうえで、それを推進しようとす

る動向であると位置づけることが可能である。（二

宮祐） 
 
33..  今今後後のの課課題題  
 「実務家教員」の採用は現時点において、専門

職大学院における規定や、「高等教育の負担軽減の

具体的方策」における機関要件といった政策によ

って進められた場合と、学問分野の慣行として実

務の経験を持つ者を対象としてきた場合が存在す

る。また、後者の慣行による場合であっても、そ

れをさらに政策として推進する動向も見られる。 
 残された課題は、これまでも行われてきた「実

務家教員」の資質・能力の特徴について考察する

ことに加えて、政策の目的が実現できているかど

うかを検証することである。専門職大学院にせよ、

「高等教育の負担軽減の具体的方策」の機関要件

にせよ、実務の経験を活用して教育を行うことが

共通して求められている。この要求は、慣行とし

て実務の経験を持つ者を採用してきた「保健」や

「工学」などの分野においても暗黙裡に想定され

ていたことでもあると思われる。しかしながら、

実務の経験が知識伝達の過程においてどのように

役立てられるのか、その程度に影響を及ぼす要因

は何であるのか、また、学習者は実務の経験が伝

えられることに対してどのような意味を見出すの

か、その意味付けに影響を及ぼすものは何である

のか、それらの問題を解明する必要があるといえ

るだろう。（二宮祐） 
  
註註  
1 専門職大学院は、高度専門職業人の養成に特化

した専門大学院（1999 年に制度化）を包摂した教

育機関として設置された（吉岡、2020: 100）。な

お、2019 年度から実践的な教育を行う高等教育機

関として、専門職大学、専門職短期大学、専門職

学科が創設された。 
2 以降の政策動向の整理において法科大学院と教

職大学院に関する記述が多く登場するのは、専門

職大学院の大半がこれらの大学院で占められてい

るためである。 
3 こうした状況に対して、専門職大学院における 
「実務家教員」に関する研究は必ずしも進んでい

ない。法科大学院については、実務家教員の体験

記は散見されるものの研究者教員との共通点や相

違点は明らかではない。そこでは、「実務家教員」

に関する理論的な研究も実証的な研究も進展して

いるとは言い難い。一方、教職大学院については、

教師教育者に関する研究の中で「実務家教員」に

対する言及がみられる。岡村他（2015）は教師教

育者の実践的指導力という概念を軸にして研究者

教員と実務家教員の役割分担を理論的に検討して

いる。また、姫野他（2019: 33）は「実務家教員」

は他の教員と比べて「同僚との関わりを通して実

践される日常的な学校現場での経験」を重視して

いること等を実証的に明らかにしている。 
4こうした補助金が大学に与える影響については、

二宮（2017）の議論を参照されたい。 
5 なお、2018 年の大学設置基準及び大学院設置基

準の一部を改正する省令において、工学において

企業などとの連携による授業科目を開設する場合

に「実務家教員」を配置することが規定されてい

る。 
6文部科学省『持続的な産学共同人材育成システム

構築事業「高等教育における実務家教員の育成と

活用」』 
（https://jitsumuka.jp/） （2021 年 1 月 14 日） 
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って進められた場合と、学問分野の慣行として実

務の経験を持つ者を対象としてきた場合が存在す

る。また、後者の慣行による場合であっても、そ

れをさらに政策として推進する動向も見られる。 
 残された課題は、これまでも行われてきた「実

務家教員」の資質・能力の特徴について考察する

ことに加えて、政策の目的が実現できているかど

うかを検証することである。専門職大学院にせよ、

「高等教育の負担軽減の具体的方策」の機関要件

にせよ、実務の経験を活用して教育を行うことが

共通して求められている。この要求は、慣行とし

て実務の経験を持つ者を採用してきた「保健」や

「工学」などの分野においても暗黙裡に想定され

ていたことでもあると思われる。しかしながら、

実務の経験が知識伝達の過程においてどのように

役立てられるのか、その程度に影響を及ぼす要因

は何であるのか、また、学習者は実務の経験が伝

えられることに対してどのような意味を見出すの

か、その意味付けに影響を及ぼすものは何である

のか、それらの問題を解明する必要があるといえ

るだろう。（二宮祐） 
  
註註  
1 専門職大学院は、高度専門職業人の養成に特化

した専門大学院（1999 年に制度化）を包摂した教

育機関として設置された（吉岡、2020: 100）。な

お、2019 年度から実践的な教育を行う高等教育機

関として、専門職大学、専門職短期大学、専門職

学科が創設された。 
2 以降の政策動向の整理において法科大学院と教

職大学院に関する記述が多く登場するのは、専門

職大学院の大半がこれらの大学院で占められてい

るためである。 
3 こうした状況に対して、専門職大学院における 
「実務家教員」に関する研究は必ずしも進んでい

ない。法科大学院については、実務家教員の体験

記は散見されるものの研究者教員との共通点や相

違点は明らかではない。そこでは、「実務家教員」

に関する理論的な研究も実証的な研究も進展して

いるとは言い難い。一方、教職大学院については、

教師教育者に関する研究の中で「実務家教員」に

対する言及がみられる。岡村他（2015）は教師教

育者の実践的指導力という概念を軸にして研究者

教員と実務家教員の役割分担を理論的に検討して

いる。また、姫野他（2019: 33）は「実務家教員」

は他の教員と比べて「同僚との関わりを通して実

践される日常的な学校現場での経験」を重視して

いること等を実証的に明らかにしている。 
4こうした補助金が大学に与える影響については、

二宮（2017）の議論を参照されたい。 
5 なお、2018 年の大学設置基準及び大学院設置基

準の一部を改正する省令において、工学において

企業などとの連携による授業科目を開設する場合

に「実務家教員」を配置することが規定されてい

る。 
6文部科学省『持続的な産学共同人材育成システム

構築事業「高等教育における実務家教員の育成と

活用」』 
（https://jitsumuka.jp/） （2021 年 1 月 14 日） 
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田上正範（追手門学院大学基盤教育機構） 
山本敏幸（関西大学教育推進部） 

Masanori Tagami（Otemon Gakuin University, Institute of Liberal Arts） 
Toshiyuki Yamamoto（Kansai University, Division for Promotion of Educational 

Development） 
  
キキーーワワーードド  交交渉渉学学、、状状況況把把握握、、共共感感、、フフレレーームムワワーークク  ／／  NNeeggoottiiaattiioonn  CCaannvvaass,,  WWiinn--WWiinn,,  
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11..  ははじじめめにに  
交渉学とは、米国ハーバード大学の交渉学研究

所の研究に基づく、交渉の成功確率を上げるため

の方法論であり、日本人の特性に応じた「交渉学」

の教育のあり方について研究（2003年～、東京大

学先端科学技術研究センター）されたものである。 
関西大学では、2015年から交渉学の入門コース

が開講され、受講生は累計で 1000 名を超えてい

る。コミュニケーションを通して、人の心と心を

つなぐ信頼関係を構築し、大学を卒業して社会人

となり生涯学習を実践していく人材を目指してい

る。 
交渉とは、複数の当事者の利害関係等のズレや

対立・衝突を乗り越えるための問題解決プロセス

である。交渉に必要な能力には、分析力、コミュ

ニケーション力、意思決定力がある。情報や意思

を伝えたり、引き出したりするコミュニケーショ

ン力や、賢明な判断やリスクに対する対応といっ

た意思決定力に着目されやすい。しかし、交渉は

準備 8割といわれ、情報収集、状況把握、目的の

設定、選択肢の検討など、交渉の前に行う分析力

が、交渉の結果に大きく寄与し、成功確率を高め

る。特に、長期にわたる良好な信頼関係を築くた

めには、自分だけや相手だけの利害だけでなく、

お互いの目的や意図を把握、共有し、そして、共

感することが肝要である。本稿では、交渉の準備

として行う、状況把握の中で、当事者間の情報共

有・共感に着目し、有効なフレームワークを提案

するものである。 

 
図 1 交渉の流れと本稿の範囲 

[ 引用：一色正彦他(2013), p14より抜粋 ] 
 

22..  状状況況把把握握  
 交渉学で推奨する状況把握の例を図 2 に示す。

問題が発生し、その解決策を講じる問題解決と、

問題が何かを特定する問題発見は異なる。状況把

握は問題発見のために行う。その具体的な方法と

して、状況を可視化するマップ化とロジックツリ

ーを用いて原因を分解し、選択肢を検討する方法

を推奨している。 
 
22..11..  現現行行ののフフレレーームムワワーーククとと課課題題  
 山本（2019）は、状況を客観的かつ俯瞰的に把

握し、クリティカルに考えるためのシンキングツ

ールとして、マンダラート、マインドマップ、コ

ンセプトマップ、ストーリーマップ、さらに、

SWOT分析、PEST分析などを利用している。こ

れらのフレームワークによって、受講生が主体的

なアクティブ・ラーニングを行い、チームを組み
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最後までやり抜く活動が増えると報告している。   
しかし、社会経験の少ない大学生は、現実的な

問題を表面的に捉えてしまいやすい。社会を表面

的にとらえ、根源となる背景を掘り下げる前に思

考を閉じる傾向がある。特に、自分の事として考

えを深める力が弱く、問題の本質を追及する前に、

問題をそのまま受け入れてしまう。

本稿では、この改善策として、課せられた問題

を自分の事として捉え、社会を多面的に考えるた

めのフレームワークを提案する。 
 

 
図 2 交渉学で推奨する状況把握の例 

[ 引用：（合）IT教育研究所(2015), p13,18抜粋 ] 
 

2.2. フレームワークの先行例 
交渉（Negotiation）のフレームワークの先行例

を図 3と図 4に示す。図 3の特徴は、ワークシー

トの中央部で二分割し、自分と交渉相手が対称的

な配置で対等な立場になるようなレイアウトであ

ることと、自分だけでなく相手の価値を考えるフ

レームがあり、両者にとって良好となるWin-Win
な関係を意識していることである。図4の特徴は、

自分と相手の関係者を洗い出し、その影響を整理

していることと、利害に対する障壁とモチベーシ

ョンをフレームに導入することによって、感情面

を誘起させ、当人同士だけでなく、関係者を含め

た長い良い関係づくりを意識していることである。 
 

 
図 3 先行例① 

引用：The Canvas Revolution(2020) 
 

 
図 4 先行例② 

引用：stattys (2020)
 
続いて、本フレームワークの関連例を図 5と図

6 に示す。図 5 より、フレームに番号を表示する

ことによって、考える手順が明示しやすいことが

わかる。また、図 6はチームビルディングを意識

したフレームであるが、中央部のハートの形をし

たフレームが大事であることが一見でわかる。 
 

 
図 5 関連例① 

引用：Medium(2020) 
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図 6 関連例② 

引用：Andi Roberts(2020) 
  
以上を参考にして、本課題を改善するフレーム

ワークを提案する。 
 
22..33..  提提案案すするるフフレレーームムワワーークク  
課せられた問題を自分の事として捉え、社会を 

多面的に考えやすくするために作成したのが図 7
である。関係者の影響を意識した図 4を基にして

おり、考える手順となる番号付けを加味している。

開講した交渉学の入門コースで使用する表現を用

いて説明を入れたフレームである。特に、アセッ

トマネジメントとして、目的を達成するために所

有する資産・強みと不足する資産・弱みを考えた

上で、プランを検討する流れになっている。 
また、図7の関係者のリスト化をフレームにし、

交渉相手と共有できるリスクを考えた上で、プラ

ンA（Win-Winの関係を目指した案）とプランB
（上手くいかなかった場合の代替案）を考える構

成にしたのが図 8である。自分側のスペースを広

げることによって、自分の事として考える時間を

増やすことを意図している。 
 

  

図 7 フレームワークの提案① 

最後までやり抜く活動が増えると報告している。   
しかし、社会経験の少ない大学生は、現実的な

問題を表面的に捉えてしまいやすい。社会を表面

的にとらえ、根源となる背景を掘り下げる前に思

考を閉じる傾向がある。特に、自分の事として考

えを深める力が弱く、問題の本質を追及する前に、

問題をそのまま受け入れてしまう。

本稿では、この改善策として、課せられた問題

を自分の事として捉え、社会を多面的に考えるた

めのフレームワークを提案する。 
 

 
図 2 交渉学で推奨する状況把握の例 

[ 引用：（合）IT教育研究所(2015), p13,18抜粋 ] 
 

2.2. フレームワークの先行例 
交渉（Negotiation）のフレームワークの先行例

を図 3と図 4に示す。図 3の特徴は、ワークシー

トの中央部で二分割し、自分と交渉相手が対称的

な配置で対等な立場になるようなレイアウトであ

ることと、自分だけでなく相手の価値を考えるフ

レームがあり、両者にとって良好となるWin-Win
な関係を意識していることである。図4の特徴は、

自分と相手の関係者を洗い出し、その影響を整理

していることと、利害に対する障壁とモチベーシ

ョンをフレームに導入することによって、感情面

を誘起させ、当人同士だけでなく、関係者を含め

た長い良い関係づくりを意識していることである。 
 

 
図 3 先行例① 

引用：The Canvas Revolution(2020) 
 

 
図 4 先行例② 

引用：stattys (2020)
 
続いて、本フレームワークの関連例を図 5と図

6 に示す。図 5 より、フレームに番号を表示する

ことによって、考える手順が明示しやすいことが

わかる。また、図 6はチームビルディングを意識

したフレームであるが、中央部のハートの形をし

たフレームが大事であることが一見でわかる。 
 

 
図 5 関連例① 

引用：Medium(2020) 
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図 8 フレームワークの提案② 
  
33..  おおわわりりにに  
 社会経験の少ない大学生にとって、社会的な影

響や関係性を考慮して、問題の根源となる背景を

深く掘り下げることは容易ではない。一方で、与

えられた環境を素直に受け入れる姿勢もある。教

育環境として、開講している入門コースと連動し、

発想の柔らかさを活かしたフレームワークの改善

を継続し、知見を蓄積していくことが本課題を乗

り越える近道になると考える。 
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高高等等教教育育ににおおけけるるオオンンラライインン授授業業のの設設計計  

  DDeessiiggnniinngg  OOnnlliinnee  CCllaasssseess  iinn  HHiigghheerr  EEdduuccaattiioonn  
 

岩﨑千晶（関西大学教育推進部） 
Chiaki Iwasaki 

（Kansai University, Division for Promotion of Educational Development） 
  
要要旨旨  

2020 年度は、COVID-19 の影響で多くの大学が急なオンライン授業を実施することとなった。

そこで本稿では、オンライン授業をする上で、どういった授業設計をすることが望ましいのかにつ

いてインストラクショナルデザインの観点から論じる。授業で目標とする力を育むために、オンラ

イン授業においてどのような教育方法や評価方法を採用すればよいのか、それらがどう有効である

のかについて取り上げる。またオンライン授業を実施する際の映像制作や映像視聴において配慮す

る点にも触れる。 
  
キキーーワワーードド  オオンンラライインン授授業業、、授授業業設設計計、、学学習習環環境境デデザザイインン、、高高等等教教育育／／  
      OOnnlliinnee  CCllaasssseess,,  IInnssttrruuccttiioonnaall  DDeessiiggnn,,  LLeeaarrnniinngg  EEnnvviirroonnmmeenntt,,  HHiigghheerr  EEdduuccaattiioonn  
  

11..  オオンンラライインン授授業業をを実実施施すするるにに至至るる背背景景  
 2020 年は COVID-19（以下、コロナ）が流行

り、感染症を防ぐために大学は急遽オンライン授

業を実施することになった。現代社会はコロナ以

外にも、少子高齢化、自然災害といった予測不可

能な状況が往々にして起きている。2018 年の中央

教育審議会の答申では、2040 年を見据えて、予測

不可能な社会に向けて、知を構築し、新たなもの

を創出する力を育むことの重要性が語られている

（文部科学白書、2018）。また、こうした予測不可

能な時代を生きる人材像として、答申では「普遍

的な知識・理解と汎用的技能を文理横断的に身に

つけていくこと」また「時代の変化に合わせて積

極的に社会を支え、論理的思考力をもって社会を

改善していく資質を有する人材」を求めている。

2020 年春学期以降は、教員も学生も事務職員も、

まさに時代の変化に合わせた対応ができるよう努

力が求められた１年であったといえる。 
日本の大学の多くは、授業を補助的に支えるた

めの ICT環境や教員や学生によるLMSの利用は

あるものの、オンラインで全ての授業を行うため

の ICT 環境の整備、教員の ICT 活用能力が十分

であるとは言えない状況であった。例えば、関西

大学が保有していた講義配信システムの同時アク

セスは 100 アカウントであり、LMS を利用して

いる教員は約6 割程度であった。こうした状況の

中、大学の教職員は短期間で準備をし、急ごしら

えのオンライン授業を実施した。しかし、こうし

た経験は、オンライン授業ならではの良さを認識

する機会になりえたともいえる。今後も様々な議

論はあると考えられるが、オンライン授業を用い

た教育実践は増えるだろう。そこで、本稿では、

オンライン授業の設計やオンライン授業の準備や

実施にあたり配慮すべき点について改めてふりか

えり、今後の教育に活かしたいと考える。 
 
22..  関関西西大大学学ににおおけけるるオオンンラライインン授授業業のの実実施施  
 関西大学は4 月 1・2 週目を完全休講とし、3 週

目からオンライン授業を開始した。オンライン授

業は「①リアルタイム型オンライン授業（Zoom 等

を活用した同期型授業）」「②オンデマンド型オン

ライン授業（講義映像や LMS を活用した非同期

型授業）」「③資料配付型オンライン授業（資料や

LMS を活用した非同期型授業）」の 3 タイプが提

示され、どの授業スタイルを選択するのかは、カ

リキュラム群を代表する教員や各科目の担当教員
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が決定した。秋学期は、受講生が 250 名以上の授

業は「オンデマンド型オンライン授業」であった

が（一部学部により変更あり）、原則対面授業をし

た。ただし、基礎疾患等、配慮が必要な学生や教

員は受講者数に関わらず、オンライン授業を受講、

実施できる環境であった。そのため、秋学期はハ

イブリッド型やハイフレックス型の授業もあった。 
 
33..  大大学学のの現現状状やや大大学学生生のの置置かかれれてていいるる状状況況  
 授業設計を検討するにあたって、まずは大学や

大学生の置かれている現状を考える。大学に入学

をする 18 歳の人口は年々減少し、文部科学省の

調査によると、1992 年は 18 歳の人口が約 205 万

人であったところ、2019 年は約 117.5 万人となっ

ている。その一方で、大学の進学率は 1992 年が

26.4%であるのに対し、2019 年は 53.7%となって

いる（文部科学省、2019）。同じ大学でも、以前と

比べると入学する学生には学力や動機付けに多様

性がみられる傾向が見受けられる。 
また現在のようなリスク社会においては定型的

な問題への対応策を習得するよりも、複雑な社会

状況から問題を発見し、それを他者と共に解決す

ることや、自らの活動を反省し改善していく力が

求められている。こうした社会に対応できる人材

を輩出するため、大学は学習者に新しい能力とし

て、主体的に考え、生涯学び続け、未来を切り開

いていく力を育成した学生を輩出することが必要

になる。そのための手立ての 1 つとして、大学は

学習者が主体的に学ぶ教育方法としてアクティブ

ラーニングを導入し、反転授業、LMS やクリッカ

ー等、従来から ICT を活用した対面授業を行って

いる。しかし、これらはあくまでも授業の補助的

なツールとして利用されることが主流であった。

授業を全てオンラインで実施することは多くの大

学教員が経験していなかったといえる。しかし、

オンラインでも対面でも授業設計の基本は大きく

変わることはない。 
 
 
 

図 1 授業設計の構成要素 

 

44..  オオンンラライインン授授業業ににおおけけるる授授業業目目標標のの設設定定 

授業設計の構成要素には、「授業目標・学習のゴ

ール」「教育（内容）方法・学習活動」「評価・フ

ィードバック」がある（図 1 参照）（Online 
Learning Consortium et al.,2020）。図１はそれ

ぞれの構成要素の調整を取りながら、バランスを

とった授業設計をする必要があることを示してい

る。授業目標を達成するためには、それが達成で

きたかどうかを判断できる評価方法を選択し、授

業目標を達成できる教育方法（内容）を選ぶ必要

がある。これは教員が教える側に立った考え方で

あるが、同時に、学生の学ぶ立場を支援するため

に、学習のゴール、学習活動、フィードバックに

ついても検討する必要がある。こうした考え方は

インストラクショナルデザインに基づく。本節で

はインストラクショナルデザインの考え方をもと

に、大学の授業設計について取り上げる。インス

トラクショナルデザインとは、「教育活動の効果・

効率・魅力を高めるための手法を集大成したモデ

ルや研究分野、またはそれらを応用して学習支援

環境を実現するプロセスのこと（鈴木、2005 
p.195）」を指す。 
授業設計をする際は、最初に授業目標を設定す

る。具体的に学習者に育成してもらいたい、でき

るようになってもらいたいことを、行動として判

断できる「目標行動」を提示できるようにするこ

とが望ましい（重田、2017）。例えば「理解する」

「気づく」といった表現の場合、学習者の内面の

変容になるため、それが達成されたのかどうかを

教員が判断しにくいといえる。一方、「説明できる」

「選択できる」では、学習者や教員が具体的にで
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きるようになったのかどうかを判断しやすい。例

えば、「教育方法技術論（教職科目）」の場合、「学

習者中心の教育に関する理念やその教育方法につ

いて説明できる」「授業を設計する際に、学習目標

に応じた教育方法を選択できる」が挙げられる。

ほかにも「比較できる、記述できる、例示できる、

分類できる」等の表現がある（スティーブンス、

レビ 2014）。 
また、学習者が理解できる表現にすることも重

要となる。例えば、1 年生対象の「アカデミック

ライティング」という科目において、「基本的な文

章作成ができる」といった授業目標を立てた場合、

「基本」という言葉が使われているが、学生がど

のレベルまでが「基本」で、どこからが「応用」

になるのかを判断することは容易ではない。この

場合、「2000 字程度の論理的な（主張、理由、根

拠、再主張を提示した）レポートを執筆できる」

等、学生にわかりやすい表現を使う必要がある。

ほかにも、「キャリア演習」において、「他者と協

同して学ぶワークを通じて、グループで活躍でき

る能力を身につける」という目標が設定されてい

たとする場合、グループで活躍できる能力には、

リーダーシップ、フォロワーシップ等の能力が必

要となることが想定される。そこで「グループの

意見を整理し、まとめるように働きかけることが

できる」「自分の意見をわかりやすく他者に伝える

ことができる」「他者の発言を傾聴しつつ、他者が

発言しやすいように働きかけることができる」等、

グループで活躍できる人材に求められる能力を具

体的に提示する必要がある。 
さらに大学は教育の質を保証するために3ポリ

シーを設定している。１つ目がディプロマ・ポリ

シーで、大学がどのような能力を持った学習者に

学位を授与するのかといった方針になる。例えば、

行動力や発信力等の力を設定して、4 年間を通し

てその力を培った学生に学位を授与する等である。

そして、ディプロマ・ポリシーで提示した力を育

むため、プロジェクト学習や、企業や地域社会と

連携した授業を取り入れる等、「どのような教育課

程の編成を行えば良いのか」に関する方針として、

カリキュラム・ポリシーを設定している。また、

大学の特色や理念を踏まえて、「どういった学生を

求めているのか」という、入学者の受け入れ方針

としてアドミッション・ポリシーがある。このよ

うな 3 つのポリシーを明確に設定し、それぞれを

連携させることでアドミッション・ポリシー、カ

リキュラム・ポリシー、ディプロマ・ポリシーに

ずれがないのかを確認していくことが重要となる

（文部科学省、2015）。各授業における授業目標も

これらの3ポリシーやカリキュラムマネジメント

の観点からカリキュラム群の関連科目との関わり

を考慮する必要がある。 
 目標を設定するにあたっては、どのような学習

者が目の前にいるのかという前提条件も確認の必

要がある（ディック他 2004；村上、2017）。ディ

ック他（2004）は、「前提行動、教育内容に対する

前提知識、教育内容・方法への関心、学習の動機

づけ、教育レベルと能力学習スタイルの好み、ト

レーニング組織に対する態度、グループの特徴」

について理解しておく必要があると指摘している。

「前提行動」では学習者の持っている知識や経験・

態度が通常のレベルなのか、高度なレベルなのか

を確認し、学習者のレベルに合わせた目標を設定

する。「教育内容に対する前提知識」では、学習者

が既に何を知っているのかというところを判断す

る。授業で扱う内容が、部分的な理解であるのか、

全て把握しているのか、あるいは、誤った認識を

していないのかを確認する。前提行動や前提知識

を把握するには、LMS のアンケート機能が活用

できる。例えば、「英語科教育法」の場合、「言語

習得理論と関連領域」や「国際理解教育」につい

て、「他者に説明できる、なんとなくわかる、聞い

たことがある、初めて聞いた」等いくつかの段階

に分けて、学習者の知識を確認できる。このほか

にも、授業冒頭に小テスト、ミニレポートを提示

する等して学習者のこれまでの経験や知識を診断

的評価として行うこともできる。これは今後の授

業内容として、何をどこまで取り上げていくのか

を教員が判断できる良い材料にもなりえる。 
また「教育内容と方法への関心」では、学習者

が決定した。秋学期は、受講生が 250 名以上の授

業は「オンデマンド型オンライン授業」であった

が（一部学部により変更あり）、原則対面授業をし

た。ただし、基礎疾患等、配慮が必要な学生や教

員は受講者数に関わらず、オンライン授業を受講、

実施できる環境であった。そのため、秋学期はハ

イブリッド型やハイフレックス型の授業もあった。 
 
33..  大大学学のの現現状状やや大大学学生生のの置置かかれれてていいるる状状況況  
 授業設計を検討するにあたって、まずは大学や

大学生の置かれている現状を考える。大学に入学

をする 18 歳の人口は年々減少し、文部科学省の

調査によると、1992 年は 18 歳の人口が約 205 万

人であったところ、2019 年は約 117.5 万人となっ

ている。その一方で、大学の進学率は 1992 年が

26.4%であるのに対し、2019 年は 53.7%となって

いる（文部科学省、2019）。同じ大学でも、以前と

比べると入学する学生には学力や動機付けに多様

性がみられる傾向が見受けられる。 
また現在のようなリスク社会においては定型的

な問題への対応策を習得するよりも、複雑な社会

状況から問題を発見し、それを他者と共に解決す

ることや、自らの活動を反省し改善していく力が

求められている。こうした社会に対応できる人材

を輩出するため、大学は学習者に新しい能力とし

て、主体的に考え、生涯学び続け、未来を切り開

いていく力を育成した学生を輩出することが必要

になる。そのための手立ての 1 つとして、大学は

学習者が主体的に学ぶ教育方法としてアクティブ

ラーニングを導入し、反転授業、LMS やクリッカ

ー等、従来から ICT を活用した対面授業を行って

いる。しかし、これらはあくまでも授業の補助的

なツールとして利用されることが主流であった。

授業を全てオンラインで実施することは多くの大

学教員が経験していなかったといえる。しかし、

オンラインでも対面でも授業設計の基本は大きく

変わることはない。 
 
 
 

図 1 授業設計の構成要素 

 

44..  オオンンラライインン授授業業ににおおけけるる授授業業目目標標のの設設定定 

授業設計の構成要素には、「授業目標・学習のゴ

ール」「教育（内容）方法・学習活動」「評価・フ

ィードバック」がある（図 1 参照）（Online 
Learning Consortium et al.,2020）。図１はそれ

ぞれの構成要素の調整を取りながら、バランスを

とった授業設計をする必要があることを示してい

る。授業目標を達成するためには、それが達成で

きたかどうかを判断できる評価方法を選択し、授

業目標を達成できる教育方法（内容）を選ぶ必要

がある。これは教員が教える側に立った考え方で

あるが、同時に、学生の学ぶ立場を支援するため

に、学習のゴール、学習活動、フィードバックに

ついても検討する必要がある。こうした考え方は

インストラクショナルデザインに基づく。本節で

はインストラクショナルデザインの考え方をもと

に、大学の授業設計について取り上げる。インス

トラクショナルデザインとは、「教育活動の効果・

効率・魅力を高めるための手法を集大成したモデ

ルや研究分野、またはそれらを応用して学習支援

環境を実現するプロセスのこと（鈴木、2005 
p.195）」を指す。 
授業設計をする際は、最初に授業目標を設定す

る。具体的に学習者に育成してもらいたい、でき

るようになってもらいたいことを、行動として判

断できる「目標行動」を提示できるようにするこ

とが望ましい（重田、2017）。例えば「理解する」

「気づく」といった表現の場合、学習者の内面の

変容になるため、それが達成されたのかどうかを

教員が判断しにくいといえる。一方、「説明できる」

「選択できる」では、学習者や教員が具体的にで
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がこれから学ぼうとしている内容やその学び方に

対する希望や意見を把握する。関西大学教学IRプ

ロジェクト（2020）が実施した調査ではオンデマ

ンド型授業に満足度を感じる傾向が高いことが提

示されていた。こうした大学が実施しているアン

ケート調査の結果も参考にできるだろう。 
「学習の動機付け」では、インストラクショナ

ルデザインのひとつである ARCS モデルを使う

ことで学習者の動機付けを確認できる。ジョン・

M・ケラーが開発したARCS モデルは「Attention
注意：おもしろそうだな、Relevance 関連性：や

りがいがありそうだな、Confidence 自信：やれば

できそうだな、Satisfaction 満足感：やってよか

ったな」から構成される学習意欲の要因や流れを

示している（鈴木、1995；市川、2015）。例えば、

学生の注意を引くために、講義映像の冒頭に質問

を投げかけてみたり、授業内容に関連する写真や

ニュースを動画に入れて紹介したりする方法があ

る。また学生との関連性を高めるために、日常生

活に関する事柄と授業のテーマを結び付けて、学

ぶ意義を認識させることができる。自信を持たせ

るために、すぐに解ける選択式の課題からじっく

り考える必要のある難易度が高い記述式の課題へ

と順を追って形式の異なるテストを LMS で実施

することや、満足感を持たせるために、次の学習

活動につながるフィードバックの動画を提供した

り、小テストや掲示板の投稿へのコメントへのフ

ィードバックを提供したりすることが考えられる。 
「教育レベルと能力」では、どの程度の成績や

学力であるのかを事前に把握しておくことで、新

しく学ぶ事柄に対する理解度がわかる。「学習スタ

イルの好み」では、学習者はオンデマンドの講義

を望むのか、それともリアルタイムの討議を望む

のか、学習者がどういったスタイルで学習をした

いと考えているのかを押さえる。事前に確認する

ことが難しい場合は授業開始後に確認する方法も

ある。 
「トレーニング組織に対する態度」では、教員

に対して肯定的であるのか、あるいは何か不安を

抱えているのか、そうしたことを事前に把握する。

不安がありそうであれば、教員の自己紹介を動画

に入れたり、学生同士で話し合えるアイスブレイ

クを導入したりすることで、心配を取り除くよう

な工夫を授業設計の中に取り入れる。安心して話

せる環境があれば、学生は自分の意見を教員に伝

えることができる。 
最後に「グループの特徴」では、どういった学

生が集まっているのかを把握することで、はじめ

て会うメンバーばかりであれば最初にアイスブレ

イクを導入する方が良いといった判断ができる。 
 こうした授業目標の立て方や前提条件をおさえ

ておくことは、対面授業の場合もオンライン授業

の場合も同様となる。15 回の授業が終わった際の

目標行動を設定することができれば、逆算して、

15 回目までに「○○ができるようになる」ために

は、5 回目までに「△△まで到達しておく必要があ

る」等、授業目標を達成するためにはどの時期に、

どこまで達しておく必要があるのかを明らかにし

たうえで、各回の到達すべき目標行動を確認する

ことが必要となる。 
 
55..  オオンンラライインン授授業業ににおおけけるる評評価価方方法法  
授業の評価をする際は、これらの目標を達成で

きたのかどうかを判断できる方法を選択する。石

井（2015）は、能力が階層性であり、それらは「知

識の獲得・定着（知っている・できる）」、「知識の

意味理解と洗練（わかる）」「知識の有意味な使用

と創造（使える）」の 3 層にわかれると提示してい

る。例えば、情報モラル教育論の場合、「情報モラ

ルにどのような種類があるのかを説明できる」は

「知っている」、「複数の文献や資料をもとに、現

代社会における情報の効果と課題について説明で

きる」は「わかる」に、「情報モラルの教材を活用

した教育方法を提示できる」では「使える」とな

る。それぞれの能力を測る方法は同じではない。

特にオンライン授業の場合は、「知識の獲得・定着

（知っている・できる）」を問う、解答が1 つしか

存在しないテストを実施することは難しい。単に

知識の習得を問うテストをするのではなく、課題

の提示方法に工夫をしたり、「知識の獲得・定着（知
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っている・できる）」をもとにして、「知識の意味

理解と洗練（わかる）」「知識の有意味な使用と創

造（使える）」の達成を確認する問題を提示したり

するといった工夫が求められる。 
その際、重要になるのが、どういった課題を提

示するのかということである。課題や議題を設定

する際は、学生に何ができるようになってほしい

のかを考慮し、授業目標が達成できたかどうかを

判断できる内容にする。例えば、LMS で講義映像

を視聴した後、授業内容をふりかえって学生が学

んだことを確認したい場合は「授業内容をふりか

えって、学んだこと・考えたことを述べましょう」

等が挙げられる。知識だけではなく，学生の経験

と関連させて問いたい場合は、「XXX 理論に関し

て、自らの経験と結びつけて論じなさい」等があ

る。さらに、学生同士が授業課題に関連する問題・

解説を作り、掲示板機能を使って互いに解答しあ

うこともできる。次の授業への動機づけをしたい

場合は、次回までの課題として「次の授業までに

教科書○○頁を読み、その感想を LMS の電子掲

示板に○○○字程度で投稿しましょう。また他の

投稿 5 件に対する返信コメントをしてください」

等が考えられる。 
成瀬（2016）は、レポート課題に工夫を凝らす

ことによってコピペが多いレポートを防げ、学生

の創意工夫がされたレポートになるとしている。

例えばレポートの表現形式を指定したレポート

（例：正義とは何かについて対話篇で論ぜよ）（成

瀬、2016 p.48）、素材の構成要素を抽出すること

を求めるレポート（子ども中心の教育とはどのよ

うな立場でしょうか。重要なポイントを 2 つ抜き

出し、なぜそれらが重要であるのかについて説明

しなさい）、具体例を提示しながら説明することを

求めるレポート（例：○○だと考えられる具体的

な事例を、教科書以外の例を挙げ、その理由につ

いて記述せよ）等の幾つかの型に分類して示して

いる（成瀬、2016）。このように、レポート課題に

工夫をすることにより、学習者のそれぞれの理解

や関心ならびに、授業の目標が達成できたのかを

確認できる。 

66..  オオンンラライインン授授業業ににおおけけるる教教育育方方法法  
リアルタイム型、オンデマンド型等の方法があ

るオンライン授業において、どのような方法を選

択することが望ましいのかについて迷った際は、

授業目標にたちかえり、目標を達成できる教育方

法や学習活動を選択する。例えば、初年次教育で、

「2000 字程度の論証型（主張、理由、根拠、再主

張）レポートの書き方を説明でき、レポートを執

筆できる」ことを授業目標のひとつとしている場

合、「レポートの書き方」に関してはオンデマンド

型授業で知識を習得することが考えられる。また

「執筆したレポートを推敲して、改善できる」こ

とに関しては、リアルタイム型授業を行い、同じ

科目を履修している学生同士によるピアレビュー

を実施する。あるいは、ライティングセンターの

オンライン学習支援を活用することも考えられる。

「知識の習得についてはオンデマンド型で行い、

個別の細かな指導が求められる場合はリアルタイ

ム型で実施する」といった授業目標に応じて、非

同期型授業、同期型授業、ハイフレックス型授業

等を選択する。 
授業は大きく「導入・展開・まとめ」で構成さ

れている。各項目で何をするのが望ましいのかに

ついてはロバート・ガニエの 9 教授事象が参考に

なる（稲垣、2015）。まず、導入の「①学習者の注

意を喚起する」では、リアルタイム型オンライン

授業では、音声をMUTE にし、画像をOFF にし

ていると、対面の授業と異なり、騒がしさや落ち

着きといった学生の様子を把握できない。そこで、

学生に簡単な質問やクイズをし、反応ボタンを押

してもらう等して、授業に参加する雰囲気を作り、

学生の様子を把握する。また授業開始直後にマイ

クやカメラの調整が必要ないように、授業の10分

ほど前からアクセスできるような場づくりをして

おくこともよいだろう。「②学習目標を知らせる」

では、今日の講義でどこまで達成しようとしてい

るのかを明示する。「③前提条件を確認する」では、

学習目標がこれまでに学んだこととどう関わって

いるのかを学習者が確認できるようにする。 
 展開の「④新しい事項を提示する」「⑤学習の指

がこれから学ぼうとしている内容やその学び方に

対する希望や意見を把握する。関西大学教学IRプ

ロジェクト（2020）が実施した調査ではオンデマ

ンド型授業に満足度を感じる傾向が高いことが提

示されていた。こうした大学が実施しているアン

ケート調査の結果も参考にできるだろう。 
「学習の動機付け」では、インストラクショナ

ルデザインのひとつである ARCS モデルを使う

ことで学習者の動機付けを確認できる。ジョン・

M・ケラーが開発したARCS モデルは「Attention
注意：おもしろそうだな、Relevance 関連性：や

りがいがありそうだな、Confidence 自信：やれば

できそうだな、Satisfaction 満足感：やってよか

ったな」から構成される学習意欲の要因や流れを

示している（鈴木、1995；市川、2015）。例えば、

学生の注意を引くために、講義映像の冒頭に質問

を投げかけてみたり、授業内容に関連する写真や

ニュースを動画に入れて紹介したりする方法があ

る。また学生との関連性を高めるために、日常生

活に関する事柄と授業のテーマを結び付けて、学

ぶ意義を認識させることができる。自信を持たせ

るために、すぐに解ける選択式の課題からじっく

り考える必要のある難易度が高い記述式の課題へ

と順を追って形式の異なるテストを LMS で実施

することや、満足感を持たせるために、次の学習

活動につながるフィードバックの動画を提供した

り、小テストや掲示板の投稿へのコメントへのフ

ィードバックを提供したりすることが考えられる。 
「教育レベルと能力」では、どの程度の成績や

学力であるのかを事前に把握しておくことで、新

しく学ぶ事柄に対する理解度がわかる。「学習スタ

イルの好み」では、学習者はオンデマンドの講義

を望むのか、それともリアルタイムの討議を望む

のか、学習者がどういったスタイルで学習をした

いと考えているのかを押さえる。事前に確認する

ことが難しい場合は授業開始後に確認する方法も

ある。 
「トレーニング組織に対する態度」では、教員

に対して肯定的であるのか、あるいは何か不安を

抱えているのか、そうしたことを事前に把握する。

不安がありそうであれば、教員の自己紹介を動画

に入れたり、学生同士で話し合えるアイスブレイ

クを導入したりすることで、心配を取り除くよう

な工夫を授業設計の中に取り入れる。安心して話

せる環境があれば、学生は自分の意見を教員に伝

えることができる。 
最後に「グループの特徴」では、どういった学

生が集まっているのかを把握することで、はじめ

て会うメンバーばかりであれば最初にアイスブレ

イクを導入する方が良いといった判断ができる。 
 こうした授業目標の立て方や前提条件をおさえ

ておくことは、対面授業の場合もオンライン授業

の場合も同様となる。15 回の授業が終わった際の

目標行動を設定することができれば、逆算して、

15 回目までに「○○ができるようになる」ために

は、5 回目までに「△△まで到達しておく必要があ

る」等、授業目標を達成するためにはどの時期に、

どこまで達しておく必要があるのかを明らかにし

たうえで、各回の到達すべき目標行動を確認する

ことが必要となる。 
 
55..  オオンンラライインン授授業業ににおおけけるる評評価価方方法法  
授業の評価をする際は、これらの目標を達成で

きたのかどうかを判断できる方法を選択する。石

井（2015）は、能力が階層性であり、それらは「知

識の獲得・定着（知っている・できる）」、「知識の

意味理解と洗練（わかる）」「知識の有意味な使用

と創造（使える）」の 3 層にわかれると提示してい

る。例えば、情報モラル教育論の場合、「情報モラ

ルにどのような種類があるのかを説明できる」は

「知っている」、「複数の文献や資料をもとに、現

代社会における情報の効果と課題について説明で

きる」は「わかる」に、「情報モラルの教材を活用

した教育方法を提示できる」では「使える」とな

る。それぞれの能力を測る方法は同じではない。

特にオンライン授業の場合は、「知識の獲得・定着

（知っている・できる）」を問う、解答が1 つしか

存在しないテストを実施することは難しい。単に

知識の習得を問うテストをするのではなく、課題

の提示方法に工夫をしたり、「知識の獲得・定着（知
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針を与える」では、授業で新しく取り上げるテー

マについて提示し、これまでに学んだこととのつ

ながりを意識させつつ、新しいテーマを学ぶ理由

や意義について学生が理解できるようにする。こ

の際、オンライン授業では、学習活動の実施手順

がわかりにくい場合がある。教材とは別に、どの

ような手順で学んでいけばよいのかを示す学習ガ

イドのような資料を提示できると学習を進めやす

い。「⑥練習の機会を設ける」では、新しく学んだ

テーマに関する練習問題や確認問題を LMS に用

意をし、学生が自分でも学んだことを活用できる

のかを確認する機会を取り入れる。「⑦フィードバ

ックをする」では教員や学生同士、また学生自身

が学習内容を確認できるようにする。リアルタイ

ム型オンライン授業では、その場でフィードバッ

クができるが、オンデマンド型オンライン授業で

は、瞬時に学生の反応を把握することが難しい。

そこで、よくある間違いや注意点をあらかじめ整

理しておき、資料や動画として学生が確認できる

ようにしておくことも考えられる。 
まとめの「⑧学習の成果を評価する」「⑨学習の

保持と転移を促す」では、LMS で小テストをした

り、レポート課題を提示したりして、学習の成果

を学生と教員が確認できるようにする。授業外に

おいても学んだことをまとめたり、授業外にLMS
等で復習できる場を用意したりし、学生が授業で

の学びをふりかえられるようにする。ここで、教

員が学生の理解度が足りないと判断した事柄につ

いては次の授業回で補足することが考えられる。 
次節以降、オンデマンド型授業の講義映像の制

作、講義映像の視聴時、リアルタイム型授業にお

けるグループワーク、学生へのケアを取り上げて、

配慮すべき点について述べる。 
 
66..11..  オオンンラライインン授授業業のの講講義義映映像像をを制制作作すするる際際にに

配配慮慮すするる点点  
講義映像を制作する際は、全 15 回の授業目標

をより小さなステップに分けて、毎回の授業での

目標を確認し、その目標を達成するための講義映

像（講義内容）を選択する。映像の長さは学習者

の集中力を考えて、15-20 分程度の映像が望まし

い。一度に撮影をして講義映像を提示したい場合

は、映像の途中で「ここで映像を停止して、学習

課題A に取り組んでください」等の指示を入れる

方法もある。 
 講義映像を撮影する際、スライド資料や家庭用

の小さなホワイトボードを使う場合も考えられる。

理工系の授業ではホワイトボードに計算式を書い

て授業を行うことも多い。ホワイトボードを利用

する際は、ペン先が太めのもの、ポイントになる

ところには色ペンを使い、学生の見やすさに配慮

する必要がある。スライド資料の場合は、学生は

スマートフォンで講義映像を視聴することもある

ため、28 ポイント以上を使うことが望ましい。 
 
66..22..  学学生生がが講講義義映映像像をを視視聴聴すするる際際にに配配慮慮すするる点点  
 講義映像の制作と同様に重要になることが、映

像の見せ方である。どこに着目して、何を考えな

がら、講義映像を視聴すればよいのかを理解する

ことが難しい学生も存在する。そこで、「何を考え、

どこに配慮して、映像を視聴すればよいのか」「講

義映像を見た後に、どういったことができていれ

ばよいのか」を視聴前に提示する。例えば、「情報

モラル教育論」で「情報セキュリティ」を扱った

授業回の場合、「講義映像を視聴するにあたって、

情報社会にはどんな危険性があるのか、指導のポ

イントはどこにありそうか、を考えながら視聴し

てください」「視聴後に、中学校の総合的な探究の

時間で「情報セキュリティ」を扱う場合、どのよ

うに活用できそうかあなたの意見を記載してくだ

さいという課題があります」等を伝える。 
ほかにも、学生が動画を見る動機付けや関心が

向上するように、その講義映像が学習者にとって

の意義を伝えることも重要である。「情報モラル教

育論」の場合、「あなたが先生ならどうしますか？

【事例①：保護者から「親の知らない間に、子ど

もが課金アプリを使っていて5万円の請求が来た」

と相談があった】【事例②：隣の中学校と交流学習

をしている際、自己紹介の交流サイトに、「○○君
は、この間のテストで 30 点をとっていました」
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との書き込みがあった】」等の事例を提供し、視聴

後、こうした事例に対してどう対応すべきかを学

生が考える機会を提供する。 
こうした指示を提示することで、学生は自分の

理解度を確認したり、足りない部分を学習できる

講義映像であることを認識したりした上で映像視

聴ができる。ほかにも、講義映像を視聴する際に、

ノートをとる方法もある。授業後、学生が作成し

たノートを撮影し、LMS に提出する。 
講義映像を視聴した後は、「学生が何をどう考え

たのか」「何を学ぶことができたのか」を確認でき

ると、次の講義映像で取り上げる内容の選択や評

価にも活かすことができる。学生も自分で到達度

を判断でき、自律的な学習者を育むためにも役立

てられ、学生が学んだことを活かせる機会にもな

りえる。 
 
66..33..  リリアアルルタタイイムム型型オオンンラライインン授授業業ののググルルーーププ

ワワーーククでで配配慮慮すするる点点  
リアルタイム型オンライン授業では、グループ

ワークを行いやすい会議室機能がある。しかし、

教員からは各グループの様子を十分に把握しきれ

ずに、グループ活動のサポートが難しいといった

声も聴かれた。オンラインでは対面授業のように

教室を見回して各グループの様子を把握すること

が難しい場合もある。そこで、あらかじめグルー

プワークが円滑に進むような準備をする。まずは

各グループが今日の授業回で達成しておくべきゴ

ールを確認できるようにする。また各グループで

の作業が円滑に進むように「役割分担（司会、書

記、発表係、発言・質問係、タイムキーパー等）」

を決めておくことが望ましい（表 1 参照）。学生が

何をすべきかを理解し、行動できるように役割を

明示する。 
またグループで安心して話せる場が構築されて

いなければ、学生は自分の顔を出すどころか本音

を言うことができない。そこで、本音で議論がで

きるように、アイスブレイクをとりいれて、グル

ープの雰囲気がほぐれるようにする。最初は自己

紹介やゲーム要素を取り入れたアイスブレイクを 

表 1 グループワークの役割分担 
司会 メンバーの様子を見て、意見を尋ねる 

メンバーと話し合ったプロセスを確認し

て、話し合いを整理する 

ゴールにたどりつけたのかを確認する 

書記 メンバーの発言をすべて書き取る気持ち

で、記録する 

ホワイトボードにまとめた内容を皆に見せ

る（チャット・掲示板に記録） 

タイム 

キ ー パ

ー 

いつまでに話し合いを終えることができれ

ばいいのかを確認し、メンバーに伝達する 

発言・ 

質問係 

発言が少なくなった時自分の意見を伝えた

り、メンバーの発言に対してもっと深く知

りたい時に質問をしたりするようにして、

良い話し合いができる雰囲気を作る 

 

使うと緊張感がとれやすい。ほかにもグループワ

ーク内での録音や録画は禁止することを教員から

確認することが考えられる。 

 また、教員は可能であれば各グループを 1 度は

回ることが望ましい。すべてのグループの様子を

完全に把握することは対面授業でも容易ではない

が、各グループが LMS の掲示板を活用し、毎回

の進捗報告をすることで、グループの達成度をあ

る程度把握できる。 
 
66..44..  学学生生ののケケアアにに関関すするる工工夫夫  
最後に学生のケアに関する工夫を取り上げる。

学生はカリキュラムで授業を受けているため1つ

の授業科目だけで完結するわけではない。今後は、

各学生が何を学ぶのかに加えて、どのように学ぶ

のかも検討しながら、オンライン授業の方法、対

面授業の方法を検討していく必要がある。学生か

らオンライン授業の課題として最も意見が多かっ

たのが、オンライン授業における課題の多さであ

る。関西大学が春学期終了間際に実施した学生対

象のオンライン授業に関する調査（有効回答数

12655 名）では、課題の多さが学生にとって負担

針を与える」では、授業で新しく取り上げるテー

マについて提示し、これまでに学んだこととのつ

ながりを意識させつつ、新しいテーマを学ぶ理由

や意義について学生が理解できるようにする。こ

の際、オンライン授業では、学習活動の実施手順

がわかりにくい場合がある。教材とは別に、どの

ような手順で学んでいけばよいのかを示す学習ガ

イドのような資料を提示できると学習を進めやす

い。「⑥練習の機会を設ける」では、新しく学んだ

テーマに関する練習問題や確認問題を LMS に用

意をし、学生が自分でも学んだことを活用できる

のかを確認する機会を取り入れる。「⑦フィードバ

ックをする」では教員や学生同士、また学生自身

が学習内容を確認できるようにする。リアルタイ

ム型オンライン授業では、その場でフィードバッ

クができるが、オンデマンド型オンライン授業で

は、瞬時に学生の反応を把握することが難しい。

そこで、よくある間違いや注意点をあらかじめ整

理しておき、資料や動画として学生が確認できる

ようにしておくことも考えられる。 
まとめの「⑧学習の成果を評価する」「⑨学習の

保持と転移を促す」では、LMS で小テストをした

り、レポート課題を提示したりして、学習の成果

を学生と教員が確認できるようにする。授業外に

おいても学んだことをまとめたり、授業外にLMS
等で復習できる場を用意したりし、学生が授業で

の学びをふりかえられるようにする。ここで、教

員が学生の理解度が足りないと判断した事柄につ

いては次の授業回で補足することが考えられる。 
次節以降、オンデマンド型授業の講義映像の制

作、講義映像の視聴時、リアルタイム型授業にお

けるグループワーク、学生へのケアを取り上げて、

配慮すべき点について述べる。 
 
66..11..  オオンンラライインン授授業業のの講講義義映映像像をを制制作作すするる際際にに

配配慮慮すするる点点  
講義映像を制作する際は、全 15 回の授業目標

をより小さなステップに分けて、毎回の授業での

目標を確認し、その目標を達成するための講義映

像（講義内容）を選択する。映像の長さは学習者

の集中力を考えて、15-20 分程度の映像が望まし

い。一度に撮影をして講義映像を提示したい場合

は、映像の途中で「ここで映像を停止して、学習

課題A に取り組んでください」等の指示を入れる

方法もある。 
 講義映像を撮影する際、スライド資料や家庭用

の小さなホワイトボードを使う場合も考えられる。

理工系の授業ではホワイトボードに計算式を書い

て授業を行うことも多い。ホワイトボードを利用

する際は、ペン先が太めのもの、ポイントになる

ところには色ペンを使い、学生の見やすさに配慮

する必要がある。スライド資料の場合は、学生は

スマートフォンで講義映像を視聴することもある

ため、28 ポイント以上を使うことが望ましい。 
 
66..22..  学学生生がが講講義義映映像像をを視視聴聴すするる際際にに配配慮慮すするる点点  
 講義映像の制作と同様に重要になることが、映

像の見せ方である。どこに着目して、何を考えな

がら、講義映像を視聴すればよいのかを理解する

ことが難しい学生も存在する。そこで、「何を考え、

どこに配慮して、映像を視聴すればよいのか」「講

義映像を見た後に、どういったことができていれ

ばよいのか」を視聴前に提示する。例えば、「情報

モラル教育論」で「情報セキュリティ」を扱った

授業回の場合、「講義映像を視聴するにあたって、

情報社会にはどんな危険性があるのか、指導のポ

イントはどこにありそうか、を考えながら視聴し

てください」「視聴後に、中学校の総合的な探究の

時間で「情報セキュリティ」を扱う場合、どのよ

うに活用できそうかあなたの意見を記載してくだ

さいという課題があります」等を伝える。 
ほかにも、学生が動画を見る動機付けや関心が

向上するように、その講義映像が学習者にとって

の意義を伝えることも重要である。「情報モラル教

育論」の場合、「あなたが先生ならどうしますか？

【事例①：保護者から「親の知らない間に、子ど

もが課金アプリを使っていて5万円の請求が来た」

と相談があった】【事例②：隣の中学校と交流学習

をしている際、自己紹介の交流サイトに、「○○君
は、この間のテストで 30 点をとっていました」
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になることが明示された（関西大学教学 IR プロ

ジェクト、2020）。「課題の量に対してストレスを

強く感じる学生（4 件法で強く感じる・やや感じ

ると回答した学生）」は全体の 82.4％（10423 名）

であった。課題の種類はレポート、小テストが中

心で、掲示板への書込等の活動も挙げられた。課

題の数に着目すると、約 75％の学生が毎週 3 個以

上のレポートを抱え、約 90％の学生が小テストを

1 つ以上実施している。課題の多さについては調

整が必要になるが、個々の授業担当教員がアレン

ジすることは困難だといえよう。カリキュラムマ

ネジメントの観点からどの科目において、何を、

どう教えるのか、どう評価するのか、授業外の学

習をどうするのかを議論することが必要になると

いえよう。これをよい機会として抜本的なカリキ

ュラムマネジメントを行うのか、微修正で終わる

のか、大学の方針が問われる重要な課題になると

考える。 
また、同調査においてオンライン授業の課題と

して「授業に関する情報の把握 72.0%（9116 名）」

が挙げられた。授業に関する情報として科目ごと

にオンデマンド型・リアルタイム型の授業が異な

っていたことや、関大LMS、インフォメーション

システム等複数のシステムを利用したことによる

混乱が学生の間では生じていた。このほかにも、

「集中力が続かない」「友達と一緒に学べず孤立感

を感じる」「勉強のペースをつかみにくい」等の声

があがっている。急なオンライン授業であったた

め、多少の混乱が生じることは否めないが、大事

なことは学生が抱える課題に対応し、困っている

学生をケアすることである。アンケート調査では

課題の量が取り上げられているが、課題の内容で

困った学生は取り上げられていない。しかし、授

業における学生の躓きには様々な種類がある。「課

題が提示されたか、課題の提出方法がわからない」

というやり方に関する躓き、「授業で扱っている内

容を理解できない」という授業内容に関する躓き、

「課題が出たけれど、どうやって学習を進めてよ

いのかがわからない」という学習方法に関する躓

き、「課題はあるけれど、やる気がない」という学

習意欲に関する躓き等である（石井、2020）。今後

は、調査には挙がってこなかった「学生の躓きが

どこにあるのか」について教員が各授業で把握し、

そのケアをすることが必要になる。そのためには、

学生が安心して教員に問い合わせをできる状況を

つくったり、学生が抱える課題を確認してフィー

ドバックをしたりすることが求められる。教員一

人では十分な学生への対応が難しい時は、TA や

LA の力を借りて、サポートできることが望まし

いため、大学にはこうした人的サポートを提供す

る仕組みの整備も求められる。 
 
77..  ままととめめとと今今後後のの課課題題  
 本稿では、インストラクショナルデザインの観

点からオンライン授業の設計について述べた。オ

ンライン授業には様々な方法があるが、各科目の

授業目標が異なっているため、どの方法が最適で

あるということは一概には言えない。効果的なオ

ンライン授業を実施するには、授業目標に合わせ

た教育方法や評価方法を選択する。それによりオ

ンライン授業が対面授業以上の効果を上げる可能

性も十分にあり得る。 
今後は、対面とオンライン授業の組み合わせに

よって従来の対面授業では実施できなかった遠隔

地との交流や、専門的知識を持ったゲストスピー

カーによる講義なども実現しやすくなる。知識の

習得はオンデマンド型で行い、思考力・判断力の

育成は対面型で行うことも考えられる。こうした

対面とオンライン授業を効果的に実施していくた

めには、大学によるカリキュラム設計への柔軟な

対応、教員の授業設計を支援する TA 制度等人的

な支援の仕組みや、学生へのケア対応等、従来の

対面授業では提示されてこなかった新たな課題へ

の対応や体制づくりや、従来の制度のより柔軟な

運用が求められる。 
 
参参考考文文献献  
ウォルター・ディック、 ジェームス・O. ケアリ

ー、 ルー・ケアリー（2004）『はじめてのイン

ストラクショナルデザイン』ピアソンエデュケ



― 147 ―

関西大学高等教育研究　第12号　2021年３月

ーション． 
ダネル・スティーブンス、アントニア・レビ(2014)
『大学教員のためのルーブリック評価入門』佐

藤浩章(監訳）、井上敏憲、俣野秀典(訳）、玉川大

学出版部． 
市川尚(2015)「魅力ある授業をつくる(2)～学習意

欲を高める方法～」稲垣忠・鈴木克明『授業設

計マニュアル Ver2 教師のためのインストラ

クショナルデザイン』、pp.111-120.北大路書房． 
稲垣忠（2015）「どう教えるのか？～学習指導案の

書き方～」稲垣忠・鈴木克明『授業設計マニュ

アル Ver2 教師のためのインストラクショナ

ルデザイン』pp.65-76.北大路書房. 
石井英真(2015）『今求められる学力と学びとは―
コンピテンシー・ベースのカリキュラムの光と

影』日本標準. 
石井英真（2020）「子どもたちの『学びを保障する』

とはどういうことか」『教職研修』編集部  (編
集)、岩瀬直樹・西郷孝彦・石川晋・中原淳・藤

原和博・秋田喜代美・赤沢早人・石井英真・奈

須正裕・田村学・溝上慎一・稲垣忠・平井聡一

郎・平川理恵・梶谷真司・新保元康・木村泰子・

山本宏樹・住田昌治・妹尾昌俊・市川力・小髙

美恵子『ポスト・コロナの学校を描く (教職研

修総合特集 701 号)』pp.62-70．教育開発研究

所． 
関西大学教学 IR プロジェクト(2020)「遠隔授業

に関するアンケート」の集計結果について」 
（https://www.kansai-
u.ac.jp/ir/archives/2020/10/post-35.html）
（2021 年 1 月 7 日） 

文部科学省(2015）『現行の大学のアドミッショ

ン・ポリシー（入学者受入方針）に関する資料』

（https://www.mext.go.jp/component/a_menu
/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2015/04/
06/1356363_01.pdf）（2020 年 12 月 22 日） 

文部科学白書(2018)『2040 年に向けた高等教育の

グランドデザイン』平成30年度文部科学白書、

（https://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/ht
ml/hpab201901/1420047_006.pdf)（2020 年 12

月 22 日） 
文部科学省（2019)『令和元年度学校基本調査』P.4. 
（ https://www.mext.go.jp/content/20191220-
mxt_chousa01-000003400_1.pdf） (2020.9.18） 

村上正行(2017)「入口を点検する」日本教育工学

会監修 松田岳士・根本淳子・鈴木克明『大学

授業とインストラクショナルデザイン』教育工

学選書Ⅱ14、ミネルヴァ書房、pp.17-29 
成瀬尚志(2016)『学生を思考にいざなうレポート

課題』ひつじ書房． 
Online Learning Consortium, Association of 

Public and Land-grant Universities,  and 
Everylearner Everywhere (2020). 
Delivering High-Quality Instruction Online in 
Response to COVID-19  Faculty Playbook, 
p.15,
（https://www.everylearnereverywhere.org/re
sources/delivering-high-quality-instruction-
online-in-response-to-covid-19/) (2021.01.07) 

重田勝介(2017)「出口を点検する」日本教育工学

会監修 松田岳士・根本淳子・鈴木克明『大学

授業とインストラクショナルデザイン』教育工

学選書Ⅱ14, pp.31-42 ミネルヴァ書房.  
鈴木克明(1995)「「魅力ある教材」設計・開発の枠

組みについて－ARCS動機づけモデルを中心に

－」『教育メディア研究』1(1)、50-61 
鈴木克明（2005）「〔総説〕e-Learning 実践のため

のインストラクショナル・デザイン」『日本教育

工学会誌』29（3）、197-205 
鈴木克明（2008）「インストラクショナルデザイン

の基礎とは何か：科学的な教え方へのお誘い」

pp.52-68.『消防研修』（特集：教育・研修技法）  
 
謝謝辞辞  
本研究は、 JSPS 科研費、 JP19K03040 、

JP19H0171、20K03100 の助成を受けている。 

になることが明示された（関西大学教学 IR プロ

ジェクト、2020）。「課題の量に対してストレスを

強く感じる学生（4 件法で強く感じる・やや感じ

ると回答した学生）」は全体の 82.4％（10423 名）

であった。課題の種類はレポート、小テストが中

心で、掲示板への書込等の活動も挙げられた。課

題の数に着目すると、約 75％の学生が毎週 3 個以

上のレポートを抱え、約 90％の学生が小テストを

1 つ以上実施している。課題の多さについては調

整が必要になるが、個々の授業担当教員がアレン

ジすることは困難だといえよう。カリキュラムマ

ネジメントの観点からどの科目において、何を、

どう教えるのか、どう評価するのか、授業外の学

習をどうするのかを議論することが必要になると

いえよう。これをよい機会として抜本的なカリキ

ュラムマネジメントを行うのか、微修正で終わる

のか、大学の方針が問われる重要な課題になると

考える。 
また、同調査においてオンライン授業の課題と

して「授業に関する情報の把握 72.0%（9116 名）」

が挙げられた。授業に関する情報として科目ごと

にオンデマンド型・リアルタイム型の授業が異な

っていたことや、関大LMS、インフォメーション

システム等複数のシステムを利用したことによる

混乱が学生の間では生じていた。このほかにも、

「集中力が続かない」「友達と一緒に学べず孤立感

を感じる」「勉強のペースをつかみにくい」等の声

があがっている。急なオンライン授業であったた

め、多少の混乱が生じることは否めないが、大事

なことは学生が抱える課題に対応し、困っている

学生をケアすることである。アンケート調査では

課題の量が取り上げられているが、課題の内容で

困った学生は取り上げられていない。しかし、授

業における学生の躓きには様々な種類がある。「課

題が提示されたか、課題の提出方法がわからない」

というやり方に関する躓き、「授業で扱っている内

容を理解できない」という授業内容に関する躓き、

「課題が出たけれど、どうやって学習を進めてよ

いのかがわからない」という学習方法に関する躓

き、「課題はあるけれど、やる気がない」という学

習意欲に関する躓き等である（石井、2020）。今後

は、調査には挙がってこなかった「学生の躓きが

どこにあるのか」について教員が各授業で把握し、

そのケアをすることが必要になる。そのためには、

学生が安心して教員に問い合わせをできる状況を

つくったり、学生が抱える課題を確認してフィー

ドバックをしたりすることが求められる。教員一

人では十分な学生への対応が難しい時は、TA や

LA の力を借りて、サポートできることが望まし

いため、大学にはこうした人的サポートを提供す

る仕組みの整備も求められる。 
 
77..  ままととめめとと今今後後のの課課題題  
 本稿では、インストラクショナルデザインの観

点からオンライン授業の設計について述べた。オ

ンライン授業には様々な方法があるが、各科目の

授業目標が異なっているため、どの方法が最適で

あるということは一概には言えない。効果的なオ

ンライン授業を実施するには、授業目標に合わせ

た教育方法や評価方法を選択する。それによりオ

ンライン授業が対面授業以上の効果を上げる可能

性も十分にあり得る。 
今後は、対面とオンライン授業の組み合わせに

よって従来の対面授業では実施できなかった遠隔

地との交流や、専門的知識を持ったゲストスピー

カーによる講義なども実現しやすくなる。知識の

習得はオンデマンド型で行い、思考力・判断力の

育成は対面型で行うことも考えられる。こうした

対面とオンライン授業を効果的に実施していくた

めには、大学によるカリキュラム設計への柔軟な

対応、教員の授業設計を支援する TA 制度等人的

な支援の仕組みや、学生へのケア対応等、従来の

対面授業では提示されてこなかった新たな課題へ

の対応や体制づくりや、従来の制度のより柔軟な

運用が求められる。 
 
参参考考文文献献  
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11..  趣趣旨旨  
教育のミッションは未来社会を生きるこれから

の世代に未来創造のフューチャースキルを身に付

ける機会を提供し、未来社会に貢献できる人財育

成をおこなうことだと思う。 
しかしながら、これまでの教育は、1806年に作

られたプロイセンモデルに基づくところが多く、

加えて、アメリカのマスプロ教育によるカリキュ

ラムの質保証のプロセスが導入されている。マス

プロ教育の質保証では、マスプロダクションの最

終過程で検品をする。これでは生産過程の品質保

証が担保されていない。検品で撥ねられた商品は

欠陥品として廃棄、或いは、不具合を修理後に出

荷されてしまう。出荷後であるため、ユーザー視

点の使い勝手はユーザー任せとなり、生産者側の

知るところではない。どのぐらい販売できたかと

いう台数だけに目が向いてしまう。このような産

業界の生産モデルを反映したプロセスが教育界に

も導入されている。マスプロ教育の体制がそのま

ま残っていることが問題である。  
一方、産業界では、1980年後半よりマスプロダ

クションを脱した取り組みが導入されている。生

産作業に関わる社員のモチベーション維持、高品

質の製品を製造しているというプライドを持って

製造に関わっているという人間性と主体性に着目

した取り組みである。担当した人の名前を製品に

残し、生産しながら検品による質保証を担保し、

誇りを持って世に送り出し、その製品を購入し、

使う人のことを考える動きが導入されてきた。 
近年の教育界では、主体的なアクティブラーニ

ングで展開するチームベースの PBL 形式の授業

形態が類似する動きといえる。しかし、こういっ

た動きは、教育全体ではまだまだ少数派である。

大半の授業はマスプロ教育のままである。これは、

学生と教員の比率をみることでも、マスプロダク

ションの産業モデルを未だに根強く反映している

ことが窺える（OECDサイト 1参照）。例えば、

本学の学生―教員比率（学生対専任教員）は 40対
1 である 2。一方、私が 1992 年から 2002 年まで

勤務していたインディアナ州の私立の工学分野の

大学では学生―教員比率は13対１で、教育の質保

証のために、ビジョンの記述には 10 対１を目指

すことを掲げていた。当時、Authentic Curriculum
の実践として、Integrated Curriculumで学ぶ学生

たちのポートフォリオによるアカデミック・アド

バイシングをおこなっていた同僚は一学年度に
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13名の学生を指導していたが、指導する学生数が

多すぎるといつもぼやいていたことを思い出す。

教育の質保証は授業の中だけでおこなうものでは

なく、アカデミックライフ全般でおこなうものだ

と知った場面である。 
次に、こういった考え方をニューノーマルな時

代の教育を反映したアセスメントの視点から考え

てみる。 
 

1.1. Bloom’s Taxonomy Matrix か ら 見 た

Authentic Assessment 
先ずAssessment の中で、Authenticな学びの領

域について述べたい。BloomのTaxonomy Matrix3

を図１に表示する。横軸には学習のステップを 6
段階で表示している。横軸には、左から、「記憶

する・記憶したことを理解する・仮説を立てて、

外の世界に当てはめて調査する・調査結果を分析

する・分析結果を評価/解釈する・ここまでの 5つ
のステップを統合化し、新たな価値を創造する」

が並んでいる。 

 
図 1 Bloom’s Taxonomy Matrix3 

 
縦軸には教員が提供する学習の項目・機会を挙

げている。上から、「事実情報の提供・概念情報

の提供・手順やプロセスの手法・メタ認知の機会」

が並んでいる。 
大半の授業はマスプロ型でおこなわれている。

学習評価は、教員が受講生に対して、コースの最

後に定期試験や課題レポートの形式で1回だけの

チャンスの中でおこなわれ、出題される問題もほ

とんどが「正解が1つしかない」ような形式で出

題される。BloomのTaxonomy Matrixでは左上の

4マス部分の学びの領域に限られている。 
一方、AuthenticなAssessmentを担保するため

のAuthentic Contentsがカバーする領域はBloom
の Taxonomy Matrixのすべての領域をカバーし、

現代社会及び未来社会のすべての営みを反映した

ものでなければならない（図 2 参照）。Grant 
Wiggins (1998)は、学習者自身が社会生活の営みの

中で、判断や意思決定が求められ、臨場感を持ち

ながら、当該の課題の主人公として、自信の知識・

知恵をしぼりながら試行錯誤で正解が一つではな

い課題に取り組んでいくことが Authentic な学び

と提唱している。 

 

図 2 Success of Assessment4 
 
マスプロ教育の評価においても、ルーブリック

評価基準を導入することで、テスト前にテスト範

囲の妥当となる学習ポイントと重要性の基準をあ

る程度受講生と共有し、あたかも Authentic 
Assessmentを実践しているかのようにできる。し

かし、Authentic Assessmentとは、マスプロ型の

授業形態での学びをそのまま評価するものではな

く、Authenticな学習コンテンツを評価するための

ものである。そこには、授業担当者の教育のイノ

ベーションが必要となる。 
 

1.2. Authentic Assessment Strategyの提案 
 ここからの議論は、Authenticコンテンツが準備

されていることを前提として進めることにする。

図 3に示すように、グローバル且つニューノーマ

ルの社会・未来社会のニーズを反映した教育機関

のミッションを反映してデザインされたカリキュ
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ラム、コース、シラバスに基づいて準備された

Authentic Contents があり、社会のニーズに応え

る人財を持った卒業生の輩出体制が整っているも

のと仮定する。 

 
図 3 Authentic Contentsを担保する教育モデル 5 
  
そのような教育モデルでは、図 4のように、大

学のミッションとカリキュラムが一貫していて、

的の全領域内を収めることになる。つまり、カリ

キュラム内のコースは妥当性が担保される。また、

一つのコースですべてのカリキュラムに掲げられ

た育成項目を網羅することはできないため、卒業

単位を満たすための複数のコースで総合的に網羅

し、信頼性を担保することになる。 
 

 
図 4 ミッション・カリキュラムからコース群へ

の妥当性と信頼性 6 
 
それぞれのコース科目のシラバスには、カリキ

ュラムに基づいた達成目標とそれに到達するため

の到達のための行動目標や学習目標が掲げられて

いる。しかし、それが教育の現場で 100％実践さ

れるとは言えない。そのため、Authentic 
Assessmentの観点には、それぞれのコースの担当

教員のシラバスの内容を反映してデザインされた

Authentic Contents についての観点を可視化し、

受講生に何がデリバリーされたのかを可視化する

必要がある。コース内でカバーしたつもりや時間

が不足して割愛したといったことは許されない。

加えて、受講生視点からAuthentic Contentsを使

った学びの可視化も必要となる。これが、

Authentic Assessmentの信頼性と妥当性を担保す

ることになる[6]。 
 さらに、こういったAuthentic Assessmentのプ

ロセスは、学期末に1回だけおこなうのではなく、

図 5に示すように、最低でも、コース開始時、ミ

ッドターム/セメスター時、コース修了時などで、

経時的におこなわなければならない。 

 

図 5 経時的なアセスメント 7 
 
 理想的には、数回の授業で一連の行動目標/学習

目標を達成することになるため、15回の授業を数

回の学習スプリントにグループ化することができ

る。各学習のスプリントの学びごとに受講生自身
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図 1 Bloom’s Taxonomy Matrix3 
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図 6 それぞれのアーチがキャップストーンで完

結し、アーチの連鎖で繋がれた石橋のイメージ

（https://www.kiwi.com/stories/6-devils-bridges-
and-their-legends/） 
 
11..33..  AAuutthheennttiicc  AAsssseessssmmeenntt  MMooddeell のの試試行行  
 ここでは、前節 1.2 で提案した Authentic 
Assessment Strategyの実際のモデル案を報告す

る。前節で示した図 5 のように、経時的に

Authentic Assessment を実際におこなった報告

である。 
 以前に、Tosh Yamamoto, et. al. (2017)におい

て、ポートフォリオに蓄積されたライティングの

アーカイブを利用したアセスメント方法を提案し

た。受講生のラーニングマインドを映す「鏡」と

して、澤田（2012)が提案するNMF(非負値行列因

子分解)を応用したテキストマイニングによる

Assessment 手法である。ここでは、この

Assessment手法を利用した。 
 先ず、シラバスの学習目標内容、受講生が授業

開始時に 15 週後の授業終了時点での自己実現目

標の記述（自由記述）、15週目の授業でおこなっ

た受講生自身の自己評価（自由記述）を基にして、

データサイエンスの解析手法（テキストマイニン

グ）を活用し、Authentic Assessmentの可視化を

おこなった。 
 学習目標の内容はシラバスの授業概要と到達目

標の記述内容を利用した。 
 受講生には、授業開始時に 15 週後（授業終了

時点）に自己実現したい目標を記述（自由記述）

させた。次に、第 2週目の授業で、シラバスの到

達目標の記述を参考にして、自らが設定した目標

を 3 つから 5 つ記述させた。いずれも提出先を

LMS にしたことにより、受講生は各自のアカウ

ント内のマイレポートの欄からいつでも自分の掲

げた目標を確認できるようにした。 
 そして、最後の 15 週目の授業で受講生自身の

自己評価を記述（自由記述）させた。但し、あら

かじめ設問をたてることによって、ふりかえりの

確認項目を自由記述で回答しやすくなるように工

夫をした。 
 表 1に設問を挙げる。 
 

表 1 ふりかえり設問リスト 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
１．第 2 回目の授業で提出した 15 週目の自分へ

の達成目標の課題を見直して下さい。最初に自分

で設定した目標を達成することができましたか？ 
「どうしてそうなったのか？」という理由（根拠）

についても書いて下さい。 
2．この授業を最初からふりかえって、一番印象に

残る学びは何でしたか？ 
どうしてそう思いましたか。 
3．この授業を最初からふりかえって、一番楽しか

った学びは何でしたか？ 
どうしてそう思いましたか。 
4．「この授業をこの学期ずっと受けてきた自分」

と「この授業を受けずに今日までこの学期を過ご

してきた自分（架空の想定の自分です）」を比較

してみて下さい。この二者の間でどんなことが一

番違いますか。 
5．この授業では、チームでディスカッションをし

ながら、授業テーマについてコミュニケーション

による合意形成の形態を採用してきました。その

中で、皆さん自身にディスカッションリーダー・

サブリーダー（タイムキーパー、デビルさん等）・

記録係・チームメンバーとしてディスカッション

に貢献などの役割を経験してもらいました。自身

が実際に経験したチームの役割分担で気づいたこ

と、感じたことを自由に書いてみて下さい。 
・ディスカッションリーダー 
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・サブリーダー（タイムキーパー、デビルさん等） 
・チームの記録係 
6．この授業で学んだことを踏まえて、この先、ど

んな目標を立てて秋学期に臨みますか。あるいは、

卒業後のキャリア人生プランについて触れていた

だいても結構です。 
7．この授業はLAの皆さんの活躍なしでは実現で

きなかった授業でしたが、LA さんに何か一言（気

づきや感じたことなど）を書いてみて下さい。 
8．その他、書き足りなかったことがあれば、何で

もいいですから書いて下さい。 
以上です。 
お疲れ様でした。 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 
 さらに、授業での15週間の学びをふりかえり、

自分自身のやる気グラフと描いて、折れ線グラフ

のアップ・ダウンの際の根拠について自己分析し

てもらった。色を変えて、チーム全体のやる気度

を重ねてグラフにしてもらった。 

 
図 7 モチベーショングラフを作成中の受講生 
 
これにより、自由記述のふりかえり自己評価の裏

付けが取れた。 
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図 8 COIL 授業でのふりかえりセッションの自
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うな教育者のマインドセットが重要なポイントと

なる。教育者が自ら実践し教育のイノベーション

を繰り返すことで Professional Development を

おこなうことがAuthentic Assessmentの実化に

つながると確信している。   
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初級中国語のオンラインクラスにおける活動と評価 

Activities and Assessments for an Online Elementary Chinese Class 
 

山崎直樹（関西大学外国語学部） 
Naoki Yamazaki（Kansai University, Faculty of Foreign Language Studies） 

 
キーワード 意味の重視、言語構造への気づき、言語構造への洞察、態度／ Focus on meaning, 

Awareness of language structure, Insight into language structure, Attitude 
 

1. はじめに 
関西大学では、2020年度春学期は全面的にオン

ラインによる授業実施をよぎなくされた。入門レ

ベルの外国語を教える授業も例外ではない。その

状況の中で、筆者がどのようなオンライン授業を

実施したかを、クラスでの活動とその評価方法に

的を絞って紹介したい。 
なお、この授業は、オンライン会議システム

（Zoom ミーティング）を使用した同期型の授業

として実施された。 
 

2. この授業の性格 
ここで紹介するクラス（「プラスワン外国語（中

国語）」）は、外国語学部で英語を専攻言語とする

学生のための第2外国語としての中国語の授業で

ある。この授業は「自分がよく知っている身近な

ことがらについて、簡単な語句を使った短いメッ

セージのやりとりができる」を到達目標にしてお

り、また、この目標の達成のために、中国語とい

う言語の構造にたいする基本的な理解を促進する

ことも重視している。また、学習者を自律的な学

習者にするため、「中国語を学ぶ方法」を学ぶスキ

ルを習得させることも目標の 1つである。 
 

3. 全体に注意したこと：タイムラインの明示 
授業の実施にあたり、最も重視したのは、授業

が進行する「タイムライン」の明示である。同期

型の遠隔授業なので、Zoom ミーティングを使用

したほか、関大のLearning Management System
（以下、LMS）はもちろんのこと、Googleフォー

ム、Googleスプレッドシートなども使用した。そ

して、このようなさまざまな道具の間を、学生が

まちがいなく往来するために、「使用する教材とツ

ールへのリンクを単一のタイムライン上に配列す

る」ウェブページを、毎週、自作した（図 1 は、

ある週の授業のためのページの目次）。 
 

 
図 1 ウェブページの目次 

 
受講生は、毎週、授業が始まる時刻に、ここに

アクセスし、まず、前回の授業で出た質問に対す

る回答や前回の授業の補足を読み、復習用の練習
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問題に取り組む。これらは、当該のページに上か

ら順に配列されているので、それを追っていくだ

けである。その「Q&A、補足、復習」ブロックの

最後に、「○時○分になったら、Zoomミーティン

グを開始します」という指示がある。 
その後は、Zoomミーティングを進行させつつ、

授業内のすべての活動を、このタイムラインにそ

って進行させる。学生は上から下にスクロールし

ていくだけである。モデル音声、学習用動画など

も、すべてこのページからのリンクで参照できる。

時間がかかる個人作業の場合は、いったんミーテ

ィングを中断することもあるが、その場合も、こ

のページに「○時○分になったら、Zoom ミーテ

ィングを再開するので……」のような指示を書い

ておく。 
学生に何らかのアウトプットをさせ、それを学

生間で共有させたい場合は、あらかじめ LMS に

掲示板を作っておき、そこに書き込ませる。学生

は先行した書き込みを参照できるが、テストでは

ないので、それがむしろ狙いである。なお、対面

授業であれば、アウトプットをためらう学生に対

し、教師が助言をして背中をおすこともできるが、

オンラインではそれが難しいので、「他の学習者の

アウトプットを見て、自分のアウトプットを事前

に調整することにより、アウトプットの勇気を得

る」という方略を使えるようにした。いつどのタ

イミングでどの掲示板に書き込みをしてほしいか

なども、すべてタイムラインに記す。 
なお、この授業専用のLINE OpenChatを設置

し、トラブルがあった場合には即座に教員に連絡

できるようにしておいた（教師と受講生の間には

常に複数のチャンネルを確保しておくことも、オ

ンライン授業の要諦であると思う）が、「迷子にな

った」という連絡はなかった。 
この授業設計に慣れた学生は、指定の時間より

も早くアクセスして自習したり、授業終了後に復

習用としても使っていたりしたようである。 
なお、このようにプログラムされた設計では、

早く課題を終えて時間を余す受講生も出てくる

（アンケートで「進度がやや遅め」という評価を

した受講生もいた）。しかし、この設計の利点は、

例えば音声の学習が苦手な学習者がいたとして、

その学習者が、自分のペースで、自分がかけたい

時間をかけて学べることにある。早く課題を終え

られる学生が遊んでしまうことよりも、苦手な（あ

るいは得意な）課題にはゆっくり時間をかけたい

学生に、できるだけ時間を与えることのほうが重

要である。また、90分の対面式授業と等価になる

のは、学生を 90分、PCの画面の前に拘束してお

くことではなく、そのような「拘束」を 90分間続

けたら、そうとうなストレスになることも考慮し、

「遊んでいる／休んでいる」時間も必要と考えた。 
 

44..  活活動動のの種種類類とと狙狙いい  
このクラスでおもにおこなった教室活動の類型

は次のとおりである 
A. 個人化できる課題を与え、発信したい内容を

音声で表現する。 
B. 学生同士でインタラクティブな発話交換を

おこなわせる。 
C. 機械翻訳を使い言語形式と意味との関係を

探らせる。 
これら A-C の活動の狙いは次のとおりである。 
 

表 1 活動の狙い 
 A B C 
音声に対する気づきの促進 ✔   
文法への気づきと洞察の促進   ✔ 
発信する能力を高める ✔ ✔  
受け取った「意味」を考察する  ✔  
形式よりも意味に焦点をおく ✔ ✔  
形式と意味の関係に焦点をおく   ✔ 

 
これらは外国語を学ぶ授業でおこなう活動とし

ては別に新しいものでも変わったものでもない。

筆者が以下で報告したいのは、これらをオンライ

ンでどう実施したかではなく、オンライン授業の

特性を考慮した結果、教室授業で同種の活動をお

こなっていたときに比べ、評価の観点が変化した
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ということである。 
なお、「発音がへたくそだと自覚している」「文

法を考えるのは嫌い」「他人と会話をするのは気お

くれがする」という苦手意識を 1つあるいは複数

もつ学習者も多い。上述の類型は、そのような苦

手なスキルが含まれる活動があっても、別のタイ

プの活動では活躍できるよう、活動の類型が多様

になるよう考慮した結果である。 
 

55..  「「個個人人化化ででききるる課課題題」」ににつついいてて  
55..11..  課課題題とと評評価価のの観観点点  
ここでは、前節で種類を示した活動のうち「A. 

個人化できる課題」について紹介する。活動自体

はありふれたものである。 
［課題］「わたしの理想の日曜日」というテーマ

で、自分がやってみたい日曜日の日課を箇条書き

のメモにして、それを読み上げてください。 
［形式と内容についての評価］不可能でもいい

ので、楽しい独創的な日課を考えてください／多

少、文法をまちがえてもかまいません／個性と量

が評価のポイントです。 
［音声についての評価］（次節を参照） 
教室でこの種の活動をおこなうときは、内容と

同時に言語形式の正確さにも焦点をおく。しかし、

オンラインでは個々人に対しこまめなフィードバ

ックは難しい（教室では他の学生とは別に個人指

導も可能であるが、オンラインでは 1人への指導

は全員のタイムラインを占拠してしまう）。しかも、

いちども直接会ったことのない学生が相手である

ので、「正しさの要求」は学生の委縮につながると

考え、上記のような個人化を評価の観点にした。 
 
55..22..  評評価価のの観観点点のの転転換換  
音声教育は、従来は正確性（＝母語話者の発音

にどれだけ近づけるか）を重視する観点が主流で

あったが、現在では「わかりやすさ」を優先する

観点が主流になりつつある。これは、「母語話者と

同じでなくてもかまわない、どれだけ意味がわか

りやすい発音ができるか」という習熟度を見ると

いうことである。しかし、どちらにせよ「学習者

が産出した音声がどれだけ目標とする状態に近い

か」を評価することは同じである（正確性重視か、

わかりやすさ重視かというちがいがあるだけ）。 
さて、音声の習得は、個人差が最も出やすい、

得手不得手がはっきりする領域なので、最もこま

めなフィードバックと教師のはげましが必要であ

る。それなのに、フィードバックには不利なオン

ライン授業という環境での学習成果を、対面授業

の時と同じように評価するのは問題がある。 
そこで、（以前から考えていたことであるが）評

価の観点を次の［旧］から［新］のように変えた。 
［旧］αとβという 2種の音の区別が、意味の

区別に重要な役割を果たしている場合、どれだ

けその区別を実現できているか。 
［新］αとβという 2種の音の区別が、意味の

区別に重要な役割を果たしている場合、その区

別が何によってできているかに、どれだけ気づ

いているか、そして、その区別を実現しようと

どれだけ注意をはらっているか、そして、それ

がどれだけ成功しているか。 
要するに、言語構造（音声）への気づき、その

重要性の認識、そしてそれをどれだけ実現しよう

としているかという態度……を評価する方向に転

換したわけである。「成功しているか」はこれまで

の観点と大差ないが、そこに至るまでの「気づき」

と「態度」を重視した評価法になっているところ

が変化である。 
以下は学生に配付したルーブリックである。長

くなるが、参考資料として利用していただくため

掲出する。なお（例）の部分は実際はもっと長く、

チェックリストとしても使えるようにしてある。 
 
表 2 音声のスキルを評価するルーブリック 

 目標以上

を達成 目標を達成 目標まであと

一歩 

(1) 
日

本

語

に

な

日本語に

ない音が

あること

を理解

し、全体

日本語にない

音があること

を理解し、全

体を通じて、

それを再現し

日本語にない

音を再現しよ

うという意識

が見られない

箇所が、いく

問題に取り組む。これらは、当該のページに上か

ら順に配列されているので、それを追っていくだ

けである。その「Q&A、補足、復習」ブロックの

最後に、「○時○分になったら、Zoomミーティン

グを開始します」という指示がある。 
その後は、Zoomミーティングを進行させつつ、

授業内のすべての活動を、このタイムラインにそ

って進行させる。学生は上から下にスクロールし

ていくだけである。モデル音声、学習用動画など

も、すべてこのページからのリンクで参照できる。

時間がかかる個人作業の場合は、いったんミーテ

ィングを中断することもあるが、その場合も、こ

のページに「○時○分になったら、Zoom ミーテ

ィングを再開するので……」のような指示を書い

ておく。 
学生に何らかのアウトプットをさせ、それを学

生間で共有させたい場合は、あらかじめ LMS に

掲示板を作っておき、そこに書き込ませる。学生

は先行した書き込みを参照できるが、テストでは

ないので、それがむしろ狙いである。なお、対面

授業であれば、アウトプットをためらう学生に対

し、教師が助言をして背中をおすこともできるが、

オンラインではそれが難しいので、「他の学習者の

アウトプットを見て、自分のアウトプットを事前

に調整することにより、アウトプットの勇気を得

る」という方略を使えるようにした。いつどのタ

イミングでどの掲示板に書き込みをしてほしいか

なども、すべてタイムラインに記す。 
なお、この授業専用のLINE OpenChatを設置

し、トラブルがあった場合には即座に教員に連絡

できるようにしておいた（教師と受講生の間には

常に複数のチャンネルを確保しておくことも、オ

ンライン授業の要諦であると思う）が、「迷子にな

った」という連絡はなかった。 
この授業設計に慣れた学生は、指定の時間より

も早くアクセスして自習したり、授業終了後に復

習用としても使っていたりしたようである。 
なお、このようにプログラムされた設計では、

早く課題を終えて時間を余す受講生も出てくる

（アンケートで「進度がやや遅め」という評価を

した受講生もいた）。しかし、この設計の利点は、

例えば音声の学習が苦手な学習者がいたとして、

その学習者が、自分のペースで、自分がかけたい

時間をかけて学べることにある。早く課題を終え

られる学生が遊んでしまうことよりも、苦手な（あ

るいは得意な）課題にはゆっくり時間をかけたい

学生に、できるだけ時間を与えることのほうが重

要である。また、90分の対面式授業と等価になる

のは、学生を 90分、PCの画面の前に拘束してお

くことではなく、そのような「拘束」を 90分間続

けたら、そうとうなストレスになることも考慮し、

「遊んでいる／休んでいる」時間も必要と考えた。 
 

44..  活活動動のの種種類類とと狙狙いい  
このクラスでおもにおこなった教室活動の類型

は次のとおりである 
A. 個人化できる課題を与え、発信したい内容を

音声で表現する。 
B. 学生同士でインタラクティブな発話交換を

おこなわせる。 
C. 機械翻訳を使い言語形式と意味との関係を

探らせる。 
これら A-C の活動の狙いは次のとおりである。 
 

表 1 活動の狙い 
 A B C 
音声に対する気づきの促進 ✔   
文法への気づきと洞察の促進   ✔ 
発信する能力を高める ✔ ✔  
受け取った「意味」を考察する  ✔  
形式よりも意味に焦点をおく ✔ ✔  
形式と意味の関係に焦点をおく   ✔ 

 
これらは外国語を学ぶ授業でおこなう活動とし

ては別に新しいものでも変わったものでもない。

筆者が以下で報告したいのは、これらをオンライ

ンでどう実施したかではなく、オンライン授業の

特性を考慮した結果、教室授業で同種の活動をお

こなっていたときに比べ、評価の観点が変化した
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い

音 
を通じ

て、それ

を再現し

ようと意

識して発

音し、だ

いたい成

功してい

る。 

ようと意識し

ているのがよ

くわかる。

（例）zi, ci, si 
の母音をまが

りなりにも他

の i と区別し

ようとしてい

る、e, ü など

の母音を正確

でなくてもそ

れらしく発音

しようとして

いる…… 

つかある。

（例）yu を日

本語の「ユ」

のように読む

…… 

(2) 
紛

ら

わ

し

い

音 

紛らわし

い音のペ

アがある

ことを理

解し、全

体を通じ

てそれを

区別しよ

うと意識

して発音

し、だい

たい成功

してい

る。 

紛らわしい音

のペアがある

ことを理解

し、全体を通

じてそれを区

別しようと意

識しているの

がよくわか

る。（例）ji と 
zhi、qi と 
chi、xi と shi 
などを区別し

ようとしてい

る、有気音と

無気音を区別

しようとして

いる、四声の

高低差を意識

している…… 

紛らわしい音

のペアを区別

しようという

意識が見られ

ない箇所がい

くつかある。

（例）“he”を英

語の“he”のよう

に読む、qu を 
cu のように読

む、cong を 
kong のように

読む、si を xi 
のように読

む、zhi と ji 
を区別しよう

としない、有

気音と無気音

を区別しよう

としていな

い、四声を無

視している

…… 

  
55..33..  音音声声ののススキキルル面面ででのの効効果果  
オンライン授業では、学生がすべてデジタル機

器と通信環境を備え、常にこれらの道具を学習に

活用することができるわけで、これは大きな利点

である。 
この環境を活用し、第 3節で述べたウェブペー

ジなども活用し、モデル音声にいつでもアクセス

できるようにし、また LMS を使って提出する課

題は、何度でも再提出できるようにした。 

これらの相乗効果であろうが、今期の学生の音

声習熟度は、昨年度までの評価基準を用いても、

昨年度までの学生より高かったように思われる。 
  
66..  「「BB..  イインンタタララククテティィブブなな発発話話交交換換」」ににつついいてて  
66..11..  活活動動のの概概要要  
おこなったのは、例えば、次のような「インタ

ビュー＆レポート」の活動である。この活動自体

は別に目新しい活動ではない。 
(1) 日常の日課をたずねる質問をたくさん用意

し導入する。 
(2) 4〜5 人のグループに分ける（Zoom のブレ

イクアウトルーム機能を使う）。 
(3) グループのメンバーが順に、他のメンバー

に対して質問をする。質問は、(1)で導入した

質問から、したいと思う質問を選ぶ。 
(4) 回答は全員が記録する。メンバー全員が質

問を終えた時点で、グループ内のそれぞれの

学生につき、4〜5種類の情報が蓄積される。 
(5) (4)の情報にもとづき、1 人 1 人がグループ

全体の傾向について分析をおこない、掲示板

に書き込む（この作業は日本語で、のちに中

国語で）。 
(6) 特筆すべき行動について、「○○さんは〜だ

った。〜だと思う」のように報告と感想を書

かせる（これも日本語で、のちに中国語で）。 
(7) 他のグループの掲示板を見に行き、自分の

グループの傾向との異同について、コメント

を書かせる（日本語で、のちに中国語で）。 
安易な活動設計では、(3)か(4)の段階で終わりだ

が、それでは、学生は仲間の発言を真剣に導き出

そうともしないし、それを真摯に理解しようとも

しない。アウトプットの形態があらかじめ指定さ

れているからこそ、学生はどのようなインプット

が必要か自分で考え、他者のメッセージを懸命に

理解しようとする。 
このように、情報をえるのは何のためか、何の

役にたつのか、次の活動にどのように生かされる

のかを明確にしないと、発話交換は、複数でおこ

なう音声を使った文法ドリルになってしまう。 
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教室であれば、この種の活動をおこなうとき、

教師は巡回し、熱心でない学生に対しては注意を

する。しかし、ブレイクアウトルームではそれが

しにくい（特定のルームに顔を出そうとすると、

活動のじゃまになる）。 
また、教室では、学生の産出した言語形式の誤

り等に対し、随時、フィードバックをおこなうこ

とが可能であるが、ブレイクアウトルームではや

はり難しい。 
よって、オンラインのこの活動では、何が知り

たくて質問を選択したか、相手の言うことをきち

んと理解し、自分のことをきちんと伝えた結果、

どのような情報が得られたか、その情報から得ら

れた考察は何か……など、つまり、やりとりした

ことばから得られたものが、自分や相手にどうい

う意味をもつかに関係する部分のみを評価するこ

とにした。 
なお、上述の(5)-(7)の手順は、煩雑に感じられる

かもしれないが、オンライン授業で使われるサー

ビスの使用方法に習熟しデジタル機器の使用方法

に習熟した学生であれば、かなりの速度でこなす

ことができることがわかった。情報の開示、共有、

それらを元にしたインタラクションのスピード感

は、オンライン授業実施以前と比べて、格段に進

歩した点だといえる。 
 
66..22..  評評価価のの観観点点のの転転換換  
従来型の授業であれば、この種の活動で評価さ

れるのは「言語構造（音声／文法）の正確さ／発

したことばの意味の理解の正確さ／発話交換の円

滑性」などであろうと思う（ここでの「意味」は

やりとりした文そのものの「意味」ということで

あり、それが自分や相手にどのような意味をもつ

かということではない）。これらはやはり「モデル

にどれだけ近づけたか」が評価の基準となる。こ

れらで測られる能力は、各種の外国語の能力試験

等で測られる能力でもある。しかし、この授業で

採用した観点は、それとは異なる。 
  
 

77..  「「CC..  機機械械翻翻訳訳をを使使いい言言語語形形式式とと意意味味ととのの関関係係

をを探探ららせせるる」」ににつついいてて  
77..11..  課課題題のの概概要要  
知識を記憶するより、ちがいに気づくこと、な

ぜちがいが生じるのかを考えることのほうが重要

だというのが、筆者の考えである。また、筆者は、

「教師が解答の提出のみを要求し、その解答の正

誤を判定する役目をすべて教師が担うと、自分の

アウトプットの適切性を自分で検証しようとする

態度が育たない」可能性があると指摘したことが

ある（山崎、2015）。 
以上の考えにもとづき、この授業では、文法の

知識を問う筆記試験を成績評価の方法の一部とす

ることをやめ、後述する課題を出した……という

より、「知識」を問う従来型の問題は「誰がやって

も同じ解答になる問題」であるので、成績評価に

使うためには、不正行為の防止に腐心せざるを得

ない。教室授業であればそれも可能であるが、オ

ンライン授業では、ウェブカメラを使った監視に

まで発展してしまう。そのような本質的ではない

努力をするよりも評価の観点を変えることを選択

した。 
さて、この課題は、簡単にいうと、日本語話者

が機能を誤解しやすい中国語のある機能語につい

て、それがある場合とない場合でどのように意味

が変わるかを、複数種類の機械翻訳のアウトプッ

トを使って比較し、また、自分自身のアウトプッ

トとも比較し、どこが異なるのか、どのアウトプ

ットが最適だと考えられるか、そしてそれはなぜ

かを考えさせようとするものである。以下に課題

の手順と評価の基準を掲げる。 
【課題】 
(1)「わたしは××が好きではない」という意味

の中国語（C1）を書く。 
(2) C1の文末に“了”という助詞を加え 1（C2）、

それを自分で日本語にする（J2）。 
(3) 3種類の機械翻訳 2にC2を入力として与え、

3種類の J2を得る。 
(4) 機械翻訳による 3 種類の J2 を相互比較す

る。また、自身のJ2とも比較する。そして、
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55..33..  音音声声ののススキキルル面面ででのの効効果果  
オンライン授業では、学生がすべてデジタル機

器と通信環境を備え、常にこれらの道具を学習に

活用することができるわけで、これは大きな利点

である。 
この環境を活用し、第 3節で述べたウェブペー

ジなども活用し、モデル音声にいつでもアクセス

できるようにし、また LMS を使って提出する課

題は、何度でも再提出できるようにした。 

これらの相乗効果であろうが、今期の学生の音

声習熟度は、昨年度までの評価基準を用いても、

昨年度までの学生より高かったように思われる。 
  
66..  「「BB..  イインンタタララククテティィブブなな発発話話交交換換」」ににつついいてて  
66..11..  活活動動のの概概要要  
おこなったのは、例えば、次のような「インタ

ビュー＆レポート」の活動である。この活動自体

は別に目新しい活動ではない。 
(1) 日常の日課をたずねる質問をたくさん用意

し導入する。 
(2) 4〜5 人のグループに分ける（Zoom のブレ

イクアウトルーム機能を使う）。 
(3) グループのメンバーが順に、他のメンバー

に対して質問をする。質問は、(1)で導入した

質問から、したいと思う質問を選ぶ。 
(4) 回答は全員が記録する。メンバー全員が質

問を終えた時点で、グループ内のそれぞれの

学生につき、4〜5種類の情報が蓄積される。 
(5) (4)の情報にもとづき、1 人 1 人がグループ

全体の傾向について分析をおこない、掲示板

に書き込む（この作業は日本語で、のちに中

国語で）。 
(6) 特筆すべき行動について、「○○さんは〜だ

った。〜だと思う」のように報告と感想を書

かせる（これも日本語で、のちに中国語で）。 
(7) 他のグループの掲示板を見に行き、自分の

グループの傾向との異同について、コメント

を書かせる（日本語で、のちに中国語で）。 
安易な活動設計では、(3)か(4)の段階で終わりだ

が、それでは、学生は仲間の発言を真剣に導き出

そうともしないし、それを真摯に理解しようとも

しない。アウトプットの形態があらかじめ指定さ

れているからこそ、学生はどのようなインプット

が必要か自分で考え、他者のメッセージを懸命に

理解しようとする。 
このように、情報をえるのは何のためか、何の

役にたつのか、次の活動にどのように生かされる

のかを明確にしないと、発話交換は、複数でおこ

なう音声を使った文法ドリルになってしまう。 
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どこが違うかを見つける。 
(5) 4種類の J2のうちどれが最も適切かを選ば

せ、そう思う根拠を述べさせる（「この助詞は

どんな機能をもっているか」を直接尋ねてい

ないことに注意、この種の質問は教科書の説

明の丸写しを誘発する）。 
【評価の基準】 
入門段階の学習者は、自分のアウトプットの適

切性を判断することは難しいし、また、機械翻訳

にはまちがいもあるので、学習者自身の翻訳の正

誤や、「どの翻訳が適切か」という判断については、

評価の対象としない。評価の対象とするのは、「何

が異なるか」「どうしてそうなるのか」に自分でど

こまで気づき、洞察できたか、である。 
 

77..22..  ここのの活活動動のの意意味味  
山崎(2015)で指摘したように、文法の知識の確

認のために作文をさせるような課題では、学習者

は自分の産出した文をそのまま教師に渡し、それ

を評価する役目を、教師が全面的に担う。しかし、

これでは、「学習者自身が自分のアウトプットをモ

ニターする」という自律的な学習態度が育たない。 
生身の人間が、学生の産出した文に、そのつど

何らかのフィードバックを与えてくれればいちば

んよいのだが、それは非現実的である。しかし、

機械翻訳は、学習者が文の中の小さな形式を変え

ただけでも、意味を大きく変えて翻訳することが

ある。学生が自分の産出した文の伝える意味が適

切かどうかに、今よりも少し注意を向けるように

するための手段として機械翻訳は有効である。 
なお、学習者は、名詞や動詞などの実質語に多

くの注意を向け、意味が不透明な、そして母語に

対応する形式のない助詞などには注意を払わない

傾向があることも指摘されている。機械翻訳によ

って構造に向ける「気づき」を促進する課題は、

こうした機能語などに対して、より効果的である。 
「このような課題に対してでも、教師の知らな

いところで、学生同士が相談をしたりする可能性

があるのではないか？」という質問を受けたこと

があるが、筆者は、むしろそのような相談が自発

的におこなわれることを望んだ。学習者同士の協

働学習の一種だからである。 
なお、受講生から提出された課題の回答は、こ

ちらの思惑どおりいろいろ考えを巡らせた形跡の

あるもの、こちらの期待以上に深い洞察をしたも

の、深く考えずにすぐに思考を打ち切ったもの、

いろいろあったが、他人の書いたものを丸写しに

したような回答はなかった。 
  
88..  ままととめめ  
音声にせよ、文の産出にせよ、従来の言語の構

造的側面への評価は、多かれ少なかれ、与えられ

たモデルにどれほど近いかの評価であった。今回

のオンライン化にあたり、このような評価から、

「言語構造への気づきがあったか、言語の構造に

対する洞察ができたか、またそれらが成功しなか

ったにせよ、いかにそれを実現しようとしたか」

に対する評価へと転換した。 
これは図らずも、各種の外国語の能力試験で測

られるような能力への評価とは異なる観点の評価

となった。とても興味深いことである。 
 

註註  
1. この操作により「好きではなくなった」という

変化を表した文になる。なお、この文末助詞の

用法は日本語話者が習得しにくい項目の 1 つ

である。中国語では状態動詞の場合、述語の形

は時制の制約を受けないという特徴があり、ま

た、日本語の「〜ない」に完了の接尾辞を加え

て「〜なかった」を派生する現象からの類推に

より、この形は「好きではなかった」という意

味だと誤解されやすい。 
2. 『百度翻訳』『DeepL』『Google翻訳』の 3種

を使用した。前2者は、日中語間の翻訳におい

ては、無料で使用できるウェブ上のサービスと

しては群を抜いた精度をもつ。『Google 翻訳』

は少し劣るが、比較の対象としてはちょうどよ

い。 
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したような回答はなかった。 
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である。中国語では状態動詞の場合、述語の形

は時制の制約を受けないという特徴があり、ま

た、日本語の「〜ない」に完了の接尾辞を加え

て「〜なかった」を派生する現象からの類推に

より、この形は「好きではなかった」という意

味だと誤解されやすい。 
2. 『百度翻訳』『DeepL』『Google翻訳』の 3種

を使用した。前2者は、日中語間の翻訳におい

ては、無料で使用できるウェブ上のサービスと

しては群を抜いた精度をもつ。『Google 翻訳』

は少し劣るが、比較の対象としてはちょうどよ

い。 
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相相互互行行為為研研究究のの教教育育場場面面へへのの応応用用可可能能性性  
--留留学学生生ののたためめののキキャャリリアア教教育育実実践践のの場場合合--  

AApppplliiccaattiioonn  ooff  IInntteerraaccttiioonnaall  AAnnaallyyttiicc  AApppprrooaacchh  iinn  EEdduuccaattiioonnaall  CCoonntteexxttss  ::    
AA  CCaassee  IInnvveessttiiggaattiioonn  oonn  EEmmppllooyyaabbiilliittyy  EEnnhhaanncceemmeenntt  TTrraaiinniinngg  PPrrooggrraamm    

  
池田佳子（関西大学国際部） 

バイサウス・ドン（関西大学教育推進部） 
Keiko Ikeda（Kansai University, Division of International Affairs） 

Don Bysouth（Kansai University, Division for Promotion of Educational Development） 
 

キキーーワワーードド  相相互互行行為為研研究究、、会会話話分分析析、、ママルルチチモモーーダダルル分分析析  ／／   IInntteerrnnaattiioonnaall  aannaallyyssiiss,,    
CCoonnvveerrssaattiioonn  aannaallyyssiiss,,  MMuullttiimmooddaall  iinntteerraaccttiioonn  aannaallyyssiiss    
 
11..  ははじじめめにに  
著者らは、エスノメソドロジー、会話分析

(Conversation Analysis)等の手法を用いて、あら

ゆる相互行為場面を考察し、人間の他者に対して

行う社会的行動の規範、特に暗黙知として形成さ

れているものを明らかにするという研究を基盤と

している。以下、本稿ではこの研究アプローチを

「相互行為研究」と呼ぶ。意味交渉、意思伝達、

話し手の既知・未知情報の表示といった汎用的な

活動を行う際の言動秩序の解明に加えて、依頼、

受諾、拒否、否定、合意といったスピーチアクト

(Speech Act)、言語を主な手段として他者へ働き

かける行動が、理論上ではなく現場の会話場面に

おいてどのように顕在化していくのかを明らかに

する。このアプローチの教育場面への応用は、外

国語学習場面を中心に多くの先行研究事例がある。

言語学習者（学生）と教師間の会話分析や、学習

者間のやり取りを考察したものなど、教室現場一

つをとっても多様な切り口がある。「教育の現場」

とは、いわゆる教室内で展開する、お手本のよう

な学習場面だけを意味するものではなく、多様な

日常場面や活動実践場面が含まれる。国際教育分

野において事例をあげるとすれば、例えば国際寮

等における外国人留学生と日本人学生の混住生活

の空間は、共に食事をする、自由時間を過ごすと

いった生活の中に異文化対応能力を培う機会が生

じる。キャンパスライフの中にも、サークルやボ

ランティア活動といった正課外のインフォーマル

な学びの機会は多く存在する。こういった多様か

つ複雑に学びの現場が埋め込まれるケースにおい

ても、相互行為研究のアプロ―チは有効である。 
本稿では、このアプローチを国内の外国人留学

生のための就職支援の教育、つまりキャリア教育

実践の場に焦点をあて、相互行為分析を通して見

えてくることについて考察する。その中でも特に、

実際に採用を考えている国内企業の人事担当など

の企業人と就職を希望している外国人留学生がグ

ループワークなどを通してコミュニケーションを

とる「フォーカス・グループ」に焦点をあてる。

国内の日本企業への就職がいわば「ゴール」とな

る留学生のためのキャリア教育では、一般的に「ノ

ヴィス・新参者」として位置づけされるのは外国

人留学生側であり、その新参者が社会化されて適

応すべきは「エキスパート（熟練者）」である日本

企業とその文化・社会であると理解できる。座学

のキャリア教育研修などの多くは、この例から外

れることは稀である。しかし、本稿では、双方が

「（外国）人材の最大限の活躍」をテーマに議論す

るようなフォーカス・グループのようなキャリア

教育の場では、従来は一方向になりがちな学びの

プロセスが、Ochs(2002)が指摘するような、双方

がその現場で生まれる学び・価値を交互構築して

いく場へと転じることがある。この現象に着目し

ながら分析の一端を紹介したい。 
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22..  相相互互行行為為研研究究のの焦焦点点  
相互行為研究で重視される参与(participation)

のとらえ方、そして関与(involvement)のとらえ方

は、社会学者アーバイン・ゴッフマンの影響を大

いに受け、言語行動（「発話」）による会話（相互

行為）を遂行する話者の参加枠組みの手順と秩序

を洗い出す会話分析研究として展開した。会話分

析では、Sacks 他(1974)の発話順番交替システム

(turn-taking system)の解明が話者の参与者の言

語行動における参与の規則性を明示化した。多人

数会話においても、どのようにそれぞれが会話へ

の参加（ターン取得）により参加するのかを整理

して描写できるようになった。「発話の重なり」や

主体的な話者と受け手以外の「第三者による発話

の介入」の仕組みなどの複雑な相互行為の参加構

造の研究が多様な言語の話者の事例によって解明

が進められている。 
相互行為には、視線やジェスチャーなどの非言

語モダリティの共起が必須である。言語行動に焦

点化し進化していった会話分析研究と並行して、 
Kendon(1972)や Goodwin(1981)などをスタート

地点とし、マルチモーダル分析が確立し、

McNeill(1992 他)や Streeck(1988 他)のようなジ

ェスチャー研究による貢献を取り込んだ研究路線

も展開した。言語とジェスチャーをまとまり全体

ととらえる視点(Kendon, 2004)がマルチモーダル

分析である。例えば、Goodwin(1981)では、聞き

手の非言語行動の中でも視線行動に着目し、聞き

手は、話し手に視線を向けられた際に、その聞き

手の役割を遂行していることを示すために話し手

を見ていなければならないことを示唆した。昨今、

マルチモーダルな視点の研究はさらなる進化を遂

げている。参与者は、それぞれが何をしているの

か、その各自の行動が次の活動の構成にどのよう

に関わってくるのか、そして環境下で「関連性の

高い要素」がなんであるか、絶えず意識しながら

その場その場に関与する。この関連性の高い要素

は、空間環境の中のあらゆる対象がそれになりう

る。机、紙、ペンといったモノ（物体/objects）が

その要素となることもあれば、その状況に特化し

た専門的な対象(Nevile, Haddition, Heinemann 
& Rauniomaa, 2014)や、時にはテクノロジー

(Heath & Luff, 2012)がそれに該当する場合もあ

る。国外の研究対象は非常に多種多様なものがあ

る。モダリティの多様性という観点から一部取り

上げると、博物館の展示物と訪問客らの参加枠組

みを考察した vom Lehn 他(2001)、 イギリスの

地下鉄の制御室のスタッフ達の多様な機器の扱い

の状況下の暗黙知としての参加の在り方を詳細に

考察したHeath & Luff (2000)、 またスーパーマ

ーケットでの二人連れの買い物客がスーパーの各

場所を転々としながら、その場毎にある商品と彼

ら・彼女たちの新たなF陣形を繰り返し再構築し

つつ相互行為に参加する様子を捉えた De 
Stefani(2013)や、イギリスの美術品の競売会場の

多層にわたる参加者ら（司会・競売商品・競売参

加者・電話などを通して参加する遠隔の買い手と

その代理者など）の関与の手続きを詳細に考察し

たHeath(2014)など、どれもその状況の環境に応

じた記号場(semiotic fields)がもたらすマルチモ

ーダルな記号体系(Goodwin & Goodwin, 2004; 
C.Goodwin, 2011)を用いてそれぞれの発話・行動

を構築していく様を分析している。  
国内でも、例えば高梨(2007)ではポスター発表

時の説明者、聴衆、そしてポスターの三項関係の

相互行為を分析し、参与者間の相互注視(mutual 
gaze)とポスターという対象への共同注意(joint 
attention)といった非言語行動が発話とともに共

起されることが、会話の遂行において重要な役割

を果たすことが論証されている．片岡・池田(編著)
の中に収められた論文にも、 ロボットと人間の参

加枠組みを考察したもの(山崎他、2013)や、IT教

室における教師と学習者のインタラクションの

semiotic field について論じたものがある(池田・

ブラント 2013)。総合的な参加者同士の関与を理

解する上で、このようなマルチモーダルなインタ

ラクションのとらえ方は大変有効であることが、 
会話分析を手法とする研究者に限らず認められて

いることを示している。 
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33..  応応用用事事例例：：留留学学生生ののたためめののキキャャリリアア教教育育  
現在の日本社会における留学生の国内就職促進

の流れを受けて、外国人留学生の就職活動を支援

する「キャリア教育」の需要が高まっている。キ

ャリア教育には、一般的には、大別して 2つの観

点があると定義されている。1つ目は、「一人一人

の社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる

能力や態度を育成する」という汎用的能力養成の

観点である。2つ目は、「一定又は特定の職業に従

事するために必要な知識、技能、能力や態度を育

てる教育」といった、職業教育の観点である。こ

の定義は、日本人学生を主に対象と見据えて形作

られているものだが、外国人留学生のキャリア教

育にもこの概念を当てはめることができる。留学

生の場合、1つ目の観点に、「日本で働く」ことへ

の意識と自覚や態度の育成といった要素が加わっ

てくる。2 つ目の観点は、専門的な知識や技能の

習得がその目的であるため、それぞれが望むキャ

リアごとに異なる内容となる。この 2つ目の観点

の必要性は、留学生も日本人学生もなんら変わる

ことはない。 
 

33..11..  キキャャリリアア教教育育実実践践ととししててのの「「フフォォーーカカスス・・ググ

ルルーーププ」」  
本稿で調査対象としたキャリア教育の実践は、

企業人をキャンパスに招待し、企業人と留学生の

勉強会（「フォーカス・グループ」）を行うもので

ある。いわゆる座学に終わらない「キャリア教育」

である。この中で展開する言語（日本語）コミュ

ニケーションが、その活動の社会的意義を新たに

創生する様子を捉えていく。 
フォーカス・グループは、筆者の関与する留学

生の就職促進プログラム（SUCCESS-Osaka事業）

の活動の１つで、企業人と外国人留学生の接点を

より増やすことを目的にスタートした。毎月開催

しており、企業からの参加者は毎回上限を20名、

できるだけ新しい参加企業を優先的に誘致し、毎

回テーマを絞って実施している。本稿で取り上げ

る事例は、2019年の 5月に実施したフォーカス・

グループである。 

この回では、ミーティングの冒頭において外国

人材を企業内で活用している中堅企業およびスタ

ートアップ企業の事例紹介が行われた。その後、

参加している企業と、国内就職を希望している留

学生が 5 名程度の小グループを編成した。まず、

参加している留学生のプロフィールを聞き込み、

どのような人間なのかを理解する。そして、企業

人サイドからその留学生をインターンシップ生と

して受け入れるとしたら、どのような活動をして

もらうかを判断し、それを会場で共有してもらう、

というワークショップ型の活動を行った。 
 

33..22..  イインンタタララククシショョンンのの考考察察  
以下の断片 1は、活動の中のインタラクション

の一部である。この中で、国内企業の文化・慣習

の特色でもある「人材育成」としてのキャリア教

育の概念も話題に上がった。ある大手のメーカー

会社の人事担当者のMAが、ディスカッションの

報告を行っている場面である。MC はこのフォー

カス・グループの司会であり、MA の発表の主体

的な「聞き手」となり、このやり取りがその場に

いる参加者と共有される中、対話は展開した。MA
は、以下の発話の中で、トという留学生の将来の

希望を聞いたというところから発話を始める。 
 
表 1 フォーカス・グループの発話の断片1 

MA: 私はSK工業のMAですけれども、トさ

んと話をさせていただいて. 
 トさんの希望では商社という形で、ま親

御さんの：え：も会社をやっているんで、 
その橋渡しをしたい 

MC: はい 
MA まそういったところがあって：弊社中国

とのえ：取引もありますので、  
MC: はい 
MA そのようなところの橋渡しみたいな＝ 
MC:                  ＝うん 
MA ものも！やったらおもしろいのかな、 

というものと！（.)  

22..  相相互互行行為為研研究究のの焦焦点点  
相互行為研究で重視される参与(participation)

のとらえ方、そして関与(involvement)のとらえ方

は、社会学者アーバイン・ゴッフマンの影響を大

いに受け、言語行動（「発話」）による会話（相互

行為）を遂行する話者の参加枠組みの手順と秩序

を洗い出す会話分析研究として展開した。会話分

析では、Sacks 他(1974)の発話順番交替システム

(turn-taking system)の解明が話者の参与者の言

語行動における参与の規則性を明示化した。多人

数会話においても、どのようにそれぞれが会話へ

の参加（ターン取得）により参加するのかを整理

して描写できるようになった。「発話の重なり」や

主体的な話者と受け手以外の「第三者による発話

の介入」の仕組みなどの複雑な相互行為の参加構

造の研究が多様な言語の話者の事例によって解明

が進められている。 
相互行為には、視線やジェスチャーなどの非言

語モダリティの共起が必須である。言語行動に焦

点化し進化していった会話分析研究と並行して、 
Kendon(1972)や Goodwin(1981)などをスタート

地点とし、マルチモーダル分析が確立し、

McNeill(1992 他)や Streeck(1988 他)のようなジ

ェスチャー研究による貢献を取り込んだ研究路線

も展開した。言語とジェスチャーをまとまり全体

ととらえる視点(Kendon, 2004)がマルチモーダル

分析である。例えば、Goodwin(1981)では、聞き

手の非言語行動の中でも視線行動に着目し、聞き

手は、話し手に視線を向けられた際に、その聞き

手の役割を遂行していることを示すために話し手

を見ていなければならないことを示唆した。昨今、

マルチモーダルな視点の研究はさらなる進化を遂

げている。参与者は、それぞれが何をしているの

か、その各自の行動が次の活動の構成にどのよう

に関わってくるのか、そして環境下で「関連性の

高い要素」がなんであるか、絶えず意識しながら

その場その場に関与する。この関連性の高い要素

は、空間環境の中のあらゆる対象がそれになりう

る。机、紙、ペンといったモノ（物体/objects）が

その要素となることもあれば、その状況に特化し

た専門的な対象(Nevile, Haddition, Heinemann 
& Rauniomaa, 2014)や、時にはテクノロジー

(Heath & Luff, 2012)がそれに該当する場合もあ

る。国外の研究対象は非常に多種多様なものがあ

る。モダリティの多様性という観点から一部取り

上げると、博物館の展示物と訪問客らの参加枠組

みを考察した vom Lehn 他(2001)、 イギリスの

地下鉄の制御室のスタッフ達の多様な機器の扱い

の状況下の暗黙知としての参加の在り方を詳細に

考察したHeath & Luff (2000)、 またスーパーマ

ーケットでの二人連れの買い物客がスーパーの各

場所を転々としながら、その場毎にある商品と彼

ら・彼女たちの新たなF陣形を繰り返し再構築し

つつ相互行為に参加する様子を捉えた De 
Stefani(2013)や、イギリスの美術品の競売会場の

多層にわたる参加者ら（司会・競売商品・競売参

加者・電話などを通して参加する遠隔の買い手と

その代理者など）の関与の手続きを詳細に考察し

たHeath(2014)など、どれもその状況の環境に応

じた記号場(semiotic fields)がもたらすマルチモ

ーダルな記号体系(Goodwin & Goodwin, 2004; 
C.Goodwin, 2011)を用いてそれぞれの発話・行動

を構築していく様を分析している。  
国内でも、例えば高梨(2007)ではポスター発表

時の説明者、聴衆、そしてポスターの三項関係の

相互行為を分析し、参与者間の相互注視(mutual 
gaze)とポスターという対象への共同注意(joint 
attention)といった非言語行動が発話とともに共

起されることが、会話の遂行において重要な役割

を果たすことが論証されている．片岡・池田(編著)
の中に収められた論文にも、 ロボットと人間の参

加枠組みを考察したもの(山崎他、2013)や、IT教

室における教師と学習者のインタラクションの

semiotic field について論じたものがある(池田・

ブラント 2013)。総合的な参加者同士の関与を理

解する上で、このようなマルチモーダルなインタ

ラクションのとらえ方は大変有効であることが、 
会話分析を手法とする研究者に限らず認められて

いることを示している。 
 



― 168 ―

関西大学高等教育研究　第12号　2021年３月

MC: はい 
MA まだ、経験ていうものも(.)まだないと思

うんで、 そこでもう方向を決めてるこ

ともないのかなあと＝ 
MC: ＝はい＝ 
MA:            ＝うん 
 まうちの会社もいろいろ教育システム

もあるんで：いろんなところ（.) うち工

場もありますし. 
 工場に行って(.)こんな仕事. 営業をやっ

て、 こんな仕事. まそういったもの、 
 ジョブローテーション的なものを経験

した上で！判断してもらうというのも

（.) ひとつやり方としてはあるのかな

と思っております＝ 
MC:          =はい. とてもあの：

ありがたい視点  
(0.5)インターンならではこその＝ 

MA: ＝そうで

す＝ 
MC: ＝いろいろな経験

をするという. =   
MA:      =ミスマッチじゃこ[まるので 
MC: [そうですね. 本

当に： 
MA: 今決めることもないのかな：[と 
MC:                          [おっしゃる

とおりだと思います. 
MA: そういう風に思っています.  

 
MA は、冒頭でトという外国人留学生の意思を尊

重し、海外（中国）との取引の経験をインターン

シップで経験できる、と述べる。その一方で、ト

のような学部生の段階で、すでに固定した活動内

容にのみ興味を持つのではなく、「まだ、経験てい

うものもまだないと思うんで、そこでもう方向を

決めてることもないのかなあと」と、見識を広げ

るために、自身の活動範囲を広げることを提案す

る。次に、MA の所属する企業は幅広い業種を経

験できることを説明し、「ジョブ・ローテーション

的なものを経験した上で判断してもらうというの

も 1つのやり方としてある」と発言する。日本の

企業の就職事情でよく取り上げられる特色として、

国内の人事採用の手法は、仕事の職務内容に特化

した「ジョブ型採用」ではなく、その企業を共に

成長させ事業を行う構成員としての採用（「メンバ

ーシップ型採用」）が主流であるとされる。例えば、

IT 技術を取り扱うインフラサービスの企業に就

職するとなると、たとえ採用された者が人文専攻

であったとしても、システム・エンジニアとして

の研修を受け、開発部署に一時期配置され、経験

を積む。一定の時期になれば、今度は人事担当に

なったり、企業の財務を担うような部署などにも

再配置されたりすることもある。このようにロー

テーションを経験し、「会社」の運営を総括的に理

解する人材に「育てる」ことに主眼が置かれてい

る。 
 MAの発言を受けて、MC は 30行目で「とても

ありがたい視点」と応対し、MA の提案を肯定的

に評価する。また、「インターンならではこその」

と発話を続け、MA と相互に肯定的な評価を提示

している。留学生トの従来の本来の希望である「商

社（貿易）に関係することだけをインターンシッ

プで経験したい」という限定的な希望に対し、こ

こでは、「熟達者（企業人と司会）」が国内の企業

文化・慣習の一端としての「メンバーシップ型採

用」志向をより前出した会話を会場で行うことで、

新参者である外国人留学生に学びの場を提供する

形となっている。 
 
33..33..  相相互互行行為為研研究究かかららののささららななるる考考察察  
フォーカス・グループ場面では、司会と、参加

した企業人との間で、発話交代が時折展開してい

る。発言を進める側は、MC の聞き手反応として

の発話を要求するように、複数の TCU(Turn 
Construction Unit/ターンユニット)によって話を

進めている。この TCU を見定め、MC も最小限

の相槌表現を提示するだけではなく、話者の語り

をさらに広げるような発話を行うなど、聞き手で
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はなくアクティブな話し相手の役割を担っている。

座学のキャリア教育が、いわゆる「一方向性」の

高いコミュニケーション形式だとすれば、こちら

は「双方向性」がより高いスタイルである。 
この双方向の相互行為を担う話者が、どちらも

「日本の企業文化」に一定精通したコミュニティ

のエキスパートであることが、今回のフォーカス・

グループ場面を特徴付けている。 
断片 1では、言語社会化プロセスとして、企業

側が「外国人材（留学生）」をどう扱うかが、再定

義されている。最も理想的な活かし方を前向きに

検討し、変化を否まない国内企業の姿勢が、その

やり取りの中で描かれた。座学のキャリア教育で

は、外国人留学生（新参者）に、ともすれば否が

応なく「日本企業はこういったものである」と講

師側から示すものになってしまうのとは、非常に

対照的な言語社会化の現象である。このフォーカ

ス・グループが担った社会化は、留学生が、日本

企業の文化・慣習を学び、順応して社会人になる

といった伝統的な視点とは一線を画した展開とな

った。言語社会化理論では、指標する社会的意味

は、コミュニケーションが展開するコンテクスト

の変化に応じて再構成されるのが常であると捉え

る。この 2つの相互行為性の特徴付けが、キャリ

ア教育としての社会的意味付けの異なりを生み出

したことは、この理論に基づいた説明が可能であ

る。 
司会者やフォーカス・グループの主催者は、企

業や学生に強制してこのような結果を導いたので

はない。フォーカス・グループは、企業側が、留

学生と直接接触し、個々の志向や希望を聞き取る

機会となっている。冒頭で言及したように、国内

の労働人口の不足問題は深刻な状況を迎えつつあ

る。この流れの中で、外国人材の活用に着手する

ことが近い将来のミッションであることを、ほと

んどの企業が認識している。しかし、大企業やグ

ローバルマーケットを当初から取り扱っている中

堅企業以外は、外国人材の取り込み方のノウハウ

を持たず、活用の仕方に悩んでいる。多くの企業

が、この機会が、じっくりと外国人留学生と話す

のは初めての機会であるのが、日本の大半の企業

の現実である。こういった状況下であるがゆえに、

フォーカス・グループのような機会は、「外国人材

の活用に関する理解」がまさに相互作用で再構築

され、また、国内企業の在り方も、新しい理解を

求めて、再定式化が流動的に繰り返されるのでは

ないだろうか。 
 

44..  終終わわりりにに  
本稿では、相互行為研究が、いかなる社会的な

行為の現場においても、人々が適応し、コミュニ

ケーションを通して指標し、また相互に社会的意

味をその場で再構築・相互構築していく過程を理

解する上でその一助となるということを、留学生

支援の現場の1つであるキャリア教育実践を事例

として考察を行った。教育場面においてこのアプ

ローチが有効であることが、本稿の事例を通して

示すことができたのではないだろうか。 
「文化」や「社会」は、決して静的にそのまま

とどまるようなものではなく、動的である。具体

的には、その社会に存在する発話者間で新たな価

値観が常に化学反応を経てそして形成される 
(Scollon & Scollon, 2001)。「社会的活動の再形成」

は、社会構築主義の観点において重要な鍵となる

概念である。言語社会化理論では、個々の対話に

よって個々の社会的アイデンティティや活動が、

流動的、その場での生成により築かれるとされる

(Ochs,1993)。そのため、それぞれの場において、

参加者間の双方向からの理解の「調整」が常に生

じるものである(北出、2011)。本稿で考察した企

業人と留学生の接触の現場では、この双方向から

の「調整」が、相互行為研究を当てはめることで

観察できた。こういった、動的な価値観の共創や

社会化のプロセスを何度も経験することで、国内

企業はその視点をよりオープンなものへと転換し、

企業の性質が、今後のグローバル化した社会や価

値観、そして働き方に対して変化を遂げるきっか

けとなっていくのではないだろうか。また、日本

国内でのキャリアに関心を持つ外国人留学生も、

単にすでにある型に押し込まれるのではなく、彼

MC: はい 
MA まだ、経験ていうものも(.)まだないと思

うんで、 そこでもう方向を決めてるこ

ともないのかなあと＝ 
MC: ＝はい＝ 
MA:            ＝うん 
 まうちの会社もいろいろ教育システム

もあるんで：いろんなところ（.) うち工

場もありますし. 
 工場に行って(.)こんな仕事. 営業をやっ

て、 こんな仕事. まそういったもの、 
 ジョブローテーション的なものを経験

した上で！判断してもらうというのも

（.) ひとつやり方としてはあるのかな

と思っております＝ 
MC:          =はい. とてもあの：

ありがたい視点  
(0.5)インターンならではこその＝ 

MA: ＝そうで

す＝ 
MC: ＝いろいろな経験

をするという. =   
MA:      =ミスマッチじゃこ[まるので 
MC: [そうですね. 本

当に： 
MA: 今決めることもないのかな：[と 
MC:                          [おっしゃる

とおりだと思います. 
MA: そういう風に思っています.  

 
MA は、冒頭でトという外国人留学生の意思を尊

重し、海外（中国）との取引の経験をインターン

シップで経験できる、と述べる。その一方で、ト

のような学部生の段階で、すでに固定した活動内

容にのみ興味を持つのではなく、「まだ、経験てい

うものもまだないと思うんで、そこでもう方向を

決めてることもないのかなあと」と、見識を広げ

るために、自身の活動範囲を広げることを提案す

る。次に、MA の所属する企業は幅広い業種を経

験できることを説明し、「ジョブ・ローテーション

的なものを経験した上で判断してもらうというの

も 1つのやり方としてある」と発言する。日本の

企業の就職事情でよく取り上げられる特色として、

国内の人事採用の手法は、仕事の職務内容に特化

した「ジョブ型採用」ではなく、その企業を共に

成長させ事業を行う構成員としての採用（「メンバ

ーシップ型採用」）が主流であるとされる。例えば、

IT 技術を取り扱うインフラサービスの企業に就

職するとなると、たとえ採用された者が人文専攻

であったとしても、システム・エンジニアとして

の研修を受け、開発部署に一時期配置され、経験

を積む。一定の時期になれば、今度は人事担当に

なったり、企業の財務を担うような部署などにも

再配置されたりすることもある。このようにロー

テーションを経験し、「会社」の運営を総括的に理

解する人材に「育てる」ことに主眼が置かれてい

る。 
 MAの発言を受けて、MC は 30行目で「とても

ありがたい視点」と応対し、MA の提案を肯定的

に評価する。また、「インターンならではこその」

と発話を続け、MA と相互に肯定的な評価を提示

している。留学生トの従来の本来の希望である「商

社（貿易）に関係することだけをインターンシッ

プで経験したい」という限定的な希望に対し、こ

こでは、「熟達者（企業人と司会）」が国内の企業

文化・慣習の一端としての「メンバーシップ型採

用」志向をより前出した会話を会場で行うことで、

新参者である外国人留学生に学びの場を提供する

形となっている。 
 
33..33..  相相互互行行為為研研究究かかららののささららななるる考考察察  
フォーカス・グループ場面では、司会と、参加

した企業人との間で、発話交代が時折展開してい

る。発言を進める側は、MC の聞き手反応として

の発話を要求するように、複数の TCU(Turn 
Construction Unit/ターンユニット)によって話を

進めている。この TCU を見定め、MC も最小限

の相槌表現を提示するだけではなく、話者の語り

をさらに広げるような発話を行うなど、聞き手で
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らの存在、彼らが提供する特性や強みが、国内企

業によい変化をもたらすという貴重な役割を期待

されていることを認識すれば、また今とは異なっ

た意欲を持ってくれるかもしれない。 
 
参参考考文文献献  
De Stefani, E. (2013). The collaborative 

organisation of next actions in a semiotically 
rich environment. Shopping as a couple. In. P. 
Haddington, L. Mondada, M. Nevile (eds.), 
Interaction and Mobility. Language and the 
Body in Motion. Berlin/Boston: De Gruyter, 
123-151. 

Goodwin, C. (1981). Conversational 
Organization: Interaction between Speakers 
and Hearers. New York: Academic Press. 

Goodwin, C. & Goodwin, M. 
（2004).  ‘Participation’, in A. Duranti (ed.) A 
Companion to Linguistic Anthropology,  
pp. 222–243. Oxford: Basil Blackwell . 

Heath, C.; Luff、 P. (2000). Technology in 
Action. Cambridge: Cambridge University 
Press. 

Heath, C., & Luff, P. (2012). Embodied Action 
and Organizational Activity. In The 
Handbook of Conversation Analysis  pp. 
281–307 Blackwell Publishing.  

Heath, C. (2014). The Dynamics of Auction: 
Social Interaction and the Sale of Fine Art 
and Antiques, Cambridge, Cambridge 
University Press.  

Kendon, Adam (2004). Gesture: Visible Action 
as Utterance. UK: Cambridge University 
Press. 

Nevile, M., Haddington, P., Heinemann, T., 
& Rauniomaa, M. (2014). On  the 
interactional ecology of objects. In M. 
Nevile, P. Haddington, T., Heinemann, & 
M. Rauniomaa (Eds.), Interacting with 
objects: Language, materiality, and social 

activity (pp. 3-26). Philadelphia, PA:  John 
Benjamins. 

McNeill, D. (1992). Hand and mind: What 
gestures reveal about thought. University 
of Chicago Press. 

Ochs, E. (1993). Constructing social identity: A 
language socialization perspective. Research 
on Language and Social Interaction, 26 (3), 
287-306. 

Ochs, E. (2002). Becoming a speaker of culture. 
In C. Kramsch (Ed. ), Language acquisition  
and language socialization (pp. 99-120). 
London: Continuum. 

北出慶子(2011).「構築主義的観点からの接触場面

における相互行為プロセスの分析 ―接触場面の

新たな分析観点と意義の提案―」『言語科学研究』

p.191-221.  
Sacks、 H., Schegloff, E., & Jefferson, G. (1974). 

The simplest systematics for theorganization 
of turn-taking for conversation. Language, 50, 
696-735. 

Scollon, Ronald & Scollon, Suzanne W. (2001). 
Intercultural communication: A discourse 
approach (2nd edition). Oxford: Blackwell.  

Streek, J. (1988). Gesturecraft: The manu-
facture of meaning. (Gesture studies 2.). 
Cambridge University Press.  

vom LehnDirk, Christian Heath, Jon 
Hindmarsh (2001) Exhibiting 
Interaction:Conduct and Collaboration in 
Museums and Galleries. Symbolic Interaction: 
189-216. 

高梨克也（2007）第 13 回研究大会ワークショッ

プ「多人数会話における話者交替再考－参与構

造とノンバーバル情報を中心に－」．社会言語科

学．9(2): 106-111. 
 
謝謝辞辞  
本研究の一部は、以下の科学研究費の助成を受け

ており、その成果を共有するものとなっている。 



― 171 ―

関西大学高等教育研究　第12号　2021年３月

基盤研究B（一般）「日本企業の「内なる国際化」

ー日本人・外国人材の実践対話能力の研修プログ

ラムの開発」（研究代表者：池田佳子 研究課題番

号 18H00681） 
挑戦的萌芽研究「留学生の交渉力を養成する交流

型オンライン教育モデルの開発」研究代表者：池

田佳子 分担者：バイサウスドン 研究課題番号 
20K20709       

らの存在、彼らが提供する特性や強みが、国内企

業によい変化をもたらすという貴重な役割を期待

されていることを認識すれば、また今とは異なっ

た意欲を持ってくれるかもしれない。 
 
参参考考文文献献  
De Stefani, E. (2013). The collaborative 

organisation of next actions in a semiotically 
rich environment. Shopping as a couple. In. P. 
Haddington, L. Mondada, M. Nevile (eds.), 
Interaction and Mobility. Language and the 
Body in Motion. Berlin/Boston: De Gruyter, 
123-151. 

Goodwin, C. (1981). Conversational 
Organization: Interaction between Speakers 
and Hearers. New York: Academic Press. 

Goodwin, C. & Goodwin, M. 
（2004).  ‘Participation’, in A. Duranti (ed.) A 
Companion to Linguistic Anthropology,  
pp. 222–243. Oxford: Basil Blackwell . 

Heath, C.; Luff、 P. (2000). Technology in 
Action. Cambridge: Cambridge University 
Press. 

Heath, C., & Luff, P. (2012). Embodied Action 
and Organizational Activity. In The 
Handbook of Conversation Analysis  pp. 
281–307 Blackwell Publishing.  

Heath, C. (2014). The Dynamics of Auction: 
Social Interaction and the Sale of Fine Art 
and Antiques, Cambridge, Cambridge 
University Press.  

Kendon, Adam (2004). Gesture: Visible Action 
as Utterance. UK: Cambridge University 
Press. 

Nevile, M., Haddington, P., Heinemann, T., 
& Rauniomaa, M. (2014). On  the 
interactional ecology of objects. In M. 
Nevile, P. Haddington, T., Heinemann, & 
M. Rauniomaa (Eds.), Interacting with 
objects: Language, materiality, and social 

activity (pp. 3-26). Philadelphia, PA:  John 
Benjamins. 

McNeill, D. (1992). Hand and mind: What 
gestures reveal about thought. University 
of Chicago Press. 

Ochs, E. (1993). Constructing social identity: A 
language socialization perspective. Research 
on Language and Social Interaction, 26 (3), 
287-306. 

Ochs, E. (2002). Becoming a speaker of culture. 
In C. Kramsch (Ed. ), Language acquisition  
and language socialization (pp. 99-120). 
London: Continuum. 

北出慶子(2011).「構築主義的観点からの接触場面

における相互行為プロセスの分析 ―接触場面の

新たな分析観点と意義の提案―」『言語科学研究』

p.191-221.  
Sacks、 H., Schegloff, E., & Jefferson, G. (1974). 

The simplest systematics for theorganization 
of turn-taking for conversation. Language, 50, 
696-735. 

Scollon, Ronald & Scollon, Suzanne W. (2001). 
Intercultural communication: A discourse 
approach (2nd edition). Oxford: Blackwell.  

Streek, J. (1988). Gesturecraft: The manu-
facture of meaning. (Gesture studies 2.). 
Cambridge University Press.  

vom LehnDirk, Christian Heath, Jon 
Hindmarsh (2001) Exhibiting 
Interaction:Conduct and Collaboration in 
Museums and Galleries. Symbolic Interaction: 
189-216. 

高梨克也（2007）第 13 回研究大会ワークショッ

プ「多人数会話における話者交替再考－参与構

造とノンバーバル情報を中心に－」．社会言語科

学．9(2): 106-111. 
 
謝謝辞辞  
本研究の一部は、以下の科学研究費の助成を受け

ており、その成果を共有するものとなっている。 



― 173 ―

関西大学高等教育研究　第12号　2021年３月

WWeebb 方方式式にによよるる授授業業アアンンケケーートトのの報報告告  

AA  bbrriieeff  rreeppoorrtt  oonn  tthhee  rreessuulltt  ooff  aa  wweebb--bbaasseedd  eevvaalluuaattiioonn  ssuurrvveeyy  bbyy  ssttuuddeennttss    
  

関口理久子（関西大学社会学部） 
Rikuko Sekiguchi （Kansai University, Faculty of Sociology） 

  
キキーーワワーードド  アアンンケケーートト、、WWeebb  方方式式、、学学修修態態度度へへのの自自己己評評価価  ／／eevvaalluuaattiioonn  ssuurrvveeyy  bbyy  
ssttuuddeennttss,,  wweebb--bbaasseedd,,  sseellff--eevvaalluuaattiioonn  oonn  lleeaarrnniinngg  aattttiittuuddee  
 
11..  WWeebb 方方式式にによよるる授授業業アアンンケケーートト  
関西大学では、2018 年 10 月より 2019 年 3 月

にかけて、それまでの記述式による授業評価アン

ケート（以下、旧アンケート）をWeb 方式による

授業アンケートへと変更するため、全学的な準備

を行ってきた。2019 年度秋学期にはパイロット版

を実施し、2020 年度春学期からは、Web 方式に

よるアンケートを実施する予定としていた（関口、

2020a）。 
2020 年度の春学期は、コロナ禍により関西大学

は遠隔授業を余儀なくされた。授業アンケートの

実施責任組織である関西大学教育開発支援センタ

ーもコロナ禍における遠隔授業対応に追われてい

た（関口、2020b）が、授業アンケートに関しては、

Web 方式のアンケートを実施する予定であった

ため、若干の変更を加えることで、混乱なく実施

することが可能であった。また、秋学期に関して

は、原則対面授業を実施するが遠隔授業も併用し

たため、春学期の変更点を継続し授業アンケート

が行われた。 
 

22．．22002200 年年度度春春学学期期とと秋秋学学期期のの変変更更点点  
上述した変更の主な点は、実施方法と設問の注

意書きである（表 1、付表1）。 
実施方法では、予定では Web 方式と自由記述

用紙を併用し、各科目のアンケートのQR コード

や URL アドレスについては自由記述用紙に記載

されており、ダウンロードも可能としていた。学

生の自由記述に関しては、Web 方式ではなく別途

紙媒体での回答を求める予定であった。しかし、

2020 年度春学期は、遠隔授業であったため、自由

記述もすべてWeb 方式のみで行った。 

表 1 授業アンケート（予定）と 2020 年度実施

の授業アンケートの対応について 

 
33..  22002200 年年度度春春学学期期アアンンケケーートト結結果果ににつついいてて  
  2020 年度春秋学期授業アンケートの対象と回

答率は表 2 に示した。 
 
表 2 2020 年度春秋学期授業アンケートの対象

科目と回答率 

    
春学期アンケートは、2020 年 7 月 9 日から 7

月 29 日の間に行われた。アンケートの結果につ

いては、教員へは担当科目ごとの集計結果とデー

授業アンケート（2019年3月段階での
予定）

授業アンケート

（2019年3月段階での予定） （2020年度春秋学期に実施）

趣旨・目的
授業改善と内部質保証に対応させた学
修評価

変更なし

対象科目 全開講科目 変更なし

アンケート
の種類

最終アンケート（中間アンケートは希
望があれば実施）

最終アンケートのみ実施

WEB方式・自由記述用紙 WEB方式のみ

QRコードやURLは自由記述用紙に記
載・ダウンロードも可能

QRコードやURLは自由記述用紙に記
載・ダウンロードも可能

実施期間と
実施時間

第13週目方各学期試験最終日まで・原
則授業中だが、授業外も可

変更なし

項目数
共通質問９問と担任者提示項目1問・
学部独自項目5項目

変更なし

記銘方法 無記名 変更なし

結果の閲覧
（教員）

集計結果をデータとしてフィードバッ
ク・担任者によるクロス集計が可能

変更なし

結果の閲覧
（学生）

シラバスより集計結果を閲覧 変更なし

調査方法

区分

春学期 秋学期

対象科目数 5745 5771

履修者（延べ人数） 290068 266631

回答者（延べ人数） 38479 39782

実施率(%) 35.2% 45.2%

回答率(%) 13.3% 14.9%

回答率(%)* 35.4% -

Note. *旧アンケート対象科目に相当する科目
のみを抽出し算出した場合。秋学期については
処理中のため掲載していない。
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タファイルが、学生へは履修科目ごとの集計結果

がフィードバックされた。また、質問項目 1~質問

項目 9 については、13 学部（法学部、経済学部、

商学部、社会学部、政策創造学部、外国語学部、

人間健康学部、総合情報学部、社会安全学部、シ

ステム理工学部、環境都市工学部、化学生命工学

部）、教養科目（理工）、共通教養科目（外国語）、

共通教養科目、国際教育別の平均値を算出し、既

に結果の概要をWeb にて公開している（図 1）。 
 

図 1 Web 公開されている2020 年度春学期アン

ケート結果の概要 
  
春学期アンケートの概要をまとめると以下のと

おりである。なお、項目の選択肢と数量化数値に

ついては付表1 に示している。 
第一に、Q1 の授業の進度とQ2 の授業の難易度

の評価値については、突然の遠隔授業導入により

どの科目も授業実施方法や授業計画の変更を余儀

なくされたにも関わらず、進度・難易度とも「や

や適切」から「適切」の間の値であった。この項

目は旧アンケートにもあった項目であるが、2019
年度の結果と比較してもほぼ同様の結果であった。 
第二に、旧アンケートになかった新項目のうち、

シラバスとの整合性を問う Q3 では、遠隔授業に

よるシラバス変更を5月末に実施したこともあり、

4.0 以上の値であった。 

第三に、学生の学びへの態度を問う新項目のQ7
の意欲的学び、Q8 の到達目標の達成度、および

Q9 の総合判断についてまとめると、特にQ7 の意

欲的な取り組みが 4.0 以上の高い数値を示した。 

以上より、春学期は遠隔授業であったにも関わら

ず回答した学生たちの学修態度は維持されていた

と考える。しかし、これはあくまで回答者のデー

タに基づいた平均値であり、回答率が 30%程度に

とどまったため、回答しない学生たちの学修態度

については不明である。関西大学では、授業アン

ケートとは別に、2020 年7 月 6 日から7 月 31 日

の間に、教学 IR 実施による遠隔授業についての

アンケートを春学期に行った。この結果からは、

春学期遠隔授業での困った点などが多く明らかに

なっており、このような点を考慮すると、この結

果だけで何らかの結論付けを行うのは早急である

と考える。 
 

44..  22002200 年年度度秋秋学学期期アアンンケケーートト結結果果ににつついいてて 
秋学期アンケートは、2020 年 12 月 14 日から

2021 年 1 月29 日までの間に行われた。秋学期ア

ンケートについては、本稿執筆中の段階では春学

期同様の結果の概要を示すことができないが、速

報データのみに基づく全体の概要を報告する（表

3）。 
表 3 各質問項目の学期別平均値 

全体の回答では、春学期同様の傾向が示された

が、Q6 の学習時間に関しては、春学期よりも予

習・復習時間が減る傾向であった。 

項目
番号

区分 春学期 秋学期

Q1 進度 4.6 4.5

Q2 難易度 4.0 4.1

Q3 シラバスとの整合性 4.3 4.4

Q4 理解度確認 3.9 4.1

Q6 学修時間a) 3.1 1.6

Q7 意欲的学び 4.2 4.2

Q8 到達目標の達成度 3.8 3.8

Q9 総合判断 4.2 4.3

Note. a) ①全くしない（数量化数値=1)、②30
分未満(数量化数値=2)　③30分から1時間未満
（数量化数値=3)
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関西大学では、2020 年度秋学期は、原則対面授

業を実施するが、オンデマンド講義を主とする遠

隔授業も併用した。遠隔授業か対面授業かの関西

大学としての基準は、履修者が 250 名以上を遠隔

授業とすることを目安としたが、各学部の判断を

優先し、それ以下の履修者数でも遠隔授業とする

科目が存在した。関口（2020a）では、履修サイズ

による影響は、Q4 から Q9 の項目において示さ

れ、特に履修サイズが大きい場合（75～305 名）

は評価値が低くなる傾向にあった。そこで、2020
年度秋学期に関しては、履修者数別にアンケート

結果をまとめた。秋学期の履修者数は 1 名～800
名であったが、履修者数の区分は、1～49 名を履

修サイズⅠ（以下Ⅰ）、50～149 名を履修サイズⅡ

（以下Ⅱ）、150～249名を履修サイズⅢ（以下Ⅲ）、

250 名以上を履修サイズⅣ（以下Ⅳ）とした。 
Q1 の進度の「3.適切」を選んだ人数について、

4 群間に差があるかどうかを Kruskal Wallis 検
定により比較したところ、4 群間で有意に人数の

差が認められ（H(3)=84.9, p<.001）、2 項検定によ

り多重比較を行ったところ、適切を選んだ人数は

多い順にⅠ>Ⅱ>Ⅳ>Ⅲとなり（ps<.01）、50 名未

満の履修者で最も進度が適切と判断する学生が多

かった。Q2 の難易度についても同様の検定を行

ったところ、4 群間で有意に人数の差が認められ

（H(3)=151.4, p<.001）、多重比較の結果は進度と

同様多い順にⅠ>Ⅱ>Ⅳ>Ⅲとなり（ps<.01）、50 名

未満の履修者で最も進度を適切と判断する学生が

多かった。Q5 を除く他の項目については、評定値

を従属変数とし、履修サイズを独立変数とする 1
要因の参加者間計画の分散分析を行ったところ、

すべての項目について履修サイズの主効果が有意

であった（Q3:F(3, 35516)=61.8; Q4:F(3, 39723) 
=396.1; Q6:F(3,39659)=324.8; Q7:F(3,39629) 
=273.5; Q8:F(3,39655)=148.3; Q9:F(3, 39631) 
=123.1, ps<.01, partialη2=.005－.029）。多重比

較（Tukey’s T）の結果をまとめると、履修サイズ

が50名未満の場合は評価値が高かったが、250名

以上の遠隔授業においても比較的評価値が高かっ

た（表 4）。これは 250 名以上では必ずオンデマン

ド授業であったため、学生たちが自分のペースで

学修を進めることができたことが要因ではないか

と推察できる。 
 

表 4 履修サイズによる各項目の比較 

  
55..  ままととめめ    
 本稿では、2020 年度より開始したWeb 方式に

よるアンケート結果の概要を報告した。導入初年

度を終えて、以下3点が今後の課題と考えられる。 
  第一に、2020 年度は実施初年度であったが、そ

れと同時にコロナ禍における授業形態や授業設計

が大きく変化した年でもあった。したがって 2020
年度のデータのみから Web 方式の授業アンケー

トの是非や回答率について論じるのは性急である。

特に、学修態度や予習・復習時間に関するデータ

はコロナ禍の影響を受けた特別な結果なのか、あ

るいは、平時でも同様かを判断することも難しい。

今後も毎年度データの推移を追跡することが必要

であろう。 
第二に、昨年度からの懸案事項である回答率を

あげる工夫が今後は必要である。 
第三に、個々の教員がアンケート結果を参考に

して、授業設計を見直し、授業方法を変更するな

ど、FD 活動へ生かす工夫を教育開発支援センタ

ーにおいて提示していく必要があると考える。 
 

参参考考文文献献  
関口理久子 (2020a) 「Web 方式による授業アン

ケートのパイロット版についての報告」『関西大

学高等教育研究』11, 157-166 . 
関口理久子 (2020b) 「教育開発支援センターの遠

隔授業への取り組み」『大学時報』393, 46-49 . 

Mean SD Mean SD Mean SD Mean SD

Q3 シラバスとの整合性 4.5 0.8 4.3 0.8 4.3 0.8 4.5 0.8 Ⅱ,Ⅲ<Ⅰ,Ⅳ

Q4 理解度確認 4.3 1.0 3.9 1.1 3.9 1.1 4.0 1.0 Ⅲ<Ⅱ<Ⅳ<Ⅰ

Q6 学修時間 1.7 1.2 1.4 1.2 1.3 1.2 1.7 1.1 Ⅲ<Ⅱ<Ⅰ,Ⅳ

Q7 意欲的学び 4.3 0.8 4.0 0.9 4.0 0.9 4.2 0.8 Ⅱ,Ⅲ<Ⅰ,Ⅳ

Q8 到達目標の達成度 3.9 1.1 3.7 1.1 3.6 1.2 3.9 1.1 Ⅱ,Ⅲ<Ⅰ,Ⅳ

Q9 総合判断 4.3 0.9 4.1 0.9 4.2 0.9 4.3 0.8 Ⅱ,Ⅲ<Ⅰ,Ⅳ

多重比較

Note.　*履修者数によりⅠ：1-49名、Ⅱ：50-149名、Ⅲ：150-249名、Ⅳ：250名以
上とした。

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
項目
番号

区分

履修者サイズ*

タファイルが、学生へは履修科目ごとの集計結果

がフィードバックされた。また、質問項目 1~質問

項目 9 については、13 学部（法学部、経済学部、

商学部、社会学部、政策創造学部、外国語学部、

人間健康学部、総合情報学部、社会安全学部、シ

ステム理工学部、環境都市工学部、化学生命工学

部）、教養科目（理工）、共通教養科目（外国語）、

共通教養科目、国際教育別の平均値を算出し、既

に結果の概要をWeb にて公開している（図 1）。 
 

図 1 Web 公開されている2020 年度春学期アン

ケート結果の概要 
  
春学期アンケートの概要をまとめると以下のと

おりである。なお、項目の選択肢と数量化数値に

ついては付表1 に示している。 
第一に、Q1 の授業の進度とQ2 の授業の難易度

の評価値については、突然の遠隔授業導入により

どの科目も授業実施方法や授業計画の変更を余儀

なくされたにも関わらず、進度・難易度とも「や

や適切」から「適切」の間の値であった。この項

目は旧アンケートにもあった項目であるが、2019
年度の結果と比較してもほぼ同様の結果であった。 
第二に、旧アンケートになかった新項目のうち、

シラバスとの整合性を問う Q3 では、遠隔授業に

よるシラバス変更を5月末に実施したこともあり、

4.0 以上の値であった。 

第三に、学生の学びへの態度を問う新項目のQ7
の意欲的学び、Q8 の到達目標の達成度、および

Q9 の総合判断についてまとめると、特にQ7 の意

欲的な取り組みが 4.0 以上の高い数値を示した。 

以上より、春学期は遠隔授業であったにも関わら

ず回答した学生たちの学修態度は維持されていた

と考える。しかし、これはあくまで回答者のデー

タに基づいた平均値であり、回答率が 30%程度に

とどまったため、回答しない学生たちの学修態度

については不明である。関西大学では、授業アン

ケートとは別に、2020 年7 月 6 日から7 月 31 日

の間に、教学 IR 実施による遠隔授業についての

アンケートを春学期に行った。この結果からは、

春学期遠隔授業での困った点などが多く明らかに

なっており、このような点を考慮すると、この結

果だけで何らかの結論付けを行うのは早急である

と考える。 
 

44..  22002200 年年度度秋秋学学期期アアンンケケーートト結結果果ににつついいてて 
秋学期アンケートは、2020 年 12 月 14 日から

2021 年 1 月29 日までの間に行われた。秋学期ア

ンケートについては、本稿執筆中の段階では春学

期同様の結果の概要を示すことができないが、速

報データのみに基づく全体の概要を報告する（表

3）。 
表 3 各質問項目の学期別平均値 

全体の回答では、春学期同様の傾向が示された

が、Q6 の学習時間に関しては、春学期よりも予

習・復習時間が減る傾向であった。 

項目
番号

区分 春学期 秋学期

Q1 進度 4.6 4.5

Q2 難易度 4.0 4.1

Q3 シラバスとの整合性 4.3 4.4

Q4 理解度確認 3.9 4.1

Q6 学修時間a) 3.1 1.6

Q7 意欲的学び 4.2 4.2

Q8 到達目標の達成度 3.8 3.8

Q9 総合判断 4.2 4.3

Note. a) ①全くしない（数量化数値=1)、②30
分未満(数量化数値=2)　③30分から1時間未満
（数量化数値=3)
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質問
番号

区分 質問項目と選択肢

あなたにとってこの授業の進度は適切でしたか。
a)

①遅い(1)　②やや遅い(3)　③適切(5)　④やや速い(3)　⑤速い(1)

あなたにとってこの授業の難易度は適切でしたか。

①易しい(1)　②やや易しい(3)　③適切(5)　④やや難しい(3)　⑤難しい(1)

授業はシラバス(授業概要、到達目標、授業計画)に沿って行われ

ましたか。
b)

①行われた(5)　②ある程度行われた(4)　③どちらともいえない(3)　④あまり
行われなかった(2)　⑤行われなかった(1)　⑥シラバスを見ていない(1)

担任者は、受講生の理解度を確かめながら授業を進めていました
か。b)※※対対面面授授業業ででなないい場場合合ででももおお答答ええくくだだささいい。。例例ええばば、、授授
業業外外ででああっっててもも関関大大LLMMSSななどどをを用用いいてて理理解解度度をを確確認認ししてていいるる場場
合合ややレレポポーートトななどどにによよるる確確認認のの場場合合ももあありりまますすののでで、、そそれれをを含含
めめてて総総合合的的にに回回答答ししててくくだだささいい。。

①進めていた(5)　②ある程度進めていた(4)　③どちらともいえない(3)　④あ
まり進めていなかった(2)　⑤進めていなかった(1)

この授業で工夫してほしいと思うものをすべて選んでください。
（複数選択）※※対対面面授授業業ででなないい場場合合はは、、ああててははままるるももののののみみ回回
答答ししててくくだだささいい。。「「⑥⑥提提示示のの仕仕方方」」はは板板書書ででははななくくパパワワーーポポイイ

ンントトののみみでで回回答答ししててくくだだささいい。。
C)

①シラバス　②授業計画　③配付教材　④授業中の環境　⑤説明の仕方　⑥提示
の仕方（板書やパワーポイントなど）　⑦授業内容　⑧時間外学習の支援　⑨学
生への接し方　⑩課題のフィードバック　⑪特にない

予習復習、準備、課題のために、授業１回あたり平均してどの程
度授業時間以外に費やしましたか。

①予習・復習を全くしなかった(1)　②30 分未満(2)　③30 分～１時間未満(3)
④１～２時間未満(4)　⑤２～３時間未満(5)　⑥３時間以上(6)

この授業について意欲的に取り組みましたか。
b)

①意欲的に取り組んだ(5)　②ある程度意欲的に取り組んだ(4)　③どちらともい
えない(3)　④あまり意欲的に取り組んでいない(2)　⑤意欲的に取り組んでいな
い(1)

あなたは、この授業の到達目標をどの程度達成しましたか。
b)

①達成できた(5)　②ある程度達成できた(4)　③あまり達成できなかった(3)
④達成できなかった(2)　⑤到達目標を知らない(1)

総合的に判断して、この授業は意義のあるものでしたか。
b)

①意義のあるものだった(5)　②ある程度意義のあるものだった(4)　③どちらと
もいえない(3)　④あまり意義あるものでなかった(2)　⑤意義のあるものでな
かった(1)

担任者が示す質問に対して５段階で評価してください。
b)

①そう思う(5)　②ややそう思う(4)　③どちらともいえない(3)　④あまりそう
思わない(2)　⑤そう思わない(1)

Q3 シラバスとの整
合性

付表1　2020年度実施の授業アンケートの質問項目および選択肢（数量化数値）

Q1 進度

Q2 難易度

Q4 理解度の確認

Q5 改善のポイント

Q6 学修時間

Q10 担任者提示項目

Note . a)
③を選択すると5となり、5に近いほど適切であることを示す。 

b)
逆転項目　

 c)
選択さ

れた場合は1、選択されない場合は０とする。

Q7 意欲的学び

Q8 到達目標の達成
度

Q9 総合判断
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台湾・玄奘大學 FD・SD 研修:「ニューノーマル時代の教育のイノベーション」の 

実施・実践報告 

A Report: Hsuan Chuang University’s Professional Development Training 
Seminar: “Innovation for New Education Normal” 

 
山本敏幸（関西大学教育推進部） 

奥貫麻紀（関西学院大学ハンズオン・ラーニングセンター） 
Toshiyuki Yamamoto（Kansai University, Division for Promotion of Educational 

Development） 
Maki Okunuki (Kwansei Gakuin University, Center for Hands-on Learning Programs) 

 
キーワード ニューノーマル教育モデル、FD、研修プログラム開発／New Education Normal, 
Professional Development, Seminar Design and Development 
 
1. はじめに 
本稿は 2020 年度に行った台湾、玄奘大學で教

員・職員を対象とした研修「ニューノーマル時代

の教育のイノベーション－フューチャースキルに

よる新しい教育モデルの創造－」[11/25（第 1 回

目）12/9（第 2 回目）]の実施・実践報告である。

この研修は、2018年より開催されている玄奘大學

の教職員を対象とした研修である。これまでは玄

奘大學の研修対象者が本学を訪れ、梅田キャンパ

スで研修をおこなったり、研修講師として、山本

敏幸が台湾に赴いて玄奘大學内で研修をおこなっ

たりしてきた。今回で 4年目を迎える。企画・運

営は玄奘大學應用日語学系池田辰彰教授と教學發

展中心教師組組長・郭淑令助理教授と関西大学教

育推進部の山本敏幸教授が担い、研修参加者は三

者協働による混合チームを編成して実施した。し

かし、今年度はコロナ禍のため、往来が叶わず、

オンラインでリモート形式の研修をおこなった。

専任教員数が107名であるが、授業や学内業務の

合間を縫って、20 名（第 1 回目）、32 名(第 2 回

目)の参加があった。 
 これまでの平時の教育パラダイムでの教育者視

点の FD から新規一転し、New Education 
Normal での教育モデルのイノベーションを研修

のテーマとした。不確定な未来社会を生きること

になる学生たちにとって必須となるフューチャー

スキルを涵養する教育パラダイムについて考え、

未来の教育を構想するインタラクティブな研修を

おこなった。大学で学ぶ学生たちが「未来社会を

生きる未来の自分たち」と Win-Win な関係が持

てるように未来の教育をデザインすることがテー

マとなった。 

 
図 1 広報用チラシ 

 次節では、研修の内容について詳説する。 
 
2. 研修の全体構成 
今年度の本研修の全体構成は、図 2に示すよう

に、第 1回目には、コロナ禍前（平時）とコロナ

禍の教育現場の現状分析をおこない、第 2回目に

 

 

質問
番号

区分 質問項目と選択肢

あなたにとってこの授業の進度は適切でしたか。
a)

①遅い(1)　②やや遅い(3)　③適切(5)　④やや速い(3)　⑤速い(1)

あなたにとってこの授業の難易度は適切でしたか。

①易しい(1)　②やや易しい(3)　③適切(5)　④やや難しい(3)　⑤難しい(1)

授業はシラバス(授業概要、到達目標、授業計画)に沿って行われ

ましたか。
b)

①行われた(5)　②ある程度行われた(4)　③どちらともいえない(3)　④あまり
行われなかった(2)　⑤行われなかった(1)　⑥シラバスを見ていない(1)

担任者は、受講生の理解度を確かめながら授業を進めていました
か。b)※※対対面面授授業業ででなないい場場合合ででももおお答答ええくくだだささいい。。例例ええばば、、授授
業業外外ででああっっててもも関関大大LLMMSSななどどをを用用いいてて理理解解度度をを確確認認ししてていいるる場場
合合ややレレポポーートトななどどにによよるる確確認認のの場場合合ももあありりまますすののでで、、そそれれをを含含
めめてて総総合合的的にに回回答答ししててくくだだささいい。。

①進めていた(5)　②ある程度進めていた(4)　③どちらともいえない(3)　④あ
まり進めていなかった(2)　⑤進めていなかった(1)

この授業で工夫してほしいと思うものをすべて選んでください。
（複数選択）※※対対面面授授業業ででなないい場場合合はは、、ああててははままるるももののののみみ回回
答答ししててくくだだささいい。。「「⑥⑥提提示示のの仕仕方方」」はは板板書書ででははななくくパパワワーーポポイイ

ンントトののみみでで回回答答ししててくくだだささいい。。
C)

①シラバス　②授業計画　③配付教材　④授業中の環境　⑤説明の仕方　⑥提示
の仕方（板書やパワーポイントなど）　⑦授業内容　⑧時間外学習の支援　⑨学
生への接し方　⑩課題のフィードバック　⑪特にない

予習復習、準備、課題のために、授業１回あたり平均してどの程
度授業時間以外に費やしましたか。

①予習・復習を全くしなかった(1)　②30 分未満(2)　③30 分～１時間未満(3)
④１～２時間未満(4)　⑤２～３時間未満(5)　⑥３時間以上(6)

この授業について意欲的に取り組みましたか。
b)

①意欲的に取り組んだ(5)　②ある程度意欲的に取り組んだ(4)　③どちらともい
えない(3)　④あまり意欲的に取り組んでいない(2)　⑤意欲的に取り組んでいな
い(1)

あなたは、この授業の到達目標をどの程度達成しましたか。
b)

①達成できた(5)　②ある程度達成できた(4)　③あまり達成できなかった(3)
④達成できなかった(2)　⑤到達目標を知らない(1)

総合的に判断して、この授業は意義のあるものでしたか。
b)

①意義のあるものだった(5)　②ある程度意義のあるものだった(4)　③どちらと
もいえない(3)　④あまり意義あるものでなかった(2)　⑤意義のあるものでな
かった(1)

担任者が示す質問に対して５段階で評価してください。
b)

①そう思う(5)　②ややそう思う(4)　③どちらともいえない(3)　④あまりそう
思わない(2)　⑤そう思わない(1)

Q3 シラバスとの整
合性

付表1　2020年度実施の授業アンケートの質問項目および選択肢（数量化数値）

Q1 進度

Q2 難易度

Q4 理解度の確認

Q5 改善のポイント

Q6 学修時間

Q10 担任者提示項目

Note . a)
③を選択すると5となり、5に近いほど適切であることを示す。 

b)
逆転項目　

 c)
選択さ

れた場合は1、選択されない場合は０とする。

Q7 意欲的学び

Q8 到達目標の達成
度

Q9 総合判断
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は、未来型教育モデルのイノベーションをおこな

った。 

 
図 2 研修の全体構成 

 
2.1. 第 1回目 
第 1回目の研修内容について詳説する。第1

日目の活動は、「現状から近未来社会と未来型教

育を考える」をテーマとして、図 3に示すプロ

グラム内容でおこなった。 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 第 1回目研修の詳細 

  

図 4 第 1回目チーム活動の成果 
 
【講義 1】〜【講義3】は、オンラインにて、マ

イクロインサーション形式でおこなった。講義の

内容を要約して纏めると以下の通りである。 
 

未来型教育について（タイムライン） 
2020年 コロナ禍（非常事態での授業運営） 
2020〜2022年頃 ニューノーマルな教育の模索 

社会・大学のDX化 
（図 5参照） 

2022年頃〜  ニューノーマルな教育の始動 
       当研修で目標を設定する時期 

              未来型教育の時期（図 6参照） 
2022〜2045年 ニューノーマルな教育の発展 
                当研修成果を実践していく時期 
2045年 シンギュラリティ 
ニューノーマルな教育で卒業していく学生たちは

40歳代になっている。オックスフォード大学の

研究によると、この頃には世の中の役半分の仕事

がAIやロボットに置き換えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
図 5 ITテクノロジーと教育の補完関係 
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図 6 フューチャースキルの質保証 
 
研修参加者は、玄奘大學の研修室に集まり、学

部ごとに数名がチームになり、対面形式で研修活

動をおこなった。さらに、第 1回目と第 2回目の

研修の間の狭間の時間も研修の参加意識やモチベ

ーションを維持し継続するために、Cloud Service 
(Padlet/Google Drive)で 24/7 のバーチャル研修

環境を提供した。 
 

2.2. 第 2回目 
 次に、第 2回目の研修内容を記す。まず、第1
回目の進捗報告から始めた（図 8参照）。 
 

 
図 7 第 2回目、研修の詳細 

 
 第 1回目の研修に参加出来ず第 2回目の研修

に参加した教職員のために、図 9に示すように

第 1回目の【活動 3】で設定したテーマを示し、

第 1回目に参加した教職員と協働できるように

した。 
 

 

図 8 第 2回目開始時の第1回目の進捗報告 
 
図 7 の第 2 回目研修の【講義１】「ニューノー

マルの教育パラダイムを創造してみよう！」では、

チームで決めた未来型教育の領域について、今回

の研修目的と内容を説明した。 
 

 

図 9 テーマ領域 
 

次に、第 1回目の【活動１】【活動 2】で、チー

ムで合意形成した領域について、チームごとに解

決すべき課題とリサーチクエスチョンの設定をお

こなった。その後、それぞれのチームのリサーチ

クエスチョンの領域に合わせて、コロナ禍前の平

時の状況（現状）について、図 10のAからGの

項目を確認し、ニューノーマルの状況についてシ

ナリオプラニングをおこなった。 
 

https://ideas.ted.com/why-you-should-hire-for-skills-not-talent/ 
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図 10 ニューノーマルのシナリオプラニング 

 
さらに、【活動 2】「Lean Canvas を援用した

Opportunity Canvas」では、ニューノーマルで掲

げたシナリオプラニングを実現するためのデザイ

ンプランをチームのリサーチクエスチョンに従っ

ておこなった。そのための基礎知識として、デザ

インシンキングのプロセスについて講義した（図

11 参照）。次に、現在から未来を俯瞰的に捉え、

実践的なチーム活動を目指し Opportunity 
Canvas を活用した（図 12 参照）。研修時間の制

約を考慮し、0 番の欄から 5 番の欄まで完了する

ことを目標としてチームディスカッションを進め

た。各ステークホルダーの視角から具体的な解決

策（アクションプラン）の可視化を重視した。 

 
図 11 デザインシンキングのプロセス 

 
図 12 Opportunity Canvas の作業手順 

各チームのOpportunity Canvasを提示しなが

ら、ピッチ形式でチームの成果を発表した（図13
参照）。それぞれのチーム発表では、参加された教

職員の専門分野の知見を活かした特徴のあるアク

ションプランが報告された。 
 研修開始時は台湾の教育におけるコロナ禍の影

響や教育の未来に関する認識にギャップがあった。

しかし、今回の研修ではコロナ禍の経験を見つめ

なおすことから教育の未来を構想するところまで、

その方法や協働の経験の場を提供することができ

た。授業の合間の自由参加にもかかわらず、参加

者は第 1回目よりも増え、第 2回目には全専任教

職員の 3割が参加された。そして、最後までモチ

ベーションが高く活発な議論が展開された。これ

は従来の研修とは異なる光景であった。 

 

図 13 最終成果物のピッチによる成果発表 
 
3. 最後に 
 当研修は、コロナ禍による社会環境および教育

現場の状況の変化を背景に実施した。オンライン

でおこなった研修であったが、国を跨いで社会お

よび教育現場での経験を共有することができた。   
 例年の研修と大きく異なる成果は以下の2点で

ある。まず、Opportunity Canvas を研修のため

のシンキングツールとして採用したことにより、

現在の教育現場の課題だけでなく、現在から未来

に向けた教育を俯瞰的に構想し、教員のみならず、

各ステークホルダーの行動目標を具体的に検討す

ることができた。また、ニューノーマル時代の教

育に携わる当事者として、未来社会を生きる学生

たちへの人財教育の使命を強く確認し合う機会と

なった。 

https://learningforsustainability.net/design-thinking/ 
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ンプランをチームのリサーチクエスチョンに従っ

ておこなった。そのための基礎知識として、デザ

インシンキングのプロセスについて講義した（図

11 参照）。次に、現在から未来を俯瞰的に捉え、

実践的なチーム活動を目指し Opportunity 
Canvas を活用した（図 12 参照）。研修時間の制

約を考慮し、0 番の欄から 5 番の欄まで完了する

ことを目標としてチームディスカッションを進め

た。各ステークホルダーの視角から具体的な解決

策（アクションプラン）の可視化を重視した。 

 
図 11 デザインシンキングのプロセス 

 
図 12 Opportunity Canvas の作業手順 

各チームのOpportunity Canvasを提示しなが

ら、ピッチ形式でチームの成果を発表した（図13
参照）。それぞれのチーム発表では、参加された教

職員の専門分野の知見を活かした特徴のあるアク

ションプランが報告された。 
 研修開始時は台湾の教育におけるコロナ禍の影

響や教育の未来に関する認識にギャップがあった。

しかし、今回の研修ではコロナ禍の経験を見つめ

なおすことから教育の未来を構想するところまで、

その方法や協働の経験の場を提供することができ

た。授業の合間の自由参加にもかかわらず、参加

者は第 1回目よりも増え、第 2回目には全専任教

職員の 3割が参加された。そして、最後までモチ

ベーションが高く活発な議論が展開された。これ

は従来の研修とは異なる光景であった。 

 

図 13 最終成果物のピッチによる成果発表 
 
3. 最後に 
 当研修は、コロナ禍による社会環境および教育

現場の状況の変化を背景に実施した。オンライン

でおこなった研修であったが、国を跨いで社会お

よび教育現場での経験を共有することができた。   
 例年の研修と大きく異なる成果は以下の2点で

ある。まず、Opportunity Canvas を研修のため

のシンキングツールとして採用したことにより、

現在の教育現場の課題だけでなく、現在から未来

に向けた教育を俯瞰的に構想し、教員のみならず、

各ステークホルダーの行動目標を具体的に検討す

ることができた。また、ニューノーマル時代の教

育に携わる当事者として、未来社会を生きる学生

たちへの人財教育の使命を強く確認し合う機会と

なった。 

https://learningforsustainability.net/design-thinking/ 
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11..  ははじじめめにに  
本稿は 2020年度に行った本学内の学生・教員・

職員を対象としたFD・SD研修の実施・実践報告

である。この研修は、大学設置基準改正に伴うSD
の義務化に伴い、2017年度から実施している学内

研修であり、今回で 4年目を迎える。企画・運営

は教育開発支援センター「FD・SD連携プロジェ

クト」が担い、研修参加者は三者協働による混合

チームを編成して実施された。 
特に、今年度春学期は、新型コロナウイルス感

染症の影響による特別体制下において、インター

ネットを活用した遠隔授業が本学においても実施

された。従来の対面による授業形態から大きく転

換し、ICTの活用による教育面のパラダイムシフ

トが引き起こされると同時に、今後の大学の在り

方が広く問われることとなった。 
そのような先が見通せない状況下において、教

育開発支援センターでは、本来業務である学生・

教員に対する授業支援やFD 等の推進は当然なが

ら、本研修を実施することで、学生、教員、そし

て職員が連携してこれから取り組むべき課題を発

見し、社会の変革に対応するだけでなく、時代に

即した教育を展開できる能力を育成することを目

的とした。 

次節では、研修の内容及びオンラインツールを

活用した研修デザインについて述べ、研修後の職

員育成計画についても触れる。 
 
22..  FFDD・・SSDD研研修修のの特特色色  
今年度の本研修の特色は、次の 3 点であった。

第 1点目は、中長期的な視点から大学の教育・学

習環境を検討する機会としたことが挙げられる。 
コロナ禍において、大学における授業環境・方法

が大きく変わる中、これからの大学の進むべき方

向性について、三者の立場から意見を交換するこ

とが重要であることは当然ながら、短期的な改善・

改革案を検討するのではなく、より長期的なビジ

ョンで「将来のあるべき関大像」を念頭に置きな

がら意見交換をする機会にしたいという狙いがあ

った。 
そこでテーマは「三者（学生・教員・職員）協

働で考える関大の未来 ～大学教育のこれからを

考える～」とし、各グループから報告いただく最

終課題としては、「10 年後の関西大学をよりよく

するために―私たちにできる教育施策・学習環境

改革案―」とした（図1、参照）。 
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図 1 広報用チラシ 

 
これには「Kandai Vions150」で掲げる「未来

を問い、そして挑戦する」姿勢を具現化する研修

になればというメッセージも込めている。 
第 2点目は、職員による参画を人材開発課が所

管する事務職員の研修計画のうちの「階層別研修」

の一環に位置付けるとともに、FD・SD研修で得

た知識を実際の学生対応の場面で活かしてもらう

ことを企画したことが挙げられる。 
従来、本研修は職員の同研修計画のうちの「総

合研修」として位置付けられており、部署・職務

年数を問わず募集を行ってきたが、年々参加者数

は減少傾向にあった。また、参加を希望しても部

署の繁忙期等の理由で断念する職員もいた。そこ

で今年度は人材開発課と協議の上、入職 1年目の

職員を対象にした「階層別研修」に位置付けた。

1 年目を対象とした理由としては、配属部署によ

っては学生・教員と普段接することの少ない職員

もいる中、教育現場で働くことの意義、職員とし

て求められる基本的な能力（大学基礎知識、企画

力等）を養う機会とするためである。 
また、研修を一過性にしないためにも、後述す

る「新入生歓迎の集い」（教育後援会主催）への

参加や、「コンシェルジュカウンター業務」を経

験することで、本研修を通じて得た知見を基に、

学生へのより具体的なアドバイスや的確な学内サ

ポートの紹介につなげることを目的としている。  

第 3点目は、研修自体を対面形式ではなく遠隔

形式による開催とし、関大LMS や Zoom だけで

なくPadletやGoogleスライド等のオンラインツ

ールを積極的に用いたことが挙げられる。遠隔形

式は当初想定していなかったが、コロナ禍を好機

と捉え、様々なツールを用いたグループワークを

展開した。 
事前課題や各回資料・動画の共有ツールとして

関大LMS（学習支援システム）を活用し、実施に

あたっては本学が包括契約する「Zoom」を活用し

た。また、Padletを活用し（図 2）、研修時間以外

にも「いつでも、どこでも」メンバー間で情報交

換できる空間を用意することで研修者の参画意識

を向上させるとともに、Googleスライドを用いて

メンバー全員が共通認識を持ちながら発表スライ

ドを作成することで、ワーク時間の短縮にもつな

がるよう工夫した。 
 

 
図 2 オンラインツールPadletを活用した情

報共有キャンバス 
 

3. FD・SD研修の実施 
本研修は全 5 回で構成され、5 回終了後には計

8 グループによる最終報告会の機会を設けた。各

回の講師は教育推進部の教員が担当した。それぞ

れの専門領域に基づく大学教育の現状や課題、今

後の展望等について講演した。研修の参加者は、

教育・学習環境づくりに関心を持つ本学の学生・

教員・職員であった。あらかじめ三者協働になる

ようグルーピングし、最終報告会に向けたグルー

プワークをする時間を各回の講演後に設けた（図

3）。 
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図 3 Zoomによるグループワークの様子 

 
また、グループワークは全ての回に参加するこ

とを前提としたが、希望する回のみスポット的に

聴講（グループワークには参加しない）できるよ

うにも配慮した。10月26日から 12月21日まで

隔週月曜 10：40～12：10の時間帯で実施した。

今年度は、計 44名の参加があり、前年度の 30名

から大きく増加したことからも大学教育のこれか

らの在り方に対する関心の高さが窺えた。なお、

それぞれの割合は、学生が29.5％（13名）、教員

が 31.8％（14 名）、職員が 38.6％（17 名）であ

り、三者にバランスよく参加がいた。 
 

3.1. 研修の到達目標 
到達目標については、竹中ほか（2018）を参考

にするとともに、「FD・SD連携プロジェクト」に

おいて慎重に議論した結果、以下の 3点に集約し

た（表 1）。なお、第 1回研修時に本研修の目的と

到達目標について参加者にレクチャを行った。 
 

表 1 FD・SD研修の到達目標 

 
3.2. 参加者の募集 
本研修の内容の周知について、職員については、

階層別研修の一環に位置付けられたことから、人

材開発課経由で各部署に対して周知することにな

った。なお、既述のとおり1年目を対象にした研

修であるが、2 年目以上の職員でも希望すれば参

加できることとした。 
教学組織への周知については、教学に関する意

思決定を行う CTL 委員会やその上部の教育推進

委員会の場で行われるとともに、各教員へは個別

に案内チラシを配付した。また、特に入職1～3年

目の教員に対しては、本学の教育改革を知ってい

ただく絶好の機会であるため、個別に周知メール

を配信した。 
最後に、学生に対する周知は、インフォメーシ

ョンシステムや学内掲示を通じて全学的に周知し

たほか、教育開発支援室および授業支援グループ

が管轄する授業支援 SA（授業運営のサポートを

行う）やLA・TAといった学生スタッフに対して

参加依頼を行った。 
こうした積極的な周知により、既述のとおり計

44名という過去最多の参加者数にいたった。 
 
3.3. 各回のプログラム内容 
第 1回は、「関西大学の教育改革」をテーマに関

口理久子（教育開発支援センター長）が講演を担

当した。マクロ（全学）・ミドル（学部）・ミク

ロ（授業）レベルの内部質保証システム構築に関

する話やコロナ禍において教育開発支援センター

が実施した教育改革の取組等について解説するこ

とで、本学の教育活動の全体像を理解していただ

くことを目的とした。さらに、学生対応部局（学

生相談・支援センター事務グループ、学生生活支

援グループ、キャリアセンター事務グループ）の

中堅職員から、日常業務の学生対応で気を付けて

いることや部署が抱える課題・今後の展望につい

て講演いただくことで、本学全体の学生対応の現

状について広く学ぶ機会とした。 

第 2回は、「これからのアクティブラーニング

とは」をテーマに三浦真琴（教育推進部教授）が

講演を担当した。教育パラダイムから学習パラダ

イムへのシフトに関する考察や学生を主体的な学

□本学の教育施策・学習環境の現状と課題に

ついて簡潔に説明ができる 
□本学の特色ある学生支援の取組について説

明ができる 
□本学をよくするため、実現可能性のある教

育施策・学習環境を提案（デザイン）できる 
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習者に育てるためにできること等について提言い

ただいた。また今回より、事前に設定した計 8グ

ループに分かれ、積極的な意見交換をするための

アイスブレークを行ったのち、最終報告会に向け

たワークを開始した。 

第 3 回は、「大学の ICT 環境の現状と未来」を

テーマに山本敏幸（教育推進部教授）が講演を担

当した。（図4） 

 

 

図 4 山本敏幸教授による講演 

 

ICTの進化により教育の形態が刻々と変化して

いる現状とニューノーマル時代を生き抜くために

必要なフューチャースキルについて提言いただい

た。また、今回より本格的なワークを開始した。

具体的には、Padlet 上にグループごとの Google
スライドを設置した上、本学の教育面における問

題点・課題点の書き出し（洗い出し）に取り組ん

だ。 

第4回は、「アンケート調査から見える本学の

課題や学生の特徴」をテーマに矢田尚也（教育推

進部特別任用助教）が講演を担当した。教学IR
プロジェクトの取組概要や卒業時調査結果から見

えた満足度とコンピテンシーの関係等について解

説いただいた上、客観的なデータに基づく提案の

重要性について提言いただいた。また、ワークで

は前回議論した本学の問題点・課題点の中から最

も重要だと考えるテーマについて、ピッチ形式で

情報共有を行った。 

第5回は、「授業設計と学習環境」をテーマに

岩﨑千晶（教育推進部准教授）および多田泰紘

（教育推進部特別任用助教）が講演を担当した。

これまでの研修内容の振り返りを行うとともに、

授業設計の要素（学習目標、教育内容・方法、評

価方法）について解説いただくとともに、これか

らの学習環境を考えるうえでのアプローチの仕方

（問題解決型・問題創出型）について講演いただ

いた。その後、最終報告会に向けたワークを行っ

た。 

 
33..44..  ググルルーーププワワーーククのの進進めめ方方  
グループ内だけでなくグループ間で情報をタイ

ムリーに共有できるように、Padletキャンバスを

使用してワークを進めた。初めて本ツールを使用

する参加者もいるため、段階な利用導入を行った。

具体的には、第 2 回時に「チームビルディング」

として Padlet 内で自己紹介を記入したり今後の

役割分担を相談してもらい、第 3回以降は運営側

が用意したグループワークのフレームワーク

（Googleスライドで作成）をPadlet内に用意し、

議論の経過をチーム内外が把握できるスキームを

構築した。 
Googleスライドには、デザインシンキングの開

発モデル用のツールである「Opportunity Canvas
（図 5）」を研修用にアレンジしたスライドも用意

した。このスライドに沿って議論を進めることで、

問題の発見から根拠資料の作成、課題等の洗い出

し等をスムーズに行ってもらうとともに、発表用

スライドとしてそのまま活用できるよう工夫した。 
 

 
図 5  「Opportunity Canvas」を活用したフ

レームワーク 
 
なお、実際のグループワークはリモートで行い、

Zoom の「ブレイクアウトルーム」を活用した。

各回の講演者（教育推進部教員）がファシリテー
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ト役を務め、適宜ワークの進捗具合を確認し、必

要に応じてアドバイスを行った。Padletを活用す

ることで、講師側にとっても前回までの経過を把

握したうえでファシリテートをすることができる

等、スムーズな運営を可能にした。 
 
3.5. 最終報告会の実施 
全 8 グループからの最終報告会を 2021 年 1 月

18日に実施した（図6）。 

 

図 6 広報用チラシ 
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正課外活動等、入学直後の悩みに「個別に」応じ

ることで大学生活をスムーズに始めてもらうこと

を目的とする。 

こうした業務を経験することで、特に入職1
年目の職員にとっては、職員として求められる能

力（大学基礎知識、傾聴力、表現力等）を養う機

会とするだけでなく、部署の垣根を越えて「協働

する」ことの重要性を学んでいただく機会とした

い。さらに次年度の本研修においては、彼らがフ

ァシリテート役として本研修に携わり、後輩と接

することで、指導力や責任感を養う機会にしたい

と考える。 

以上、本稿では、関西大学において開発および

実践されたFD・SD研修プログラムの開発過程と

デザインを中心に述べた。2021年 1月現在、まだ

全てのプログラムが修了していないため、今後も

遺漏ない運営と研修の効果測定が課題となる。 
効果測定については、具体的に参加者がどのよ

うな学びの成果や変化を感じているのかを明らか

にしていく必要があるため、アンケート調査だけ

でなく、個別のインタビュー調査の実施による質

的な効果測定も必要になってくるであろう。 
そうした改善を今後も継続して行うことで、変

化の激しい社会をリードし、未来社会に貢献でき

る人材を育む研修になるよう努めていきたい。 
 
参参考考文文献献  
山本敏幸・亀井直人・田上正範・西脇菜穂子（2020）
「SDGs をテーマとした教員・職員・学生によ

る三者協働による SD 研修プログラムの実施・

実践報告」『関西大学高等教育研究』，11, 137-
142. 

竹中喜一・岩﨑千晶・中井次郎・吉田達哉・土橋

良一（2018）「学生・教員・職員によるSD研修

プログラムの開発と実践」『関西大学高等教育研

究』，9, 149-155. 
 
謝謝辞辞  
研修の講師を務めていただいた教育推進部の先

生方、また、職員の階層別研修として位置付ける

よう調整いただいた人材開発課の皆様に深く感謝

の意を表したい。 
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資料 2020 年度 三者協働（学生・教員・職員）による 

FD・SD 研修の最終報告会記録 

 
関西大学教育開発支援センター 

（Kansai University, Center for Teaching & Learning） 
 
1. はじめに 

FD・SD 研修は、大学設置基準改正に伴う SD
の義務化に伴い、2017年度から実施している学内

研修であり、今回で 4年目を迎える。企画・運営

は教育開発支援センター「FD・SD連携プロジェ

クト」が担い、研修参加者は三者（学生・教員・

職員）協働による混合チームを編成して実施され

た（図 1）。 
 

 
図 1 広報用チラシ 

 
本研修は全 5 回で構成され、5 回終了後には計

8 グループによる最終報告会の機会を設けた。各
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38.6％（17名）であった。 
本稿では、2021年 1月 18日に開催した最終報

告会（図 2）において、各グループが報告した内

容を記録として残す。 
 

 
図 2 広報用チラシ 

 
2. 各グループの発表内容 
全 8グループの発表内容（スライド）を以下に
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2.2. グループ B「100 年いきる大学教育 長期

的視点に基づく教育」 
山田 慶祐（法学部4回生）、五十嵐 元道（政策

創造学部准教授）、伊藤 吉洋（法学部准教授）、

岸本 寛太郎（出納課）、中元 陸（キャリアセン

ター事務G） 
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2.3. グループC「ICT 教育を考える」 
福田 恵利香（法学部 3回生）、竹村 浩子（文学

部非常勤講師）、梅田 健太郎（北陽事務室）、前

原 太陽（情報基盤G） 

 

 

 
2.4. グループ D「時間割コーディネーター／授

業ソムリエ（三者協働）を発足させるチーム～す

べての学生にワクワクの時間割を！～」 
坂井 美月（文学部3回生）、小杉 麻李亜（文学

部准教授）、三宅 沙也加（学長課）、上杉 翼（研

究支援・社会連携G） 
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22..55..  ググルルーーププ EE「「社社会会人人ににななっっててもも使使ええるるよようう

なな教教育育」」  
平井 みくる（政策創造学部 2 回生）、石原 拓

（社会学部3回生）、水野 友晴（文学部准教授）、

中原 渚（研究支援・社会連携G）、三浦 詰平（教

務事務G） 
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2.6. グループ F「カラフルな教育～だれでも参

加しやすい環境作り～」 
與田 祐大（経済学部 4回生）、姫野 美咲（文学

部 2回生）、吉沢 晃（法学部准教授）、竹内 晴

香（国際教育G）、能木 智矢（教務事務G） 
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務事務G） 
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2.7. グループG「大学での新たな学び方」 
山本 純也（社会学部 2回生）、酒井 亨樹（法学

部 4回生）、西村 瑛皓（授業支援G）、伊藤 亜

希子（学部・大学院事務G） 
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関西大学高等教育研究 投稿規程 

 
関西大学教育開発支援センターでは、教育開発支援センター規程第 2 条第 10 項の規定に基づき、

大学教育に関する情報の発信を目的として『関西大学高等教育研究』を年 1 回発行する。本規程では

『関西大学高等教育研究』を編集・発行するために必要な事項を規定する。 
 
１ 名称 
   『関西大学高等教育研究』 
 
２ 編集委員会 
   『関西大学高等教育研究』の編集・発行にあたって、編集委員会を設ける。編集委員は、教育

開発支援センター長、教育開発支援センター専門委員、教育開発支援センター長が必要と認めた

者で構成する。 
編集委員会は、『関西大学高等教育研究』に掲載される原稿の編集及び『関西大学高等教育研

究』の発行にあたる。また、編集委員会は、原稿について執筆者との協議を通じ、内容の変更を

求める場合がある。 
 

３ 投稿資格 
   関西大学教育職員、事務職員および関西大学大学院生 

その他、編集委員会が適当と認めた者も投稿できるが上記の者を優先して掲載する 
 

４ 刊行期日 
   毎年 3 月末日 
 
５ 掲載原稿の種類 

掲載原稿の種類は、「論文」・「研究ノート」・「その他」とする。掲載内容は、いずれも高等教 
育を題材としたものとする。また、未発表のものに限る（ただし、口頭発表及びその配付資 

料はこの限りでない）。 

投稿する場合、「論文」・「研究ノート」・「その他」のうち、希望するいずれかの区分を明記す

る。ただし、掲載にあたって、編集委員会は執筆者との協議を通じ区分の変更を求める場合があ

る。 

 論文：高等教育研究に貢献できる問題提起と意義があり、この分野に関心を持つ教員や読者に

とって価値と有効性があるもの。実践研究・事例研究を含む。 

 研究ノート：高等教育に関する研究成果をまとめたもの。独創的な内容や新しい知見の含まれ

ることを尊重し、一般に論文に求められる包括性・体系性・完結性は必ずしも満たさなくても

よい。 

 その他：高等教育に関連した著書、文献、資料に関する紹介・評論を内容としたもの。 

 
６ 執筆要領 
   別途定める。 
 
７ 研究倫理 
   「人を対象とする研究」に関する原稿（「論文」・「研究ノート」・「その他」）を執筆する場合は、

「関西大学における人を対象とする研究に関する倫理規程」を適用し、「研究者の責務」を遵守す

るものとする。 
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８ 著作権 
   本紀要に投稿された論文等の著作権は、関西大学教育開発支援センターが保有する。 
 
９ Web 上への公開 
   教育開発支援センターのホームページ及び関西大学学術リポジトリにおいて原則公開する。 

 
附則 
この規程（改正）は 2019 年 7 月 24 日から施行する。 
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関西大学高等教育研究 執筆要領 

 
１  本誌に掲載される論文等 1 篇の分量（日本語の表題・著者名、英語の表題・著者名・要旨

（Abstract）、キーワード、図表を含む）は、原則として以下とする。ただし、編集委員会が認め

る場合はこの限りではない。 
論文    ：20,000 字 （12 ページ）以内 
研究ノート ：10,000 字 （6 ページ）以内 
その他   ：6,500 字（4 ページ）以内 
 

２  原稿は「原稿テンプレート」に則り Word 形式で作成の上、指定された期限内に投稿を行う。

なお本誌に掲載された書類等は返却しない。 
 
３  原稿は、サイズは A4 判、マージンは上下左右ともに 25ｍｍ、1 行 22 字、1 ページ 40 行の 2

段組みの指定されたフォーマットで作成する。図表を挿入する場合、上に示した総頁数を越えな

いようにする。 
 
４  提出の際には Word 形式の原稿、PDF 形式の原稿、「投稿者カード」、「チェックリスト」を指

定された期限までに提出する。 
 
５   「タイトル」は日本語と英語で記載する。「キーワード」は 3～5 語で日本語と英語ともに記載

する。英語の「タイトル」、「キーワード」に関しては、専門家（論文内容についてある程度知識

があり、英文校閲の能力があると判断されるネイティブもしくは同等の者）の校閲を経たものと

する。論文の場合はこれに加えて要旨（Abstract）を記載してから本文を始める。要旨(Abstract)
の分量は、日本語の場合は 400 字以下、英文の場合は 200 語以下とする。 

 
６  「タイトル」と要旨（Abstract）の間に執筆者（所属）を日本語と英語で記載する。執筆者が

複数の場合は、執筆代表者を連名者の筆頭に置く。 
 
７  見出しは、すべて横見出しとし、アラビア数字で番号を付す。 
 
８  句読点は「、」「。」を用いる。 
 
９  図及び表には連番を付し、簡潔な見出しをつける。 
 
10  本文における参考文献は、(著者名、刊行年)のように表示する。著者が 2 名の場合は「関大・

吹田(2019)は…」「Michael ＆ Mike (2019)」とし、3 名以上の場合は「関大他(2019)は…」「Michael 
et.al.(2019)…」とする。同一著者の同一刊行年の異なる文献を引用する場合は、刊行年の後にア

ルファベットを付して区別する。例：2006a, 2006b, … 
 
11  「註」及び参考文献は、本文の末尾に一括して記載する。本文中での「註」の指示は、上付き

の連番で示す。括弧は付けない。参考文献は、「註」の後に著者名のアルファベット順で記載する。

また、参考文献の表記は別紙「参考文献の表記について」にしたがう。 
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参考文献の表記について 
 

11 単単行行本本のの場場合合  
＜日本語＞ 著者名 (発行年) 『書名』 発行所. 
例：関大太郎 (2003) 『関西大学における初年次教育の課題』 関西大学出版部. 
 
＜英語＞ 著者名. (発行年). 書名, 発行所：発行地. 
例：Smith, T. (2007). Modern Higher Education and Society, Los Angeles, CA: UNIV Press. 

 
22 単単行行本本のの特特定定のの章章のの場場合合  
＜日本語＞ 章の著者名 (発行年) 「章の題目」 収録されている単行本の編者名 『書名』, 掲載ペ

ージ. 発行所. 
例：吹田花子 (2016)「大学が社会に果たす役割」 関大太郎・山手次郎編著 『大学教育改革』, pp.63-86.
関西大学出版部. 
※なお、複数の和文著者名は「・」でつなぐ 
 
＜英語＞ 章の著者名. (発行年). 章の題目. 収録されている単行本の編者名，書名，掲載ページ. 発
行所:発行地. 

例：Johnson, A., McAdams, G., & Pawling, A. (2005). Creating inclusive classroom. In P. M. 
Simpson, & K. A. Tanaka (Eds.), Internationalization of higher education pp.56-82. New York: 
Uni Press. 

 
33 雑雑誌誌論論文文のの場場合合  
＜日本語＞ 著者名 (発行年) 「論文題目」『雑誌名』巻(号)数，掲載ページ(pp は不要)． 
例：凜風桜子(2010)「高大接続と初年次教育」『高等教育開発ジャーナル』12(1), 100-117.  
 
＜英語＞ 著者名. (発行年). 論文題目. 雑誌名，巻(号)数，掲載ページ(pp は不要). 
例：Chin, A. J., & Gray, E. (2012). Communication skills: an active learning approach. Journal of 

College Students, 15(2), 28-50. 
 
44 翻翻訳訳書書のの場場合合  
原著者名. (発行年). 書名，発行所:発行地. 原著者名(カナ名) 訳者名 (翻訳書発行年) 『翻訳書名』 翻
訳書の発行所. 
例：Brooks, A., & Ball, C. (2001). Designing learning environment (Expanded 3rd ed.), San Diego, 
CA: Uni Press. A・ブルックス，C・ボール 関西文子訳 (2005)『学習環境デザイン』吹田山手出版. 

 
55 イインンタターーネネッットトかかららのの引引用用のの場場合合  
＜日本語＞ 作成元 (作成年) 『ページタイトル』 (URL)  (引用者の最新アクセス日) 
例：山手市教育審議会（2010）『個人情報保護に係る指針』

(http://www.suita.edu.jp/xxx/xxxx/xxxx.12345.htm) (2019 年 5 月 20 日) 
 
＜英語＞ 作成元. (作成年). ページタイトル, (URL),  (引用者の最新アクセス日). 
例：Association for Teaching and Learning. (2012). Designing an Inclusive Classroom, 
(http://www.atl.edu.us/xxx/xxxx/xxxx.12345.htm), (2019.5.20). 
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